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「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」の 

一部改正について 

 

 

標記の事業については、平成 27 年６月５日老発 0605 第５号本職通知の別紙「介

護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

により行われているところであるが、今般、ガイドラインの一部を別添新旧対照

表のとおり改正し、令和６年４月１日から適用することとしたので通知する。 

ついては、事業の実施について特段の御配慮をお願いするとともに、管内市町

村に対して周知を図り、本事業の円滑な実施について御協力を賜りたい。 



 

○「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」（平成27年６月５日老発0605第５号厚生労働省老健局長通知） 

の別紙「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」 
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新 旧 

介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン 介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン 

目次 目次 

第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項     

１ 事業の目的・考え方  １ 事業の目的・考え方  

（１） 総合事業の趣旨  （１） 総合事業の趣旨  

（２） 背景・基本的考え方  （２） 背景・基本的考え方  

２ 総合事業を構成する各事業の内容及び対象者  ２ 総合事業を構成する各事業の内容及び対象者  

（１） サービス・活動事業（第１号事業） （１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

（２） 一般介護予防事業  （２） 一般介護予防事業  

３ 市町村による効果的・効率的な事業実施 ３ 市町村による効果的・効率的な事業実施 

４ 都道府県による市町村への支援  ４ 都道府県による市町村への支援  

５ 好事例・マニュアル等の提供  ５ 好事例・マニュアル等の提供  

第２ サービス・活動の類型（多様化するサービス・活動の典型例） 第２ サービスの類型（多様化するサービスの典型例）  

第３ 市町村を中心とした生活支援・介護予防サービスの充実等 第３ 市町村を中心とした生活支援・介護予防サービスの充実等 

１ 基本的な考え方  １ 基本的な考え方  

２ 生活支援・介護予防サービスの分類について  ２ サービスの分類について  

３ 生活支援・介護予防サービスの開発・発掘のための取組  ３ 生活支援・介護予防サービスの開発・発掘のための取組  

（１） 基本的な考え方及び定義  （１） 基本的な考え方及び定義  

（２） コーディネーターの目的・役割等  （２） コーディネーターの目的・役割等  

（３） 協議体の目的・役割等  （３） 協議体の目的・役割等  

（４） 住民参画・官民連携推進事業 （新設） 

（５） 市町村、都道府県及び国の役割  （４） 市町村、都道府県及び国の役割  

（６） 取組の流れ  （５） 取組の流れ  

（７） 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 （６） 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 

（８） その他  （７） その他  

４ 住民主体の支援活動等の推進  ４ 住民主体の支援活動等の推進  

（１） ボランティア等の支援の担い手に対する研修・人材育成の実施 （１） ボランティア等の支援の担い手に対する研修・人材育成の実施 

（２） 介護支援ボランティアポイントの活用  （２） 介護支援ボランティアポイントの活用  

（３） 高齢者の社会参加による介護予防等の推進  （３） 高齢者の社会参加による介護予防等の推進  

５ 地域ケア会議、既存資源、他施策の活用  ５ 地域ケア会議、既存資源、他施策の活用  

（１） 地域ケア会議の活用  （１） 地域ケア会議の活用  

（２） 既存資源の活用 （２） 既存資源の活用  

６ 協議体・コーディネーター設置について参考となる実際の事例 ６ 協議体・コーディネーター設置について参考となる実際の事例 

（１） 地域包括支援センター型 （１） 地域包括支援センター型 

（２） 住民・行政等協働型  （２） 住民・行政等協働型  

（３） 社会福祉協議会型  （３） 社会福祉協議会型  

（４） ＮＰＯ型①  （４） ＮＰＯ型①  

（５） ＮＰＯ型②  （５） ＮＰＯ型②  

（６） 中間支援組織型 

 

（６） 中間支援組織型 
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第４ 介護予防ケアマネジメントについて 第４ サービスの利用の流れ（被保険者の自立支援に資するサービスのための

介護予防ケアマネジメントや基本チェックリストの活用・実施、サービス

提供等） 

１ 介護予防ケアマネジメントの概要 （新設） 

２ 周知  １ 周知  

（削除） ２ 相談 

（削除） ３ 基本チェックリストの活用・実施 

３ 介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 ４ 介護予防ケアマネジメントの実施・サービスの利用開始 

（１） 介護予防支援との関係 （１） 介護予防ケアマネジメントの概要 

（削除） （２） 総合事業における介護予防ケアマネジメントの考え方と類型 

（２） 地域ケア会議の活用 （３） 介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 

第５ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）と効果

的な介護予防ケアマネジメントの在り方～一歩進んだケアマネジメント

に向けたガイドライン～ 

第５ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）と効果

的な介護予防ケアマネジメントの在り方～一歩進んだケアマネジメント

に向けたガイドライン～ 

１ 関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）  １ 関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）  

（１） 地域包括ケアシステムの構築と規範的統合  （１） 地域包括ケアシステムの構築と規範的統合  

（２） 明確な目標設定と本人との意識の共有  （２） 明確な目標設定と本人との意識の共有  

（削除） （３） ケアプランの作成  

（削除） （４） モニタリング・評価  

（削除） （５） 介護予防ケアマネジメントを実施する際の留意点 

（３） セルフケア・セルフマネジメントの推進  （６） セルフケア・セルフマネジメントの推進  

（４） 「介護予防手帳」等の活用  （７） 「介護予防手帳」等の活用  

２ 好事例等から得られた自立支援に向けた効果的な介護予防ケアマネジ

メントの在り方～保健・医療の専門職が関与し、短期で集中的なアプロー

チにより自立につなげる方策～ 

２ 好事例等から得られた自立支援に向けた効果的な介護予防ケアマネジ

メントの在り方～保健・医療の専門職が関与し、短期で集中的なアプロー

チにより自立につなげる方策～ 

（削除） （１） 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントの視点 

（削除） （２） サービス担当者会議と多職種協働による介護予防ケアマネジメン

ト支援 

第６ 継続利用要介護者によるサービス・活動の利用  第６ 継続利用要介護者による住民主体のサービスの利用  

１ 基本的な考え方  

２ 継続利用要介護者に対するケアマネジメントの実施主体  

１ 基本的な考え方  

２ 継続利用要介護者に対するケアマネジメントの実施主体  

３ 継続利用要介護者が住民主体のサービス・活動を利用する際の留意事 

項 

３ 継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項 

（１）サービス・活動の実施に向けての準備 （１）サービスの実施に向けての準備 

（２）ケアマネジメントの実施 （２）ケアマネジメントの実施 

（３）地域包括支援センターによる支援 （３）地域包括センターによる支援 

（４）利用者の状態変化等への対応 （４）利用者の状態変化等への対応 

第７ 総合事業の制度的な枠組み 第７ 総合事業の制度的な枠組み 

１ サービス・活動事業 １ 介護予防・生活支援サービス事業 

（１） サービス・活動事業の概要 （１） 介護予防・生活支援サービス事業の概要 
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（２） サービス・活動事業の実施方法 （２） 介護予防・生活支援サービス事業の実施方法 

（３） 指定事業者制度  （３） 指定事業者制度  

（４） サービス・活動の基準 （４） サービスの基準 

（５） 給付と一体的に実施する場合における給付の基準緩和 （５） 給付と一体的に実施する場合における給付の基準緩和 

（６） 単価等 （６） 単価等 

（７） 利用者負担（利用料） （７） 利用者負担（利用料） 

（８） 給付管理 （８） 給付管理 

（９） 高額介護予防サービス費相当事業等 （９） 高額介護予防サービス費相当事業等 

（10） 審査支払の国保連合会の活用  （10） 審査支払の国保連合会の活用  

（11） サービス利用開始又は認定更新時期における費用負担 （11） サービス利用開始又は認定更新時期における費用負担 

（削除） （12） その他の制度における総合事業の取扱いについて 

２ 一般介護予防事業 ２ 一般介護予防事業 

（１） 基本的な考え方 （１） 基本的な考え方 

（２） 事業の実施  （２） 事業の実施  

（３） 介護予防の取組に関する事業評価 （３） 介護予防の取組に関する事業評価 

（４） 実施に当たっての留意事項  （４） 実施に当たっての留意事項  

３ 地域支援事業の上限設定  ３ 地域支援事業の上限設定  

（１） 概要 （１） 概要 

（２） 総合事業の上限管理 （２） 総合事業の上限管理  

４ 定期的な評価・検証  ４ 定期的な評価・検証  

５ その他  ５ その他  

（１） 住所地特例対象者に対する総合事業の実施  （１） 住所地特例対象者に対する総合事業の実施  

（２） 地域支援事業における財政調整  （２） 地域支援事業における財政調整  

（３） 事故時の対応  （３） 事故時の対応  

（４） 苦情処理  （４） 苦情処理  

第８ 総合事業の充実に向けた多様なサービス・活動の充実 （新設） 

１ 総合事業の充実に向けた基本的な考え方 

（１） 市町村が中心となり総合事業で地域の力を組み合わせる  

（２） 高齢者や多様な主体の参画を通じた地域共生社会の実現・地域の

活性化 

２ 総合事業の充実に向けた多様なサービス・活動の在り方 

３ 総合事業の充実に向けた評価の視点 

 

第９ その他 第８ その他 

１ 総合事業の会計年度、会計の費目  １ 総合事業の会計年度、会計の費目  

  

（注）本ガイドラインに掲載している事例は当初掲載当時のものであるため、現

在は異なる取扱いがされている可能性がある。 
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第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項 

１ 事業の目的・考え方 １ 事業の目的・考え方 

（１） 総合事業の趣旨 （１） 総合事業の趣旨 

○ 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年以降、少子化を背景として

生産年齢人口（現役世代）は減少し、医療・介護の専門職の担い手の確保は

困難となる一方で、介護ニーズの高い 85 歳以上人口は令和 17（2035）年頃

まで一貫して増加し、介護保険法（以下「法」という。）第 115 条の 45 第１

項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）

や介護サービスによる支援を必要とする高齢者は増加していく。加えて、単

身高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯、認知症高齢者の増加が予想される中、

介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができる

ようにするため、市町村（特別区、一部事務組合、広域連合等を含む。以下

同じ。）が中心となって、介護だけではなく、医療や予防、生活支援、住まい

が包括的に確保される地域包括ケアシステムの一層の推進や地域づくり等

に一体的に取り組むことで、地域共生社会の実現を図っていくことが重要で

ある。 

○ 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７(2025)年に向け、単身高齢者世帯や

高齢者夫婦のみ世帯、認知症高齢者の増加が予想されるなか、介護が必要な

状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにするた

め、市町村が中心となって、介護だけではなく、医療や予防、生活支援、住

まいを包括的に提供する地域包括ケアシステムの構築が重要な政策課題と

なっている。 

（削除）  

 

 

 

○ 総合事業は、認知症や障害の有無にかかわらず、地域に暮らす全ての高齢

者が、自立した日常生活を送ること、また、そのための活動を選択すること

ができるよう、地域に暮らす高齢者の立場から、市町村が中心となって、地

域住民や医療・介護の専門職を含めた多様な主体の力を組み合わせて実施す

○ 介護保険法第 115 条の 45 第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合

事業（以下「総合事業」という。介護保険制度上の市町村が行う地域支援事

業の一つ。）は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様

な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入
所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包
括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、
地域包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。
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ることにより、地域の高齢者に対する効果的かつ効率的な支援等を行うこと

を目的としている。 

体制づくりを推進し、要支援者等（居宅要支援被保険者等（同項第１号に規

定する居宅要支援被保険者等をいう。以下同じ。）又は法第９条第１号に規定

する第１号被保険者をいう。以下同じ。）に対する効果的かつ効率的な支援等

を可能とすることを目指すものである。 

○ 居宅要支援被保険者等（介護保険法第 115 条の 45 第１項第１号に規定す

る居宅要支援被保険者等をいう。以下同じ。）については、掃除や買い物など

の生活行為（以下「ＩＡＤＬ」という。）の一部が難しくなっているが、排せ

つ、食事摂取などの身の回りの生活行為（以下「ＡＤＬ」という。）は自立し

ている者が多い。このような要支援者の状態を踏まえると、支援する側とさ

れる側という画一的な関係性ではなく、地域とのつながりを維持しながら、

有する能力に応じた柔軟な支援を受けていくことで、自立意欲の向上につな

げていくことが期待される。 

○ 要支援者等については、掃除や買い物などの生活行為（以下「ＩＡＤＬ」

という。）の一部が難しくなっているが、排せつ、食事摂取などの身の回りの

生活行為（以下「ＡＤＬ」という。）は自立している者が多い。このような要

支援者の状態を踏まえると、支援する側とされる側という画一的な関係性で

はなく、地域とのつながりを維持しながら、有する能力に応じた柔軟な支援

を受けていくことで、自立意欲の向上につなげていくことが期待される。 

○ そのため、居宅要支援被保険者等の多様な生活支援ニーズについて、地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）第５条による改正前の法（以下「平

成 26 年改正前法」という。）において全国一律の保険給付として提供されて

いた介護予防訪問介護及び介護予防通所介護（以下「旧介護予防訪問介護等」

という。）を、市町村の実施する総合事業に移行し、要支援者自身の能力を最

大限活かしつつ、旧介護予防訪問介護等と住民等が参画するような多様なサ

ービス・活動を総合的に提供可能な仕組みに見直された。 

○ そのため、要支援者等の多様な生活支援ニーズについて、従来予防給付と

して提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護（以

下「介護予防訪問介護等」という。）を、市町村の実施する総合事業に移行し、

要支援者自身の能力を最大限活かしつつ、介護予防訪問介護等と住民等が参

画するような多様なサービスを総合的に提供可能な仕組みに見直すことと

した。 

○ また、総合事業の実施に当たっては、ボランティア活動との有機的な連携

を図る等、地域の人材を活用していくことが重要である。60 歳代、70 歳代を

はじめとした高齢者の多くは、要介護状態や要支援状態に至っておらず、地

域で社会参加できる機会を増やしていくことが、高齢者の介護予防にもつな

がっていく。できる限り多くの高齢者が、地域で支援を必要とする高齢者の

支え手となっていくことで、より良い地域づくりにつながる。 

○ また、総合事業の実施に当たっては、ボランティア活動との有機的な連携

を図る等、地域の人材を活用していくことが重要である。60 歳代、70 歳代を

はじめとした高齢者の多くは、要介護状態や要支援状態に至っておらず、地

域で社会参加できる機会を増やしていくことが、高齢者の介護予防にもつな

がっていく。できる限り多くの高齢者が、地域で支援を必要とする高齢者の

支え手となっていくことで、より良い地域づくりにつながる。 

このため、総合事業の実施主体である市町村は、総合事業として実施する

サービス・活動事業（法第 115 条の 45 第１項第１号に規定する第１号事業

をいう。以下同じ。）及び一般介護予防事業（法第 115 条の 45 第１項第２号

に規定する事業をいう。以下同じ。）並びに地域住民を含めた多様な主体に

よる高齢者の自立した生活や介護予防に資する総合事業に該当しない多様

な活動又は事業（以下「生活支援・介護予防サービス」という。）の提供体制

を構築し、地域の支え合いの体制づくりを推進していくことを目的とする事

業（法第 115 条の 45 第２項第５号）（以下「生活支援体制整備事業」とい

う。）を活用しながら、地域において、ＮＰＯやボランティア、地縁組織等の

活動を支援し、これを総合事業と一体的かつ総合的に企画し、実施すること

が望ましい。 

このため、総合事業の実施主体である市町村は、地域支援事業に新たに設

けられた生活支援・介護予防サービス（以下「生活支援等サービス」という。）

の体制整備を図るための事業（法第 115 条の 45 第２項第５号）（以下「生活

支援体制整備事業」という。）を活用しながら、地域において、ＮＰＯやボラ

ンティア、地縁組織等の活動を支援し、これを総合事業と一体的かつ総合的

に企画し、実施することが望ましい。 
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（削除）  

○ このガイドラインは、「地域支援事業の実施について」（平成 18 年６月９

日老発第 0609001 号老健局長通知）の別紙「地域支援事業実施要綱」（以下

「地域支援事業実施要綱」という。）に定めるもののほか、市町村が、総合事

業を適切かつ有効に実施するための基本的な事項を示すものである。なお、

このガイドラインに記載している事項は総合事業の実施に当たっての例示

であり、市町村においては地域の実情に応じて総合事業をデザインすること

が求められる。 

 

○ この指針は、市町村が、総合事業を適切かつ有効に実施するための基本的

な事項を示すものである。 

（２） 背景・基本的考え方 （２） 背景・基本的考え方 

○ 総合事業では、 ○ 総合事業では、 

① 住民主体の多様なサービス・活動の充実を図り、居宅要支援被保険者等

の選択できる生活支援・介護予防サービスを充実し、在宅生活の安心確保

を図るとともに、 

① 住民主体の多様なサービスの充実を図り、要支援者等の選択できるサー

ビス・支援を充実し、在宅生活の安心確保を図るとともに、 

② 住民主体のサービス利用の拡充による生活支援・介護予防サービスの充

実・利用普及、高齢者の社会参加の促進や要支援状態となることを予防す

る事業の充実による要介護・要支援認定に至らない高齢者の増加、効果的

な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス展開による要

支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等により、結果として費用

の効率化が図られることを目指す。 

 

② 住民主体のサービス利用の拡充による低廉な単価のサービス・支援の充

実・利用普及、高齢者の社会参加の促進や要支援状態となることを予防す

る事業の充実による要介護・要支援認定に至らない高齢者の増加、効果的

な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス展開による要

支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等により、結果として費用

の効率化が図られることを目指す。 

イ 多様な生活支援の充実 イ 多様な生活支援の充実 

○ 居宅要支援被保険者等については、ＩＡＤＬの低下に対応した日常生活上

の困りごとや外出に対する多様な支援が求められる。また、今後、多様な生

○ 要支援者等軽度の高齢者については、ＩＡＤＬの低下に対応した日常生活

上の困りごとや外出に対する多様な支援が求められる。また、今後、多様な
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活上の困りごとへの支援が特に必要となる単身高齢者世帯や高齢者夫婦の

み世帯が世帯類型の中で大きな割合を占めていくことを踏まえ、高齢者等地

域住民の力を活用した多様な生活支援・介護予防サービスを充実していくこ

とが求められる。 

生活上の困りごとへの支援が特に必要となる単身高齢者世帯や高齢者夫婦

のみ世帯が世帯類型の中で大きな割合を占めていくことを踏まえ、高齢者等

地域住民の力を活用した多様な生活支援等サービスを充実していくことが

求められる。 

○ 総合事業では、旧介護予防訪問介護等だけではなく、住民等多様な主体に

よる多様なサービス・活動を支援の対象としていくとともに、包括的支援事

業の生活支援体制整備事業により、ＮＰＯ、ボランティア、地縁組織、協同

組合、民間企業、社会福祉法人、シルバー人材センター等による生活支援・

介護予防サービスの開発、ネットワーク化を進める。また、こうした取組と

合わせ、地域の生活支援・介護予防サービスの情報提供を進めるなど、高齢

者がサービスにアクセスしやすい環境の整備も同時に進めていく必要があ

る。 

○ 総合事業では、介護予防訪問介護等だけではなく、住民主体の多様な生活

支援等サービスを支援の対象としていくとともに、包括的支援事業の生活支

援体制整備事業により、ＮＰＯ、ボランティア、地縁組織、協同組合、民間

企業、社会福祉法人、シルバー人材センター等による生活支援等サービスの

開発、ネットワーク化を進める。また、こうした取組と合わせ、地域の生活

支援等サービスの情報提供を進めるなど、高齢者がサービスにアクセスしや

すい環境の整備も同時に進めていく必要がある。 

（削除）  

（削除）  
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ロ 高齢者の社会参加と地域における支え合いの体制づくり ロ 高齢者の社会参加と地域における支え合いの体制づくり 

（高齢者の社会参加） （高齢者の社会参加） 

○ 多様化する生活支援の担い手となりうる高齢者自身のグループ活動の参

加状況については、平成 15 年が 54.8％であったが、平成 25 年では 61.0％

と増加している。また、今後の参加意向について「参加したい」と回答した

者が 54.1％となっているなど、高齢者の社会参加のニーズは高い。 

○ 多様化する生活支援の担い手となりうる高齢者自身のグループ活動の参

加状況については、平成 15 年が 54.8％であったが、平成 25 年では 61.0％

と増加している。また、今後の参加意向について「参加したい」と回答した

者が 54.1％となっているなど、高齢者の社会参加のニーズは高い。 

○ 一方、その活動内容では、高齢者の支援、子育て支援などは、低い割合に

とどまっている。 

○ 一方、その活動内容では、高齢者の支援、子育て支援などは、低い割合に

とどまっている。 

○ 別の調査では、安否確認の声かけ、話し相手や相談相手、ちょっとした買

い物やゴミ出しなどの支援を実施したいという高齢者が 80％を超えている

というものもあり、地域における支え合いの力は可能性を秘めている。 

○ 別の調査では、安否確認の声かけ、話し相手や相談相手、ちょっとした買

い物やゴミ出しなどの支援を実施したいという高齢者が 80％を超えている

というものもあり、地域における支え合いの力は可能性を秘めている。 

○ このような高齢者の地域の社会的な活動への参加は、活動を行う高齢者自

身の生きがいにつながり、また、介護予防や閉じこもり防止にもなることか

ら、市町村においても積極的な取組を推進することが重要である。 

○ このような高齢者の地域の社会的な活動への参加は、活動を行う高齢者自

身の生きがいにつながり、また、介護予防や閉じこもり防止ともなることか

ら、市町村においても積極的な取組を推進することが重要である。 

○ また、地域貢献はしたいが何をどのようにしてよいかわからないとの声も

あり、これらを地域の力として活かしていくことができるよう、今後、市町

村が中心となって、地域支援事業の生活支援体制整備事業等も活用しつつ、

生活支援・介護予防サービスを提供するボランティアとなるための研修を継

続的に実施するなど、高齢者も含めた生活支援・介護予防サービスを提供し

たいと考えている者と地域における生活支援のニーズをマッチングしてい

く必要がある。 

○ また、地域貢献はしたいが何をどのようにしてよいかわからないとの声も

あり、これらを地域の力として生かしていくことができるよう、今後、市町

村が中心となって、地域支援事業の生活支援体制整備事業等も活用しつつ、

生活支援等サービスを提供するボランティアとなるための研修を継続的に

実施するなど、高齢者も含めた生活支援等サービスを提供したいと考えてい

る者と地域における生活支援のニーズをマッチングしていく必要がある。 

 

 

 

 

＜60 歳以上の高齢者の住民のグループ活動＞ 表１ 60 歳以上の高齢者の住民のグループ活動 

（図略） （図略） 

＜60 歳以上の高齢者のグループ活動への参加意向＞ 表２ 60 歳以上の高齢者のグループ活動への参加意向 

（図略） （図略） 

＜困っている世帯への手助け＞ 表３ 困っている世帯への手助け 

（図略） （図略） 

 

○ 人口の高齢化が急速に進展する中で、活力ある社会を実現するためにも、

健康寿命の延伸により長寿を実現することが重要であることに鑑み、介護保

険の給付によるサービスとともに、個人の選択を尊重しつつ、個人の主体的

な介護予防等への取組を奨励することが重要である。また、併せて、住民相

互の助け合いの重要性を認識し、自助・自立のための環境整備等の推進を図

ることが重要である。 

 

○ 人口の高齢化が急速に進展する中で、活力ある社会を実現するためにも、

健康寿命の延伸により長寿を実現することが重要であることに鑑み、介護保

険の給付によるサービスとともに、個人の選択を尊重しつつ、個人の主体的

な介護予防等への取組を奨励することが重要である。また、併せて、住民相

互の助け合いの重要性を認識し、自助・自立のための環境整備等の推進を図

ることが重要である。 
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ハ 介護予防の推進 ハ 介護予防の推進 

（基本的な考え方） （基本的な考え方） 

（略） 

 

（略） 

（居宅要支援被保険者等に対する自立支援に向けた介護予防ケアマネジメン

ト） 

（要支援者等に対する自立支援に向けた介護予防ケアマネジメント） 

（略） 

 

（略） 

ニ 市町村、地域包括支援センター、住民、事業者等の関係者間における意識

の共有（規範的統合）と自立支援に向けた生活支援・介護予防サービスの展

開 

ニ 市町村、地域包括支援センター、住民、事業者等の関係者間における意識

の共有（規範的統合）と自立支援に向けたサービス・支援の展開 

（略） 

 

（略） 

（自立支援や介護予防の理念・意識の共有） （自立支援や介護予防の理念・意識の共有） 

○ 法第４条においては、「国民は、自ら要介護状態となることを予防するた

め、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努める

とともに、要介護状態となった場合においても、進んでリハビリテーション

その他の適切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用することにより、

その有する能力の維持向上に努める」こととされている。 

○ 法第４条においては、「国民は、自ら要介護状態となることを予防するた

め、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努める

とともに、要介護状態となった場合においても、進んでリハビリテーション

その他の適切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用することにより、

その有する能力の維持向上に努める」こととされている。 

○ 居宅要支援被保険者等は、給付や総合事業により、ニーズに応じたサービ

ス・活動を利用することが可能であるが、その利用に当たっては適切なサー

ビス内容を公正中立に判断するために、地域包括支援センターや介護支援専

門員等の専門職が介護予防ケアマネジメント等によりサービス・活動につな

げる枠組みとなっている。 

○ 被保険者は、給付や総合事業により、ニーズに応じたサービスを利用する

ことが可能であるが、その利用に当たっては適切なサービス内容を公正中立

に判断するために、地域包括支援センターや介護支援専門員等の専門職が介

護予防ケアマネジメントによりサービス提供につなげる枠組みとなってい

る。 

○ こうした介護予防ケアマネジメント等の主体と、居宅要支援被保険者等や

サービス・活動の実施者が、介護保険制度の自立支援の理念や介護予防の重

要性等を共有し、具体的な支援の在り方を考えることが重要である。 

○ こうした介護予防ケアマネジメントの主体と、要支援者等やサービス提供

者が、介護保険制度の自立支援の理念や介護予防の重要性等を共有し、具体

的な支援の在り方を考えることが重要である。 

○ また、多様なニーズや多様な価値観がある中で、支援する側の知識・技術・

価値観によって判断が変わることも少なくない。そのため、対人支援に関わ

る者は自らの判断だけによるのではなく、地域ケア会議などにより、積極的

に多職種の視点を取り入れることが重要である。 

 

○ また、多様なニーズや多様な価値観がある中で、支援する側の知識・技術・

価値観によって判断が変わることも少なくない。そのため、対人支援に関わ

る者は自らの判断だけによるのではなく、地域ケア会議などにより、積極的

に多職種の視点を取り入れることが重要である。 

（セルフマネジメントの視点） （セルフマネジメントの視点） 

○ 地域住民が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受けて改善に向

かい、状態の悪化が免れない場合であっても、その進行をできるだけ緩やか

にし、医療や介護、生活支援等を必要とする状態になっても住み慣れた地域

で暮らし、その生活の質を維持・向上させるためには、高齢者自身がその健

康増進や介護予防についての意識を持ち、自ら必要な情報にアクセスすると

○ 地域住民が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受けて改善に向

かい、状態の悪化が免れない場合であっても、その進行をできるだけ緩やか

にし、医療や介護、生活支援等を必要とする状態になっても住み慣れた地域

で暮らし、その生活の質を維持・向上させるためには、高齢者自身がその健

康増進や介護予防についての意識を持ち、自ら必要な情報にアクセスすると
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ともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取組を行うことが重要となる。 ともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取組を行うことが重要となる。 

○ 住民一人一人が医療・介護・予防などのリテラシーを高めることによって、

個人の健康寿命の延伸と生活の質の向上につながり、個人が情報や支援にア

クセスできない場合には、家族がその機能を補うことができ、家族が果たせ

ない場合には近隣が支えていくことができるというように、地域全体の力が

高まっていく。 

○ 住民一人一人が医療・介護・予防などのリテラシーを高めることによって、

個人の健康寿命の延伸と生活の質の向上につながり、個人が情報や支援にア

クセスできない場合には、家族がその機能を補うことができ、家族が果たせ

ない場合には近隣が支えていくことができるというように、地域全体の力が

高まっていく。 

○ 総合事業の実施に当たっては、単にサービスメニューや利用方法、提供体

制等について周知するだけでなく、各自がその能力を最大限活用しつつ、地

域社会とのつながりを断絶することなく適切な支援を受けることが重要で

あることを理解してもらう必要がある。居宅要支援被保険者等の状態等によ

っては、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントにより継続的に

関与しないケースも想定されることから、居宅要支援被保険者等自らが自ら

の健康保持や介護予防の意識を共有し、各種サービスの利用・支援への参加

等をしていくことが重要である。 

 

○ 総合事業の実施に当たっては、単にサービスメニューや利用方法、提供体

制等について周知するだけでなく、各自がその能力を最大限活用しつつ、地

域社会とのつながりを断絶することなく適切な支援を受けることが重要で

あることを理解してもらう必要がある。要支援者等の状態等によっては、地

域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントにより継続的に関与しな

いケースも想定されることから、要支援者等自らが自らの健康保持や介護予

防の意識を共有し、各種サービスの利用・支援への参加等をしていくことが

重要である。 

ホ 認知症施策の推進 ホ 認知症施策の推進 

○ 総合事業の実施に当たっては、認知機能が低下した高齢者等が地域とつな

がりながら継続して自立した日常生活を送れるようにしていくという視点

を持つことが重要であり、認知症施策との連動により、多様な日常生活上の

支援体制の充実及び強化並びに社会参加の推進を一体的に図っていくこと

が必要である。なお、認知症施策の推進に当たっては、共生社会の実現を推

進するための認知症基本法（令和５年法律第 65 号）に定める目的や基本理

念等を踏まえることが重要である。 

○ 我が国における認知症の人の数は平成 24（2012）年で約 462 万人、65 歳以

上高齢者の約７人に１人と推計されている。正常と認知症との中間の状態の

軽度認知障害(MCI: Mild Cognitive Impairment)と推計される約 400 万人と

合わせると、65 歳以上高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群と

も言われている。 また、この数は高齢化の進展に伴いさらに増加が見込まれ

ており、推計によると、令和７（2025）年には認知症の人は約 700 万人前後

になり、65 歳以上高齢者に対する割合は、現状の約７人に１人から約５人に

１人に上昇する見込みとの結果が明らかとなった。 

○ 地域支援事業においても、初期の段階で医療と介護との連携の下に認知症

の人や家族に対して個別の訪問を行い適切な支援を行う「認知症初期集中支

援チーム」、医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支

援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う「認知症地域支援推

進員」、支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み（チ

ームオレンジ）を支援する「チームオレンジコーディネーター」の配置等を

位置づけ、取組を推進することとしている。 

○ 認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自

分らしく暮らし続けることができる社会を実現すべく、国において、平成 27

年１月に「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくり

に向けて～（新オレンジプラン）」を策定したほか、認知症施策を更に強力に

推進するため、平成 30 年 12 月に認知症施策推進関係閣僚会議が設置され、

認知症に関する有識者からの意見聴取に加え、認知症の人や家族などの関係

者からの意見聴取等や関係省庁との協議を行いながら議論を深め、令和元年

6 月に認知症施策推進大綱が取りまとめられた。 

 地域支援事業においても、初期の段階で医療と介護との連携の下に認知症

の人や家族に対して個別の訪問を行い適切な支援を行う「認知症初期集中支

援チーム」、医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携

支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う「認知症地域支援

推進員」、支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み

（チームオレンジ）を支援する「チームオレンジコーディネーター」の配置
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等を位置づけ、取組を推進することとしている。 

○ 総合事業の実施においても、地域のボランティア活動に参加する高齢者等

に対して認知症の理解に関する研修を実施することや、地域における見守り

体制構築により、必要な場合にはその初期において認知症地域支援推進員や

地域包括支援センターなど専門機関につなぐなど、認知症の人に対して適切

な支援が行われるようにするとともに、地域の住民に認知症に対する正しい

理解を促進するため、認知症サポーターの養成等により、認知症にやさしい

まちづくりに積極的に取り組む必要がある。 

 

○ 総合事業の実施においても、地域のボランティア活動に参加する高齢者等

に対して認知症の理解に関する研修を実施することや、地域における見守り

体制構築により、必要な場合にはその初期において認知症地域支援推進員や

地域包括支援センターなど専門機関につなぐなど、認知症の人に対して適切

な支援が行われるようにするとともに、地域の住民に認知症に対する正しい

理解を促進するため、認知症サポーターの養成等により、認知症にやさしい

まちづくりに積極的に取り組む必要がある。 

 

ヘ 共生社会の推進 ヘ 共生社会の推進 

○ 住民主体の支援等を実施していくに当たっては、地域のニーズが居宅要支

援被保険者等のみに限定されるものではなく、また、多様な人との関わりや

つながりが高齢者の支援にとっても有効であることから、居宅要支援被保険

者等以外の障害者、児童等も含めた、対象を限定しない豊かな地域づくりを

心がけることが重要である。 

○ 住民主体の支援等を実施していくに当たっては、地域のニーズが要支援者

等のみに限定されるものではなく、また、多様な人との関わりやつながりが

高齢者の支援にとっても有効であることから、要支援者等以外の障害者、児

童等も含めた、対象を限定しない豊かな地域づくりを心がけることが重要で

ある。 

そのため、総合事業の実施に当たっては、柔軟な事業実施に心がけるとと

もに、子育て支援施策や障害者施策等と連携した対応が重要である。 

そのため、総合事業の実施に当たっては、柔軟な事業実施に心がけるとと

もに、子育て支援施策や障害者施策等と連携した対応が重要である。 

○ 令和３年度からは、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する

包括的な支援体制を整備するため、一般介護予防事業における地域介護予防

活動支援事業、包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）（法第 115 条

の 45第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業(居宅要支援被保険

者に係るものを除く。)を除く）及び生活支援体制整備事業については、対象

者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を

一体的に行う重層的支援体制整備事業（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）

第 106 条の４第２項に規定する重層的支援体制整備事業をいう。以下同じ。）

として実施することができる。 

○ 令和３年度からは、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する

包括的な支援体制を整備するため、一般介護予防事業（法第 115 条の 45 第

１項第２号に規定する事業をいう。以下同じ。）における地域介護予防活動支

援事業、包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）（法第 115 条の 45

第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業(居宅要支援被保険者に

係るものを除く。)を除く）及び生活支援体制整備事業については、対象者の

属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体

的に行う重層的支援体制整備事業（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第

106 条の４第２項に規定する重層的支援体制整備事業をいう。以下同じ。）と

して実施することができる。 

 

２ 総合事業を構成する各事業の内容及び対象者 ２ 総合事業を構成する各事業の内容及び対象者 

（総合事業の全体像） （総合事業の全体像） 

○ 総合事業は、①サービス・活動事業及び②一般介護予防事業からなる。 ○ 総合事業は、①介護予防訪問介護等を移行し、要支援者等に対して必要な

支援を行う介護予防・生活支援サービス事業（法第 115 条の 45 第１項第１

号）と、②第１号被保険者に対して体操教室等の介護予防を行う一般介護予

防事業からなる。 
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（削除） 
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（１） サービス・活動事業（第１号事業） （１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

（事業内容） （事業内容） 

○ サービス・活動事業は、居宅要支援被保険者等の社会参加、介護予防及び

自立した日常生活のためのニーズに対応するため、介護サービス事業者等が

提供する旧介護予防訪問介護等に相当する専門的なサービスに加え、地域住

民の主体的な活動や高齢者の日常生活と密接に関わる地域の多様な主体に

よる支援等の多様なサービス・活動による支援を行うことを目的として行う

事業である。 

○ 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業）（以下サービス事業とい

う。）は、居宅要支援被保険者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、

介護予防訪問介護等のサービスに加え、住民主体の支援等も含め、多様なサ

ービスを制度（総合事業）の対象として支援する。 

○ サービス・活動事業は、次に掲げる事業からなる。 

・ 訪問型サービス（法第 115 条の 45 第１項第１号イに規定する第１号訪

問事業をいう。以下同じ。） 

・ 通所型サービス（同号ロに規定する第１号通所事業をいう。以下同じ。） 

・ その他生活支援サービス（同号ハに規定する第１号生活支援事業をいう。

以下同じ。） 

・ 介護予防ケアマネジメント（同号二に規定する第１号介護予防支援事業

をいう。以下同じ。） 

 

 

 

○ この事業は、「訪問型サービス（第１号訪問事業）」、「通所型サービス（第

１号通所事業）」、「その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業）」及び

「介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）」から構成される。 
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表１ サービス・活動事業 表４ 介護予防・生活支援サービス事業 

事業 内容 

訪問型サービス（第１号
訪問事業）（法第 115 条の
45 第１項第１号イ） 

居宅要支援被保険者等に対し、掃除、洗濯等の
日常生活上の支援を提供 

通所型サービス（第１号
通所事業）（同号ロ） 

居宅要支援被保険者等に対し、機能訓練や集い
の場など日常生活上の支援を提供 

その他生活支援サービス
（第１号生活支援事業）
（同号ハ） 

居宅要支援被保険者等に対し、栄養改善を目的
とした配食や一人暮らし高齢者等への見守り
等を提供 

介護予防ケアマネジメン
ト（第１号介護予防支援
事業）（同号ニ） 

居宅要支援被保険者等に対し、総合事業による
サービス等が適切に提供できるようケアマネ
ジメントを提供 

 

事業 内容 

訪問型サービス（第１号
訪問事業）（法第 115 条の
45 第１項第１号イ） 

居宅要支援被保険者等に対し、掃除、洗濯等の
日常生活上の支援を提供 

通所型サービス（第１号
通所事業）（同号ロ） 

居宅要支援被保険者等に対し、機能訓練や集い
の場など日常生活上の支援を提供 

その他の生活支援サービ
ス（第１号生活支援事業）
（同号ハ） 

居宅要支援被保険者等に対し、栄養改善を目的
とした配食や一人暮らし高齢者等への見守り
を提供 

介護予防ケアマネジメン
ト（第１号介護予防支援
事業）（同号ニ） 

居宅要支援被保険者等に対し、総合事業による
サービス等が適切に提供できるようケアマネ
ジメント 

 

 

（対象者） 

 

（対象者） 

○ 対象者は、平成 26 年改正前法の要支援者に相当する者であるが、サービ

ス・活動事業においては、利用に至る流れとして、要支援認定を受け介護予

防ケアマネジメントを受ける流れのほかに、基本チェックリスト（「介護保険

法施行規則第百四十条の六十二の四第二号の規定に基づき厚生労働大臣が

定める基準」（平成 27 年厚生労働省告示第 197 号）の様式第一をいう。以下

同じ。）を用いた簡易な形でまず対象者を判断し、介護予防ケアマネジメント

を通じて必要なサービス・活動につなげる流れも設ける。前者は居宅要支援

被保険者、後者は事業対象者として、サービス・活動事業の対象とする。 

○ 対象者は、平成 26 年の改正法による改正前の要支援者に相当する者であ

るが、サービス事業においては、サービス利用に至る流れとして、要支援認

定を受け介護予防ケアマネジメントを受ける流れのほかに、基本チェックリ

スト※を用いた簡易な形でまず対象者を判断し、介護予防ケアマネジメント

を通じて必要なサービスにつなげる流れも設ける。前者は要支援者、後者は

介護予防・生活支援サービス事業対象者（以下「事業対象者」という。）とし

て、サービス事業の対象とする。 

 ※ 市町村においては、基本チェックリストが、従来の２次予防事業対象者

の把握事業のように、市町村から被保険者に対して積極的に配布するもの

ではなく、支援が必要だと市町村や地域包括支援センターに相談に来た者

に対して、要支援認定ではなく、簡便にサービスにつなぐために実施する

ものであることに留意する必要がある。 

○ 加えて、法第 41 条第１項に規定する居宅要介護被保険者であって、要介

護認定を受ける日以前から継続的にサービス・活動事業（第７の１（４）①

の従前相当サービス及び第７の１（４）④のサービス・活動Ｃを除く。）を利

用する者で市町村が必要と認める者（以下「継続利用要介護者」という。）も

対象となる。 

○ 令和３年度からは、補助（助成）により実施されるサービスについては、

要介護認定による介護給付に係る居宅サービス等を受ける前から継続的に

利用する要介護者（以下「継続利用要介護者」という。）も対象となる。 

○ 予防給付である介護予防訪問看護や介護予防福祉用具貸与等のサービス

を利用する場合については要支援認定を受ける必要があるが、サービス・活

動事業のみを利用する場合には、要支援認定を受けず、上記の簡便な形での

サービス利用が可能となる。 

○ 予防給付に残る介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与等のサービスを

利用する場合については、引き続き要支援認定を受ける必要があるが、サー

ビス事業のサービスのみを利用する場合には、要支援認定を受けず、上記簡

便な形でのサービス利用が可能となる。 

○ 基本チェックリストの活用に当たっては、市町村又は地域包括支援センタ

ーに、サービスの利用相談に来た被保険者（第１号被保険者に限る。）に対し

○ 基本チェックリストの活用に当たっては、従来の利用方法とは異なり、市

町村又は地域包括支援センターに、サービスの利用相談に来た被保険者（第
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て、①対面で基本チェックリストを用い、相談を受け、基本チェックリスト

により事業対象者に該当した者には、②更に介護予防ケアマネジメントを行

う。 

１号被保険者に限る。）に対して、①対面で基本チェックリストを用い、相談

を受け、基本チェックリストにより事業対象者に該当した者には、②更に介

護予防ケアマネジメントを行う。 

なお、事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定しており、そ

のような状態等に該当しないケースについては、一般介護予防事業の利用等

につなげていくことが重要である（詳細は、第４介護予防ケアマネジメント

についてを参照）。 

なお、事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定しており、そ

のような状態等に該当しないケースについては、一般介護予防事業の利用等

につなげていくことが重要である（詳細は、第４ サービスの流れ（被保険

者の自立支援に資するサービスのための介護予防ケアマネジメントや基本

チェックリストの活用・実施、サービス提供等）を参照）。 

○ なお、第２号被保険者については、がん（医師が一般に認められている医

学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断したものに限

る。）や関節リウマチ等の特定疾病に起因して要介護状態等となることがサ

ービス・活動を利用する前提となるため、基本チェックリストを実施するの

ではなく、要介護認定等申請を行う。 

 

○ なお、第２号被保険者については、がんや関節リウマチ等の特定疾病に起

因して要介護状態等となることがサービスを受ける前提となるため、基本チ

ェックリストを実施するのではなく、要介護認定等申請を行う。 

（２） 一般介護予防事業 （２） 一般介護予防事業 

（事業内容） （事業内容） 

○ 一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サ

ービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分

け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを

通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進

するとともに、地域においてリハビリテーションに関する専門的知見を有す

る者を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生

きがい・役割をもって生活できる地域を構築することにより、介護予防を推

進することを目的として、総合事業に位置づけるものである。 

○ 一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サ

ービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分

け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを

通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進

するとともに、地域においてリハビリテーションに関する専門的知見を有す

る者を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生

きがい・役割をもって生活できる地域を構築することにより、介護予防を推

進することを目的として、総合事業に位置づけるものである。 

○ 一般介護予防事業は、次に掲げる事業からなる。 

・ 介護予防把握事業 

・ 介護予防普及啓発事業 

・ 地域介護予防活動支援事業 

・ 一般介護予防事業評価事業 

・ 地域リハビリテーション活動支援事業 

○ この事業は、「介護予防把握事業」「介護予防普及啓発事業」「地域介護予防

活動支援事業」「一般介護予防事業評価事業」「地域リハビリテーション活動

支援事業」から構成される。 

表２ 一般介護予防事業 表５ 一般介護予防事業 

（表略） （表略） 

 

（対象者） 

 

（対象者） 

（略） （略） 

  

３ 市町村による効果的・効率的な事業実施 ３ 市町村による効果的・効率的な事業実施 

○ 総合事業の実施に当たっては、市町村は効率的な事業実施につなげていく ○ 総合事業の実施に当たっては、市町村は効率的な事業実施につなげていく
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ことが求められる。そのため、市町村は以下のような取組により、効率的な

事業実施に努める。 

ことが求められる。そのため、市町村は以下のような取組により、効率的な

事業実施に努める。 

・ 住民主体の活動を含む多様なサービス・活動の充実を図り、居宅要支援

被保険者等の選択できる生活支援・介護予防サービスを充実し、状態等に

応じた住民主体のサービス利用の促進 

・ 住民主体の多様なサービスの充実を図り、要支援者等の選択できるサー

ビス・支援を充実し、状態等に応じた住民主体のサービス利用の促進（サ

ービス内容に応じた単価や利用料の設定。結果として、低廉な単価のサー

ビスの利用普及） 

・ 高齢者の社会参加の促進（支援を必要とする高齢者への支援の担い手と

しての参加等）や要支援状態となることを予防する事業（身近な地域にお

ける体操の集いの普及、短期集中予防サービス、地域リハビリテーション

活動支援事業の活用等）の充実による認定に至らない高齢者の増加 

・ 高齢者の社会参加の促進（支援を必要とする高齢者への支援の担い手と

しての参加等）や要支援状態となることを予防する事業（身近な地域にお

ける体操の集いの普及、短期集中予防サービス、地域リハビリテーション

活動支援事業の活用等）の充実による認定に至らない高齢者の増加 

・ 効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス実施に

よる要支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等 

・ 効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス実施に

よる要支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等 

 により、結果として費用の効率化が図られることを目指す。 

これらは、市町村、地域包括支援センター、事業者、利用者、住民等、関

係者間で意識の共有が図られることが重要である。 

その際、市町村、地域包括支援センター、事業者、利用者、住民等、関係

者間で意識の共有が図られることが重要である。 

 

（削除） （目標設定） 

 ○ 目標設定においては、総合事業と予防給付の費用の伸び率が、中長期的に、

サービスを主に利用している 75 歳以上の高齢者数の伸び率程度となること

を目安に努力する。 

 ○ さらに、近年介護予防通所介護の伸びが著しい市町村があることも踏まえ

ると、今回の法改正により、新たに設けられた生活支援体制整備事業も活用

して、市町村において生活支援等サービスの体制整備を急いでいくことなど

により、短期的に、より大きな費用の効率化も期待される。 

 （事業の評価・検証と次期計画への反映） 

 ○ 総合事業を効率的に実施していくためには、個々の事業評価と併せて、市

町村による総合事業の結果等の評価・検証と次期計画期間への取組の反映が

重要である。 

 ○ 総合事業の評価は、ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトカム指標

といった評価指標で評価することが考えられる。 

 評価結果については、市町村、地域包括支援センターをはじめとする関係

者で共有することで、以降のケアプラン作成におけるサービス選定や、サー

ビスの質の向上に活用することにもつながる。 

 ○ さらに、評価の実施に当たっては、関係者間での議論が重要であることか

ら、各市町村で開催している介護保険運営協議会や地域包括支援センター運

営協議会等において議論することが重要である。（総合事業の検証の詳細に

ついては、第７の４ 定期的な評価・検証を参照） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 都道府県による市町村への支援 ４ 都道府県による市町村への支援 

（都道府県による支援） （都道府県による支援） 

○ 総合事業は、市町村が、その地域の実情に応じて、取組を実施するもので

あり、多様なサービス・活動の充実等による地域の支え合い体制づくりや、

多様なサービス・活動における単価や基準、利用者負担の設定など、多岐に

わたる事務が生じることとなる。 

○ 総合事業は、市町村が、その地域の実情に応じて、取組を実施するもので

あり、多様なサービスの充実等による地域の支え合い体制づくりや、多様な

サービスにおける単価や基準、利用者負担の設定など、多岐にわたる事務が

生じることとなる。 

○ そのため、国において、指定事業者制度や国民健康保険団体連合会（以下

「国保連合会」という。）による審査支払を可能とするなどの仕組みを設ける

とともに、市町村における総合事業の円滑な実施のための本ガイドラインの

提示や生活支援体制整備事業の拡充など、市町村が事業を円滑に実施するこ

とができるよう配慮している。 

○ そのため、国において、指定事業者制度や国民健康保険団体連合会（以下

「国保連合会」という。）による審査支払を可能とするなどの仕組みを設ける

とともに、市町村における総合事業の円滑な実施のための本ガイドラインの

提示や生活支援体制整備事業の創設など、市町村が事業を円滑に実施するこ

とができるよう配慮している。 

○ 都道府県においても、市町村が総合事業を円滑に実施することができるよ

う、その実情に応じた市町村への支援が重要であることから、市町村支援に

取り組むことが求められる。 

 

○ 都道府県においても、市町村が総合事業を円滑に実施することができるよ

う、その実情に応じた市町村への支援が重要であることから、市町村支援に

取り組むことが求められる。 

（具体的な支援） （具体的な支援） 

○ 都道府県においては、その地域の実情に応じて、例えば以下のような取組

を行うことが重要である。 

○ 都道府県においては、その地域の実情に応じて、例えば以下のような取組

を行うことが重要である。 

＜現状把握＞ ＜現状把握＞ 

・ 市町村における総合事業の検討状況の把握や必要な支援についての調査 ・ 市町村における総合事業の検討状況の把握や必要な支援についての調査 

＜相談・助言＞ ＜相談・助言＞ 

・ 市町村からの相談に対する助言・支援 ・ 市町村からの相談に対する助言・支援 

・ 地域における好事例などの収集・情報提供 ・ 地域における好事例などの収集・情報提供 
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＜人材育成・人材確保＞ ＜人材育成・人材確保＞ 

・ 市町村職員や地域包括支援センターの職員など、総合事業において中核

を担う者に対する研修の実施 

・ 市町村職員や地域包括支援センターの職員など、総合事業において中核

を担う者に対する研修の実施 

・ 生活支援コーディネーターの養成（地域医療介護総合確保基金を活用し

た研修の実施など） 

・ 生活支援コーディネーターの養成（研修の実施など） 

・ 保健師やリハビリテーション専門職等の広域派遣調整（地域ケア会議や

地域リハビリテーション活動支援事業など） 

・ 保健師やリハビリテーション専門職等の広域派遣調整（地域ケア会議や

地域リハビリテーション活動支援事業など） 

＜広域調整＞ ＜広域調整＞ 

・ 市町村と各団体・組織との連絡調整、ネットワーク化（地域医療介護総

合確保基金を活用した生活支援体制整備プラットフォームの構築など） 

・ 市町村と各団体・組織との連絡調整、ネットワーク化 

・ 市町村間の連絡調整 ・ 市町村間の連絡調整 

＜その他＞ ＜その他＞ 

・ 総合事業実施の評価及びフィードバック ・ 総合事業実施の評価及びフィードバック 

・ 都道府県・市町村における地域福祉担当課との協働支援 ・ 都道府県・市町村における地域福祉担当課との協働支援 

・ 要介護者に対する訪問介護や通所介護とともに総合事業を提供している

指定事業者に対する監督・指導、不適切な事例が見つかった場合における

市町村への通知（第７の１（３）指定事業者制度を参照） 

・ 要介護者に対する訪問介護や通所介護とともに総合事業を提供している

指定事業者に対する監督・指導、不適切な事例が見つかった場合における

市町村への通知（第７の１（３）指定事業者制度を参照） 

・ 高齢者の社会活動等の振興のための組織づくりや人づくり（指導者の養

成）等を行っている明るい長寿社会づくり推進機構を通じた市町村支援 

・ 高齢者の社会活動等の振興のための組織づくりや人づくり（指導者の養

成）等を行っている明るい長寿社会づくり推進機構を通じた市町村支援 

※ほかに、都道府県施設の利用への協力や広報等の広告媒体での協力など ※ほかに、都道府県施設の利用への協力や広報等の広告媒体での協力など 

＜高知県の取組例＞ ＜高知県の取組例＞ 

（略） 

 

  （略） 

５ 好事例・マニュアル等の提供 ５ 好事例・マニュアル等の提供 

○ 市町村による効率的・効果的な総合事業の実施のため、各種好事例を収集

し、厚生労働省のホームページにおいて情報を提供しているので、参照いた

だきたい。 

○ 市町村による効率的・効果的な総合事業の実施のため、各種好事例を収集

し、厚生労働省のホームページにおいて情報を提供しているので、参照いた

だきたい。 

・ 総合事業の先行事例等  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188238.html 

・ 総合事業の先行事例等  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188238.html 

○ また、これらの好事例については、地域包括ケア「見える化」システム※

においても公表しており、そちらも積極的に活用いただきたい。 

http://mieruka.mhlw.go.jp 

○ また、これらの好事例については、地域包括ケア「見える化」システム※

においても公表しており、そちらも積極的に活用いただきたい。 

http://mieruka.mhlw.go.jp 

※ 公的統計や介護保険レセプトデータ等を活用し、全国・都道府県・市町村・日常

生活圏域別の特徴や課題、取組等、介護保険事業の現状分析を客観的かつ容易に把

握できるようにすることにより、その地域の実情に合わせた、市町村における地域

包括ケアシステムの構築を支援するもの。 

※ 公的統計や介護保険レセプトデータ等を活用し、全国・都道府県・市町村・日常

生活圏域別の特徴や課題、取組等、介護保険事業の現状分析を客観的かつ容易に把

握できるようにすることにより、その地域の実情に合わせた、市町村における地域

包括ケアシステムの構築を支援するもの。 

○ このほか、介護予防マニュアルについて、令和３年度老人保健健康増進等

事業「エビデンスを踏まえた介護予防マニュアル改訂に関する研究事業」（実

○ このほか、介護予防マニュアルについて、令和３年度老人保健健康増進等

事業「エビデンスを踏まえた介護予防マニュアル改訂に関する研究事業」（実
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施主体：株式会社野村総合研究所）において改訂を行い、厚生労働省のホー

ムページにおいて公表しているので、参照いただきたい。 

施主体：株式会社野村総合研究所）において改訂を行い、厚生労働省のホー

ムページにおいて公表しているので、参照いただきたい。 

当該改訂では、短期集中予防サービス（サービス・活動Ｃ）を中心とした、

生活機能が低下した高齢者に対する取組に重点を置き、現行の地域支援事業

の制度等が反映されるとともに、平成 31 年度厚生労働科学研究費長寿科学

政策研究事業による成果物「介護予防ガイド実践・エビデンス編」を一部引

用し、最新の介護予防の取組方法・評価指標に沿った内容へ更新している。 

今回の改訂では、短期集中予防サービス（サービスＣ）を中心とした、生

活機能が低下した高齢者に対する取組に重点を置き、現行の地域支援事業の

制度等が反映されるとともに、平成 31 年度厚生労働科学研究費長寿科学政

策研究事業による成果物「介護予防ガイド実践・エビデンス編」を一部引用

し、最新の介護予防の取組方法・評価指標に沿った内容へ更新している。 

・ 介護予防マニュアル（第４版） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25277.html 

・ 介護予防マニュアル（第４版） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25277.html 
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第２ サービス・活動の類型（多様化するサービス・活動の典型例） 第２ サービスの類型（多様化するサービスの典型例） 

（概要） （概要） 

○ 居宅要支援被保険者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業によ

り多様なサービス・活動を提供していくためには、市町村が中心となって、

その地域の実情に応じて、総合事業によるサービス・活動を類型化し、それ

に併せた基準や単価等を定めることが必要である。 

○ 居宅要支援被保険者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業によ

り多様なサービスを提供していくためには、市町村が中心となって、その地

域の実情に応じて、総合事業によるサービスを類型化し、それに併せた基準

や単価等を定めることが必要である。 

○ そこで、地域における好事例を踏まえ、以下のとおり、多様化するサービ

ス・活動の典型的な例を参考として示す（各サービス・活動の実施方法や基

準などの詳細については、第７ 総合事業の制度的な枠組みに記載）ので、

市町村においては、これらを参考にしつつ、その地域の実情に応じて、その

サービス・活動の在り方について検討する。 

○ そこで、地域における好事例を踏まえ、以下のとおり、多様化するサービ

スの典型的な例を参考として示す（別紙も参照。別紙における事業の実施方

法や各サービスの基準などの詳細については、第７ 総合事業の制度的な枠

組みに記載）ので、市町村においては、これらを参考にしつつ、その地域の

実情に応じて、そのサービス提供の在り方について検討する。 

（注）上記分類はあくまで地域支援事業交付金上の分類であり、市町村は地域の

実情に応じてサービス内容を検討することが必要である。 

 

（注）以下に示す総合事業の類型については、あくまでも制度に基づく実施手法等による分類であり、多様なサービス・活動は、高齢者の目線に立ち、選択肢の
拡充を図るものである必要がある。

多様なサービス・活動の分類（交付金の取扱いによるもの）

訪問型
サービス・
通所型
サービス

従前相当サービス

多様なサービス・活動

サービス・活動A
（多様な主体によるサービス・活動）

サービス・活動B、
サービス・活動D（訪問型のみ）

（住民主体によるサービス・活動）
サービス・活動Ｃ

（短期集中予防サービス）
そ
の
他指定 委託

実施手法 指定事業者が行うもの（第１号事業支給費の支給） 委託費の支払い 活動団体等に対する補助・助成 委託費の支払い

こ
れ
ら
に
よ
ら
な
い
も
の
（
委
託
と
補
助
の
組
み
合
わ
せ
な
ど
）

想定される
実施主体

介護サービス事業者等
（訪問介護・通所介護等事業者）

介護サービス事業者等以外の多様な主体
（介護サービス事業者等）

ボランティア活動など地域住民の主体的な
活動を行う団体
当該活動を支援する団体

保健医療に関する専門的な知識を有す
る者が置かれる団体・機関等

基準 国が定める基準※1を例にしたもの サービス・活動の内容に応じて市町村が定めるもの

費用
国が定める額※2（単位数）

サービス・活動の内容に応じて市町村が定める額
額の変更のみ可 加算設定も可

対象者
要支援者・事業対象者 要支援者・事業対象者

継続利用要介護者
要支援者・事業対象者
継続利用要介護者

※ 対象者以外の地域住民が参加することも想定

要支援者・事業対象者のうち、目標達成
のための計画的な支援を短期集中的に
行うことにより、介護予防・自立支援の効
果が増大すると認められる者

サービス内容
（訪問型）

旧介護予防訪問介護と同様*
* 身体介護・生活援助に該当する内容を総

合的かつ偏りなく老計10号の範囲内で実
施することが求められる

高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
介護予防のための地域住民等による見守り的援助の実施
高齢者の生活支援のための掃除、買い物等の一部の支援*を行う活動 など
* 市町村の判断により老計10号の範囲を越えてサービス・活動を行うことも可能
通院・買い物等の移動支援や移送前後の生活支援（原則としてＢ・Ｄでの実施を想定） 対象者に対し、３月以上６月以下の期

間を定めて保健医療に関する専門的な
知識を有する者により提供される短期集
中的なサービス

サービス内容
（通所型）

旧介護予防通所介護と同様*
* 運動器機能向上サービス、入浴支援、食

事支援、送迎等を総合的に行うことが求め
られる

高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
セルフケアの推進のため一定の期間を定めて行う運動習慣をつけるための活動
高齢者の社会参加のための生涯学習等を含む多様な活動を支援するもの
住民や地域の多様な主体相互の協力で行う入浴、食事等を支援する活動 など

送迎のみの実施

支援の
提供者

国が定める基準による 市町村が定める基準による
訪問型:訪問介護員等

サービス提供責任者
通所型:生活相談員、看護職員

介護職員、機能訓練指導員

地域の多様な主体の従事者
高齢者を含む多世代の地域住民
（有償・無償のボランティア）

有償・無償のボランティア
マッチングなどの利用調整を行う者

保健医療専門職

その他の生活支援
サービス

その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する
生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等）からなる。
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 訪問型サービス イ 訪問型サービス 

（概要） （概要） 

○ 訪問型サービスは、従前相当サービス（訪問介護員等によるサービス）と、

それ以外の多様なサービス・活動からなる。 

○ 訪問型サービスは、従前の介護予防訪問介護に相当するもの（訪問介護員

等によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 従前相当サービスについては、介護サービス事業者等により行われること

が想定され、居宅要支援被保険者等の居宅において、介護予防を目的として、

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成 12 年３月 17

日老計第 10 号。以下「老計 10 号通知」という。）等旧介護予防訪問介護等の

サービスの範囲内で訪問介護員等により行われる入浴、排せつ、食事等の身

体介護や生活援助のほか、短時間の身体介護といったサービス内容も含まれ

る。 

○ 従前の介護予防訪問介護相当のものについては、訪問介護員等による短時

間の生活援助といったサービス内容も想定される。 

○ 多様なサービス・活動については、主に以下のような類型が想定される。

なお、以下に掲げるものは例であり、これ以外の整理による多様なサービス・

活動を実施することも可能である。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定され

る。 

a 介護サービス事業者等以外の多様な主体よるサービス・活動（訪問型サ

ービス・活動Ａ） 

・ 居宅要支援被保険者等の居宅において、介護予防を目的として、主に

雇用される労働者（訪問介護員等又は一定の研修受講者）が行う生活援

助等のサービス。老計 10 号通知の内容を参考として、利用者の状態や

地域の実情等に応じて柔軟にサービスを提供することが可能である。 

・ なお、市町村の判断により、老計 10 号通知の範囲を越える内容の支

・ 主に雇用されている労働者により提供される緩和した基準によるサービ

ス（訪問型サービスＡ） 
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援を行うことも想定されるが、その場合には、市町村において、利用対

象者像や事業の実施により介護予防・社会参加に資する高齢者の選択肢

の拡大がなされる効果について検討すること。 

b 有償・無償のボランティア活動などの地域住民の主体的な活動を行う団

体及び当該活動を支援する団体により提供される、住民主体によるサービ

ス・活動（サービス･活動Ｄに該当するものを除く）（訪問型サービス・活

動Ｂ） 

 ・ 居宅要支援被保険者等の居宅において、介護予防を目的として、主に

住民ボランティア等、住民主体の自主活動として行う生活援助等の多様

な支援。例えば買い物代行、調理、ゴミ出し、電球の交換、布団干し、

階段の掃除といった支援等が考えられる。 

・ 実施に当たっては、多様な高齢者の生活上の困りごとへの支援を柔軟

に行うことが重要である。また、住民相互による支え合いの支援を基本

とする観点及び高齢者の社会参加を促進していく観点から、積極的に地

域の高齢者自身が支援の担い手として参加できるような取組を行うこ

とが望ましい。 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（訪

問型サービスＢ） 

c 保健・医療専門職が３～６か月の短期間に支援を行うサービス・活動（訪

問型サービス・活動Ｃ） 

 ・ 特に閉じこもり等の心身の状況のために通所による事業への参加が困

難で、訪問による介護予防の取組が必要と認められる者を対象に、保健・

医療専門職がその者の居宅を訪問して、その生活機能に関する問題を総

合的に把握・評価し、社会参加を高めるために必要な相談・指導等を実

施する。 

・ 当該サービス・活動は、効果的な取組ができると判断される場合、通

所型サービス・活動Ｃと組み合わせて実施することができる。 

・ 当該サービス・活動における保健・医療専門職とは、医師、歯科医師、

薬剤師、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管

理栄養士、歯科衛生士等である。 

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行

われるもの（訪問型サービスＣ） 

d 有償・無償のボランティア活動などの地域住民の主体的な活動を行う団

体及び当該活動を支援する団体より提供される、住民主体によるサービ

ス・活動のうち、移動支援や移送前後の生活支援のみを行うサービス・活

動（訪問型サービス・活動Ｄ） 

・ サービス・活動事業と一体的に行われる移動支援や移送前後の生活支

援であり、内容としては通院等をする場合における送迎前後の付き添い

支援及び通所型サービスや一般介護予防事業における送迎を別主体が

実施する場合の送迎が想定される。 

 

・ 介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や移送前後の

生活支援（訪問型サービスＤ） 

（留意事項） （留意事項） 
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○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要

がある。 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要

がある。 

（削除） ・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービス

の利用継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについ

ては、介護予防訪問介護相当のサービスの利用に配慮する。 

（削除） ・ 新しく事業の対象となる居宅要支援被保険者等については、自らの能力

を最大限活用しつつ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促

す。 

・ 訪問介護員等による従前相当サービスについては、主に、認知機能の低

下等により日常生活に支障があるような症状や行動を伴うケース等、訪問

介護員による専門的なサービスが必要と認められる場合に利用すること

が想定される。 

・ 訪問介護員等による従前の介護予防訪問介護相当のサービスについて

は、主に、認知機能の低下等により日常生活に支障があるような症状や行

動を伴うケース等、訪問介護員による専門的なサービスが必要と認められ

る場合に利用することが想定される。 

・ 従前相当サービスを利用する場合については、一定期間後のモニタリン

グに基づき、可能な限り住民主体の活動を含む多様なサービス・活動に移

行していくことを検討することが重要である。 

・ 従前の介護予防訪問介護相当のサービスを利用する場合や訪問型サービ

スＡを利用する場合については、一定期間後のモニタリングに基づき、可

能な限り住民主体の支援に移行していくことを検討することが重要であ

る。 

・ 多様なサービス・活動については、内容は柔軟に提供可能とし、ケアマ

ネジメントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケア

マネジメントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

・ 生活援助従事者研修の修了者は、生活援助に重点を置いた研修カリキュ

ラムを修めている。市町村は、当該研修の修了者について、総合事業の多

様なサービスの従事者としての研修を修了したものとして取り扱うこと

が可能である。 

・ 平成 30 年度より介護給付において創設される生活援助従事者研修の修

了者は、生活援助に重点を置いた研修カリキュラムを修めている。市町村

は、当該研修の修了者について、総合事業の多様なサービスの従事者とし

ての研修を修了したものとして取り扱うことが可能である。 

・ 訪問型サービス･活動Ｃを実施する際は、以下の点に留意すること。 

a 訪問型サービス･活動Ｃは、保健・医療専門職が短期間に支援を行うサ

ービス・活動であることから、実績を確認しながら効果的かつ効率的な

実施に努めること。 

b 対象者が自身の生活機能の低下等について自覚を持ち、介護予防に意欲

的に取り組めるよう支援すること。 

c 対象者がやりたい又はできるようになりたい生活行為を、興味・関心チ

ェックシート（別添１）等を活用し、具体的な目標として明確化するこ

と。 

d 個別的な支援を中心とするサービス・活動であることから、３か月を経

過した時点で評価を行い、例えばサービス担当者会議等のカンファレン

スを開催し、サービス終了後も余暇やボランティア活動、通いの場、一

般介護予防事業等の社会参加に資する取組が維持されるよう配慮するこ

と。ただし、カンファレンスの結果、サービス･活動の継続が生活行為の

改善に効果的であると判断された場合には、最大６か月までサービス・

活動を継続することができる。 

（新設） 
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e 生活機能が低下した場合、再び相談できるよう相談先を伝えること。 

  

ロ 通所型サービス ロ 通所型サービス 

（概要） （概要） 

○ 通所型サービスは、従前相当サービス（通所介護事業者の従事者によるサ

ービス）と、それ以外の多様なサービス･活動からなる。 

○ 通所型サービスは、従前の介護予防通所介護に相当するもの（通所介護事

業者の従事者によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 従前相当サービスについては、介護サービス事業者等により行われること

が想定され、居宅要支援被保険者等について、介護予防を目的として、施設

に通わせ、当該施設において、一定の期間、入浴、排せつ、食事等の介護等

の日常生活上の支援及び機能訓練を行うものである。 

○ 従前の介護予防通所介護相当のものについては、サービス内容や想定され

る状態の違い等に対応して、生活機能向上型のサービス内容のものとそれ以

外のものの２つの種類が想定される。 

○ 多様なサービス･活動については、主に以下のような類型が想定される。な

お、以下に掲げるものは例であり、これ以外の整理による多様なサービス・

活動を実施することも可能である。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定され

る。 

a 介護サービス事業者等以外の多様な主体よるサービス・活動（通所型サ

ービス・活動Ａ） 

・ 高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する通所事業であり、例えば

ミニデイサービスや運動、レクリエーション活動のような内容が考えら

れる。 

・ 主に雇用されている労働者により提供される、又は労働者とともにボラ

ンティアが補助的に加わった形により提供される、緩和した基準によるサ

ービス（通所型サービスＡ） 

b 有償・無償のボランティア活動などの地域住民の主体的な活動を行う団

体及び当該活動を支援する団体により提供される、住民主体によるサービ

ス・活動（通所型サービス・活動Ｂ） 

・ 住民主体による居宅要支援被保険者等を中心とした定期的な利用が

可能な自主的な通いの場づくりであり、例えば体操・運動等の活動、趣

味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的な交流会・サロン、会食

のような内容が考えられる。 

・ なお、障害者や子ども、居宅要支援被保険者等以外の高齢者等も加わ

る形（いわゆる共生型）で実施することも可能である。また、サービス・

活動Ｂとして送迎を実施することも可能であるが、イ d の訪問型サービ

ス・活動Ｄを組み合わせ、送迎を別主体が行うといった形態も可能であ

る。 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（通

所型サービスＢ） 

c 保健・医療専門職が３～６か月の短期間に支援を行うサービス・活動（通

所型サービス・活動Ｃ） 

・ 個人の活動として行う排泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の生活行

為に支障のある者を対象に、保健・医療専門職が、居宅や地域での生活

環境を踏まえた適切な評価のための訪問を行った上で、おおよそ週１回

以上、生活行為の改善を目的とした効果的な介護予防プログラムを実施

する。その際、単に高齢者の運動機能や栄養といった心身機能にだけア

プローチするのではなく、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行

われるもの（通所型サービスＣ） 
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含めたバランスのとれたものとすることで、日常生活の活動を高め、家

庭や社会への参加につなげる。 

・ 当該サービス・活動は、効果的な取組ができると判断される場合、訪

問型サービス・活動Ｃと組み合わせて実施することができる。 

・ 当該サービス・活動における保健・医療専門職とは、医師、歯科医師、

薬剤師、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管

理栄養士、歯科衛生士等である。 

 

（留意事項） （留意事項） 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要

がある。 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要

がある。 

（削除） ・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービス

の利用継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについ

ては、介護予防通所介護相当のサービスの利用に配慮する。 

（削除） 

 

・ 新しく事業の対象となる居宅要支援被保険者等については、自らの能力

を最大限活用しつつ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促

す。 

・ 通所介護事業者の従事者による従前相当サービスについては、主に、多

様なサービス・活動の利用が難しいケース・不適切なケースや、専門職の

指導を受けながら生活機能の向上のためのトレーニングを行うことで生

活機能の改善・維持が見込まれるケース等、通所介護事業者の従事者によ

る専門的なサービスが必要と認められる場合に利用することが想定され

る。この場合、一定期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民主体

の活動を含む多様なサービス・活動に移行していくことを検討することが

重要である。 

・ 通所介護事業者の従事者による従前の介護予防通所介護相当のサービス

については、主に、「多様なサービス」の利用が難しいケース・不適切なケ

ースや、専門職の指導を受けながら生活機能の向上のためのトレーニング

を行うことで生活機能の改善・維持が見込まれるケース等、通所介護事業

者の従事者による専門的なサービスが必要と認められる場合に利用する

ことが想定される。この場合、一定期間後のモニタリングに基づき、可能

な限り住民主体の支援に移行していくことを検討することが重要である。 

・ 多様なサービス・活動については、内容は柔軟に提供可能とし、ケアマ

ネジメントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケア

マネジメントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

・ 通所型サービス･活動Ｃを実施する際は、以下の点に留意すること。 

a 通所型サービス・活動Ｃは、保健・医療専門職が短期間に支援を行うサ

ービス・活動であることから、実績を確認しながら効果的かつ効率的な

実施に努めること。 

b 対象者が自身の生活機能の低下等について自覚を持ち、介護予防に意欲

的に取り組めるように支援すること。 

c 対象者がやりたい又はできるようになりたい生活行為を、興味・関心チ

ェックシート（別添１）等を活用し、具体的な目標として明確化するこ

と。 

d 居宅を訪問し、支障をきたしている生活行為の原因を、居宅や地域での

生活環境を踏まえ、適切にアセスメントし、課題を抽出すること。 

（新設） 
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e 支障をきたしている生活行為の改善のための運動器の機能向上・栄養改

善・口腔機能向上等のプログラム、ＡＤＬやＩＡＤＬの動作練習、集団

的に取り組むことにより効果が高まる介護予防教育等を必要に応じて組

み合わせて実施すること。また、適切な段階において居宅を訪問し、Ａ

ＤＬやＩＡＤＬの状態をモニタリングすること。 

f 個別的な支援を中心とするサービス・活動であることから、３か月を経

過した時点で評価を行い、たとえばサービス担当者会議等のカンファレ

ンスを開催し、サービス終了後も余暇やボランティア活動、通いの場、

一般介護予防事業等の社会参加に資する取組が維持されるよう配慮する

こと。ただし、カンファレンスの結果、サービスの継続が生活行為の改

善に効果的であると判断された場合には、最大６か月までサービス・活

動を継続することができる。 

g 生活機能が低下した場合、再び相談できるよう相談先を伝えること。 

  

ハ その他生活支援サービス ハ その他の生活支援サービス 

（概要） （概要） 

○ その他生活支援サービスは、「厚生労働省令で定める基準に従って、介護予

防サービス事業若しくは地域密着型介護予防サービス事業又は第一号訪問

事業若しくは第一号通所事業と一体的に行われる場合に効果があると認め

られる居宅要支援被保険者等の地域における自立した日常生活の支援とし

て厚生労働省令で定めるものを行う事業」と規定されている（法第 115 条の

45 第１項第１号ハ）。 

○ その他の生活支援サービスは、被保険者の地域における自立した日常生活

の支援のための事業であって、訪問型サービスや通所型サービスと一体的に

行われる場合に効果があると認められるものとして厚生労働省令で定める

ものと規定されている（法第 115 条の 45 第１項第１号ハ）。 

○ 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「省令」という。）

においては、その他生活支援サービスとして総合事業により実施することが

できるものについて、以下の３つサービス・活動を規定している（省令第 140

条の 62 の７）。 

○ 厚生労働省令においては、その他の生活支援サービスとして総合事業によ

り実施することができるものについて、以下の３つサービスを規定してい

る。（介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「施行規則」と

いう。）第 140 条の 62 の７） 

① 配食：栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者に対する見守りと

ともに行う配食など 

① 配食：栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者に対する見守りと

ともに行う配食など 

② 定期的な安否確認及び緊急時の対応（以下「見守り」という。）：住民ボ

ランティアなどが行う訪問による見守り 

② 定期的な安否確認及び緊急時の対応（以下「見守り」という。）：住民ボ

ランティアなどが行う訪問による見守り 

③ 訪問型サービス、通所型サービスに準じる生活支援であって、地域にお

ける自立した日常生活の支援に資するサービス・活動として市町村が定め

る生活支援（訪問型サービス及び通所型サービスの一体的提供等） 

 

③ その他、訪問型サービス、通所型サービスに準じる生活支援であって、

地域における自立した日常生活の支援に資するサービスとして市町村が

定める生活支援（訪問型サービス及び通所型サービスの一体的提供等） 

（留意事項） （留意事項） 

○ その他生活支援サービスの実施に当たっては、以下の点に留意する必要が

ある。 

○ サービスの実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業によるその他生活支援サービスは、市場におけるサービス提供 ・ 総合事業によるその他の生活支援サービスは、市場におけるサービス提
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の活用を補足するものとして提供するものである。 供の活用を補足するものとして提供するものである。 

・ 配食については、食材費などの補助を行う趣旨ではないことから、食材

費などの実費については利用者に負担を求める。 

 

・ 配食については、食材費などの補助を行う趣旨ではないことから、食材

費などの実費については利用者に負担を求める。 

［参考］利用券を発行・利用して、ボランティアがサービスを提供する事例 

～ＮＰＯ法人市民助け合いネット（千葉県流山市）の活動～ 

［参考］利用券を発行・利用して、ボランティアがサービスを提供する事例 

～ＮＰＯ法人市民助け合いネット（千葉県流山市）の活動～ 

（略） 

 

（略） 

ニ 介護予防ケアマネジメント ニ 介護予防ケアマネジメント 

（概要） （概要） 

○ 総合事業による介護予防ケアマネジメントは、居宅要支援被保険者等に対

し、その介護予防や社会参加の推進を目的として、心身の状況、置かれてい

る環境等に応じて、その選択に基づき、訪問型サービス、通所型サービス及

びその他生活支援サービス並びに一般介護予防事業、市町村の独自事業及び

民間企業等の多様な主体により提供される総合事業に該当しない生活支援

サービス等の適切な事業が、包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助

を行う事業であり、地域包括支援センターが居宅要支援被保険者等に対する

アセスメントを行い、その状態や置かれている環境等に応じて目標を設定

し、その達成に向けて介護予防の取組を生活の中に取り入れ、自ら実施及び

評価できるよう、また、高齢者自身が、地域で自立した生活を送るための活

動を継続することにより、心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きが

いや役割を持って生活できるよう、心身機能・活動・参加の視点を踏まえて

居宅要支援被保険者等の多様な選択を支援していくことが重要である。 

○ 総合事業による介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援と同様、地域

包括支援センターが居宅要支援被保険者等に対するアセスメントを行い、そ

の状態や置かれている環境等に応じて、本人が自立した生活を送ることがで

きるようケアプランを作成するものである。 

○ 居宅要支援被保険者で、予防給付によるサービスを利用するケースについ

ては、予防給付の介護予防サービス計画費が支給される。居宅要支援被保険

者等で、予防給付によるサービスの利用がないケースについては、介護予防

ケアマネジメントが行われる。 

○ 要支援者で、予防給付によるサービスを利用するケースについては、予防

給付の介護予防サービス計画費が支給される。要支援者等で、予防給付によ

るサービスの利用がないケースについては、本介護予防ケアマネジメントが

行われる。 

○ ケースに応じ、以下のような類型の介護予防ケアマネジメントが想定され

る。 

○ ケースに応じ、以下のような類型の介護予防ケアマネジメントが想定され

る。 

・ 従前相当サービス（旧介護予防訪問介護等に相当するものとして、省令

第 140 条の 63 の６第１号の基準に従い指定事業者が行うものをいう。以

下同じ。）に係る介護予防ケアマネジメント計画の作成を行う場合やサー

ビス・活動Ｃの利用期間を介護予防ケアマネジメント計画において定める

場合など、指定介護予防支援と同様のプロセスを経て行うことが適当であ

るもの（介護予防支援に相当。ケアマネジメントＡ） 

・ 主に、訪問型・通所型サービスにおいて、指定事業者のサービスを利用

するケースや、訪問型サービスＣ、通所型サービスＣを組み合わせた複数

のサービスを利用するケース（現行の介護予防支援に相当。ケアマネジメ

ントＡ） 

・ 従前相当サービス以外の訪問型サービス及び通所型サービスを利用する

居宅要支援被保険者等に対し、介護予防ケアマネジメント計画（市町村が

省令第 140 条の 62 の５第３項各号に掲げる事項を省略した内容を定める

・ 主に、ケアマネジメントの結果、事業の実施方法が「補助」に該当する

ようなサービスや配食などのその他の生活支援サービス、又は一般介護予

防事業の利用につなげるケース（緩和した基準によるケアマネジメント
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場合、当該内容を記載した計画を含む。以下「介護予防ケアマネジメント

計画等」という。）の作成を行う場合等、指定介護予防支援に係る基準及び

ケアマネジメントプロセスを緩和して実施するもの（ケアマネジメント

Ｂ） 

で、基本的にサービス利用開始時のみ行うもの。ケアマネジメントＣ） 

・ 例えば、サービス・活動Ｂ・Ｄの利用者に対し初回のみの介護予防ケア

マネジメント計画等の作成を行う場合及び居宅要支援被保険者等に対す

る介護予防ケアマネジメントに該当する援助など指定介護予防支援に係

る基準等によらない多様な援助を行うもの（ケアマネジメントＣ） 

・ 主に、ケアマネジメントＡやＣ以外のケース（緩和した基準によるケア

マネジメントで、サービス担当者会議などを省略可。ケアマネジメントＢ） 

（介護予防ケアマネジメントの詳細については、「介護予防・日常生活支援

総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）

の実施及び介護予防手帳の活用について」（平成 27 年６月５日老振発 0605

号厚生労働省老健局振興課長通知）の別紙１「介護予防ケアマネジメント

（第１号介護予防支援事業）の実施について」（以下「介護予防ケアマネジ

メント実施要領」という。）を参照。） 

 

（介護予防ケアマネジメントの詳細については、第４の４ 介護予防ケアマ

ネジメントの実施・サービスの利用開始を参照。） 

（留意事項） （留意事項） 

○ 市町村は、住民主体の活動を含む多様なサービス・活動を総合事業に位置

付け、居宅要支援被保険者等に提供していくに当たって、以下の事項に留意

する。 

○ 市町村は、多様なサービスを総合事業に位置付け、要支援者等に提供して

いくに当たって、以下の事項に留意する。 

(削除) ・ 総合事業では、既存のサービス類型である介護予防訪問介護等の専門的

なサービスに加え、住民主体の支援等の多様なサービス、一般介護予防事

業による事業の充実を図り、市町村の独自施策や市場において民間企業に

より提供される生活支援サービスも含め、総合的なサービス提供が行わ

れ、要支援者等の状態等にあったふさわしいサービスが選択できるように

することが重要である。その際、新しく総合事業によるサービスを利用す

る要支援者等については、住民主体の支援等の多様なサービスの利用促進

を図っていくことが重要である。 

・ 市町村は、あらかじめ、地域支援事業の生活支援体制整備事業などを活

用して、ＮＰＯやボランティアなどの多様な主体による多様なサービス・

活動の提供体制を地域において整備するとともに、生活支援・介護予防サ

ービスの提供に当たっては、総合事業の効果的かつ効率的な実施のため、

住民主体の支援等に一部運営費補助を行うなど、住民主体の活動を積極的

に支援することが望ましい。 

・ 市町村は、あらかじめ、地域支援事業の生活支援体制整備事業などを活

用して、ＮＰＯやボランティアなどの多様な主体による多様なサービスの

提供体制を地域において整備するとともに、生活支援・介護予防サービス

の提供に当たっては、総合事業の効果的かつ効率的な実施のため、住民主

体の支援等に一部運営費補助を行うなど、住民主体の活動を積極的に支援

することが望ましい。 

・ 介護予防ケアマネジメントにより、サービス・活動の提供をケアプラン

に位置付けるに当たっては、単に支援をつなげるだけではなく、居宅要支

援被保険者等がその知識や能力を活かして、地域における集いの場に自ら

積極的に参加していくよう促していくなど、社会とのつながりをつくって

いくことができるよう支援する。 

・ 介護予防ケアマネジメントにより、サービスの提供をケアプランに位置

付けるに当たっては、単に支援をつなげるだけではなく、要支援者等がそ

の知識や能力を生かして、地域における集いの場に自ら積極的に参加して

いくよう促していくなど、社会とのつながりをつくっていくことができる

よう支援する。 
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・ サービス･活動Ｃは、住民主体の支援と合わせて、短期間（３～６か月程

度）に保健・医療専門職が支援を行い、一般介護予防事業等による支援に

つなげていくことが求められる。 

・ 訪問型サービスＣ、通所型サービスＣは、従来２次予防事業として実施

されていたものに、予防モデル事業の成果も反映させて取り組むことが想

定されており、住民主体の支援と合わせ、新しい介護予防の考え方に基づ

き、短期間（３～６か月程度）に保健・医療の専門職が支援を行い、一般

介護予防事業による支援につなげていくことが求められる。 

・ 一般介護予防事業における地域リハビリテーション活動支援事業は、リ

ハビリテーション専門職等が、通所、訪問、地域ケア会議、住民運営の通

いの場等の介護予防の取組を総合的に支援するものであり、多職種協働に

よる介護予防ケアマネジメントとともに、積極的に推進されることが期待

される。 

・ 一般介護予防事業における地域リハビリテーション活動支援事業は、リ

ハビリテーション専門職等が、通所、訪問、地域ケア会議、住民運営の通

いの場等の介護予防の取組を総合的に支援するものであり、多職種協働に

よる介護予防ケアマネジメントとともに、積極的に推進されることが期待

される。 

・ 高齢者の外出機会の確保、多様な生活支援の提供等を考えたとき、今後

地域における移動支援ニーズが高まってくことが予想され、また、サロン

等をはじめとしたサービス・活動事業を効果的に実施していく上でも移動

支援のニーズは高いことから、訪問型サービス・活動Ｄとしての事業の活

用とともに、市町村の単独施策としての充実が望まれる。 

・ 高齢者の外出機会の確保、多様な生活支援の提供等を考えたとき、今後

地域における移動支援ニーズが高まってくことが予想され、また、サロン

等をはじめとしたサービス事業を効果的に実施していく上でも移動支援

のニーズは高いことから、訪問型サービスＤとしての事業の活用ととも

に、市町村の単独施策としての充実が望まれる。 

・ その他生活支援サービスを中心に、総合事業は、市場において提供され

るサービスでは満たされないニーズに対応するものであることから、市場

における民間サービス（総合事業の枠外のサービス）を積極的に活用して

いくことが重要である。 

・ その他の生活支援サービスを中心に、総合事業は、市場において提供さ

れるサービスでは満たされないニーズに対応するものであることから、市

場における民間サービス（総合事業の枠外のサービス）を積極的に活用し

ていくことが重要である。 

・ 従前相当サービスの提供に当たっては、介護予防ケアマネジメントで設

定された長期目標、短期目標の達成に向け、意識を共有し、具体的なサー

ビス提供につなげていくことが重要である。また、定期的なモニタリング

により、自立支援、介護予防にサービスがつながっているかどうかの点検・

評価を共有し、住民主体の支援等、居宅要支援被保険者等の状態等にふさ

わしい支援にできる限りつなげていくことが重要である。 

・ 介護予防等訪問介護等の専門的サービス提供に当たっては、介護予防ケ

アマネジメントで設定された長期目標、短期目標の達成に向け、意識を共

有し、具体的なサービス提供につなげていくことが重要である。また、定

期的なモニタリングにより、自立支援、介護予防にサービスがつながって

いるかどうかの点検・評価を共有し、住民主体の支援等、要支援者等の状

態等にふさわしい支援にできる限りつなげていくことが重要である。 

・ サービス・活動が多様化し、指定や補助など様々な方法により総合事業

を実施することが可能となるが、従来一般会計で行っていた事業を総合事

業に振り替えるようなことは想定していない。 

・ サービスが多様化し、指定や補助など様々な方法により総合事業を実施

することが可能となるが、従来一般会計で行っていた事業を総合事業に振

り替えるようなことは想定していない。 
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第３ 市町村を中心とした生活支援・介護予防サービスの充実等 第３ 市町村を中心とした生活支援・介護予防サービスの充実等 

１ 基本的な考え方 １ 基本的な考え方 

○ 居宅要支援被保険者等については、ＩＡＤＬの低下に対応した日常生活上

の困りごとや外出に対する多様な支援が求められる。また、今後、多様な生

活上の困りごとへの支援が特に必要となる単身高齢者世帯や高齢者夫婦の

み世帯が世帯類型の中で大きな割合を占めていくことを踏まえ、高齢者等地

域住民の力を活用した多様な生活支援・介護予防サービスを充実していくこ

とが求められる。 

○ 要支援者等軽度の高齢者については、ＩＡＤＬの低下に対応した日常生活

上の困りごとや外出に対する多様な支援が求められる。また、今後、多様な

生活上の困りごとへの支援が特に必要となる単身高齢者世帯や高齢者夫婦

のみ世帯が世帯類型の中で大きな割合を占めていくことを踏まえ、高齢者等

地域住民の力を活用した多様な生活支援等サービスを充実していくことが

求められる。 

また、高齢者がその担い手となることで、「心身機能」「活動」「参加」のそ

れぞれの要素にバランスよく働きかけることが可能となり、高齢者自身の介

護予防の効果も期待できる。 

また、高齢者がその担い手となることで、「心身機能」「活動」「参加」のそ

れぞれの要素にバランスよく働きかけることが可能となり、高齢者自身の介

護予防の効果も期待できる。 

○ 生活支援体制整備事業の活用などにより、市町村を中心とした支援体制の

充実強化を図り、地域全体で多様な主体によるサービス提供を推進していく

ことが重要である。 

○ 新たに設けられた地域支援事業の生活支援体制整備事業の活用などによ

り、市町村を中心とした支援体制の充実強化を図り、地域全体で多様な主体

によるサービス提供を推進していくことが重要である。 

○ 市町村における具体的な取組については、以下において各地域における好

事例を踏まえた取組例を取りまとめたので、参考にして実施していただきた

い。 

○ 市町村における具体的な取組については、以下において各地域における好

事例を踏まえた取組例を取りまとめたので、参考にして実施していただきた

い。 

 

 

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの重層的な提供 

（図略） 

 

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの重層的な提供 

（図略） 

 



 
 

31 
 

新 旧 

○ 居宅要支援被保険者等は、ＩＡＤＬの低下が見られたり、単身高齢者や高

齢者夫婦のみの世帯が増加していること等から、多様な生活支援が必要とな

る。 

○ 要支援者等の高齢者は、ＩＡＤＬの低下が見られたり、単身高齢者や高齢

者夫婦のみの世帯が増加していること等から、多様な生活支援が必要とな

る。 

○ こうした高齢者の在宅生活を支えるため、支え手の観点では、ボランティ

ア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組合等、支え手の裾野を多様な

主体に拡げ、重層的にサービスを提供する体制を構築することが重要であ

る。 

○ こうした高齢者の在宅生活を支えるため、支え手の観点では、ボランティ

ア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組合等、支え手の裾野を多様な

主体に拡げ、重層的にサービスを提供する体制を構築することが重要であ

る。 

○ 総合事業の発展的成長のためには、このような観点から、地域づくりに必

要な、「地域のアセスメント」をしっかり行う必要がある。 

○ 総合事業の発展的成長のためには、このような観点から、地域づくりに必

要な、「地域のアセスメント」をしっかり行う必要がある。 

○ 具体的には、地域の課題を把握して構造化することや、地域資源の把握を

着実に行うため、以下の対応を重点的に進める。（参考項目：第３－３－（６）） 

○ 具体的には、地域の課題を把握して構造化することや、地域資源の把握を

着実に行うため、以下の対応を重点的に進める。（参考項目：第３－３－（５）） 

① 地域のニーズの把握と地域の課題としての構造化 ① 地域のニーズの把握と地域の課題としての構造化 

以下のア～エの情報を活用し、地域における課題を把握し、地域で共通

した課題とそうでない課題（個別ケースの課題）に分類をした上で、ＫＪ

法等により整理を行う。その上で、各課題について、緊急度や発生地域等

で構造化を行う。 

下記ア～エの情報を活用し、地域における課題を把握し、地域で共通し

た課題とそうでない課題（個別ケースの課題）に分類をした上で、ＫＪ法

等により整理を行う。その上で、各課題について、緊急度や発生地域等で

構造化を行う。 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

② （略） 

 

② （略） 

２ 生活支援・介護予防サービスの分類について ２ サービスの分類について 

○ 生活支援・介護予防サービスは、以下のような事業実施の枠組みの分類が

あり、サービス内容に応じ、適切な枠組みを活用する。 

 

○ 生活支援等サービスは、以下のような事業実施の枠組みの分類があり、サ

ービス内容に応じ、適切な枠組みを活用する。 

＜介護保険制度の地域支援事業＞ ＜介護保険制度の地域支援事業＞ 

① サービス・活動事業 ① 介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス ・訪問型サービス 

・通所型サービス ・通所型サービス 

・その他生活支援サービス ・その他の生活支援サービス 

② 一般介護予防事業（市町村や地域の住民が主体となった体操教室等） ② 一般介護予防事業（市町村や地域の住民が主体となった体操教室等） 

③ 任意事業（要介護者等を対象とした配食・見守り等） ③ 任意事業（要介護者等を対象とした配食・見守り等） 

  

＜介護保険制度外＞ ＜介護保険制度外＞ 

④ その他市町村実施事業（移動支援、宅配、訪問理美容サービス等） ④ その他市町村実施事業（移動支援、宅配、訪問理美容サービス等） 

⑤ 民間市場でのサービス提供 ⑤ 民間市場でのサービス提供 

※ 地域支援事業の実施に当たっては、三位一体改革において一般財源化

された事業は実施できないことに留意。 

※ 地域支援事業の実施に当たっては、三位一体改革において一般財源化

された事業は実施できないことに留意。 

※ サービス・活動が多様化し、指定や補助など様々な方法により総合事

業を実施することが可能となるが、従来一般会計で行っていた事業を総

※ サービスが多様化し、指定や補助など様々な方法により総合事業を実

施することが可能となるが、従来一般会計で行っていた事業を総合事業
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合事業に振り替えるようなことは想定していない。 に振り替えるようなことは想定していない。 

  

３ 生活支援・介護予防サービスの開発・発掘のための取組 ３ 生活支援・介護予防サービスの開発・発掘のための取組 

（１） 基本的な考え方及び定義 （１） 基本的な考え方及び定義 

（概要）    （概要）    

○ 生活支援・介護予防サービスの体制整備にあたっては、市町村が中心とな

って、元気な高齢者をはじめとする多世代の地域住民が担い手として参加す

る住民主体の活動や、地域運営組織、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議

会、地縁組織、協同組合、民間企業、シルバー人材センター、介護サービス

施設・事業所、老人クラブ、家政婦（夫）紹介所、商工会、民生委員等の多

様な主体による多様な生活支援・介護予防サービスの提供体制を構築し、高

齢者を支える地域の支え合いの体制づくりを推進していく必要がある。 

○ 生活支援等サービスの体制整備にあたっては、市町村が中心となって、元

気な高齢者をはじめ、住民が担い手として参加する住民主体の活動や、ＮＰ

Ｏ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同組合、民間企業、シル

バー人材センターなどの多様な主体による多様なサービスの提供体制を構

築し、高齢者を支える地域の支え合いの体制づくりを推進していく必要があ

る。 

○ その際、生活支援体制整備事業を活用した「生活支援コーディネーター（地

域支え合い推進員）」や「協議体」の設置等を通じて、互助を基本とした生活

支援・介護予防サービスが創出されるよう、（２）以降の取組を積極的に進め

る。 

○ なお、重層的支援体制整備事業を実施する自治体においては、生活支援体

制整備事業を重層的支援体制整備事業として実施することになることから、

対象者の属性を問わない相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一

体的に行うという点にも留意して実施すること。 

○ その際、生活支援体制整備事業を活用した「生活支援コーディネーター（地

域支え合い推進員）」や「協議体」の設置等を通じて、互助を基本とした生活

支援等サービスが創出されるよう次項の取組を積極的に進める。 
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（削除） 

 

（生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）） （生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）） 

○ 高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目

的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向

けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果た

す者を「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」（以下「コーデ

ィネーター」という。）とする。 

 

○ 高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、

地域において、生活支援等サービスの提供体制の構築に向けたコーディネー

ト機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす者を「生活支援

コーディネーター（地域支え合い推進員）」（以下「コーディネーター」とい

う。）とする。 

（協議体） （協議体） 

○ 市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援・介護

予防サービスの提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化の場と

して、中核となるネットワークを「協議体」とする。 

○ 市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援等サー

ビスの提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化の場として、中

核となるネットワークを「協議体」とする。 

（コーディネーターと協議体によるコーディネート機能の考え方） （コーディネーターと協議体によるコーディネート機能の考え方） 

○ 日常生活ニーズ調査や地域ケア会議等により、地域の高齢者支援のニーズ

と地域資源の状況を把握していくことと連携しながら、地域における以下の

取組を総合的に支援・推進する。 

○ 日常生活ニーズ調査や地域ケア会議等により、地域の高齢者支援のニーズ

と地域資源の状況を把握していくことと連携しながら、地域における以下の

取組を総合的に支援・推進。 

① 高齢者の支援ニーズ・関心事や地域住民を含む多様な主体の活動の状況

の情報収集及び可視化 

① 地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提起 

② ①を踏まえた、地域住民や多様な主体による生活支援・介護予防サービ

スの企画・立案、実施方法の検討に係る支援（活動の担い手又は支援者た

り得る多様な主体との調整を含む。） 

② 地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きかけ 

 ③ 関係者のネットワーク化 

生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の日常生活圏域（中学校区域等）があり、平成29年度までの間

に第１及び第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開
※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援・介護予防サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチング

する機能があるが、これは本事業の対象外

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す

る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり

など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる仕
組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要

等

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング



 
 

34 
 

新 旧 

③ 地域住民・多様な主体・市町村の役割（地域住民が主体的に行う内容を

含む。）の整理、実施目的の共有のための支援 

④ 目指す地域の姿・方針の共有、意識の統一 

④ 生活支援・介護予防サービスの担い手（ボランティア等を含む。）の養

成、組織化、具体的な活動とのマッチング 

⑤ 生活支援の担い手の養成やサービスの開発（担い手を養成し、組織化し、

担い手を支援活動につなげる機能） 

⑤ 支援ニーズと生活支援・介護予防サービスとのマッチング 

 

⑥ ニーズとサービスのマッチング 

○ コーディネート機能は、概ね以下の３層で展開されることが考えられる

が、生活支援体制整備事業は第１層・第２層の機能を充実し、体制整備を推

進していくことが重要。 

○ コーディネート機能は、概ね以下の３層で展開されることが考えられる

が、生活支援体制整備事業は第１層・第２層の機能を充実し、体制整備を推

進していくことが重要。 

・第１層 市町村（指定都市においては行政区、広域連合においては構成市

町村）の区域で①～④を中心に行う機能 

・第１層 市町村区域で①～⑤を中心に行う機能 

・第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下、①～⑤を

行う機能 

・第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下、①～⑥を

行う機能 

・第３層 個々の生活支援・介護予防サービスの事業主体で、利用者と実施

者をマッチングする機能 

 

・第３層 個々の生活支援等サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッ

チングする機能 

（２） コーディネーターの目的・役割等 （２） コーディネーターの目的・役割等 

① コーディネーターの設置目的 ① コーディネーターの設置目的 

市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組

織等も活用しながら、上記のコーディネート業務を実施することにより、地

域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を推

進することを目的とする。 

市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組

織等も活用しながら、上記のコーディネート業務を実施することにより、地

域における生活支援等サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進する

ことを目的とする。 

② コーディネーターの役割等 ② コーディネーターの役割等 

・生活支援の担い手の養成、サービスの開発の支援（第１層、第２層） ・生活支援の担い手の養成、サービスの開発（第１層、第２層） 

・関係者の役割の整理や実施目的共有の支援（第１層、第２層） ・関係者のネットワーク化（第１層、第２層） 

・ニーズとサービスのマッチング（第２層） ・ニーズとサービスのマッチング（第２層） 

③ （略） ③ （略） 

④ コーディネーターの資格・要件 ④ コーディネーターの資格・要件 

国において統一的に資格要件を定めてはいないが、コーディネーターは、

地域住民の関心事や地域の多様な活動の状況をよく知る者、地域住民による

活動の支援について実績のある者、定年退職をして地域づくりに関心をもつ

者、医療・介護・福祉の領域を越えた主体との対話のための知見を有する者

等、様々な資質等が求められると考えられ、市町村は事業の目的等に応じた

コーディネート業務を適切に実施できる者。 

地域における助け合いや生活支援等サービスの提供実績のある者、または

中間支援を行う団体等であって、地域でコーディネート機能を適切に担うこ

とができる者。 

また、都道府県又は厚生労働省が実施する研修を修了した者が望ましい。

なお、コーディネーターに係る研修については、地域医療介護総合確保基金

における介護従事者の確保に関する事業の対象としている。 

※ 特定の資格要件は定めないが、市民活動への理解があり、多様な理念を

もつ地域のサービス提供主体と連絡調整できる立場の者であって、国や都

道府県が実施する研修を修了した者が望ましい。 

※ コーディネーターが属する組織の活動の枠組みを超えた視点、地域の公 ※ コーディネーターが属する組織の活動の枠組みを超えた視点、地域の公
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益的活動の視点、公平中立な視点を有することが適当。 益的活動の視点、公平中立な視点を有することが適当。 

⑤ 費用負担 ⑤ 費用負担 

人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業交付金（重層的支援

体制整備事業を実施している自治体においては重層的支援体制整備事業交

付金。以下この３において同じ。）が活用可能。 

 

人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業（包括的支援事業）

が活用可能。 

（３） 協議体の目的・役割等 （３） 協議体の目的・役割等 

① 協議体の設置目的 ① 協議体の設置目的 

生活支援・介護予防サービスの体制整備に向けて、多様な主体の参画が求

められることから、市町村が主体となって、「定期的な情報の共有・連携強化

の場」として設置することにより、多様な主体間の情報共有及び連携・協働

による資源開発等を推進することを目的とする。 

生活支援等サービスの体制整備に向けて、多様な主体の参画が求められる

ことから、市町村が主体となって、「定期的な情報の共有・連携強化の場」と

して設置することにより、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資

源開発等を推進することを目的とする。 

② 協議体の役割等 ② 協議体の役割等 

○コーディネーターの組織的な補完 ○コーディネーターの組織的な補完 

○地域ニーズや既存の地域資源の把握（アンケート調査やマッピング等の実

施） 

○地域ニーズの把握（アンケート調査やマッピング等の実施） 

○情報の可視化の推進 ○情報の見える化の推進 

○企画、立案、方針策定を行う場（生活支援・介護予防サービスの担い手養

成に係る企画等を含む。） 

○企画、立案、方針策定を行う場 

○地域づくりにおける意識の統一を図る場 ○地域づくりにおける意識の統一を図る場 

○情報交換の場 ○情報交換の場 

○働きかけの場 ○働きかけの場 

（例） （例） 

・地域の課題についての問題提起 ・地域の課題についての問題提起 

・課題に対する取組の具体的協力依頼 ・課題に対する取組の具体的協力依頼 

・他団体への参加依頼（Ａ団体単独では不可能な事もＢ団体が協力するこ

とで可能になることも） 

・他団体の参加依頼（Ａ団体単独では不可能な事もＢ団体が協力すること

で可能になることも） 

③ （略） ③ （略） 

④ 協議体の構成団体等 ④ 協議体の構成団体等 

・行政機関（市町村、地域包括支援センター等） ・行政機関（市町村、地域包括支援センター等） 

・コーディネーター ・コーディネーター 

・地域の多様な主体の関係者（元気な高齢者をはじめとする多世代の地域住

民が担い手として参加する住民主体の活動団体、地域運営組織、ＮＰＯ、社

会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同組合、民間企業、シルバー人

材センター、介護サービス施設・事業所、老人クラブ、家政婦（夫）紹介所、

商工会、民生委員等） 

・地域の関係者（ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同

組合、民間企業、ボランティア団体、介護サービス事業者、シルバー人材セ

ンター等） 

※ この他にも地域の実情に応じて適宜参画者を募ることが望ましい。 ※ この他にも地域の実情に応じて適宜参画者を募ることが望ましい。 

⑤ 費用負担 ⑤ 費用負担 
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人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業交付金が活用可能。 人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業（包括的支援事業）

が活用可能。 

  

（４） 住民参画・官民連携推進事業 （新設） 

① 趣旨  

地域では、総合事業又は高齢者施策としては位置付けられない多様な生活

支援・介護予防サービスが、民間企業、協同組合、シルバー人材センター、Ｎ

ＰＯ法人、地域の産業等に携わる団体等の多様な主体（以下（４）において「地

域での活動に取り組む民間企業等」という。）により事業化され、地域におけ

る様々な局面で高齢者の日常生活を支えている。 

コーディネーター及び協議体の活動の活性化を図り、サービス・活動事業を

はじめとする地域における生活支援・介護予防サービスの充実を図るために

は、地域住民の主体的な活動を進めることに加え、これら活動の補完又は更な

る推進を図るため、地域での活動に取り組む民間企業等が有する事業化の知

見を活用することや、その活動との連動を深めることが重要であることから、

市町村が地域住民や地域での活動に取り組む民間企業等とともに実施するも

のである。 

 

② 事業内容  

本事業では、以下の３つの事業を行うことができる。  

a タウンミーティングやワークショップの開催等 

コーディネーターが企画するタウンミーティングやワークショップの

開催等による、地域住民、医療・介護関係者及び地域での活動に取り組む

民間企業等を含む多様な主体が地域課題等の洗い出しや解決策・必要とな

る事業等の検討を行う場の設置 

b 多様なサービス・活動の実現に向けたプロジェクト化 

生活支援・介護予防サービスの企画・立案・プロジェクト化のため、地

域での活動に取り組む民間企業等との連携・協働のもとで行う地域住民へ

のインタビュー、マーケティング、デザイン（既存事業の見直し等を含む。）

等の実施（コーディネーターや協議体に助言等を行うための人材の配置や

民間企業等への委託等を含む。） 

c 多様なサービス・活動を地域に実装するための試行的実施 

a 及び b の結果等を踏まえ、地域での活動に取り組む民間企業等と地域

住民の連携・協働のもとで行う生活支援・介護予防サービスの実装のため

の試行的実施に係る支援（総合事業として本格運用するまで又は民間企業

等と地域住民の協働のもとで当該事業が自走することができるまでの期

間における事業費の補助を含む。） 

 

③ 実施方法  

既存のコーディネーターや協議体を活用して行う方法のほか、新たに本事  
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業を中心に行うコーディネーターを設置して実施することも可能であるが、

この場合には既存のコーディネーターや協議体と密に連携をとりながら行う

ことが必要である。 

④ 費用負担  

人件費、委託費、活動費用（試行的実施に係る支援を含む。）については、

地域支援事業交付金が活用可能。 

 

 

（５） 市町村、都道府県及び国の役割 （４） 市町村、都道府県及び国の役割 

① 市町村は、日常生活ニーズ調査や地域ケア会議等も活用し、地域の高齢者

支援のニーズと地域資源の状況を把握した上で、それらの可視化や問題提

起、地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きかけ、目指す地域の姿・

方針の決定、共有、意識の統一を行う。また、地域の実情に応じた生活支援・

介護予防サービスの体制整備の推進に向けて、コーディネーターの配置や協

議体の設置を進める。 

① 市町村は、日常生活ニーズ調査や地域ケア会議等も活用し、地域の高齢者

支援のニーズと地域資源の状況を把握した上で、それらの見える化や問題提

起、地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きかけ、目指す地域の姿・

方針の決定、共有、意識の統一を行う。また、地域の実情に応じた生活支援

等サービスの体制整備の推進に向けて、「コーディネーター」を特定するとと

もに協議体の設置を進める。 

② 都道府県は、国が実施する研修や国が作成したコーディネーター養成カリ

キュラム、テキストを活用し、市町村や市町村に配置されたコーディネータ

ー等へ研修を実施する。更に県内のコーディネーターのネットワーク化を進

めるとともに、配置状況の偏在や地域事情等に配慮し、適宜市町村と調整す

る。なお、研修の実施に当たっては地域医療介護総合確保基金の活用が可能

である。 

③ 都道府県は、民間企業などの地域の多様な主体が必ずしも市町村単位など

の行政区画を意識して事業を展開している訳ではないことを踏まえ、高齢者

の生活支援・社会参加活動を通じた地域づくりに取り組む官民の関係団体に

より構成されるプラットフォーム（以下「生活支援体制整備事業プラットフ

ォーム」という。）を構築し、市町村やコーディネーター・協議体の活動と地

域の多様な主体との活動をつなげるための広域的支援を行う。なお、生活支

援体制整備事業プラットフォームの設置に当たっては地域医療介護総合確

保基金の活用が可能である。 

② 都道府県は、国が作成したコーディネーター養成カリキュラム、テキスト

を活用し、市町村で配置を予定している人材の研修を実施する。更に県内の

コーディネーターのネットワーク化を進めるとともに、配置状況の偏在や地

域事情等に配慮し、適宜市町村と調整する。 

 

 

（新設） 

④ 国は、都道府県が市町村等に対する研修を行えるよう、都道府県等に対す

る研修を実施するほか、全国規模の生活支援体制整備事業プラットフォーム

を構築し、都道府県や市町村が地域の多様な主体とつながるための広域的な

支援を行う。また、積極的に市町村や関係団体等に対する普及啓発等を行い、

全国的な展開が図られるよう配慮する。 

 

③ 国は、都道府県で計画的にコーディネーターを養成出来るよう、カリキュ

ラム、テキストを作成する。また、積極的に市町村や関係団体等に対する普

及啓発等を行い、全国的な展開が図られるよう配慮する。 

（６） 取組の流れ （５） 取組の流れ 

○ 「コーディネーター」と「協議体」の設置の手法については、地域の状況

によって様々であると考えられるが、一例として、市町村が各地域（日常生

活圏域・第２層）において協議体を立ち上げ、協議体のメンバーの中から第

○ 「コーディネーター」と「協議体」の設置の手法については、地域の状況

によって様々であると考えられるが、一例として、市町村が各地域（日常生

活圏域・第２層）において協議体を立ち上げ、協議体のメンバーの中から第
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２層のコーディネーターを選出する事例を想定し、大まかな流れを示す（表

３参照）。 

２層のコーディネーターを選出する事例を想定し、大まかな流れを示す（表

６参照）。 

○ 障害を有する高齢者や、支援を必要とする高齢者と障害者が同居している

ケースなど、複合的な支援ニーズを有している高齢者に対し、適切な支援を

検討し、また、市町村における各会議体の効率的な運営を図る観点から、協

議体の開催に当たっては、協議を行う内容を踏まえて、介護保険制度におけ

る地域ケア推進会議のほか、障害者施策における（自立支援）協議会や生活

困窮者自立支援施策における支援会議、児童施策における会議体との共同開

催などの連携を図ること。また、重層的支援体制整備事業を実施している市

町村は、生活支援体制整備事業を重層的支援体制整備事業として実施するこ

とから、重層的支援会議や支援会議等との連携も図ること。 

○ 障害を有する高齢者や、支援を必要とする高齢者と障害者が同居している

ケースなど、複合的な支援ニーズを有している高齢者に対し、適切な支援を

検討し、また、市町村における各会議体の効率的な運営を図る観点から、協

議体の開催に当たっては、協議を行う内容を踏まえて、介護保険制度におけ

る地域ケア推進会議のほか、障害者施策における（自立支援）協議会や児童

施策における会議体との共同開催などの連携を図ること。 

〇 地域におけるサービスは、地域におけるニーズや資源に基づいて創出する

ものであり、サービスの創出自体が目的ではなく、地域のニーズ等を十分に

把握しないままに創出されたサービスは、地域の実情に沿わないものとなっ

てしまうおそれがあることに十分留意すること。（参考１参照） 

〇 地域におけるサービスは、地域におけるニーズや資源に基づいて創出する

ものであり、サービスの創出自体が目的ではなく、地域のニーズ等を十分に

把握しないままに創出されたサービスは、地域の実情に沿わないものとなっ

てしまう恐れがあることに十分留意すること。（参考１参照） 

○ なお、地域で協働するための基盤づくりや、地域資源の把握・地域課題の

抽出などにおける取組においては、先行事例を元にしてポイントがまとめら

れているので、参考とされたい。（参考２参照） 

○ なお、地域で協働するための基盤づくりや、地域資源の把握・地域課題の

抽出などにおける取組においては、先行事例を元にしてポイントがまとめら

れているので、参考とされたい。（参考２参照） 

○ また、住民主体の地域づくりにおいては、住民の主体性を尊重した行政の

スタンスが重要である。（参考３参照） 

○ また、住民主体の地域づくりにおいては、住民の主体性を尊重した行政の

スタンスが重要である。（参考３参照） 

特に、住民主体による取組は、行政があらかじめ枠組みを作ることは、地

域の自主性を損なうおそれがあることに留意し、地域にすでにある活動の発

見から始め、その活動について、地域ニーズとのマッチングを行っていくと

いう視点を持ち、また、住民主体の取組が必要とする支援は、財政的支援だ

けでなく、場所等の手配、専門職の派遣など、多様であることを念頭に支援

を行うことが重要である。（参考４参照） 

特に、住民主体による取組は、行政があらかじめ枠組みを作ることは、地

域の自主性を損なうおそれがあることに留意し、地域にすでにある活動の発

見から始め、その活動について、地域ニーズとのマッチングを行っていくと

いう視点を持ち、また、住民主体の取組が必要とする支援は、財政的支援だ

けでなく、場所等の手配、専門職の派遣など、多様であることを念頭に支援

を行うことが重要である。（参考４参照） 

○ なお、地域づくりは、地域の実情を踏まえて進められるべきものであるこ

とから、地域ごとの創意工夫により、取組内容に違いが生じることが想定さ

れるが、地域の実情を踏まえずに市町村全体で同じ取組を行おうとすること

は、地域づくりを後退させてしまうおそれがあることに留意が必要である。 

 

○ なお、地域づくりは、地域の実情を踏まえて進められるべきものであるこ

とから、地域ごとの創意工夫により、取組内容に違いが生じることが想定さ

れるが、地域の実情を踏まえずに市町村全体で同じ取組を行おうとすること

は、地域づくりを後退させてしまうおそれがあることに留意が必要である。 

表３ コーディネーター及び協議体の設置・運用に係る取組例 

（図略） 

 

表６ コーディネーター及び協議体の設置・運用に係る取組例 

（図略） 

（参考１）～（参考４） （略） （参考１）～（参考４） （略） 

  

（７） 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 （６） 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 

①～④ （略） ①～④ （略） 
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⑤ 費用負担 ⑤ 費用負担 

人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業交付金が活用可能。 人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業（包括的支援事業）

が活用可能。 

 

（８） その他 （７） その他 

○ 地域における移動に対するニーズへの対応については、主として交通部局

が公共交通施策として対応しているが、その対応を効果的に進めるため、政

策立案、情報共有、意識改革等、福祉部局と交通部局が連携した対応が重要

である。 

○ 地域における移動に対するニーズへの対応については、主として交通部局

が公共交通施策として対応しているが、その対応を効果的に進めるため、政

策立案、情報共有、意識改革等、福祉部局と交通部局が連携した対応が重要

である。 

○ そのため、福祉部局が把握している地域の移動ニーズを交通部局と共有

し、 

○ そのため、福祉部局が把握している地域の移動ニーズを交通部局と共有

し、 

・ 福祉有償運送等に分類される訪問型サービス・活動Ｄを実施しやすい環

境の整備 

・ 福祉有償運送等に分類される訪問型サービスＤを実施しやすい環境の整

備 

・ 交通部局が把握している高齢者以外の移動ニーズと、福祉部局が把握し

ている高齢者の移動ニーズをあわせた移動サービスの実施 

・ 交通部局が把握している高齢者以外の移動ニーズと、福祉部局が把握し

ている高齢者の移動ニーズをあわせた移動サービスの実施 

・ 福祉部局が把握している地域の移動ニーズの公共交通施策への反映 ・ 福祉部局が把握している地域の移動ニーズの公共交通施策への反映 

を行えるよう検討を行う等の対応が考えられる。 を行えるよう検討を行う等の対応が考えられる。 

○ また、地方公共団体（都道府県、市町村）が中心となり、交通事業者・道

路管理者・利用者・学識経験者等から成る公共交通に関する協議会が設置さ

れているので、交通部局と福祉部局による検討を進めた上で、 

○ また、地方公共団体（都道府県、市町村）が中心となり、交通事業者・道

路管理者・利用者・学識経験者等から成る公共交通に関する協議会が設置さ

れているので、交通部局と福祉部局による検討を進めた上で、 

・ 市町村の介護保険担当職員や生活支援コーディネーター等が、上記の公

共交通に関する協議会へ参加し、把握しているニーズを伝え、公共交通施

策における検討を共に行う 

・ 市町村の介護保険担当職員や生活支援コーディネーター等が、上記の公

共交通に関する協議会へ参加し、把握しているニーズを伝え、公共交通施

策における検討を共に行う 

・ 協議体や地域ケア推進会議に公共交通部局担当者を参画させ、地域にお

ける移動に関するニーズへの対応を共に検討する 

等の地域の実情に応じた段階的な連携の強化を図ることが効果的である。 

・ 協議体や地域ケア推進会議に公共交通部局担当者を参画させ、地域にお

ける移動に関するニーズへの対応を共に検討する 

等の地域の実情に応じた段階的な連携の強化を図ることが効果的である。 

○ なお、総合事業の対象としては、居宅要支援被保険者等に限られるが、事

業として障害者等の居宅要支援被保険者等以外の者を含めた一体的な実施

を行うことは可能であり、その場合、運営費の補助については、居宅要支援

被保険者等以外の者に対するサービス・活動を付随的な活動とみなし定額を

補助・助成する方法等により運営費補助の対象となる。（参考：第７－１－

（６）） 

○ また、総合事業による移動支援と交通施策との関係等については、「介護輸

送に係る法的取扱いについて」（令和６年３月 29 日厚生労働省老健局認知症

施策・地域介護推進課、老人保健課事務連絡）や「介護予防・日常生活支援

総合事業による高齢者の移動支援に係る交通施策との関係等について（周

知）」（令和６年３月 29 日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課事

務連絡）を参照のこと。 

○ なお、総合事業の対象としては、要支援者等に限られるが、事業として障

害者等の要支援者等以外の者を含めた一体的な実施を行うことは可能であ

り、その場合、運営費の補助については、要支援者数等とその他の者の人数

で按分する等、合理的な方法で総合事業の対象を確定することで、運営費補

助の対象となる。（参考：第７－１－（６）） 



 
 

40 
 

新 旧 

（参考資料） 

「介護輸送に係る法的取扱いについて」「介護予防・日常生活支援総合事業

による高齢者の移動支援に係る交通施策との関係等について（周知）」（国土

交通省の「道路運送法における許可又は登録を要しない運送に関するガイド

ライン」も含む。） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001239652.pdf 

国土交通省「高齢者の移動手段を確保するための制度・事業モデルパンフレ

ット」 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_0

00120.html 

（参考） 

 

 

 

 

 

国土交通省「高齢者の移動手段を確保するための制度・事業モデルパンフレ

ット」https://www.mlit.go.jp/common/001317469.pdf 

令和２年度老人保健健康増進等事業報告書「介護予防・日常生活支援総合事

業等に基づく移動支援サービスの創設に関する調査研究事業」（三菱 UFJ リ

サーチ&コンサルティング株式会社） 

https://www.murc.jp/report/rc/policy_rearch/public_report/koukai_

210423/ 

令和２年度老健事業成果物（介護予防・日常生活支援総合事業等に基づく移

動支援サービスの創設に関する調査研究事業） 

 

https://www.murc.jp/report/rc/policy_rearch/public_report/koukai_

210423/ 

  

４ 住民主体の支援活動等の推進 ４ 住民主体の支援活動等の推進 

（１） ボランティア等の支援の担い手に対する研修・人材育成の実施 （１） ボランティア等の支援の担い手に対する研修・人材育成の実施 

○ 生活支援や介護予防の担い手となるボランティア等が、居宅要支援被保険

者等に対して適切な生活支援や介護予防を提供するとともに、必要なときに

地域包括支援センターなど必要な機関に連絡することができるようにする

ためには、これらの者に対して、介護保険制度や高齢者の特徴、緊急対応な

どについて、市町村が主体的に、研修を行うことが望ましい。 

○ 生活支援や介護予防の担い手となるボランティア等が、要支援者等に対し

て適切な生活支援や介護予防を提供するとともに、必要なときに地域包括支

援センターなど必要な機関に連絡することができるようにするためには、こ

れらの者に対して、介護保険制度や高齢者の特徴、緊急対応などについて、

市町村が主体的に、研修を行うことが望ましい。 

○ そこで、各地域における好事例を参考に、以下のとおり研修のカリキュラ

ムの内容を例示する。市町村においては、当該カリキュラムを参考に、地域

の実情に応じた研修を実施することが望ましい。 

 

○ そこで、各地域における好事例を参考に、以下のとおり研修のカリキュラ

ムの内容を例示する。市町村においては、当該カリキュラムを参考に、地域

の実情に応じた研修を実施することが望ましい。 

（カリキュラムの例示） （カリキュラムの例示） 

（略） 

 

（略） 

（研修の実例） （研修の実例） 

（略） 

 

（略） 

（２） ボランティアポイント制度の活用 （２） 介護支援ボランティアポイントの活用 

○ ボランティアポイント制度とは、高齢者が介護予防に資する取組に参加し

たり、地域のサロンや介護施設等でボランティア活動を行ったりした場合に

ポイントを付与する制度である。 

○ 市町村において、高齢者が地域のサロン、会食会、外出の補助、介護施設

等の介護の実施場所等でボランティア活動を行った場合にポイントを付与

する介護支援ボランティアポイントの制度を設けているところが593市町村

ある（出典：介護予防・日常生活支援総合事業等（地域支援事業）の実施状
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況（令和元年度実施分）に関する調査）。 

○ ボランティアポイント制度に関する事業を実施する場合は、地域支援事業

の一般介護予防事業を活用することができる。 

○ 介護支援ボランティアポイントの取り組みは、地域支援事業の一般介護予

防事業の枠組みが活用可能である。 

○ 『ボランティアポイント制度導入・運用の手引き（令和３年３月）』におい

て、ボランティアポイント制度の設計や運用、評価・改善に対する考え方や

手法等を示しているので参考とされたい。 

 

○ ボランティアポイント制度の設計、運用、評価・改善に向けた考え方や手

法等を検討する際の留意点を『ボランティアポイント 制度導入・運用の手

引き（令和３年３月）』として作成したので参考とされたい。 

（厚生労働省ホームページ： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/ 

kaigo_koureisha/yobou/index.html） 

なお、ポイントを付与する取組は、参加へのインセンティブや、参加者のデ

ータ収集、多様な主体との連携にもつながることが期待される一方、対象の偏

りや費用対効果などの点については、社会的に理解の得られる範囲を見極めな

がら進めることが重要である。 

なお、ポイント付与の取組については、参加へのインセンティブや、参加者

のデータ収集、多様な主体との連携にもつながることが期待される一方、対象

の偏りや費用対効果などの点については、社会的に理解の得られる範囲を見極

めながら進めることが重要である。 

［参考］表彰制度の積極的な活用 ［参考］表彰制度の積極的な活用 

○ 厚生労働省が、平成 24 年度から実施している「健康寿命をのばそう！ア

ワード」が拡充され、平成 26 年度に介護予防・高齢者生活支援分野が新設さ

れた。 

○ 厚生労働省において、平成 24 年度から健康増進分野において実施してい

る「健康寿命をのばそう！アワード」が拡充され、平成 26 年度から、介護予

防・高齢者生活支援分野が新設され、第９回（令和２年度）は、最優秀賞１

件（厚生労働大臣賞）、優秀賞（厚生労働大臣賞）３件 <企業１、団体１、自

治体１>、更に優良賞（厚生労働省老健局長賞）として、13 件＜企業３、団

体５、自治体５＞が表彰された。 

○ 市町村においては、このような表彰制度を活用するとともに、市町村独自

の表彰制度や報償費等を活用した仕組みを設けることで、地域における住民

主体の活動を積極的に推進することが重要である。 

 

○ 市町村においては、このような表彰制度を活用するとともに、市町村にお

いても独自に表彰制度や報償費等を活用した仕組みを設ける等により、地域

における住民主体の活動を積極的に推進することが考えられる。 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

５ 地域ケア会議、既存資源、他施策の活用 ５ 地域ケア会議、既存資源、他施策の活用 

（１） 地域ケア会議の活用 （１） 地域ケア会議の活用 

○ 生活支援・介護予防サービスの開発については、市町村とコーディネータ

ーが中心となって実施することになるが、ニーズに対応するサービス全てを

新しく開発する必要はなく、既に存在し利用できる地域資源については、そ

の活用を図ることになる。 

○ 生活支援等サービスの開発については、市町村とコーディネーターが中心

となって実施することになるが、ニーズに対応するサービス全てを新しく開

発する必要はなく、既に存在し利用できる地域資源については、その活用を

図ることになる。 

○ 地域ケア会議は、個別ケースについて、多職種、住民等の地域の関係者間

で検討を重ねることにより、地域の共通課題を関係者で共有し、課題解決に

向け、関係者間の調整、ネットワーク化、新たな資源開発、さらには施策化

を、ボトムアップで図っていく仕組みであり、生活支援・介護予防サービス

の充実を図っていく上で、コーディネーターや協議体の仕組みと連携しなが

ら、積極的に活用を図っていくことが望ましい。 

○ 地域ケア会議は、個別ケースについて、多職種、住民等の地域の関係者間

で検討を重ねることにより、地域の共通課題を関係者で共有し、課題解決に

向け、関係者間の調整、ネットワーク化、新たな資源開発、さらには施策化

を、ボトムアップで図っていく仕組みであり、生活支援等サービスの充実を

図っていく上で、コーディネーターや協議体の仕組みと連携しながら、積極

的に活用を図っていくことが望ましい。 
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（地域ケア会議を活用したサービス開発の事例） （地域ケア会議を活用したサービス開発の事例） 

（略） 

 

（略） 

（２） 既存資源の活用 （２） 既存資源の活用 

○ 生活支援・介護予防サービスの開発の際、活用可能な資源として、以下の

ような例が挙げられる。なお、過去に一般財源化された生活支援等について

は、地域支援事業で実施できないことには留意する必要がある。 

○ 生活支援等サービスの開発の際、活用可能な資源として、以下のような例

が挙げられる。なお、過去に一般財源化された生活支援等については、地域

支援事業で実施できないことには留意する必要がある。 

＜既存資源の例＞ ＜既存資源の例＞ 

・ ＮＰＯ、協同組合、ボランティア団体等の非営利組織 ・ ＮＰＯ、協同組合、ボランティア団体等の非営利組織 

生協、農協、ＮＰＯ、ボランティアは地域による濃淡はあるものの、既

に生活支援の活動を実施しており、資源開発の前に地域の資源を確認する

ことが重要。 

生協、農協、ＮＰＯ、ボランティアは地域による濃淡はあるものの、既

に生活支援の活動を実施しており、資源開発の前に地域の資源を確認する

ことが重要。 

・ 民生委員、老人クラブ、自治会、地域運営組織（まちづくり協議会等）、

商工会、シルバー人材センター、食生活改善推進員等 

・ 民生委員、老人クラブ、自治会、まちづくり協議会、商工会、シルバー

人材センター、食生活改善推進員等 

地縁組織等、地域に根ざした様々な組織、マンパワーを用途に合わせて

活用を図ることが重要。 

地縁組織等、地域に根ざした様々な組織、マンパワーを用途に合わせて

活用を図ることが重要。 

・ 社会福祉協議会（地域福祉コーディネーター、地区社協） ・ 社会福祉協議会（地域福祉コーディネーター、地区社協） 

ソーシャルワークの専門職の視点から、既に地域で互助の活動推進を行

っている地域福祉コーディネーターとの協力や地縁組織としての地区社

ソーシャルワークの専門職の視点から、既に地域で互助の活動推進を行

っている地域福祉コーディネーターとの協力や地縁組織としての地区社
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協との連携により、社会基盤を有効に活用することが重要。 協との連携により、社会基盤を有効に活用することが重要。 

・ 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、小規模多機能型居宅介護等 ・ 特別養護老人ホーム、老人保健施設、小規模多機能居宅介護等 

既存施設の地域交流スペース等の活用をはじめ、地域にある高齢者施設

等の資源を有効活用することにより、相互の理解が深まり地域の生活支援

に資することからこれらの取組を推進することが重要。社会福祉法人につ

いては、その地域貢献の一つとしても、地域に対する生活支援・介護予防

サービスの提供が求められる。 

既存施設の地域交流スペース等の活用をはじめ、地域にある高齢者施設

等の資源を有効活用することにより、相互の理解が深まり地域の生活支援

に資することからこれらの取組を推進することが重要。社会福祉法人につ

いては、その地域貢献の一つとしても、地域に対する生活支援等サービス

の提供が求められる。 

・ 地域包括支援センターの専門職、保健センターの保健師等の専門職 ・ 地域包括支援センターの専門職、保健センターの保健師等の専門職 

生活支援を充実していく中で生じる各種問題について、専門分野の知見

を有するものについては、地域包括支援センター等の専門職に適宜相談、

支援要請を行い、専門的な知見を取り入れた活動を行うことが重要。 

生活支援を充実していく中で生じる各種問題について、専門分野の知見

を有するものについては、地域包括支援センター等の専門職に適宜相談、

支援要請を行い、専門的な知見を取り入れた活動を行うことが重要。 

・ 民間企業主体の取組（社会貢献活動、市場ベースで提供する生活支援） ・ 民間企業主体の取組（社会貢献活動、市場ベースで提供する生活支援） 

民間企業の社会貢献の取組を地域に呼び込み、また、情報提供等により

市場によるサービスの利用も促進する。 

民間企業の社会貢献の取組を地域に呼び込み、また、情報提供等により

市場によるサービスの利用も促進する。 

・ その他、他施策として取り組まれている生活支援の体制整備に活用可能

な各種資源 

・ その他、他施策として取り組まれている生活支援の体制整備に活用可能

な各種資源 

総務省の人材の活用施策（地域おこし協力隊、集落支援員等）、ＩＣＴ

活用、法務省の法テラスにおける司法ソーシャルワーク、農林水産省の介

護食品普及支援、国土交通省の街づくり支援等の他施策を適宜活用するこ

とが重要。 

 

総務省の人材の活用施策（地域おこし協力隊、集落支援員等）、ＩＣＴ

活用、法務省の法テラスにおける司法ソーシャルワーク、農林水産省の介

護食品普及支援、国土交通省の街づくり支援等の他施策を適宜活用するこ

とが重要。 

［参考］老人クラブの役割・活動 ［参考］老人クラブの役割・活動 

○ 全国に約８万クラブ、会員数約 400 万人である老人クラブにおいては、

植木の処理、雨どいの取り替え、蛍光灯やコンセントの取り替え等の生活

支援からサロン活動まで幅広い活動を行うなどの地域活動を行っている。 

○ 全国に約９万、会員数約 500 万人である老人クラブにおいては、植木の

処理、雨どいの取り替え、蛍光灯やコンセントの取り替え等の生活支援か

らサロン活動まで幅広い活動を行うなどの地域活動を行っている。 

○ 老人クラブは、元気な高齢者が集う団体として、今後、地域における生

活支援における担い手としての役割が期待される。 

○ 老人クラブは、元気な高齢者が集う団体として、今後、地域における生

活支援における担い手としての役割が期待される。 

 

（一般財源化された事業について） （一般財源化された事業について） 

○ 「三位一体の改革」として国から地方に財源移譲された（一般財源化）事

業については、事業の必要性は引き続きあるが、地方が自主性をもって取り

組むことが必要であると整理されたものである。市町村は以下に例示する一

般財源化された事業についても、地域における支え合い体制作りの一環とし

て、必要に応じその充実に努める。 

○ 「三位一体の改革」として国から地方に財源移譲された（一般財源化）事

業については、事業の必要性は引き続きあるが、地方が自主性をもって取り

組むことが必要であると整理されたものである。市町村は下記に例示する一

般財源化された事業についても、地域における支え合い体制作りの一環とし

て、必要に応じその充実に努める。 

・外出支援サービス事業 

（医療機関への通院等の移送サービス） 

・外出支援サービス事業 

（医療機関への通院等の移送サービス） 

・訪問理美容サービス事業 

（移動理美容車や衛生管理を備えた施設等での出張サービス） 

・訪問理美容サービス事業 

（移動理美容車や衛生管理を備えた施設等での出張サービス） 
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※施設等で実施する場合は衛生管理の徹底を図る必要有 ※施設等で実施する場合は衛生管理の徹底を図る必要有 

等 

 

等 

 

【参考】新地域支援構想会議の提言（「新地域支援構想」） 【参考】新地域支援構想会議の提言（「新地域支援構想」） 

（略） 

 

（略） 

６ 協議体・コーディネーター設置について参考となる実際の事例 ６ 協議体・コーディネーター設置について参考となる実際の事例 

協議体の立ち上げや活動には様々な手法、パターンが存在するが、便宜上、

以下の類型に分け、代表的な事例を紹介する。 

協議体の立ち上げや活動には様々な手法、パターンが存在するが、便宜上、

以下の類型に分け、代表的な事例を紹介する。 

①地域包括支援センター型 ①地域包括支援センター型 

地域包括支援センターの３職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門

員）が中核となって設置した事例 

地域包括支援センターの３職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門

員）が中核となって設置した事例 

②住民・行政等協働型 ②住民・行政等協働型 

行政が仕組みづくり（制度化）を実施し、住民と協働して設置した事例 行政が仕組みづくり（制度化）を実施し、住民と協働して設置した事例 

③社会福祉協議会型 ③社会福祉協議会型 

社会福祉協議会が中核となり、市町村と協働して設置した事例 社会福祉協議会が中核となり、市町村と協働して設置した事例 

④ＮＰＯ型 ④ＮＰＯ型 

テーマ型の活動を行うＮＰＯが中核となり、市町村と協働して設置した事

例 

テーマ型の活動を行うＮＰＯが中核となり、市町村と協働して設置した事

例 

⑤中間支援組織型 ⑤中間支援組織型 

自らが事業を実施せず、事業を行うＮＰＯを側面から支援するＮＰＯのよ

うな組織のはたらきかけ等により設置した事例 

 

自らが事業を実施せず、事業を行うＮＰＯを側面から支援するＮＰＯのよ

うな組織のはたらきかけ等により設置した事例 

（１）～（６） （略）  （１）～（６） （略）  
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第４ 介護予防ケアマネジメントについて 第４ サービスの利用の流れ（被保険者の自立支援に資するサービスのための介

護予防ケアマネジメントや基本チェックリストの活用・実施、サービス提供等） 

１ 介護予防ケアマネジメントの概要 （概要） 

○ 総合事業は、認知症や障害の有無にかかわらず、地域に暮らす全ての高齢

者が、自立した日常生活を送ること、また、そのための活動を選択すること

ができるよう、地域に暮らす高齢者の立場から、市町村が中心となって、地

域住民や医療・介護の専門職を含めた多様な主体の力を組み合わせて実施す

ることにより、地域の高齢者に対する効果的かつ効率的な支援等を行うこと

を目的として実施するものである。 

○ 総合事業は、多様なニーズに対して、対象者の要介護状態等となることの

予防又は自立した日常生活の支援を目的として実施するものである。 

○ 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、居宅要支援被保険者等 

(指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支援を

受けている者を除く。)に対して、その介護予防や社会参加の推進を目的とし

て、心身の状況、置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づ

き、訪問型サービス、通所型サービス及びその他生活支援サービス並びに一

般介護予防事業、市町村の独自事業、民間企業等の多様な主体により提供さ

れる総合事業に該当しない生活支援サービスが包括的かつ効率的に実施さ

れるよう必要な援助を行う事業である。 

総合事業における介護予防ケアマネジメントは、介護予防と自立支援の視

点を踏まえ、対象者の心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応

じて、対象者自らの選択に基づきサービスが包括的かつ効率的に実施される

よう、専門的な視点から、必要な援助を行うことを目的としている。 

さらに、この介護予防ケアマネジメントの考え方は、サービス利用を終了

した場合においても利用者のセルフケアとして習慣化され、継続される必要

がある。そのためには対象者が主体的に取り組めるように働きかけるととも

に、知識や技術の提供によって対象者自身の能力が高まるような支援が重要

である。 

○ このほか、介護予防ケアマネジメントの詳細等については介護予防ケアマ

ネジメント実施要領を参照のこと。 

○ 総合事業におけるサービス事業の利用においては、必要に応じて住民主体

の支援等多様なサービスを効率的に利用促進することとともに、認定に至ら

ない高齢者の増加、自立支援・重症化予防につなげることが重要である。以

下に、相談から、基本チェックリストの使用、介護予防ケアマネジメント、

サービス提供の流れ等を示す。 

（削除） （総合事業（サービス事業）の利用の流れ） 
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（削除） （留意事項） 

 ○ 基本チェックリストは、従来のような二次予防事業対象者の把握のためと

いう活用方法ではなく、相談窓口において、必ずしも認定を受けなくても、

必要なサービスを事業で利用できるよう本人の状況を確認するツールとし

て用いる。 

 ○ 介護予防ケアマネジメントでは、利用者本人や家族との面接にて基本チェ

ックリストの内容をアセスメントによって更に深め、利用者の状況や希望等

も踏まえて、自立支援に向けたケアプランを作成し、サービス利用につなげ

る。 

（削除） ＜旧来のサービス利用手続＞ 

  

（削除） ＜総合事業実施後の利用手続＞ 

  

 ※継続利用要介護者の場合、総合事業の利用が可能。 

 

 

利

用

者

認

定
調
査

医

師
の
意

見
書

要

介

護

認

定

要支援１
要支援２

○施設サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

○居宅サービス
・訪問介護 ・訪問看護
・通所介護 ・短期入所サービス

など
○地域密着型サービス

・定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型共同生活介護

など

○市町村の実情に応じた
サービス

要介護１

要介護５

～

非 該 当

○介護予防サービス
・介護予防通所介護
・介護予防通所リハビリ
・介護予防訪問介護 など

○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型
居宅介護

・介護予防認知症対応型
共同生活介護 など

○介護予防事業

介
護
給
付

予
防
給
付要支援・要介

護になるおそ
れのある者

地
域
支
援

事
業

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

市
町
村
の
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口
に
相
談

要
介
護
認
定
申
請

利

用

者

市
町
村
の
窓
口
に
相
談

要支援１
要支援２

○施設サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

○居宅サービス
・訪問介護 ・訪問看護
・通所介護 ・短期入所 など

○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型共同生活介護 など

○一般介護予防事業
（※全ての高齢者が利用可）

・介護予防普及啓発事業
・地域介護予防活動支援事業
・地域リハビリテーション活動支援事業など

要介護１

要介護５

～

○介護予防サービス
・介護予防訪問看護
・介護予防通所リハビリ
・介護予防居宅療養管理指導 など

○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型居宅介護
・介護予防認知症対応型通所介護 など

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・その他の生活支援サービス

予
防
給
付

介
護
給
付

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
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定
調
査
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師
の
意
見
書

要

介
護
認

定

要
介
護
認
定
申
請

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

非該当

※明らかに要介護認定が必要
な場合

※予防給付や介護給付による
サービスを希望している場合 等

サービス
事業対象者

総
合
事
業

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合

(サービス
事業対象者)

※予防給付を利用

※事業のみ利用
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２ 周知 １ 周知 

○ 総合事業を実施するに当たっては、市町村において、総合事業の目的、内

容、サービスメニュー、手続方法等について十分に周知を図る。その際、パ

ンフレット等の使用などにより、被保険者やその家族などにわかりやすく説

明できることが望ましい。 

○ 事業を開始するに当たっては、市町村において、総合事業の目的、内容、

サービスメニュー、手続方法等について十分に周知を図る。その際、パンフ

レット等の使用などにより、被保険者やその家族などにわかりやすく説明で

きることが望ましい。 

◆ パンフレットへの記載が望ましい事項 ◆ パンフレットへの記載が望ましい事項 

・総合事業の目的、対象者、利用開始までの流れ、自立支援の理念等 ・総合事業の目的、対象者、利用開始までの流れ、自立支援の理念等 

・サービス・活動の類型ごとのサービス内容、利用方法、月ごと（週ごと）

の利用できる回数の目安、利用者負担 

・サービスの類型ごとのサービス内容、利用方法、月ごと（週ごと）の利

用できる回数の目安、利用者負担 

・サービス・活動の提供事業所等の一覧 ・サービス提供事業所一覧 

（サービス・活動事業、一般介護予防事業、市町村の単独施策や民間サ

ービスなども参照できることが望ましい。） 

（サービス事業、一般介護予防事業、市町村の単独施策や民間サービス

なども参照できることが望ましい。） 

・介護予防ケアマネジメントに関する留意事項 (評価等) ・介護予防ケアマネジメントに関する留意事項 (評価等) 

・サービス・活動事業利用終了後について ・サービス事業利用終了後について 

（セルフケアの重要性、一般介護予防事業への参加） 

 

（セルフケアの重要性、一般介護予防事業への参加） 

[参考]～地域ネットワークによる支援が必要な対象者の発見と情報の共有～ [参考]～地域ネットワークによる支援が必要な対象者の発見と情報の共有～ 

（地域づくりによる効率的な事業運営） （地域づくりによる効率的な事業運営） 

・ 本人や家族からの申請を必ずしも待たずに、また、基本チェックリストの

一律配布等によらずに、地域の重層的なネットワークを構築することによ

り、支援が必要な高齢者を早期発見・早期支援し、自立支援を促進する。 

・ 本人や家族からの申請を必ずしも待たずに、また、基本チェックリストの

一律配布等によらずに、地域の重層的なネットワークを構築することによ

り、支援が必要な高齢者を早期発見・早期支援し、自立支援を促進する。 

・ 一般介護予防事業を地域で活性化させることにより、閉じこもり等で参加

が困難な者、重度化により参加できなくなった者等に対して、住民・自治会・

民生委員・ボランティア等から地域包括支援センターへの相談を勧めるほ

か、地域包括支援センターに情報提供する仕組みをつくる（住民ネットワー

ク）。 

・ 一般介護予防事業を地域で活性化させることにより、閉じこもり等で参加

が困難な者、重度化により参加できなくなった者等に対して、住民・自治会・

民生委員・ボランティア等から地域包括支援センターへの相談を勧めるほ

か、地域包括支援センターに情報提供する仕組みをつくる（住民ネットワー

ク）。 

・ 医療機関や介護サービス事業者、その他の相談機関等では、支援が必要な

高齢者を把握した場合に、一律に要介護認定等申請を勧めるのではなく、総

合事業におけるサービス・活動事業や一般介護予防事業への参加を紹介する

ほか、地域包括支援センターへの相談を勧める、本人の了解を得て地域包括

支援センターに情報提供するなどの対応を行う（専門機関によるネットワー

ク）。 

・ 医療機関や介護サービス事業者、その他の相談機関等では、支援が必要な

高齢者を把握した場合に、一律に要介護認定等申請を勧めるのではなく、総

合事業におけるサービス事業や一般介護予防事業への参加を紹介するほか、

地域包括支援センターへの相談を勧める、本人の了解を得て地域包括支援セ

ンターに情報提供するなどの対応を行う（専門機関によるネットワーク）。 

・ その他、高齢者が日常的に利用する機関（銀行、郵便局、商店など）が、

支援を必要とする高齢者を把握した場合は、本人やその家族に対して市町村

窓口または地域包括支援センターへの相談を勧めるなどの対応を行う（民間

事業者を活用したネットワーク）。 

・ その他、高齢者が日常的に利用する機関（銀行、郵便局、商店など）が、

支援を必要とする高齢者を把握した場合は、本人やその家族に対して市町村

窓口または地域包括支援センターへの相談を勧めるなどの対応を行う（民間

事業者を活用したネットワーク）。 

・ これらの情報に基づいて、地域包括支援センター等は当該高齢者宅に訪問

するなどのアウトリーチ機能を発揮して状況を把握するとともに、適切な医

・ これらの情報に基づいて、地域包括支援センター等は当該高齢者宅に訪問

するなどのアウトリーチ機能を発揮して状況を把握するとともに、適切な医
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療・介護・生活支援・介護予防につなぐ。その際、基本チェックリストの活

用・実施によって事業対象者に該当した場合は、サービス・活動事業を紹介

する。 

療・介護・生活支援・介護予防につなぐ。その際、基本チェックリストの活

用・実施によって事業対象者に該当した場合は、サービス事業を紹介する。 

・ 上記のような重層的なネットワーク構築のためには、市町村や地域包括支

援センターが中心となって、住民や関係機関、地域のあらゆる社会資源に対

する普及啓発が必要であり、一般介護予防事業、サービス・活動事業及び給

付について、誰もが理解できるようこれらの制度を周知していく必要があ

る。 

・ 上記のような重層的なネットワーク構築のためには、市町村や地域包括支

援センターが中心となって、住民や関係機関、地域のあらゆる社会資源に対

する普及啓発が必要であり、一般介護予防事業、サービス事業及び給付につ

いて、誰もが理解できるようこれらの制度を周知していく必要がある。 

・ また、相談を勧めても適切な支援につながらない高齢者については、支援

が必要になった時に地域住民や関係機関が市町村窓口や地域包括支援セン

ターにつなぐことができるよう、日頃から関係づくりを行っておくことが重

要である。 

 

・ また、相談を勧めても適切な支援につながらない高齢者については、支援

が必要になった時に地域住民や関係機関が市町村窓口や地域包括支援セン

ターにつなぐことができるよう、日頃から関係づくりを行っておくことが重

要である。 

[参考]  

～市町村及び地域包括支援センターの日常業務における対象者の把握～ 

[参考]  

～市町村及び地域包括支援センターの日常業務における対象者の把握～ 

・ 市町村や地域包括支援センターは、通常の業務において可能な限り地域の

高齢者の状況把握に努め、支援を必要とする高齢者については適切な医療、

介護、生活支援、予防等のサービス・活動につなげる。 

・ 市町村や地域包括支援センターは、通常の業務において可能な限り地域の

高齢者の状況把握に努め、支援を必要とする高齢者については適切な医療、

介護、生活支援、予防等のサービスにつなげる。 

・ 市町村は、介護分野のみならず、保健部門、高齢者福祉部門、障害者福祉

部門、まちづくり部門等との横断的な連携を行い、支援を必要とする高齢者

を把握した場合は適切なサービス・活動等につなげる体制づくりを強化す

る。 

・ 市町村は、介護分野のみならず、保健部門、高齢者福祉部門、障害者福祉

部門、まちづくり部門等との横断的な連携を行い、支援を必要とする高齢者

を把握した場合は適切なサービスや事業につなげる体制づくりを強化する。 

・ 特に保健部門においては、各種健康診査の機会を捉えて利用者を把握した

り、地域の健康づくり活動等の事業と結びつけたり、総合事業との連続的な

支援ができるよう工夫する。 

・ 特に保健部門においては、各種健康診査の機会を捉えて利用者を把握した

り、地域の健康づくり活動等の事業と結びつけたり、総合事業との連続的な

支援ができるよう工夫する。 

・ 地域包括支援センターは、高齢者が一般介護予防事業に積極的に参加し、

孤立しそうな高齢者を地域の力で支え、必要なときに適切なサービスや支援

につなげられるよう、包括的支援事業の各種業務等を通じて地域に働きかけ

る。 

・ 地域包括支援センターは、高齢者が一般介護予防事業に積極的に参加し、

孤立しそうな高齢者を地域の力で支え、必要なときに適切なサービスや支援

につなげられるよう、包括的支援事業の各種業務等を通じて地域に働きかけ

る。 

 

（削除） 

 

２ 相談 

 （相談受付） 

 ○ 相談受付時は、まず、被保険者より、相談の目的や希望するサービスを聴

き取る。 

 ○ 窓口担当者は、サービス事業、要介護認定等の申請、一般介護予防事業に

ついて説明を行う。（特に、サービス事業は、その目的や内容、メニュー、手

続き等について、十分説明を行う。） 

 ※ 明らかに要介護認定が必要な場合や予防給付（介護予防訪問看護、介護
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予防福祉用具貸与等）や介護給付によるサービスを希望している場合等

は、要介護認定等の申請の手続につなぐ。 

 ※ 介護予防のための住民主体の通いの場など、一般介護予防事業の利用の

みを希望する場合は、それらのサービスにつなぐ。 

 ○ 総合事業の説明の際には、①サービス事業によるサービスのみ利用する場

合は、要介護認定等を省略して基本チェックリストを用いて事業対象者と

し、迅速なサービスの利用が可能であること、②事業対象者となった後や、

サービス事業によるサービスを利用し始めた後も、必要な時は要介護認定等

の申請が可能であることを説明する。 

 ○ あわせて、介護予防・日常生活支援総合事業の趣旨として、①効果的な介

護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス展開による、要支援状

態からの自立の促進や重症化予防の推進をはかる事業であること、②ケアマ

ネジメントの中で、本人が目標を立て、その達成に向けてサービスを利用し

ながら一定期間取り組み、達成後は、より自立へ向けた次のステップに移っ

ていくことを、説明する。 

 例えば、サービス事業における医療・保健の専門職（保健師、リハビリテ

ーション専門職等）が関与する訪問型サービスＣ、通所型サービスＣについ

ては、ケアマネジメントにより、維持・改善すべき課題（目標）に対して有

効なサービスを利用し、課題（目標）達成後は、地域の集いの場に移行する

ものである等、事業の趣旨を利用者に説明の上、事業でのサービス提供につ

いて理解を得る。 

 ○ サービス事業利用のための手続きは、原則、被保険者本人が直接窓口に出

向いて行う。ただし、本人が来所できない（入院中である、相談窓口が遠い、

外出に支障がある等）場合は、電話や家族の来所による相談に基づき、本人

の状況や相談の目的等を聴き取る。 

 このような場合における基本チェックリストの活用・実施については、本

人や家族が行ったものに基づき、介護予防ケアマネジメントのプロセスで、

地域包括支援センター等が本人の状況を確認するとともに、事業の説明等を

行い、適切なサービスの利用につなげる。 

 居宅介護支援事業所等からの代行によるチェックリストの提出も可とす

るが、本人が来所出来ない場合と同様の扱いとする。 

 ○ なお、「第１の２（１）介護予防・生活支援サービス事業」のとおり、第２

号被保険者については、がんや関節リウマチ等の特定疾病に起因して要介護

状態等となることがサービスを受ける前提となるため、基本チェックリスト

を実施するのではなく、要介護認定等申請を行う。 

 

（削除） ３ 基本チェックリストの活用・実施 

 （概要） 
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 ○ 地域包括支援センターや市町村窓口において、生活の困りごと等の相談を

した被保険者に対して、基本チェックリストを実施し、利用すべきサービス

の区分（一般介護予防事業、サービス事業及び給付）の振り分けを行う。 

 基本チェックリストの質問項目及び基準については、改正前の二次予防事

業対象者の把握として利用していたものと変わらないものとし、以下に掲げ

る＜事業対象者に該当する基準＞に該当する者について、地域包括支援セン

ター等において介護予防ケアマネジメントを実施する。その際、対象者の基

準については「閉じこもり」「認知機能の低下」「うつ病の可能性」を判断す

る項目についても活用する。 

 ○ 実施に際しては、後述の「基本チェックリストの使い方」に基づき、質問

項目の趣旨を説明しながら、本人等に記入してもらう。 

 ○ 「表８ 事業対象者に該当する基準」のある１つの基準のみに該当（例え

ば「口腔機能の低下」のみに該当）した場合でも、介護予防ケアマネジメン

トにおいてアセスメントを行い、該当した基準の項目に関係なく、自立支援

に向けた課題の抽出、目標の設定等を行い、必要なサービスにつなげる。 

 （留意事項） 

 ○ 基本チェックリストは、必ずしも認定を受けなくても、必要なサービスを

事業でできるよう本人の状況を確認するツールとして活用するものであり、

要介護認定等の申請に対して影響するものではい。基本チェックリストの実

施の結果、非該当となった場合に、要介護認定等の申請を不可とするもので

はなく、申請があった場合には、市町村はこれを受け付けなければならない。 

 ○ 市町村窓口においては、必ずしも専門職でなくてもよい。 

 ○ 基本チェックリストの活用・実施の際には、質問項目と併せ、利用者本人

の状況やサービス利用の意向を聞き取った上で、振り分けを判断する。 

 ○ 介護予防等の支援を行う上で、利用者本人の基礎疾患等に関する情報は、

支援の有効性や安全性を確保する上で重要となる。基本チェックリストの実

施の際には、基礎疾患等に関する情報の重要性に鑑み、要介護認定等の申請

に繋げることに付随して医師の意見を確認することや、主治医への個別の確

認などにより、利用者の状態を確認すること。 

 ○ 市町村窓口で基本チェックリストを実施した場合には、一般介護予防事業

のみを利用する場合を除いて、基本チェックリストの実施結果等を地域包括

支援センターに送付し、地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマネジ

メントを開始する。 

 ○ 基本チェックリストのチェック内容は、本人の状態に応じて変化するた

め、一般介護予防へ移行した後や、一定期間サービス事業の利用がなかった

後に、改めてサービス利用の希望があった場合は、再度基本チェックリスト

を行い、サービスの振り分けから行う。 

 ○ なお、基本チェックリストの活用・実施により、要介護認定等の申請が必
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要と判断した場合は、認定申請を受け付ける。 

 ○ また、要介護認定等の申請とサービス事業の利用を並行して進める場合

や、事業対象者として介護予防ケアマネジメントを行っている中で要介護認

定等申請を行う場合もある。 

 ○ 介護予防ケアマネジメント活用・実施に当たって、市町村窓口で基本チェ

ックリストを実施した場合は、地域包括支援センターから介護予防ケアマネ

ジメントを受けることを、利用者から市町村に対して届け出ることとし、そ

の届出があった場合に市町村は当該者を受給者台帳に登録し、被保険者証を

発行する。 

 また、地域包括支援センターで基本チェックリストを実施した場合は、利

用者は市町村に対してセンターを通じて、地域包括支援センターから介護予

防ケアマネジメントを受けることを届け出ることとし、その届出があった場

合に市町村は当該者を受給者台帳に登録し、被保険者証を発行する。 

 ○ 被保険者証には、事業対象者である旨、チェックリスト実施日、担当地域

包括支援センター名を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、セルフマネジメントの推進のため、本人の介護予防に関する情報が

集約されたものとして、「介護予防手帳」を作成し、被保険者証への記載事項

の代用とすることも可能とするとともに、被保険者証とあわせて携帯するよ

うな仕組みづくりも考えられる。 
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（削除） 表７ 基本チェックリスト様式 

  
（削除） 表８ 事業対象者に該当する基準 
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（削除） 表９ 基本チェックリストについての考え方 
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３ 介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 ４ 介護予防ケアマネジメントの実施・サービスの利用開始 

（削除） 介護予防ケアマネジメントは、利用者に対して、介護予防及び生活支援を目

的として、その心身の状況、置かれているその他の状況に応じて、その選択に

基づき、適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう、専門的視点から必

要な援助を行うものである。 

（１） 介護予防支援との関係 （１） 介護予防ケアマネジメントの概要 

（削除） （概要） 

 ○ 介護予防ケアマネジメントは、予防給付の介護予防支援と同様、利用者本

人が居住する地域包括支援センターが実施するものとするが、市町村の状況
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に応じて、地域包括支援センターから指定居宅介護支援事業所に対する委託

も可能である。 

 ○ 介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、市町村においてその地域

の実情に応じて、どのような実施体制が望ましいかについて検討し、実施す

る。 

 ＜望ましい実施体制の例＞ 

 ア 地域包括支援センターが、すべて介護予防ケアマネジメントを行う。 

 イ 初回の介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが行い、（１

クール終了後の）ケアプランの継続、変更の時点以後は、居宅介護支援事

業所で行い、適宜、地域包括支援センターが関与する。 

 ※ 居宅介護支援事業所が多くのケースについて介護予防ケアマネジメン

トを行う場合も、地域包括支援センターは初回の介護予防ケアマネジメン

ト実施時には立ち会うよう努めるとともに、地域ケア会議等を活用しつ

つ、その全てに関与する。 

 

（予防給付とサービス事業を併用する場合） （予防給付とサービス事業を併用する場合） 

○ 予防給付とサービス・活動事業をともに利用する場合にあっては、予防給

付によるケアマネジメント（介護予防支援）により介護報酬が地域包括支援

センターに対して支払われる。 

○ 予防給付とサービス事業によるサービスをともに利用する場合にあって

は、予防給付によるケアマネジメントにより介護報酬が地域包括支援センタ

ーに対して支払われる。 

給付管理については、予防給付とサービス・活動事業の給付管理の必要な

ものについては、併せて限度額管理を行う。 

給付管理については、予防給付とサービス事業の給付管理の必要なものに

ついては、併せて限度額管理を行う。 

○ 小規模多機能型居宅介護や特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生

活介護を利用し、地域包括支援センターがケアマネジメントを実施しない場

合には、予防給付においてケアマネジメントを行っていることから、前述と

同様、総合事業によるサービス・活動を利用している場合にあっても、総合

事業によるケアマネジメント費を支給しない。 

 

○ 小規模多機能型居宅介護や特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生

活介護を利用し、地域包括支援センターがケアマネジメントを実施しない場

合には、予防給付においてケアマネジメントを行っていることから、前述と

同様、事業によるサービスを利用している場合にあっても、事業によるケア

マネジメント費を支給しない。 

（要介護認定等申請している場合における介護予防ケアマネジメント） （要介護認定等申請している場合における介護予防ケアマネジメント） 

○ 福祉用具貸与等予防給付のサービス利用を必要とする場合は、要介護認定

等の申請を行うことになる。 

○ 福祉用具貸与等予防給付のサービス利用を必要とする場合は、要介護認定

等の申請を行うことになる。 

○ 要介護認定等申請とあわせて、サービス・活動事業による訪問型サービス

や通所型サービス等の利用を開始する場合は、予防給付の様式で介護予防ケ

アマネジメントを実施する。 

○ 要介護認定等申請とあわせて、サービス事業による訪問型サービスや通所

型サービス等の利用を開始する場合は、現行の予防給付の様式で介護予防ケ

アマネジメントを実施する。 

○ 要介護認定等申請とあわせて基本チェックリストを実施した場合は、基本

チェックリストの結果が事業対象者の基準に該当すれば、介護予防ケアマネ

ジメントを経て、迅速にサービス・活動事業を利用することができる。その

後、「要介護１以上」の認定がなされた場合には、介護給付サービスの利用を

開始するまでの間、事業対象者としてサービス・活動事業の利用を継続する

○ 要介護認定等申請とあわせて基本チェックリストを実施した場合は、基本

チェックリストの結果が事業対象者の基準に該当すれば、介護予防ケアマネ

ジメントを経て、迅速にサービス事業のサービスを利用することができる。

その後、「要介護１以上」の認定がなされた場合には、介護給付サービスの利

用を開始するまでの間、サービス事業によるサービスの利用を継続すること
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ことができる。 ができる。 

なお、要介護認定のいわゆる暫定ケアプランによる介護給付サービスを利

用している場合は、並行してサービス・活動事業を利用することはできない。 

なお、要介護認定のいわゆる暫定ケアプランによる介護給付サービスを利

用している場合は、並行してサービス事業を利用することはできない。 

※ 認定結果と利用サービスや報酬の関係は、第７の１（11）サービス利用

開始又は認定更新時期における費用負担を参照。 

※ 認定結果と利用サービスや報酬の関係は、第７の１（11）サービス利用

開始又は認定更新時期における費用負担を参照。 

 

（削除） （２） 総合事業における介護予防ケアマネジメントの考え方と類型 

 介護予防ケアマネジメントの考え方 

 ○ 介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的である「高齢者が要介護状

態になることをできる限り防ぐ」「要支援・要介護状態になっても状態がそれ

以上に悪化しないようにする」ために、高齢者自身が地域における自立した

日常生活を送れるよう支援するものであり、従来からのケアマネジメントの

プロセスに基づくものである。 

 ○ 新しい総合事業における「介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支

援事業）」は、生活上の困りごとがあり、何らかの支援を必要として窓口に来

た者のうち、基本チェックリストの記入により、「事業対象者に該当する基

準」のいずれかに該当した者に対して行うものである。 

 ※ 新しい総合事業に移行することによって、これまでの二次予防事業は廃

止となり、二次予防事業対象者に対して必要に応じて実施していた「介護

予防ケアマネジメント業務」も廃止される。 

 ○ 地域において、高齢者が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受

けて改善に向かい、もし、医療や介護、生活支援等を必要とする状態となっ

ても住み慣れた地域で暮らし、その生活の質を維持・向上させるためには、

高齢者一人一人が自分の健康増進や介護予防についての意識を持ち、自ら必

要な情報にアクセスするとともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取

組を行うことが重要となる。 

 ○ 新しい総合事業においては、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせ

る活動を継続することにより、結果として介護予防につながるという視点か

らも、利用者の生活上の何らかの困りごとに対して、単にそれを補うサービ

スを当てはめるのではなく、利用者の自立支援に資するよう、心身機能の改

善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を持って生活できるような居場

所に通い続けるなど、「心身機能」「活動」「参加」にバランスよくアプローチ

していくことが重要である。 

 ○ このようなことから、総合事業における介護予防ケアマネジメントについ

ては、適切なアセスメントの実施により、利用者の状況を踏まえた目標を設

定し、利用者本人がそれを理解した上で、その達成のために必要なサービス

を主体的に利用し、目標の達成に取り組んでいけるよう、具体的にサービス

事業等の利用について検討し、ケアプランを作成していくこととなる。 
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 介護予防ケアマネジメントの類型 

 ○ 介護予防ケアマネジメントにおいては、高齢者の自立支援を考えながら、

利用者と、目標やその達成のための具体策を共有し、利用者が介護予防の取

り組みを自分の生活の中に取り入れ、自分で評価し、実施できるよう支援す

ることが求められる。 

 そのためには、より身近に、分かりやすい情報や、専門職の助言、サービ

ス事業の利用による効果などを得られる体制をつくりつつ、利用者がそれら

を理解して、自身の行動を変えていくよう、ケアマネジメントのプロセスに

おいて、利用者の状態等について説明しながら、共有していくことが必要で

ある。 

 

 （参考）ケアマネジメントのプロセス 

 

 

 ○ 介護予防ケアマネジメントのプロセスについては、利用者の状態等や、基

本チェックリストの結果、本人の希望するサービス等を踏まえて、従来から

の原則的なケアマネジメントのプロセスに沿った上で、典型例として以下の

ような類型を想定している。 

 ① ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント） 

 ② ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント） 

 ③ ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

 

 （具体的な介護予防ケアマネジメント（アセスメント、ケアプラン等）の考え

方） 

  

 ① ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント） 

①ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメントのプロセス） 

・介護予防・生活支援サービス事業の指定

を受けた事業所のサービスを利用する場

合 

・訪問型サービスＣ、通所型サービスＣを 

利用する場合 

・その他地域包括支援センターが必要と判

断した場合 

アセスメント  

→ケアプラン原案作成 

→サービス担当者会議 

→利用者への説明・同意 

→ケアプランの確定・交付 
【利用者・サービス提供者へ】 

→サービス利用開始  

→モニタリング【給付管理】 

②ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメントのプロセス） 

・①又は③以外のケースで、ケアマネジメ

ントの過程で判断した場合（指定事業所以

外の多様なサービスを利用する場合等） 

 

アセスメント 

→ケアプラン原案作成 

（→サービス担当者会議） 

→利用者への説明・同意 

→ケアプランの確定・交付 
【利用者・サービス提供者へ】  

→サービス利用開始 

（→モニタリング【適宜】） 

③ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメントのプロセス） 

・ケアマネジメントの結果、補助や助成の

サービス利用や配食などのその他の生活

支援サービスの利用につなげる場合 

（※必要に応じ、その後の状況把握を実

施） 

アセスメント 

→ケアマネジメント結果案作成 

→利用者への説明・同意 

→利用するサービス提供者等への説明・送

付 

→サービス利用開始 

※ （ ）内は、必要に応じて実施 
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 現行の予防給付に対する介護予防ケアマネジメントと同様、アセスメン

トによってケアプラン原案を作成し、サービス担当者会議を経て決定す

る。 

 モニタリングについては少なくとも３ヶ月ごとに行い、利用者の状況等

に応じてサービスの変更も行うことが可能な体制をとっておく。 

 ② ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント） 

 アセスメント（課題分析）からケアプラン原案作成までは、原則的な介

護予防ケアマネジメント（ケアマネジメントＡ）と同様であるが、サービ

ス担当者会議を省略したケアプランの作成と、間隔をあけて必要に応じて

モニタリング時期を設定し、評価及びケアプランの変更等を行う簡略化し

た介護予防ケアマネジメントを実施する。 

 ③ ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

 ケアマネジメントの結果、利用者本人が自身の状況、目標の達成等を確認

し、住民主体のサービス等を利用する場合に実施する。 

 初回のみ、簡略化した介護予防ケアマネジメントのプロセスを実施し、

ケアマネジメントの結果（「本人の生活の目標」「維持・改善すべき課題」

「その課題の解決への具体的対策」「目標を達成するための取り組み」等

を記載」）を利用者に説明し、理解してもらった上で、住民主体の支援等

につなげる。その後は、モニタリング等は行わない。 

 また、その者の状態等に応じた適切なサービス提供につながるよう、ケ

アマネジメントの結果については、サービス提供者に対して、利用者の同

意を得てケアマネジメント結果を送付するか、利用者本人に持参してもら

う。 

 このとき、第５の１（６）で示す「介護予防手帳」の利用も想定してい

る。 

 ケアマネジメントの結果、一般介護予防事業や民間事業のみの利用とな

り、その後のモニタリング等を行わない場合についても、アセスメント等

のプロセスに対して、ケアマネジメント開始月分のみ、事業によるケアマ

ネジメント費が支払われる。 

 （初回のみの介護予防ケアマネジメントにおける留意事項） 

 ○ 初回のみの介護予防ケアマネジメントを実施することとした場合は、その

後は名簿等の簡易な利用者管理を行うことも可能とする。 

 ○ 初回のみの介護予防ケアマネジメントや簡略化した介護予防ケアマネジ

メントによりモニタリングを省略する場合は、利用者の状況に変化があった

際に、適宜サービス提供者等から地域包括支援センターに連絡する体制を作

っておくことが適当である。 

 ＜状況悪化を見過ごさない仕組みづくりの例＞ 

 ・ サービス提供者と地域包括支援センターの間で、利用中止・無断欠席な
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どのケースについて報告する仕組みをつくる。 

  定期的に専門職が活動の場を巡回し、参加状況を確認する。 

  活動の場における体力測定等で、悪化の兆しを発見する。 

  出席簿を作成の上、毎月報告を求める。 

 ○ 市町村（地域包括支援センター等）の判断により、①から③までの介護予

防ケアマネジメントのプロセスは、その途中においても、利用者本人の状況

等に応じて、変更できるものである。 

 〇 介護予防ケアマネジメントを行い、整理された課題に対する具体的ケアプ

ラン（好事例等）については、第５の２（１）自立支援に向けた介護予防ケ

アマネジメントの視点を参照。 

 ○ ケアプラン、ケアマネジメント結果等を交付された後、利用者は、サービ

スの利用を開始する。 

 ○ モニタリング、サービス担当者会議の実施と報酬に関しては、「表 10 サ

ービス事業のみ利用の場合のケアマネジメント費」「第５の２（２） サービ

ス担当者会議と多職種協働による介護予防ケアマネジメント支援」をあわせ

て参照のこと。 

 

（２） 地域ケア会議の活用 （３） 介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 

（削除） ○ 介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、自立支援や介護予防のた

め、総合事業の趣旨やケアマネジメントの結果適当と判断したサービスの内

容について、利用者が十分に理解し、納得する必要がある。そのため、地域

包括支援センターは、利用者本人やその家族の意向を的確に把握しつつ、専

門的な視点からサービスを検討し、そのサービス内容、自立支援や介護予防

に向けて必要なサービスをケアプランに位置付けていること、それによりど

のような効果を期待しているのか等を利用者に丁寧に説明し、その理解・同

意を得て、サービスを提供することが重要である。 

（削除） ○ 給付管理を伴わないサービス利用の場合においても、指定サービスについ

て給付管理が行われる趣旨が損なわれることのないよう、利用者の状態等に

応じた内容・量のサービスをすることが適当である。 

（削除） ○ 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、第１号介護予防支援事業

として地域包括支援センターによって行われるものであり、指定介護予防支

援事業所により行われる指定介護予防支援とは異なる。また、ケアプランの

自己作成に基づくサービス事業の利用は想定していない。予防給付において

自己作成している場合は、現行制度と同様、市町村の承認が必要である（介

護給付と異なる）が、加えてサービス事業を利用する場合は、必要に応じ、

地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントにつないでいくこ

とが適当である。 

○ 総合事業の介護予防ケアマネジメントは、自立支援に資するものとして行 ○ 総合事業の介護予防ケアマネジメントは、自立支援に資するものとして行
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うものであり、その介護予防ケアマネジメントの支援の一つとして、地域ケ

ア会議の活用が考えられる（以下参照）。 

うものであり、その介護予防ケアマネジメントの支援の一つとして、地域ケ

ア会議の活用が考えられる（以下参照）。 

＜地域ケア会議で介護予防ケアマネジメント支援を行っている取組例＞ ＜地域ケア会議で介護予防ケアマネジメント支援を行っている取組例＞ 

（略） （略） 

  

（削除） （介護予防ケアマネジメントにおける様式） 

 ○ 介護予防ケアマネジメントに関する様式については、予防給付で用いてい

る様式を活用する他、市町村の判断で任意の様式を使用することも可能であ

る。 

 また、介護予防ケアマネジメントを簡略化する場合においては、市町村の

判断でケアプランの様式を任意で簡略化したものを作成して使用すること

も可能である。ただし、市町村で統一しておくことが望ましい。 

 ○ ケアプランの作成の必要がなく、初回のみのケアマネジメントを行う場合

は、サービス事業の利用の前に利用者及びサービス提供者等とケアマネジメ

ント結果等を共有することにより、ケアプランの作成に代えることもでき

る。ケアマネジメント結果としては、「本人の生活の目標」「維持・改善すべ

き課題」「その課題の解決への具体的対策（利用サービス）」「目標を達成する

ための取り組み」等については記載がのぞましい。 

 また、介護予防ケアマネジメントの形態にかかわらず、ケアプラン内容や

ケアマネジメントの結果の他、本人の介護予防に関する情報を記載して、本

人に携帯してもらえるような取組なども検討することが望ましい。 

 ※ 第５の１（６）「介護予防手帳」等の活用も参照 

 ○ 市町村においては、統一した様式を使用するに当たって、居宅介護支援事

業者、介護サービス事業者等とも、使用方法や認識の統一を図ることが望ま

しい。 

 ○ また、自立支援に向けたケアマネジメントを進める観点や、多職種間で意

識の共有を進める観点から、アセスメントや、課題分析、モニタリングの参

考様式として、「興味・関心チェックシート」「課題整理総括表」、「評価表」、

「アセスメント地域個別ケア会議総合記録票（モデル事業様式）」等につい

て、積極的に活用することが望ましい。 

 （サービスの利用開始と費用の支払） 

 ○ 事業対象者の特定は、前述のとおり基本チェックリストの活用・実施によ

り行う。基本チェックリストの活用・実施後、介護予防ケアマネジメントが

開始されるが、その際、名簿への記載等により、介護予防ケアマネジメント

の対象者を特定しておく。 

 ○ 事業対象者である旨の証（被保険者証）は、基本チェックリスト実施によ

り事業対象者であると特定された後、介護予防ケアマネジメントの依頼を受

けたタイミングで発行する。（予防給付における「介護予防サービス計画作成



 
 

61 
 

新 旧 

依頼届出書」の提出に代わり、事業では「介護予防ケアマネジメント依頼書」

を提出する。） 

 ○ 要介護認定等申請を行い、非該当となった場合は、基本チェックリストを

実施し、サービス事業の対象とすることができる。（通常の流れと同じく、「介

護予防ケアマネジメント依頼書」の作成、名簿登録、被保険者証の発行を行

う。） 

 なお、要支援認定を受けている者が要支援認定を更新せずに継続的にサー

ビスを利用することができるよう、有効期間終了時に介護予防・生活支援サ

ービス事業の対象者とすることで、引き続き介護予防ケアマネジメントに基

づき、切れ目のないサービスを利用することを可能とする。 

 ○ ケアマネジメントの各類型による、介護予防ケアマネジメント費の考え方

については、「表 10 サービス事業のみ利用の場合のケアマネジメント費の

例」も参考にされたい。 

 

 表 10 サービス事業のみ利用の場合のケアマネジメント費の例 

 （サービス提供開始の翌月から 3 ヶ月を 1 クールとしたときの考え方） 
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第５ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）と効果的

な介護予防ケアマネジメントの在り方～一歩進んだケアマネジメントに向けた

ガイドライン～ 

第５ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有（規範的統合の推進）と効果的

な介護予防ケアマネジメントの在り方～一歩進んだケアマネジメントに向けた

ガイドライン～ 

１ 関係者間での意識の共有（規範的統合の推進） １ 関係者間での意識の共有（規範的統合の推進） 

（１） 地域包括ケアシステムの構築と規範的統合 （１） 地域包括ケアシステムの構築と規範的統合 

○ 地域包括ケアシステムの構築においては、市町村は、介護保険事業計画等

で目指すべき方向性を明確にし、地域単位で具体的な基本方針を定め、その

基本方針を元気な高齢者をはじめとする多世代の地域住民が担い手として

参加する住民主体の活動団体、地域運営組織、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、

社会福祉協議会、都道府県医師会・郡市区医師会、医療法人、地縁組織、協

同組合、民間企業、シルバー人材センター、介護サービス施設・事業所、医

療機関、老人クラブ、家政婦（夫）紹介所、商工会、民生委員等の多様な主

体や住民等のあらゆる関係者に働きかけて共有することによって、地域内に

分散しているフォーマル・インフォーマル資源を統合していくことが重要で

ある。 

○ 地域包括ケアシステムの構築においては、市町村は、介護保険事業計画等

で目指すべき方向性を明確にし、地域単位で具体的な基本方針を定め、その

基本方針を介護サービス事業者・医療機関・民間企業・ＮＰＯ・地縁組織・

住民等のあらゆる関係者に働きかけて共有することによって、地域内に分散

しているフォーマル・インフォーマル資源を統合していくことが重要であ

る。 

（参考） 市町村が進める地域包括ケアシステムの構築に関する基本方針が、

同一の目的の達成のために、地域内の専門職や関係者に共有されることを

表すものとして、「規範的統合」という表現がある（価値観、文化、視点の

共有）。 

（参考） 市町村が進める地域包括ケアシステムの構築に関する基本方針が、

同一の目的の達成のために、地域内の専門職や関係者に共有されることを

表すものとして、「規範的統合」という表現がある（価値観、文化、視点の

共有）。 
※ （『地域包括ケアシステムの構築に向けては、市町村は具体的な基本方針を明示

し、関係者に働きかけて共有していく「規範的統合」が必要となる。市町村が示す
基本方針の背景についての十分な理解がないままに、システムのみ統合を図って

も、その効果は発揮できないため、「規範的統合」は重要な意味を持つ。』地域包括
ケア研究会（2014.3）「持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムの在り方
に関する調査研究事業報告書」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 

※ （『地域包括ケアシステムの構築に向けては、市町村は具体的な基本方針を明示
し、関係者に働きかけて共有していく「規範的統合」が必要となる。市町村が示す
基本方針の背景についての十分な理解がないままに、システムのみ統合を図って

も、その効果は発揮できないため、「規範的統合」は重要な意味を持つ。』地域包括
ケア研究会（2014.3）「持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムの在り方
に関する調査研究事業報告書」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 

○ 総合事業における、各利用者へのサービス・活動の実施に係る地域包括支

援センターや市町村、事業実施主体といった関係者間の情報共有及びサービ

ス・活動の実施にあたっての意識共有も「規範的統合」であり、ここでは、

サービス・活動の実施における「規範的統合」を推進するために必要な事項

を示す。 

 

○ 総合事業における、各利用者へのサービス提供に係る地域包括支援センタ

ーや市町村、事業主体といった関係者間の情報共有及びサービス提供にあた

っての意識共有も「規範的統合」であり、ここでは、サービス提供における

「規範的統合」を推進するために必要な事項を示す。 

（２） 明確な目標設定と本人との意識の共有 （２） 明確な目標設定と本人との意識の共有 

○ 総合事業では、介護事業所のみならず、元気な高齢者をはじめとする多世

代の地域住民が担い手として参加する住民主体の活動団体、地域運営組織、

ＮＰＯ法人、社会福祉法人、社会福祉協議会、都道府県医師会・郡市区医師

会、医療法人、地縁組織、協同組合、民間企業、シルバー人材センター、介

護サービス施設・事業所、老人クラブ、家政婦（夫）紹介所、商工会、民生

委員等の多様な主体が多様なサービス・活動の実施主体となる。また、高齢

者自身が担い手として活躍することで、生きがいや介護予防にもつながるも

○ 総合事業では、介護事業所のみならず、ＮＰＯや民間企業、協同組合、ボ

ランティア、社会福祉法人、地縁組織、シルバー人材センター等、多様な事

業主体が多様なサービスの実施主体となる。また、高齢者自身が担い手とし

て活躍することで、生きがいや介護予防にもつながるものである。このよう

な幅広い関係者が、支援を必要とする高齢者の意識、ケアプラン、設定され

た目標等を共有していくことが重要である。 
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のである。このような幅広い関係者が、支援を必要とする高齢者の意識、ケ

アプラン、設定された目標等を共有していくことが重要である。 

○ 総合事業のサービス・活動の実施におけるケアプランは、高齢者が自らの

ケアプランであると実感できるものでなくてはならず、その目標は、達成可

能で、しかも本人の意欲を引き出せるよう明確に設定される必要がある。 

○ 総合事業のサービス提供におけるケアプランは、高齢者が自らのケアプラ

ンであると実感できるものでなくてはならず、その目標は、達成可能で、し

かも本人の意欲を引き出せるよう明確に設定される必要がある。 

○ そのためには、①かつて本人が生きがいや楽しみにしていたこと（しかし

今はできなくなったこと）で、②介護予防に一定期間（例：３か月）取り組

むことにより実現可能なこと、そして③それが達成されたかどうかが具体的

にモニタリング・評価できる目標とすることが望ましい。もちろん、設定さ

れた目標はサービス・活動の実施者に共有され、目標の達成に役立つプログ

ラムが実施されなければならない。 

○ そのためには、①かつて本人が生きがいや楽しみにしていたこと（しかし

今はできなくなったこと）で、②介護予防に一定期間（例：３か月）取り組

むことにより実現可能なこと、そして③それが達成されたかどうかが具体的

にモニタリング・評価できる目標とすることが望ましい。もちろん、設定さ

れた目標はサービス提供者に共有され、目標の達成に役立つプログラムが実

施されなければならない。 

○ 生活意欲が低下している高齢者等については、具体的な目標を表明しない

場合も少なくない。その際、ケアマネジメント等において、高齢者等の興味・

関心に気付くヒントを得るためのツールとして、「興味・関心チェックシー

ト」（別添１）が開発されているので、その活用も一つの方法である。 

○ 生活意欲が低下している高齢者等については、具体的な目標を表明しない

場合も少なくない。その際、ケアマネジメント等において、高齢者等の興味・

関心に気付くヒントを得るためのツールとして、「興味・関心チェックシー

ト」が開発されているので、その活用も一つの方法である。 

（削除）  

 （出典）「平成 25 年度老人保健健康増進等事業 医療から介護保険まで一貫
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した生活行為の自立支援に向けたリハビリテーションの効果と質に関する

評価研究」一般社団法人 日本作業療法士協会（2014.3） 

○ なお、介護予防は終わりのない取組であり、事業の利用が終了した後も、

高齢者のセルフケアとして習慣化され、継続される必要がある。さらに、介

護予防とは単に総合事業その他の市町村事業だけでなく、家庭でのセルフケ

アや地域での様々な支援をも含むものであるから、地域の支え手である民生

委員や老人クラブ、自治会・町内会等の役割も重要であり、それらの多様な

主体が高齢者の継続した取組を支援するため、「地域が目指すべき目標」につ

いて「規範的統合」が図られていくことも重要である。 

○ なお、介護予防は終わりのない取組であり、事業の利用が終了した後も、

高齢者のセルフケアとして習慣化され、継続される必要がある。さらに、介

護予防とは単に総合事業その他の市町村事業だけでなく、家庭でのセルフケ

アや地域での様々な支援をも含むものであるから、総合事業の直接の関係者

のみならず、地域の支え手である民生委員や老人クラブ、自治会・町内会等

の役割も重要であり、それらの多様な主体が高齢者の継続した取組を支援す

るため、「地域が目指すべき目標」について「規範的統合」が図られていくこ

とも重要である。 

 

（削除） （３） ケアプランの作成 

 ○ 総合事業は、多様な事業主体が多様なサービスの実施主体となることか

ら、従前の予防給付のようなサービス提供責任者が存在しない形態も想定さ

れる。そこで、総合事業における介護予防ケアマネジメントにおいては、地

域包括支援センターが作成するケアプランに、可能な限り従来の個別サービ

ス計画に相当する内容も含め、本人や家族、事業実施者が共有することが望

ましい。 

 ※ 従前の予防給付に相当する専門性を要するサービスを提供する場合に

は、当該事業所と地域包括支援センターが連携し、ケアプランに基づいて

個別サービス計画を作成することになる。 

 ○ したがって、初回のサービス担当者会議は充実した内容とすることが適当

であり、将来を予測した支援の内容等を、一定程度定めておくことが必要に

なる。 

 ○ また、適切な目標設定、サービス選定のためには、アセスメントによる利

用者の心身の状況（特にＡＤＬ、ＩＡＤＬ）の正確な把握が欠かせない。課

題整理総括表等を活用し、関係者で共有することも望ましい方策である。 

 ※ 市町村で既に活用している様式があれば、当該様式を活用しても可。 

 ○ なお、利用者本人が自らのケアプランであると実感し、ケアプランで立て

たステップからの乖離に自ら気づくためには、専門用語の使用はできるだけ

避けるか、十分に説明をし、理解を得た上で使用する必要があることに留意

する必要がある。このことは、多様な事業主体が連携するためにも有効であ

る。 

 

（削除） （４） モニタリング・評価 

 ○ 地域包括支援センターは、利用者にサービス事業による支援が実施されて

いる間、必要に応じて実施状況を把握し、目標との乖離が見られた場合には、

再度、ケアプランを作成することになるが、順調に進行した場合には事業を
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終了し、本人との面接等により評価を行う。この場合は、事業終了後も高齢

者がセルフケアを継続できるよう、一般介護予防事業の紹介等、必要な情報

提供、アドバイスを行うことが不可欠である。 

 ○ また、サービスを利用する過程において、ケアプランで立てたステップか

らの乖離が見られた時には、事業実施者はもちろんのこと利用者本人や家族

もそれに気づき、適宜、地域包括支援センターに情報を集約することで、状

況に応じて適切なサービスが提供されるよう努めることも重要である。 

 

（削除） （５） 介護予防ケアマネジメントを実施する際の留意点 

 ○ 障害者総合支援法において従来支援を行っていた相談支援専門員と連携

する等、制度間のサービス継続が円滑に行われるよう留意すること。 

 ○ 利用者に対し、複数の訪問型サービス事業者、通所型サービス事業者、そ

の他生活支援サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等

について説明を行い、理解を得る必要があること。 

 ○ 介護予防ケアマネジメントの提供の開始に際し、あらかじめ、利用者につ

いて、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及

び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求める必要があること。 

 ○ サービス担当者会議は、利用者及び家族の参加を基本とすること。 

 ○ 訪問型サービス事業者、通所型サービス事業者等から利用者に係る情報の

提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能

その他の必要と認める事項について、利用者の同意を得て主治の医師若しく

は歯科医師又は薬剤師に提供すること。 

 

（３） セルフケア・セルフマネジメントの推進 （６） セルフケア・セルフマネジメントの推進 

○ 法第４条第１項において「国民の努力及び義務」※として示されているよ

うに、高齢者には、要介護状態とならないための予防やその有する能力の維

持向上に努めることが求められている。 

○ 法第４条第１項において「国民の努力及び義務」※として示されているよ

うに、高齢者には、要介護状態とならないための予防やその有する能力の維

持向上に努めることが求められている。 
※ 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の

変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合に
おいても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サ

ービスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。 

※ 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の
変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合に
おいても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サ

ービスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。 

○ 高齢者自身が、必要な支援やサービス・活動を選択し利用しながら、自ら

の機能を維持向上するよう努力を続けるためには、分かりやすい情報の提

示、専門職の助言、支援やサービス・活動の利用による効果の成功体験の蓄

積・伝達が求められるとともに、自ら健康を保持増進していく過程に対する

動機をもち、必要な知識を持った上で自らの行動を変え、成果を実感できる

機会の増加が必要である。 

○ 高齢者自身が、必要な支援・サービスを選択し利用しながら、自らの機能

を維持向上するよう努力を続けるためには、分かりやすい情報の提示、専門

職の助言、支援・サービスの利用による効果の成功体験の蓄積・伝達が求め

られるとともに、自ら健康を保持増進していく過程に対する動機をもち、必

要な知識を持った上で自らの行動を変え、成果を実感できる機会の増加が必

要である。 

○ そのためには、セルフマネジメントのプログラムの提供が有効であり、専

門機関、専門職による教育的な働きかけやツールの提供が効果的と考えられ

○ そのためには、セルフマネジメントのプログラムの提供が有効であり、専

門機関、専門職による教育的な働きかけやツールの提供が効果的と考えられ
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る。具体的には、地域住民に対するセルフマネジメント講習の実施や、地域

包括支援センターの職員や保健師・看護師、ケアマネジャー等が、高齢者と

接する中で、適宜、その役割を担う体制が期待される。 

 

る。具体的には、地域住民に対するセルフマネジメント講習の実施や、地域

包括支援センターや保健師・看護師、ケアマネジャー等が、高齢者との接す

る中で、適宜、その役割を担う体制が期待される。 

（４） 「介護予防手帳」等の活用 （７） 「介護予防手帳」等の活用 

（「介護予防手帳」について） （「介護予防手帳」について） 

（略） 

 

（略） 

（「介護予防手帳」の活用） （「介護予防手帳」の活用） 

○ 「介護予防手帳」は、セルフマネジメントを推進し、規範的統合を図る目

的では、以下のように活用することが考えられる。 

○ 「介護予防手帳」は、セルフマネジメントを推進し、規範的統合を図る目

的では、以下のように活用することが考えられる。 

①地域包括支援センターによるアセスメント結果（心身の状況）や、状態を

維持改善するためのアドバイス、必要な支援やサービス・活動、到達すべ

き短期目標・長期目標等が記入された手帳を交付。 

①地域包括支援センターによるアセスメント結果（心身の状況）や、状態を

維持改善するためのアドバイス、必要な支援・サービス、到達すべき短期

目標・長期目標等が記入された手帳を交付。 

②本人がいつでも手帳の記載内容を確認できるようにすることで、本人のセ

ルフマネジメントを促す。 

②本人がいつでも手帳の記載内容を確認できるようにすることで、本人のセ

ルフマネジメントを促す。 

③サービス・活動利用時には手帳を必ず持参することとし、その都度、サー

ビス・活動の実施者も手帳の内容を確認してからサービス・活動を実施し、

必ず記録。 

③サービス利用時には手帳を必ず持参することとし、その都度、サービス提

供者も手帳の内容を確認してからサービスを実施し、必ず記録。 

④各サービス・活動の実施者が他のサービス・活動の実施状況も確認できる

ようになることで、状況に応じた、より適切なサービス・活動の実施が期

待でき、まさに規範的統合を推進するツールにもなり得る。 

④各サービス提供者が他のサービスの実施状況も確認できるようになるこ

とで、状況に応じた、より適切なサービス提供が期待でき、まさに規範的

統合を推進するツールにもなり得る。 

⑤手帳にセルフケアの記録欄等を設けることで、総合事業の利用終了により

地域包括支援センターから離れても、セルフマネジメントにより介護予防

を継続するためのツールとなる。 

 

⑤手帳にセルフケアの記録欄等を設けることで、総合事業の利用終了により

地域包括支援センターから離れても、セルフマネジメントにより介護予防

を継続するためのツールとなる。 

○ 掲載内容や使用方法、手帳のサイズ、あるいは手帳の形式ではなくファイ

ル形式にするなど、地域の関係者によって適切なツールを検討し、合意の上、

使用することが望ましい。 

○ 掲載内容や使用方法、手帳のサイズ、あるいは手帳の形式ではなくファイ

ル形式にするなど、地域の関係者によって適切なツールを検討し、合意の上、

使用することが望ましい。 

○ 内容を充実させる場合、例えば、市が掲げる地域包括ケアシステム構築の

ための基本方針や総合事業のメニューの掲載を行ったり、ボランティアポイ

ント手帳と兼ねることも考えられる。逆に持ち歩き等を考慮すれば、ケアプ

ランのエッセンスをわかりやすくＡ４サイズ１枚程度にまとめ、随時、確認

できるようにすることでも効果はあると考えられる。 

○ 内容を充実させる場合、例えば、市が掲げる地域包括ケアシステム構築の

ための基本方針や総合事業のメニューの掲載を行ったり、ボランティアポイ

ント手帳と兼ねることも考えられる。逆に持ち歩き等を考慮すれば、ケアプ

ランのエッセンスをわかりやすくＡ４サイズ１枚程度にまとめ、随時、確認

できるようにすることでも効果はあると考えられる。 

※ 事業対象者には対象者であることを証明する何らかの証の交付が必要と考えら

れるが、これを手帳と合わせて構成することも考えられる。基本的にはお薬手帳程

度のコンパクトな手帳が望ましい。 

 

※ 事業対象者には対象者であることを証明する何らかの証の交付が必要と考えら

れるが、これを手帳と合わせて構成することも考えられる。基本的にはお薬手帳程

度のコンパクトな手帳が望ましい。 
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（その他） （その他） 

（略） 

 

（略） 

２ 好事例等から得られた自立支援に向けた効果的な介護予防ケアマネジメント

の在り方～保健・医療の専門職が関与し、短期で集中的なアプローチにより自

立につなげる方策～ 

２ 好事例等から得られた自立支援に向けた効果的な介護予防ケアマネジメント

の在り方～保健・医療の専門職が関与し、短期で集中的なアプローチにより自

立につなげる方策～ 

（自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントの視点） （１） 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントの視点 

（削除） （概要） 

 ○ 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントは、居宅要支援被保険者等が

有している生活機能の維持・改善が図られるよう、ケアマネジメントのプロ

セスを通じて本人の意欲に働きかけながら目標指向型の計画を作成し、地域

での社会参加の機会を増やし、状態等に応じ、居宅要支援被保険者等自身が

地域の支え手になることを目指すものである。 

 ○ 特にＡＤＬ・ＩＡＤＬの自立支援では、在宅生活で居宅要支援被保険者等

の有する能力が実際に活かされるよう支援することが重要であることから、

必要に応じて地域リハビリテーション活動支援事業を活用し、日常の環境調

整や動作の仕方などの改善の見極めについてアドバイスができるリハビリ

テーション専門職等が、ケアマネジメントのプロセスに関与していくことが

望ましい。 

 さらに、この場合は、訪問で居宅での生活パターンや環境をアセスメント

し、通所では訪問で把握した生活行為や動作上の問題を集中的に練習するな

ど、訪問と通所が一体的に提供されることが効果的である。 

 具体的には、①通所型サービスＣや訪問型サービスＣを組み合わせる、又

は②地域リハビリテーション活動支援事業による生活環境のアセスメント

と他の通所型サービスや一般介護予防事業を組み合わせる、などが考えられ

る。 

 ○ 以下は、リハビリテーション専門職等との連携による介護予防ケアマネジ

メントの視点をそれぞれの構成要素について説明したものであり、ケアマネ

ジメント実施の際に留意して取り組むことが望ましい。 

 

（削除） イ 課題分析 

 ○ 課題分析の目的は、本人の望む生活（＝「したい」）（生活の目標）と現状

の生活（＝「うまくできていない」）のギャップについて、課題分析項目に基

づく情報の収集から「なぜ、うまくできていないのか」という要因を分析し、

生活機能を高めるために必要な「維持・改善すべき課題（目標）」を明らかに

することである。 

 ○ 課題分析の過程を通して、生活機能のどこに問題があり、困った状況にな

ったのかを本人・家族と認識を共有し、必要な助言を行うことで、プラン実
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施の際には本人・家族の取組を積極的に促すことができる。また、将来の生

活機能の低下を予防することにもつながる。 

 ○ 状態を把握する際には、 

「なぜ、要支援認定の申請をしたのだろう（申請のきっかけ）」、 

「なぜ、要支援状態になったのだろう」、 

「生活の中で何か困っていることが生じているのだろうか」、 

「それはいつから、具体的にどんなことで、困っているのだろうか」、 

「最も困っている人は本人なのだろうか、家族なのだろうか」、 

というように、「なぜ」を考えつつ、本人や家族から、必要な情報をもらさず聞

き取ることが重要である。 

 ○ 「なぜ」を考える際には、居宅を訪問した上で、課題分析標準項目を参考

に、「どこに問題があるのだろう」を考え、客観的にかつ「どの程度」といっ

た定量的な情報を把握する。下表に、課題分析標準項目の中で、特に居宅要

支援被保険者等について把握が必要な項目を例示する。 

 

（削除） 表 11 居宅要支援被保険者等について特に把握が必要な課題分析（アセスメン

ト）に関する項目（例） 

 

 

 ○ 状態の把握にあたっては、「できていない・問題がある」というマイナス部

分だけではなく、「できている・頑張っている」というプラスの部分も把握し、

プラスの部分については、それが家庭内や地域の通いの場などで発揮できな

いか検討することが重要である。そのことで、居宅要支援被保険者等の自己

有効感を高め、積極的な社会参加や活動的な生活を促すことができる。 
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 ○ また、課題分析では、本人はどのような生活を望んでいるのか、具体的に

「（できれば）してみたい・参加してみたい」ＡＤＬ・ＩＡＤＬ、趣味活動、

社会的活動などの内容を聞き取ることが重要である。なぜなら、「こういうこ

とをしてみたい」という生活の目標を認識し、それに向かうことができれば、

生活の意欲を高めることができるからである。 

 ○ しかし、高齢者は周囲への遠慮や、あきらめ、意欲の低下により、具体的

な目標を表明しないこともある。そこで、併せて、家族が本人とどのような

生活を望んでいるのか、本人に何をさせたいと考えているのか、といった家

族の意向も聞き取ることが重要である。さらに、別添の「興味・関心チェッ

クシート」を活用することで、高齢者自身も忘れていた興味・関心に気づき、

それを目標にできる場合があるので積極的活用が望ましい。 

 ○ また、課題分析の段階でも、必要に応じて地域リハビリテーション活動支

援事業（第６の２ 一般介護予防事業を参照）を活用し、リハビリテーショ

ン専門職等による生活行為の妨げになっている要因のアセスメントや、生活

の予後予測等を求めることも考えられる。 

 

 ロ ケアプラン 

○ ケアプランの目的は、「維持・改善すべき課題」を解決する上で最も適切な

目標、支援内容、達成時期を含め、段階的に支援するための計画を作成する

ことである。 

○ ケアプランの目的は、「維持・改善すべき課題」を解決する上で最も適切な

目標、支援内容、達成時期を含め、段階的に支援するための計画を作成する

ことである。 

○ 手法としては、３～12 か月を目途とする本人自身がこのような自立した生

活を送りたいと思う「生活の目標」に対し、３～６か月を目途とする維持・

改善すべき課題である「目標」が達成されることを目的に 

○ 手法としては、３～12 か月を目途とする本人自身がこのような自立した生

活を送りたいと思う「生活の目標」に対し、３～６か月を目途とする維持・

改善すべき課題である「目標」が達成されることを目的に 

・「どのように改善を図るのか」（最も効果的な方法の選択） ・「どのように改善を図るのか」（最も効果的な方法の選択） 

・「どこで、誰がアプローチするとよいのか」（最も効果的手段の選択） ・「どこで、誰がアプローチするとよいのか」（最も効果的手段の選択） 

・「いつ頃までに」（期限） ・「いつ頃までに」（期限） 

を考慮し、計画を作成することが望ましい。 を考慮し、計画を作成することが望ましい。 

○ また、ケアプランの作成の際には、本人・家族と①本人のしたい生活（生

活の目標）のイメージを共有し、②生活の目標が達成されるためには「維持・

改善すべき課題」（目標）の解決を図ることが大切であること、③目標が達成

されたら、生活機能を維持し、さらに高めていくために、次のステップアッ

プの場である様々な通所の場や社会参加の場に通うことが大切であること

を説明しておくことが重要である。 

○ また、ケアプランの作成の際には、本人・家族と①本人のしたい生活（生

活の目標）のイメージを共有し、②生活の目標が達成されるためには「維持・

改善すべき課題」（目標）の解決を図ることが大切であること、③目標が達成

されたら、生活機能を維持し、さらに高めていくために、次のステップアッ

プの場である様々な通所の場や社会参加の場に通うことが大切であること

を説明しておくことが重要である。 

○ 本人にとってのステップアップの場となる社会資源が地域にない場合は、

その開発を検討する必要がある。地域ケア会議の場等を活用して生活支援コ

ーディネーターや市町村等に情報提供することが望ましい。 

○ 本人にとってのステップアップの場となる社会資源が地域にない場合は、

その開発を検討する必要がある。地域ケア会議の場等を活用して生活支援コ

ーディネーターや市町村等に情報提供することが望ましい。 

○ 居宅要支援被保険者等の「維持・改善すべき課題」別の代表的な状態とし

ては、①健康管理の支援が必要な者、②体力の改善に向けた支援が必要な者、

○ 居宅要支援被保険者等の「維持・改善すべき課題」別の代表的な状態とし

ては、①健康管理の支援が必要な者、②体力の改善に向けた支援が必要な者、
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③ＡＤＬやＩＡＤＬの改善に向けた支援が必要な者、④閉じこもりに対する

支援が必要な者、⑤家族等の介護者への負担軽減が必要な者、に整理するこ

とができ、居宅要支援被保険者等によっては複数該当する場合も考えられ

る。 

③ＡＤＬやＩＡＤＬの改善に向けた支援が必要な者、④閉じこもりに対する

支援が必要な者、⑤家族等の介護者への負担軽減が必要な者、に整理するこ

とができ、要支援者等によっては複数該当する場合も考えられる。 

ケアプランの作成にあたっては、支援課題別状態に合わせ、対応方法を組

み合わせ、リハビリテーション専門職等によるアセスメント訪問と生活機能

向上を目的とした通所を一体的に提供し、最終的には一般住民等が実施する

身近な通いの場に結びつくよう、段階的、集中的に実施することが求められ

る。以下に、支援課題別状態から想定される対応方法とケアプランの在り方、

モデル事例を例示する。 

 

ケアプランの作成にあたっては、支援課題別状態に合わせ、対応方法を組

み合わせ、リハビリテーション専門職等によるアセスメント訪問と生活機能

向上を目的とした通所を一体的に提供し、最終的には一般住民等が実施する

身近な通いの場に結びつくよう、段階的、集中的に実施することが求められ

る。以下に、支援課題別状態から想定される対応方法とケアプランの在り方、

モデル事例を例示する。 

表４ 維持・改善すべき課題別の状態と配慮すべきケアプランの在り方（例） 表 12 維持・改善すべき課題別の状態と配慮すべきケアプランの在り方（例） 

（略） 

 

（略） 

（削除） ハ モニタリング 

 ○ モニタリングの目的は、支援計画の実施状況を把握し、目標の達成状況の

確認、支援内容の適否、新たな目標がないかを確認し、次の支援計画に結び

つけていくことである。 

 ○ モニタリングの結果、目標が達成された場合は、速やかに再課題分析を行

い、課題が解決されている場合は、次のステップアップのために、住民主体

や一般介護予防事業などの通いの場を見学するなど、スムーズな移行に配慮

する。 

 ○ 新たな課題が見つかった場合、目標達成が困難な場合は、計画を組み直す

ことになるが、その際も必要に応じてサービス担当者会議等でリハビリテー

ション専門職等の意見を入手し、維持・改善の可能性を追求することが望ま

れる。 

 

（削除） （２） サービス担当者会議と多職種協働による介護予防ケアマネジメント支援 

 ○ サービス担当者会議では、サービス提供事業者だけではなく、必要に応じ

て下図のリハビリテーション専門職等の参加により、対象者の有する能力は

どの程度あるのか、改善できるのかという見通し、効果的な支援方法を入手

し、自立支援の視点に立ったケアマネジメントを実践することが望ましい。 
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 ○ サービス担当者会議では、 

 ① 会議開催前には、「○○さんの自立を支援するためには、どの様な支援

が必要か」をまず考えた上で、図のリハビリテーション専門職等の中から、

自立支援に向けたチームをどのように構成するかを検討する。 

 ② 会議開催時には、ケアマネジメント担当者が、ケースの年齢や家族構成

などの基本情報、今回の認定申請等に至った経緯、維持・改善すべき課題

とそれに至る課題分析の過程、計画の原案を説明する。 

 ③ その後、リハビリテーション専門職等の各職種が得意とする領域から、

計画の原案に対して、アセスメントで不足している視点、新たな維持・改

善すべき課題の有無・内容、効果的な支援方法などの助言を受けることに

なるが、積極的な発言が得られるよう、本人の情報を十分に用意するなど

配慮する。 

 ④ また、介護予防・生活支援サービス提供事業所が会議に参加することで、 

 ・ 要介護者のしたい生活（生活の目標）のイメージや維持改善すべき課題

（目標）を共有でき（支援の方向性の共有）、 

 ・ リハビリテーション専門職種等から個別事例にあった運動の仕方、ＡＤ

Ｌ/ＩＡＤＬの生活行為の自立支援の仕方、認知症高齢者の具体的対応の

仕方など、支援方法の情報を入手でき（効果的なアプローチ方法の入手）、 

 ・ 的確な通所計画などを立案でき、効果的なサービスの提供を促すことが

できる。 
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 ○ 多職種協働によるサービス担当者会議の開催は、ケアマネジメントのスキ

ルアップのみならず、サービス提供事業所の質の向上にも働きかけることが

できる。 

 ○ サービス担当者会議は、一事例について、初回、ケアプランの目標が達成

する時期ごとに開催することが望ましい。目標達成後は、必要に応じて再度

サービス担当者会議を開催し、リハビリテーション専門職等から、 

 ①終了後も継続して取り組むとよい体操 

 ②疾患からみた心身機能の特徴と関わり方 

 ③生活行為の仕方や考えられるリスク 

 などの情報を、次のステップアップの場である地域の通いの場や社会資源の

スタッフに提供することは、本人が安心して社会参加する上で有効である。 

 ○ また、このような個別の事例を通したサービス提供事業者、住民主体の支

援の担い手、一般介護予防事業のスタッフ等の連携は、効果的な体操などが

地域の社会資源間のどこででも取り組まれるきっかけとなり、地域全体での

生活機能の維持に向けた取組みが推進されることにつながるものである。 
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第６ 継続利用要介護者によるサービス・活動の利用 第６ 継続利用要介護者による住民主体のサービスの利用 

１ 基本的な考え方 １ 基本的な考え方 

○ サービス・活動事業のうち第７の１（４）①の従前相当サービス及び同④

のサービス・活動Ｃを除くサービス・活動（すなわち、同②のサービス・活

動Ａ、同③のサービス・活動Ｂ及び同⑤のサービス・活動Ｄ並びにその他生

活支援サービス。以下第６において「継続利用要介護者対象サービス・活動」

という。）については、居宅要支援被保険者及び事業対象者に加えて、継続利

用要介護者も対象となる。 

○ 介護予防・生活支援サービス事業のうち、補助により実施されるサービス

（以下第６において「住民主体のサービス」という。）については、要支援者

及び基本チェックリスト該当者に加えて、継続利用要介護者も対象となる。 

○ これは、居宅要支援被保険者及び事業対象者が要介護認定を受けた場合、

それまで受けていたサービス・活動事業の利用が継続できなくなる点につい

て、本人の希望を踏まえて、地域とのつながりを継続することを可能とする

観点から支援するためのものである。 

○ これは、要支援者又はチェックリスト該当者が要介護認定を受けた場合、

それまで受けていた介護予防・生活支援サービス事業の利用が継続できなく

なる点について、本人の希望を踏まえて、地域とのつながりを継続すること

を可能とする観点から支援するためのものである。 

○ なお、要介護者が継続して継続利用要介護者対象サービス・活動を利用す

る場合であっても、介護給付を受けることができることには何ら変更がない

点について留意することが必要である。 

○ また、要介護者が継続して住民主体のサービスを利用する場合であって

も、介護給付を受けることができることには何ら変更がない点について留意

することが必要である。 

○ また、要支援から要介護に介護度が上がったことによってサービス・活動

の実施者であるボランティア団体等が対応できなくなる可能性もあること

から、具体的な利用の可否については、サービス・活動の実施者と利用者の

間で決定されるものである。その際、サービス・活動の実施者の判断に加え

て、要介護者本人の希望に基づき、居宅サービス計画を作成する居宅介護支

援事業所の介護支援専門員（以下第６において「介護支援専門員」という。）

又は介護予防ケアマネジメントを行う地域包括支援センター（介護予防ケア

マネジメントの委託を受けた者を含む。以下第６について同じ。）（以下第６

において「介護支援専門員等」という。）がケアマネジメントの中で利用の適

切性を判断し、助言を行うことが重要となる。 

○ なお、住民主体のサービスは自主的に実施されているものであり、要支援

から要介護に介護度が上がったことによってボランティア団体等が対応で

きなくなる可能性もあることから、具体的な利用の可否については、ボラン

ティア団体等と利用者の間で決定されるものである。その際、ボランティア

団体等の判断に加えて、要介護者本人の希望に基づき、居宅介護支援事業所

の介護支援専門員（以下第６において単に「介護支援専門員」という。）がケ

アマネジメントの中で利用の適切性を判断し、助言を行うことが重要とな

る。  

（削除） 
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２ 継続利用要介護者に対するケアマネジメントの実施主体 ２ 継続利用要介護者に対するケアマネジメントの実施主体 

○ 継続利用要介護者は、本人の希望により継続利用要介護者対象サービス・

活動を利用することとなる。 

○ 継続利用要介護者のうち、介護給付におけるサービスを利用している者の

ケアマネジメントについては、介護支援専門員が居宅サービス計画に位置付

けて行うこととなる。 

○ 継続利用要介護者は、介護給付を受けながら、本人の希望により住民主体

のサービスを利用することとなるため、そのケアマネジメントについては、

介護支援専門員が居宅サービス計画に位置付けることとなる。 

○ 継続利用要介護者のうち、介護給付におけるサービスを利用せず、継続利

用要介護者対象サービス・活動のみを利用する場合は、地域包括支援センタ

ーがケアマネジメントを行うこととなる。 

○ なお、省令第 140 条の 62 の４第２号に基づき、事業対象者が要介護認定

を受けた場合であっても、当該要介護認定による介護給付に係る居宅サービ

ス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービス

を受ける日までは事業対象者であるので注意されたい。 

 

○ ただし、継続利用要介護者が介護給付におけるサービスを利用しなくな

り、住民主体のサービスのみを利用することとなった場合は、地域包括支援

センターがケアマネジメントを行うこととなる。 

３ 継続利用要介護者がサービス・活動を利用する際の留意事項 ３ 継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する際の留意事項 

○ 継続利用要介護者に対してサービス・活動事業を実施する際は、省令第 140

条の 62 の３第２項第３号の２の規定に基づき、継続利用要介護者の心身の

状況を踏まえた適切な支援を行う観点から、市町村及び当該事業の実施者

は、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター及び地域ケア会議との密接

な連携を図る必要があること及びサービス・活動事業の実施時に継続利用要

介護者に病状の急変が生じた場合等における必要な措置を講じるための実

施方法をあらかじめ定めておく必要がある。 

○ 継続利用要介護者が安心して継続利用要介護者対象サービス・活動を利用

するためには、市町村、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、生活

支援コーディネーター、継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者が連

携を図りながら、必要な取組を進めて行くことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 継続利用要介護者が安心して住民主体のサービスを利用するためには、市

町村、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、生活支援コーディネー

ター、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等が連携を図り

ながら、必要な取組を進めて行くことが重要である。 

○ このため、継続利用要介護者対象サービス・活動を実施しているボランテ

ィア団体等の取組事例を踏まえ、サービス・活動の実施に向けての準備、適

切なケアマネジメントの実施、状態変化等への対応など、継続利用要介護者

がサービス・活動を利用する際の留意事項について、以下の（１）から（４）

のとおり整理する。 

○ このため、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等の取組

事例を踏まえ、サービスの実施に向けての準備、適切なケアマネジメントの

実施、状態変化等への対応など、継続利用要介護者がサービスを利用する際

の留意事項について、以下の（１）から（４）のとおり整理する。 

○ とりわけ、介護支援専門員等においては、継続利用要介護者に対し、介護

給付を受けながら、引き続き継続利用要介護者対象サービス・活動を利用で

きる旨を説明するなど、必ず対応いただきたい内容について【注】を付記し

ているが、その他についても対応いただくことが望ましい内容である。 

○ とりわけ、介護支援専門員等においては、継続利用要介護者に対し、介護

給付を受けながら、引き続き住民主体のサービスを利用できる旨を説明する

など、必ず対応いただきたい内容について【注】を付記しているが、その他

についても対応いただくことが望ましい内容である。 

○ なお、継続利用要介護者が継続利用要介護者対象サービス・活動を利用す

る場合においては要介護者に対してケアマネジメントが行われるため、居宅

サービス計画を作成する介護支援専門員は、指定居宅介護支援等の事業の人

○ なお、継続利用要介護者が住民主体のサービスを利用する場合においては

要介護者に対してケアマネジメントが行われるため、介護支援専門員は、指

定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生労働
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員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生労働省令第 38 号）等を踏まえ、適

切に関係者の専門的な見地からの意見も踏まえることが重要である。 

省令第 38 号）等を踏まえ、適切に関係者の専門的な見地からの意見も踏ま

えることが重要である。 

〇 また、継続利用要介護者のサービス・活動の利用状況等については、国に

おいて定期的に把握し、公表することとする。 

 

〇 また、継続利用要介護者の変化の状況や具体的なサービスの利用の状況等

については、国において定期的に把握し、公表することとする。 

（１）サービス・活動の実施に向けての準備 （１）サービスの実施に向けての準備 

○ 市町村は、継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者に対して、必要

な研修の機会を提供するなど、要介護者が安心してサービス・活動を継続す

るための環境づくりを行う。 

○ 市町村は、住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に対し

て、必要な研修の機会を提供するなど、要介護者が安心してサービスを継続

するための環境づくりを行う。 

（例）認知症サポーター養成研修やボランティア養成講座の開催 等 （例）認知症サポーター養成研修やボランティア養成講座の開催 等 

○ 市町村や生活支援コーディネーターは、介護支援専門員等が継続利用要介

護者対象サービス・活動の活動情報を把握できるよう、説明会や広報等の普

及啓発を行う。介護支援専門員等も、必要な活動情報の収集に努める。 

○ 市町村や生活支援コーディネーターは、介護支援専門員等が住民主体のサ

ービスの活動情報を把握できるよう、説明会や広報等の普及啓発を行う。介

護支援専門員も、必要な活動情報の収集に努める。 

○ 市町村や地域包括支援センターは、緊急時や状態変化時、長期欠席など利

用状況の変化時の対応について、フローチャートやマニュアル等を作成し、

継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者に周知する。【注】 

○ 市町村や地域包括支援センターは、緊急時や状態変化時、長期欠席など利

用状況の変化時の対応について、フローチャートやマニュアル等を作成し、

住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等に周知する。【注】 

○ 市町村は、市町村及び継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者が居

宅介護支援事業者、地域包括支援センター及び地域ケア会議との密接な連携

を図る必要があることについて、継続利用要介護者対象サービス・活動の実

施者に周知する。【注】 

（新設） 

○ 継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者は、フローチャート等を参

照しながら、要介護者ごとに緊急時等の連絡・相談先（※）を整理する。介

護支援専門員等は、担当する要介護者に係る相談先等が整理されていること

を確認する。【注】 

○ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、フローチャー

ト等を参照しながら、要介護者ごとに緊急時等の連絡・相談先（※）を整理

する。介護支援専門員は、担当する要介護者に係る相談先等が整理されてい

ることを確認する。【注】 

（※）家族、介護支援専門員、地域包括支援センター 等 （※）家族、介護支援専門員、地域包括支援センター 等 

○ 継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者は、要介護者への支援方法

に不安がある場合の対応等について、事前に介護支援専門員等や地域包括支

援センター等に相談する。 

 

○ 住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等は、要介護者への

支援方法に不安がある場合の対応等について、事前に介護支援専門員や地域

包括支援センター等に相談する。 

（２）ケアマネジメントの実施 （２）ケアマネジメントの実施 

○ 介護支援専門員等は、担当する要介護者が継続利用要介護者対象サービ

ス・活動の継続利用を検討している場合には、継続利用要介護者対象サービ

ス・活動の実施者に対して、提供できるサービス・活動の内容について確認

する。 

○ 介護支援専門員は、担当する要介護者が住民主体のサービスの継続利用を

検討している場合には、住民主体のサービスを実施しているボランティア団

体等に対して、提供できるサービスの内容について確認する。 

あわせて、要介護者に対して、 あわせて、要介護者に対して、 

① 介護給付を受けながら、引き続き継続利用要介護者対象サービス・活動

を利用できること 

① 介護給付を受けながら、引き続き住民主体のサービスを利用できること 

② 継続利用要介護者対象サービス・活動が実施できる内容 ② 住民主体のサービスが提供できる内容 
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について説明した上で、改めて意向を確認する。【注】 について説明した上で、改めて意向を確認する。【注】 

○ 介護支援専門員は、要介護者の継続利用の意向とアセスメント結果に基づ

き、居宅サービス計画の原案に継続利用要介護者対象サービス・活動を位置

付ける。【注】 

○ 介護予防ケアマネジメントを行う地域包括支援センターは、要介護者の継

続利用の意向とアセスメント結果に基づき、介護予防ケアマネジメント計画

等の原案に継続利用要介護者対象サービス・活動を位置付ける。 

○ 介護支援専門員は、要介護者の継続利用の意向とアセスメント結果に基づ

き、居宅サービス計画の原案に住民主体のサービスを位置付ける。【注】 

○ 保健師やリハビリテーション専門職等は、必要に応じて要介護者を担当す

る介護支援専門員等のアセスメントに同行し、介護給付や継続利用要介護者

対象サービス・活動の適切な選択・利用に向けての助言を行う。 

○ 保健師やリハビリテーション専門職等は、必要に応じて要介護者を担当す

る介護支援専門員のアセスメントに同行し、介護給付や住民主体のサービス

の適切な選択・利用に向けての助言を行う。 

○ 継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者は、必要に応じてサービス

担当者会議に参加し、必要な情報を提供する。 

 

○ サービスを実施しているボランティア団体等は、必要に応じてサービス担

当者会議に参加し、必要な情報を提供する。 

（３）地域包括支援センターによる支援 （３）地域包括センターによる支援 

○ 地域包括支援センターは、介護給付や継続利用要介護者対象サービス・活

動の適切な選択・利用に向けて、要介護者を担当する介護支援専門員のアセ

スメントに同行するほか、サービス担当者会議に参加する。 

○ 地域包括支援センターは、介護給付や住民主体のサービスの適切な選択・

利用に向けて、要介護者を担当する介護支援専門員のアセスメントに同行す

るほか、サービス担当者会議に参加する。 

○ 市町村や地域包括支援センターは、多職種で構成される地域ケア会議にお

いて、必要な支援方策の検討を行う。 

○ 市町村や地域包括支援センターは、多職種で構成される地域ケア会議にお

いて、必要な支援方策の検討を行う。 

○ 地域包括支援センターや生活支援コーディネーターは、介護支援専門員や

継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者との定期的な情報共有や連携

方法の確認を通じて、必要な支援方策の検討を行う。 

 

○ 地域包括支援センターや生活支援コーディネーターは、介護支援専門員や

サービスを実施しているボランティア団体等との定期的な情報共有や連携

方法の確認を通じて、必要な支援方策の検討を行う。 

（４）利用者の状態変化等への対応 （４）利用者の状態変化等への対応 

○ 継続利用要介護者対象サービス・活動の実施者は、緊急時や状態変化時、

長期欠席など利用状況の変化時において、事前に要介護者ごとに整理した連

絡・相談先を用いて対応する。【注】 

○ サービスを実施しているボランティア団体等は、緊急時や状態変化時、長

期欠席など利用状況の変化時において、事前に要介護者ごとに整理した連

絡・相談先を用いて対応する。【注】 

○ 介護支援専門員等は、モニタリングを通じて要介護者の状態変化等に留意

する。【注】 

○ 介護支援専門員は、モニタリングを通じて要介護者の状態変化等に留意す

る。【注】 

○ 介護支援専門員等は、要介護者に状態変化が見られる場合には、改めてア

セスメントを行い、要介護者の意向を十分に踏まえた上で、必要な対応（※）

を行う。【注】 

○ 介護支援専門員は、要介護者に状態変化が見られる場合には、改めてアセ

スメントを行い、要介護者の意向を十分に踏まえた上で、必要な対応（※）

を行う。【注】 

（※）継続利用要介護者対象サービス・活動の利用に関する助言、介護給付

の内容の見直し 等 

（※）住民主体のサービスの利用に関する助言、介護給付の内容の見直し 

等 
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第７ 総合事業の制度的な枠組み 第７ 総合事業の制度的な枠組み 

１ サービス・活動事業 １ 介護予防・生活支援サービス事業 

（１） サービス・活動事業の概要 （１） 介護予防・生活支援サービス事業の概要 

○ サービス・活動事業については、①直接実施や②委託だけではなく、③指

定事業者によるサービス提供や、④ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する

補助・助成といった様々な実施方法があることから、以下においてその実施

方法及び留意事項について整理する。 

○ サービス事業については、①直接実施や②委託だけではなく、③指定事業

者によるサービス提供や、④ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助

（助成）といった様々な実施方法があることから、以下においてその実施方

法及び留意事項について整理する。 

○ また、サービス・活動事業の実施に当たっては、事業の適切かつ効率的な

実施の観点から、市町村において、サービス・活動の種類ごとに、支援等を

提供する事業者等が遵守すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）

を定める必要があることから、併せてその考え方を整理する。 

 

○ また、サービス事業の実施に当たっては、事業の適切かつ効率的な実施の

観点から、市町村において、サービスの種類ごとに、支援等を提供する事業

者等が遵守すべき基準やサービス単価、利用者負担（利用料）を定める必要

があることから、併せてその考え方を整理する。 

（２） サービス・活動事業の実施方法 （２） 介護予防・生活支援サービス事業の実施方法 

（多様な方法による事業の実施） （多様な方法による事業の実施） 

○ サービス・活動事業については、委託契約の締結等市町村の事務負担の軽

減等を考慮し、市町村による直接実施や委託だけではなく、給付と同様、指

定事業者制度及び国保連合会の審査支払の枠組み（市町村長があらかじめ指

定した事業者からサービス提供を受けた場合にその提供に要した費用につ

いて、市町村が居宅要支援被保険者等に対して第１号事業支給費を支給する

こととし、それを指定事業者が代理受領する枠組み）を設けている（法第 115

条の 45 の３）。 

○ 従来の予防給付から市町村実施の地域支援事業（総合事業）に移行するサ

ービス事業については、そのサービス提供量が多いことや、委託契約の締結

等市町村の事務負担の軽減等を考慮し、市町村による直接実施や委託だけで

はなく、現行の給付と同様、指定事業者制度及び国保連合会の審査支払の枠

組み（市町村長があらかじめ指定した事業者からサービス提供を受けた場合

にその提供に要した費用について、市町村が居宅要支援被保険者等に対して

第１号事業支給費を支給することとし、それを指定事業者が代理受領する枠

組み）が新たに設けられている（法第 115 条の 45 の３）。 

※ 指定事業者制度の概要については、（３）指定事業者制度を参照。 ※ 指定事業者制度の概要については、（３）指定事業者制度を参照。 

○ また、市町村において、住民主体の支援をその自主性・自発性といった性

格を損なうことなく効果的に総合事業の中で実施することができるよう、市

町村が訪問型サービス、通所型サービス及び生活支援サービスを提供する者

に対して補助・助成する方法も可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、市町村において、住民主体の支援をその自主性・自発性といった性

格を損なうことなく効果的に総合事業の中で実施することができるよう、市

町村が訪問型サービス、通所型サービス及び生活支援サービスを提供する者

に対して補助（助成）する方法も可能とする。 
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＜サービス・活動事業の実施方法＞ ＜サービス事業の実施方法＞ 

実施方法 概要 想定される実施例 

①市町村の直
接実施 

市町村の職員が直接利用者に対し
て支援等を実施するもの。 

保健師やリハビリテ
ーション専門職等が
行う短期集中予防サ
ービス 
 

②指定事業者
による実施 
（第１号事業
支 給 費 の 支
給） 

市町村長が指定した者（指定事業
者）が実施するサービス・活動事業
を居宅要支援被保険者等が利用し
た場合に、その要した費用について
居宅要支援被保険者等に対して第
１号事業支給費を支給する。 

介護サービス事業者
が行う従前相当サー
ビスや、多様な主体に
よるサービス・活動 

③委託による
実施 

ＮＰＯ法人や民間企業等の多様な
主体に、居宅要支援被保険者等に対
するサービス・活動の実施を委託す
る。 

多様な主体によるサ
ービス・活動 

④補助・助成
（補助金・助
成金の支給）
を行うことに
よる実施 

地域において活動しているＮＰＯ
法人やボランティア活動などの地
域住民の主体的な活動を行う団体
等に対して、居宅要支援被保険者等
に対するサービス提供などを条件
として、その立ち上げ経費や活動に
要する費用に対して補助・助成す
る。 

地域で活動している
ボランティア等によ
る生活支援や通いの
場 

 

実施方法 概要 

①市町村の直接実施 市町村の職員が直接利用者に対して支援等を実施するも
の。 

②委託による実施 介護サービス事業者やＮＰＯ・民間企業に、居宅要支援被
保険者等に対する支援等の提供を委託する。 
 

③指定事業者による
サービス提供（第１号
事業支給費の支給） 

従前の給付と同様、市町村長が指定した事業者が居宅要支
援被保険者等にサービスを提供した場合に、その要した費
用について居宅要支援被保険者等に対して第１号事業支
給費を支給する。 
 
 
 
 
 
 

④ＮＰＯやボランテ
ィア等への補助（補助
金（助成金）の支給） 

地域において活動しているＮＰＯやボランティア等に対
して、居宅要支援被保険者等に対するサービス提供などを
条件として、その立ち上げ経費や活動に要する費用に対し
て補助（助成）する。 

 

 

 

 

 

【参考】インフォーマルサービスのネットワーク化、情報提供 【参考】インフォーマルサービスのネットワーク化、情報提供 

・ 地域において、既にボランティアやＮＰＯが自立して生活支援・介護予

防サービスを提供している場合など、総合事業とは別にサービスが提供さ

れるケースも想定される。 

・ 地域において、既にボランティアやＮＰＯが自立して生活支援等サービ

スを提供している場合など、総合事業とは別にサービスが提供されるケー

スも想定される。 

・ 一方、地域包括支援センターやその委託を受けた居宅介護支援事業所が、

介護予防ケアマネジメントを行うに当たっては、インフォーマルサービス

をケアプランに位置づけていくことも重要であることから、地域にどのよ

うな生活支援・介護予防サービスが利用可能かなどの情報が整理して提供

されていることが望ましい。 

・ 一方、地域包括支援センターやその委託を受けた居宅介護支援事業所が、

介護予防ケアマネジメントを行うに当たっては、インフォーマルサービス

をケアプランに位置づけていくことも重要であることから、地域にどのよ

うな生活支援等サービスが利用可能かなどの情報が整理して提供されて

いることが望ましい。 

・ そのため、市町村や地域包括支援センターは、情報公表制度や生活支援

コーディネーター（地域支え合い推進員）等の活用により、このようなイ

ンフォーマルサービスについて広くネットワーク化を図り、情報提供に努

めていくことが望ましい。 

 

・ そのため、市町村や地域包括支援センターは、情報公表制度や生活支援

コーディネーター（地域支え合い推進員）等の活用により、このようなイ

ンフォーマルサービスについて広くネットワーク化を図り、情報提供に努

めていくことが望ましい。 
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（削除） （法令上の留意事項） 

 ① 指定事業者によるサービス提供 

 （３）指定事業者制度を参照。 

 ② 委託による実施 

 ・ サービス事業の委託に当たっては、市町村が「厚生労働省令で定める

基準に適合する者」に委託しなければならない（「厚生労働省令で定め

る基準」の詳細は（４）サービスの基準参照）。 

 ・ 事業の実施に当たっては、第 115 条の 45 第１項第１号イからニまで

に規定する「厚生労働省令で定める基準に従って」実施する必要がある

（他の実施方法においても同様。）。 

 ・ 委託の場合には、市町村は受託者より実績報告を受けて、委託料を支

払うこととなる。その際、サービス利用者の人数、利用者の氏名、被保

険者番号、要支援者・事業対象者の別、提供したサービスの内容等※を

報告する必要がある。 

 ※ 実績報告の内容については、そのサービス内容に応じて、市町村が定

める。 

 ③ 補助（助成）による実施 

 ・ 住民主体の支援の場合には、補助（助成）の方法で事業実施すること

が通常考えられるが、当該補助（助成）の対象や額等については、立ち

上げ支援や、活動場所の借り上げ費用、間接経費（光熱水費、サービス

の利用調整等を行う人件費等）等、様々な経費を、市町村がその裁量に

より対象とすることも可能とする。運営費の一部を補助するものである

が、例えば年定額での補助といったことも考えられる。 

 なお、施設整備の費用、直接居宅要支援被保険者等等に対する支援等

と関係ない費用（従業員の募集・雇用に要する費用、広告・宣伝に要す

る費用等）は対象とすることはできない。 

 ・ サービスを提供するのは補助（助成）を受けた事業者となるが、総合

事業の実施に当たっては、法第 115 条の 45 第１項第１号イからニまで

に規定する「厚生労働省令で定める基準に従って」実施する必要がある

ことから、補助金（助成金）の交付条件等として当該基準を遵守するよ

う定める必要がある。 

 ・ 補助による場合にも、適切にサービスが実施されたかについて、実績

の報告を求めることとなる。その際、どのような報告を求めるかについ

ては、その補助の方法やサービス内容によって異なることから、市町村

が定める。 

 

（削除） （総合事業の事業・対象者ごとの実施方法） 

 ○ 総合事業の実施に当たっては、訪問型サービス、通所型サービス及びその
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他の生活支援サービス（以下「訪問型サービス等」という。）と介護予防ケア

マネジメントについてはその実施方法が異なる（表 13）。 

 ○ 訪問型サービス等については、表 13 のとおりその具体的なサービス内容

に応じて、直接実施、委託による実施、指定事業者によるサービス提供及び

補助といった実施方法がありうる。 

 ○ 一方、介護予防ケアマネジメントについては原則地域包括支援センターが

実施するものであることなどから、市町村が直接実施するか、包括的支援事

業を受託し地域包括支援センターを設置している法人に委託するかのいず

れかの実施方法によることとなる（表 13 参照）。 

 ※ また、介護予防ケアマネジメントについて、地域包括支援センターの設

置者に対して委託することとするが、その場合にあっても、現行の予防給

付（介護予防支援）と同様、地域包括支援センターから居宅介護支援事業

所に一部委託することが可能である（法第115条の47第５項及び第６項）。 

 ※ 委託契約においては、予防給付の場合と同様、一件当たりの介護予防ケ

アマネジメントごとの単価設定を行い、適切な介護予防ケアマネジメント

につなげていくことが望ましい（国が定める額を勘案して設定）。 

（削除） 表 13 総合事業の事業・対象者ごとの実施方法 

 

（訪問型サービス・通所型サービスにおける内容に応じた事業実施の方法） （訪問型サービス・通所型サービスにおける内容に応じた事業実施の方法） 

○ 総合事業の実施に当たっては、市町村がサービス・活動の内容に応じて実

施方法を定める。実施方法の詳細については、地域支援事業実施要綱も参照

のこと。 

○ 総合事業の実施に当たっては、以下のとおり、多様化するサービス内容に

応じて、実施方法を整理する（詳細は、表 14 を参照）。 

（削除） ・ ①介護サービス事業者の従業者による従前の訪問介護、通所介護に相当

するサービスについては、総合事業の指定を受けた事業者（以下「指定事

業者」という。）によるサービス提供により、給付管理等も行いつつ、事業

を効率的かつ効果的に実施する。 

（削除） ・ ②緩和した基準による生活支援、ミニデイサービス（訪問型サービスＡ、

通所型サービスＡ）のうち、指定事業者制度を活用して行われるものにつ

いては、①と同様、給付管理を行う。一方、例えば居宅要支援被保険者等
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の参加人数に応じて支払うサービスについては、委託や補助により実施す

る。 

（削除） ・ ③住民主体の生活援助、通いの場（訪問型サービスＢ、通所型サービス

Ｂ）については、指定事業者によるサービス提供や委託になじまないケー

スも多いと考えられることから、補助（助成）により支援を行っていく。 

（削除） ・ ④保健師やリハビリテーション専門職等が行う短期集中予防サービスに

ついては、従来の２次予防事業と同様、市町村の直接実施や委託による実

施を行うことが想定される。 

 

（削除） 表 14 訪問型サービスや通所型サービスの内容ごとの実施方法 

 

 
○ なお、市町村が実施する場合については、原則指定事業者による実施の場

合と同様に第１号事業支給費の支給により実施する。 

※ 市町村が実施する場合も、原則第１号事業支給費の支給により実施す

る。 

 （注）△は、一般的なケースとしては考えていないが、このような形式をと

ることも可能。 

 

（３） 指定事業者制度 （３） 指定事業者制度 

（指定事業者制度の概要） （指定事業者制度の概要） 

○ 市町村の事務負担の軽減等のため、居宅要支援被保険者等が、市町村長が

指定した事業者によるサービス・活動を利用した場合に、当該サービス・活

動に要した費用について、第１号事業支給費を支給することにより、総合事

業の実施とみなす規定が法第 115 条の 45 の３に定められ、さらに、第 115 条

の 45 の５から第 115 条の 45 の９までにおいて、指定や更新、取消等その手

○ 市町村の事務負担の軽減等のため、予防給付と同様、居宅要支援被保険者

等が、市町村長が指定した事業者によるサービスを利用した場合に、当該サ

ービスに要した費用について、第１号事業支給費を支給することにより、総

合事業の実施とみなす規定が新たに法第 115 条の 45 の３に定められ、さら

に、第 115 条の 45 の５から第 115 条の 45 の９までにおいて、指定や更新、
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続として必要な事項が定められている。 取消等その手続として必要な事項が定められている。 

○ 指定事業者の指定に当たっては、「厚生労働省令で定める基準」に従って適

正に事業を実施することができないと認められるときは指定してはならな

いとされている（法第 115 条の 45 の５第２項）。省令においては、国が示す

基準（従来の予防給付に相当する基準）のほか、市町村が利用者の状態像や

地域の実情等に応じて、当該基準とは異なった基準を定めることができる旨

を規定している（「厚生労働省令で定める基準」の詳細は、（４）サービス・

活動の基準を参照）。 

○ 指定事業者の指定に当たっては、「厚生労働省令で定める基準」に従って適

正に事業を実施することができないと認められるときは指定してはならな

いとされている（法第 115 条の 45 の５第２項）。この厚生労働省令において

は、国が示す基準（従来の予防給付に相当する基準）のほか、市町村が利用

者の状態像や地域の実情等に応じて、当該基準とは異なった基準を定めるこ

とができる旨を規定している（「厚生労働省令で定める基準」の詳細は、（４）

サービスの基準を参照）。 

 

※ 指定事業者についても、総合事業を実施するに当たっては、国で定める

「必ず遵守すべき基準」として以下の４つの基準を遵守する必要があるこ

とから、市町村においてはこれらの基準を必ず指定事業者の指定に係る基

準として規定する（（４）サービス・活動の基準を参照）。 

※ 指定事業者についても、総合事業を実施するに当たっては、国で定める

「必ず遵守すべき基準」として以下の４つの基準を遵守する必要があるこ

とから、市町村においてはこれらの基準を必ず指定事業者の指定に係る基

準として規定する（（４）サービスの基準を参照）。 

 事故発生時の対応  事故発生時の対応 

 従事者又は従事者であった者による秘密保持  従事者又は従事者であった者による秘密保持 

 従事者の清潔保持と健康状態の管理 

 継続利用要介護者利用時の対応 

 変更・再開の届出 

 従事者の清潔保持と健康状態の管理 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

○ また、指定事業者に対して支払う第１号事業支給費の額については、法 115

条の 45 の３第２項で「厚生労働省令で定めるところにより算定する額」と

されているが、この額については、省令において、旧介護予防訪問介護等に

要する平均的な費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額（市町村がこれを勘案して別に定める場合は、その額）と規定

したほか、これらのサービス・活動の額や利用者負担については、食事代等

の実費相当の費用を事業の対象費用から除くことや、介護給付の利用者負担

割合（原則１割。一定以上所得者は２割又は３割。）等を勘案して利用者負担

を定める（特に従前相当サービスの場合）ことを規定している（省令第 140

条の 63 の２）。 

○ また、指定事業者に対して支払う第１号事業支給費の額については、厚生

労働省令で定めるところにより算定する額とされているが、この額について

は、厚生労働省令において、予防給付の介護予防訪問介護等に相当するサー

ビスの額（市町村がこれを勘案して別に定める場合は、その額）を規定した

ほか、これらのサービスの額や利用者負担については、食事代等の実費相当

の費用を事業の対象費用から除くことや、介護給付の利用者負担割合（原則

１割。一定以上所得者は２割又は３割。ただし、負担割合３割については、

平成 30 年８月からの取扱。）等を勘案して利用者負担を定める（特に従前の

介護予防訪問介護等に相当するサービスの場合）ことを規定している。（施行

規則第 140 条の 63 の２） 

※ 第１号事業支給費の支給に当たっては、給付と同様、指定事業者に対して国保連

合会経由で支払いすることができる旨規定されている（（10）審査支払の国保連合会

の活用を参照）。 

 

※ 第１号事業支給費の支給に当たっては、従前の給付と同様、指定事業者に対して

国保連合会経由で支払いすることができる旨規定されている。（（10）審査支払の国

保連合会の活用を参照） 

（市町村の裁量による指定・指定拒否） （市町村の裁量による指定・指定拒否） 

○ 給付に係る事業者の指定においては、基準について遵守してサービス・活

動を提供できる者と認められる場合にあっては原則指定することと取り扱

われている。しかし、総合事業は、市町村が地域の実情に応じて居宅要支援

○ 給付に係る事業者の指定においては、基準について遵守してサービスを提

供できる者と認められる場合にあっては原則指定することと取り扱われて

いる。しかし、総合事業は、市町村が地域の実情に応じて居宅要支援被保険
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被保険者等に対する多様な支援の形を作っていくものであり、また、委託等

による事業実施の一類型として指定の仕組みが位置づけられるものである

ことなどから、市町村の指定について裁量が認められる幅は広いことを想定

している。市町村はその事業者の指定申請に対しては、公正な手続等に留意

しつつ、例えば、公募等により、既存のサービス・活動の量の兼ね合いを踏

まえつつ、市町村による介護保険の運営において適切と認められる事業者に

限って指定し、又は要綱に規定された計画量を超える場合などは指定を行わ

ないなどの取扱いも考えられる。 

 

者等に対する多様な支援の形を作っていくものであり、また、委託等による

事業実施の一類型として指定の仕組みが位置づけられるものであることな

どから、市町村の指定について裁量が認められる幅は広いことを想定してい

る。市町村はその事業者の指定申請に対しては、公正な手続等に留意しつつ、

例えば、公募等により、既存のサービスの量の兼ね合いを踏まえつつ、市町

村による介護保険の運営において適切と認められる事業者に限って指定し、

又は要綱に規定された計画量を超える場合などは指定を行わないなどの取

扱いも考えられる。 

（指定の有効期間） （指定の有効期間） 

○ また、その指定の有効期間について、予防給付では一律６年と定められて

いるが、総合事業においては、市町村が地域の実情に応じ事業を柔軟に実施

できるよう、その指定の有効期間については、省令において市町村が定める

ものと規定している（省令第 140 条の 63 の７）。 

○ また、その指定の有効期間について、現行の予防給付では一律６年と定め

られている。総合事業においては、市町村が地域の実情に応じ事業を柔軟に

実施できるよう、その指定の有効期間については、厚生労働省令において市

町村が定めるものと規定している。（施行規則第 140 条の 63 の７） 

○ 市町村において指定の有効期間を定めるに当たっては、必ずしも６年を前

提としたものではなく、それより長くも短くも定めることも可能であること

から、市町村において地域の実情に応じてその期間を検討し、定める。 

 

○ 市町村において指定の有効期間を定めるに当たっては、必ずしも６年を前

提としたものではなく、それより長くも短くも定めることも可能であること

から、市町村において地域の実情に応じてその期間を検討し、定める。 

（他市町村における指定事業者の指定） （他市町村における指定事業者の指定） 

○ 予防給付において、被保険者は、他市町村に所在する事業所についても利

用することが可能となっており、総合事業においても同様である。 

○ 予防給付においては、他市町村に所在する事業所についても利用すること

が可能となっており、総合事業においても、市町村境に所在する事業所など

他市町村の被保険者が利用する場合が生じると考えられる。 

○ 保険者である市町村は、他の市町村に所在する事業者のサービスを利用す

る被保険者の便の観点から、当該事業所の指定について配慮することが適当

である。また、事業所も、所在市町村以外の市町村の利用者がいる場合は、

当該他の市町村への指定申請の手続きを行うことが適当である。 

○ 保険者である市町村は、他の市町村に所在する事業者のサービスを利用す

る被保険者の便の観点から、当該事業所の指定について配慮することが適当

である。また、事業所も、所在市町村以外の市町村の利用者がいる場合は、

当該他の市町村への指定申請の手続きを行うことが適当である。 

○ 「他市町村（市町村Ａ）」が自らの市町村内に所在しない指定事業者の基準

を定める際には、例えば、当該基準については所在する市町村（市町村Ｂ）

の基準による旨を規定することにより、市町村Ｂに所在し、当該市町村Ｂか

ら指定がある事業所について申請があった場合には、審査の過程を簡略化す

ることも考えられる。 

 

○ 「他市町村（市町村Ａ）」が自らの市町村内に所在しない指定事業者の基準

を定める際には、例えば、当該基準については所在する市町村（市町村Ｂ）

の基準による旨を規定することにより、市町村Ｂに所在し、当該市町村Ｂか

ら指定がある事業所について申請があった場合には、審査の過程を簡略化す

ることも考えられる。 

（指定事業者に対する指導・監督） （指定事業者に対する指導・監督） 

○ 市町村においては、以下のように、都道府県等による給付の指定事業者の

指導・監督において不適切な事例が見つかった場合に、都道府県と連携して

指導・監督を行うなど、効率的に適切な総合事業の実施に努める。 

○ 市町村においては、以下のように、都道府県等による給付の指定事業者の

指導・監督において不適切な事例が見つかった場合に、都道府県と連携して

指導・監督を行うなど、効率的に適切な総合事業の実施に努める。 

○ 総合事業の実施者が介護給付に係るサービスの指定を受け、要介護者及び

居宅要支援被保険者双方にサービス提供を行っている場合には、訪問介護事

○ 既存の介護サービス事業者については、引き続き、要介護者及び要支援者

双方にサービス提供を行うことが想定されることから、訪問介護事業者や通
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業者や通所介護事業者に対して指定を行い、その指導・監督を行う都道府県

が関与することが適当である。そのため、都道府県においては、その指導・

監督において、不正請求や運営基準違反等が判明した場合には、その勧告命

令や指定の取消を行うとともに、必要な情報を市町村に提供し、共同で指導・

監督を行うなど、市町村に配慮した指導・監督を行うことが望ましい。 

所介護事業者に対して指定し、その指導・監督を行う都道府県が関与するこ

とが適当である。そのため、都道府県においては、その指導・監督において、

不正請求や運営基準違反等が判明した場合には、その勧告命令や指定の取消

を行うとともに、必要な情報を市町村に提供し、共同で指導・監督を行うな

ど、市町村に配慮した指導・監督を行うことが望ましい。 

○ また、それ以外の事業者に対する指導・監督においては、そのサービス・

活動の内容等に応じた形で実施されることが望ましい。例えば、地域包括支

援センターがケアマネジメントによりそのサービス・活動の提供状況につい

て一定程度把握していることから、そこを端緒として必要な指導・監督を行

っていくことも考えられる。 

○ また、それ以外の事業者に対する指導・監督においては、そのサービス内

容等に応じた形で実施されることが望ましい。例えば、地域包括支援センタ

ーがケアマネジメントによりそのサービスの提供状況について一定程度把

握していることから、そこを端緒として必要な指導・監督を行っていくこと

も考えられる。 

○ 指導監査等の介護保険法等の根拠について整理すると以下のとおりとな

っているので、これらに基づき実施する。 

○ 指導監査等の介護保険法等の根拠について整理すると以下のとおりとな

っているので、これらに基づき実施する。 

 

 指定事業者 指定事業者以外の事業者 

指導 
実地指導 

介護予防・日常生活支援

総合事業の適切かつ有効

な実施を図るための指針

（厚生労働省告示第 196

号）に基づき実施。 

介護予防・日常生活支援

総合事業の適切かつ有効

な実施を図るための指針

（厚生労働省告示第 196

号）に基づき実施。 

市町村は、契約書又 

は補助要綱等に盛り込ん

だ上で実施する。 

集団指導 

監査 
介護保険法第 115条の 45の規定により

実施。 
 

 

 指定事業者 指定事業者以外の事業者 

指導 
実地指導 

介護予防・日常生活支援

総合事業の適切かつ有効

な実施を図るための指針

（厚生労働省告示第 196

号）に基づき実施。 

介護予防・日常生活支援

総合事業の適切かつ有効

な実施を図るための指針

（厚生労働省告示第 196

号）に基づき実施。 

市町村は、契約書又 

は補助要綱等に盛り込ん

だ上で実施する。 

集団指導 

監査 
介護保険法第 115条の 45の規定により

実施。 
 

（その他） （その他） 

○ 事業を廃止又は休止しようとする指定介護予防サービス事業者は、その廃

止又は休止の１カ月前までにその旨を都道府県知事に届け出なければなら

ない旨規定されている（法第 115 条の５）。 

○ 事業を廃止又は休止しようとする指定介護予防サービス事業者は、その廃

止又は休止の１カ月前までにその旨を都道府県知事に届け出なければなら

ない旨規定されている（法第 115 条の５）。 

○ 総合事業の指定においても、利用者保護の観点から、省令第 140 条の 62 の

３第２項第６号及び同項第７号に基づき、市町村において同様の規定を設

け、届け出があった場合には必要に応じて利用者の受け入れ先の調整などを

行うこと。 

○ 総合事業の指定においても、利用者保護の観点から、市町村において同様

の規定を設け、届け出があった場合には必要に応じて利用者の受け入れ先の

調整などを行うことが望ましい。 
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（削除）  

 

（４） サービス・活動の基準 

 

（４） サービスの基準 

（総合事業によるサービス・活動に対する基準） （総合事業によるサービスに対する基準） 

○ 総合事業によるサービス・活動に関する基準については、それぞれのサー

ビス・活動の内容に応じて、以下のような考え方に基づいて、市町村におい

て定める。 

○ 総合事業によるサービスに関する基準については、それぞれのサービス内

容に応じて、以下のような考え方に基づいて、市町村において定める。 

○ なお、法令上、総合事業によるサービス・活動に対する基準については、

①サービスの実施に当たって必ず遵守すべき基準（法第 115 条の 45 第１項

第１号イからニまで）、②委託する際に受託者が適合すべき基準（法第 115 条

の 47 第５項）及び③指定事業者の指定に当たって遵守すべき基準（法第 115

条の 45 の５第２項）が規定されており、市町村はこれらの基準は遵守する

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ なお、法令上、総合事業によるサービスに対する基準については、①サー

ビスの実施に当たって必ず遵守すべき基準（法第 115 条の 45 第１項第１号

イからニまで）、②委託する際に受託者が適合すべき基準（法第 115 条の 47

第４項）及び③指定事業者の指定に当たって遵守すべき基準（法第 115 条の

45 の５第２項）が規定されており、市町村はこれらの基準は遵守する必要が

ある。 
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（削除） 表 15 サービスの基準のイメージ（例） 

  

  

① 従前相当サービス ① 従前の介護予防訪問介護等に相当するサービス 

・ このサービスに係る指定事業者の指定に当たっては、国が示す従前相

当サービスの基準による。 

・ このサービスに係る指定事業者の指定に当たっては、国が示す介護予

防訪問介護等に相当するサービスの基準による。 

なお、訪問型サービスと通所型サービスが併設されている場合で、利

用者へのサービス提供に支障がない場合は、基準上両方のサービスに

規定がある事務室、基準上規定がない玄関、廊下、階段などの設備につ

いて共用が可能であること。 

なお、平成 30 年度以降も、市町村において、従前の介護予防訪問介

護等に相当するサービスを実施することが可能である。また、訪問型サ

ービスと通所型サービスが併設されている場合で、利用者へのサービ

ス提供に支障がない場合は、基準上両方のサービスに規定がある事務

室、基準上規定がない玄関、廊下、階段などの設備について共用が可能

であること。 

 

② サービス・活動Ａ（多様な主体によるサービス・活動） ② 緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ） 

・ サービス・活動Ａは介護サービス事業者等以外の多様な主体によるサ

ービス・活動であり、その実施に当たっては、指定事業者によるサービ

ス提供と、委託によるものが想定される。 

 

・ 緩和した基準によるサービスの実施に当たっては、指定事業者による

サービス提供と、委託によるものが想定される。 
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（指定事業者によるサービス・活動の実施） （指定事業者によるサービス提供） 

・ 指定事業者の指定に当たって遵守すべき基準はサービス・活動の内容

に応じ市町村が定める。 

・ 指定事業者の指定に当たって遵守すべき基準はサービス内容に応じ

市町村が定める。 

（削除） ・ 具体的に考えられる基準の例については、訪問型サービス、通所型サ

ービスについて、参考として、それぞれ表 15 のとおり示す。 

※ 指定事業者についても、総合事業を実施するに当たっては、国で定

める「必ず遵守すべき基準」として以下の４つの基準を遵守する必要

があることから、市町村においてはこれらの基準を必ず指定事業者

の指定に係る基準として規定する（（４）サービス・活動の基準を参

照）。 

※ 指定事業者についても、総合事業を実施するに当たっては、国で定

める「必ず遵守すべき基準」として以下の４つの基準を遵守する必要

があることから、市町村においてはこれらの基準を必ず指定事業者

の指定に係る基準として規定する（（４）サービスの基準を参照）。 

 事故発生時の対応  事故発生時の対応 

 従事者又は従事者であった者による秘密保持  従事者又は従事者であった者による秘密保持 

 従事者の清潔保持と健康状態の管理 

 継続利用要介護者利用時の対応 

 変更・再開の届出 

 従事者の清潔保持と健康状態の管理 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

（委託による実施：受託者が適合すべき基準） （委託による実施：受託者が適合すべき基準） 

・ 市町村が委託により実施するに当たって、市町村から委託を受けた受

託者が適合すべき基準（「厚生労働省令で定める基準」）は、以下のとお

り規定している（省令第 140 条の 69）。 

・ 市町村が委託により実施するに当たって、市町村から委託を受けた受

託者が適合すべき基準（「厚生労働省令で定める基準」）は、以下のとお

り規定している。（施行規則第 140 条の 69） 

 訪問型サービス、通所型サービス及びその他生活支援サービスは、

サービスの実施に当たって、国で定める「必ず遵守すべき基準」に基

づき、総合事業を実施できること 

 訪問型サービス、通所型サービス及びその他の生活支援サービス

は、サービスの実施に当たって、国で定める「必ず遵守すべき基準」

に基づき、総合事業を実施できること 

 第１号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）を行う者は、

地域包括支援センターの設置者であること（指定居宅介護支援事業

者への一部委託も可能） 

 第１号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）を行う者は、

地域包括支援センターの設置者であること（指定居宅介護支援事業

者への一部委託も可能） 

・ 「必ず遵守すべき基準」の具体的な項目については、以下を規定して

いる（省令第 140 条の 62 の３第２項）。 

 

・ 「必ず遵守すべき基準」の具体的な項目については、以下を規定して

いる。（施行規則第 140 条の 62 の３第２項） 

 事故発生時の対応  事故発生時の対応 

 従事者又は従事者であった者による秘密保持  従事者又は従事者であった者の秘密保持 

 従事者の清潔保持と健康状態の管理 

 継続利用要介護者利用時の対応 

 変更・再開の届出 

 従業者の清潔保持と健康状態の管理 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

 

 廃止・休止の届出と便宜の提供 

③ サービス・活動Ｂ（住民主体によるサービス・活動） ③ 住民主体による支援（訪問型サービスＢ、通所型サービスＢ） 
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・ サービス・活動Ｂは有償・無償のボランティア活動などの地域住民の

主体的な活動を行う団体及び当該活動を支援する団体により提供され

る、住民主体によるサービス・活動（サービス･活動Ｄに該当するもの

を除く）であり、その自主性等にかんがみ、主に補助・助成によること

を想定している。その基準においても、同様にその自主性を尊重しつつ

設定することが望ましく、最低限の基準としては、「必ず遵守すべき基

準」※に基づき実施することを想定している（省令第 140 の 62 の３第

２項）。 

・ ボランティアによる支援については、その自主性等にかんがみ、主に

補助（助成）によることを想定している。その基準においても、同様に

その自主性を尊重しつつ設定することが望ましく、最低限の基準として

は、「必ず遵守すべき基準」※に基づき実施することを想定している（表

15）。（施行規則第 140 の 62 の３第２項） 

※ 「必ず遵守すべき基準」の具体的な項目については、前述のとおり。 ※ 「必ず遵守すべき基準」の具体的な項目については、前述のとおり。 

・ サービスの提供主体は補助・助成を受ける事業者となるが、総合事業

の実施に当たっては、「必ず遵守すべき基準」に基づいて実施すること

が必要であることから、補助金・助成金の交付条件等として当該基準を

遵守するよう定める必要がある。 

・ サービスの提供主体は補助（助成）を受ける事業者となるが、総合事

業の実施に当たっては、「必ず遵守すべき基準」に基づいて実施するこ

とが必要であることから、補助金（助成金）の交付条件等として当該基

準を遵守するよう定める必要がある。 

④ サービス・活動Ｃ（保健・医療専門職によるサービス・活動） ④ 保健師やリハビリテーション専門職等が行う短期集中予防サービス（訪

問型サービスＣ、通所型サービスＣ） 

・ サービス・活動Ｃは高齢者の目標達成のための計画的な支援を短期集

中的に行うことにより、介護予防及び自立支援の効果が増大すると認め

られる者に対し、３～６か月の期間を定めて保健・医療専門職により提

供されるサービス・活動であるもの。 

・ 当該サービスは地域の実情や考え方に応じて実施され、その基準等に

ついては市町村が独自に定めるものである。国で定める「必ず遵守すべ

き基準」については、市町村がそれぞれに定める基準に含めて実施する。 

 

 

 

 

・ 当該サービスも、市町村の地域の実情や考え方に応じて、実施される

ものであり、その基準等についても市町村において独自に定める。国で

定める「必ず遵守すべき基準」は、市町村がそれぞれに定める基準に含

めて実施する。 

・ 市町村の直接実施や委託による実施を行うことが想定される。委託に

よる実施における基準は、前述のとおり。また、直接実施においても同

様であり、総合事業として実施するためには、上述の「必ず遵守すべき

基準」を満たすことが必要である。 

・ 市町村の直接実施や委託による実施を行うことが想定される。委託に

よる実施における基準については、前述のとおり。また、直接実施にお

いても同様であり、総合事業として実施するためには、上述の「必ず遵

守すべき基準」を満たすことが必要となる。 

⑤ サービス・活動Ｄ（移動支援）  

・ 有償・無償のボランティア活動などの地域住民の主体的な活動を行う

団体及び当該活動を支援する団体より提供される、住民主体によるサー

ビス・活動のうち、移動支援や移送前後の生活支援のみを行うサービス・

活動。 

・ サービス・活動Ｂ同様、その自主性等にかんがみ、主に補助・助成に

よることを想定している。その基準においても、同様にその自主性を尊

重しつつ設定することが望ましく、最低限の基準としては、「必ず遵守

すべき基準」に基づき実施することを想定している。 

・ サービスの提供主体は補助・助成を受ける事業者となるが、総合事業

の実施に当たっては、「必ず遵守すべき基準」に基づいて実施すること
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が必要であることから、補助金・助成金の交付条件等として当該基準を

遵守するよう定める必要がある。 

  

○ なお、総合事業によるサービス・活動の実施に当たって、個人情報の保護

という観点から、総合事業を実施する場合には、「従事者又は従事者であった

者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らすことがないよう、必要な措置が講じられていること」とされている。そ

のため、市町村においては、当該基準を遵守するために、事業者等に対する

委託契約や指定における基準、補助の条件として、当該基準を遵守すること

を定めることとなる。 

○ なお、総合事業によるサービス提供に当たって、個人情報の保護という観

点から、総合事業を実施する場合には、「従事者又は従事者であった者が、正

当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこと

がないよう、必要な措置が講じられていること」とされている。そのため、

市町村においては、当該基準を遵守するために、事業者等に対する委託契約

や指定における基準、補助の条件として、当該基準を遵守することを定める

こととなる。 

○ 予防給付においては、「従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない」とされているが、当該規

定は、指定介護予防サービス事業者に対して遵守すべき基準として課せられ

ているものであり、従業者が個人情報を漏洩した場合も、あくまでも事業者

の指定が取り消されるだけであり、その従業者に対して罰則等が課せられる

ものではない。 

この点、予防給付も総合事業も同様であり、サービス・活動の実施者は、

サービス・活動に従事する者との契約等により、個人情報が漏洩しないよう

担保するものである。 

○ 予防給付においては、「従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない」とされているが、当該規

定は、指定介護予防サービス事業者に対して遵守すべき基準として課せられ

ているものであり、従業者が個人情報を漏洩した場合も、あくまでも事業者

の指定が取り消されるだけであり、その従業者に対して罰則等が課せられる

ものではない。 

この点、予防給付も総合事業も同様であり、サービスを提供する事業者等

は、サービスに従事する者との契約により、個人情報が漏洩しないよう担保

するものである。 

○ また、通所型サービスのうち従前相当サービス以外の多様なサービス・活

動のみを実施する建築物については、「建築基準法施行令第 19 条第１項に規

定する児童福祉施設等の範囲について（周知）」（令和６年４月 12 日厚生労

働省老健局認知症施策・地域介護推進課事務連絡）で示したとおり、建築基

準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 19 条第１項に規定する児童福祉施

設等に当たらないため、採光の基準が適用されないが、市町村が基準を定め

る際は、日照・採光・換気等、利用者の保健衛生等について十分考慮するこ

と。 

 

 

（５） 給付と一体的に実施する場合における給付の基準緩和 （５） 給付と一体的に実施する場合における給付の基準緩和 

○ 総合事業を実施するに当たっては、介護サービス事業者が、居宅要支援被

保険者等と要介護者に対して一体的にサービスを提供することも想定され

ることから、要介護者に対する介護給付の基準について、居宅要支援被保険

者等に対する総合事業を同一の事業所において一体的に実施する場合には、

基準緩和策を設けている。 

 

○ 総合事業を実施するに当たっては、引き続き介護サービス事業者が、居宅

要支援被保険者等と要介護者とを一体的にサービスを提供することも想定

されることから、要介護者に対する介護給付の基準について、居宅要支援被

保険者等に対する総合事業を同一の事業所において一体的に実施する場合

には、基準緩和策を設けている。 

（従前相当サービスと一体的に実施する場合） （従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスと一体的に実施する場合） 

・ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号。以下「老企第 25 号」という。）の第

 従業者の専従義務について、総合事業を実施する場合に緩和しているた

め、平成 26 年の改正法第５条による改正前の法（以下「旧法」という。）
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２の３等において、従前相当サービスと介護給付の訪問介護や通所介護等

を一体的に行う場合には、従前サービスの人員、設備及び運営の基準を満

たすことをもって、給付の基準を満たすこととされている。 

・ 具体的には、訪問介護については「指定居宅サービスにおいても、第一

号訪問事業（指定介護予防訪問介護に相当するものとして市町村が定める

ものに限る。以下同じ。）においても、訪問介護員等を常勤換算方法で 2.5

人以上配置しなければならないとされているが、同じ事業所で一体的に運

営している場合には、合わせて常勤換算方法で５人以上を置かなければな

らないという趣旨ではなく、常勤換算方法で 2.5 人以上配置していること

で、指定居宅サービスに該当する訪問介護も、第一号訪問事業も、双方の

基準を満たすこととするという趣旨である。」とされており、通所介護に

ついては「例えば、定員 30 人の指定通所介護事業所においては、機能訓

練室の広さは 30 人×３㎡＝90 ㎡を確保する必要があるが、この 30 人に

第一号通所事業（指定介護予防通所介護に相当するものとして市町村が定

めるものに限る。以下同じ。）の利用者も含めて通算することにより、要介

護者 15 人、要支援者 15 人であっても、あるいは要介護者 20 人、要支援

者 10 人の場合であっても、合計で 90 ㎡が確保されていれば、基準を満た

すこととするという趣旨である。」とされている。 

・ なお、同通知において、「居宅サービスと介護予防サービスを同一の拠

点において運営されている場合であっても、完全に体制を分離して行われ

ており一体的に運営されているとは評価されない場合にあっては、人員に

ついても設備、備品についてもそれぞれが独立して基準を満たす必要があ

る」とされているため、一体的な運営が行われているかについては留意す

る必要がある。 

 

第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護に相当するものとして市

町村が定める第一号訪問事業又は旧法第８条の２第７項に規定する介護

予防通所介護に相当するものとして市町村が定める第一号通所事業の人

員及び設備基準を満たすことをもって、給付の基準を満たす。 

（サービス・活動Ａと一体的に実施する場合） （緩和した基準によるサービスと一体的に実施する場合） 

・ サービス・活動Ａは多様な主体によるサービスの実施を想定しているが、

介護事業者が行う場合には、介護給付の訪問介護や通所介護等と一体的に

実施することも可能であり、老企第 25 号の第２の３等においては、「指定

居宅サービスと緩和した基準による第一号訪問事業等を一体的に運営す

る場合には、緩和した基準による第一号訪問事業等については、市町村が

サービス内容等に応じて基準を定められるが、例えば、サービス提供責任

者であれば、要介護者数で介護給付の基準を満たす必要があるので留意さ

れたい」とされている。 

・ 一体的に実施する場合には、プログラム等を分けるなど、要介護者への

処遇に影響を与えないことを前提に、居宅要支援被保険者等については市

町村が定めたサービス・活動Ａの基準による人員配置等により実施するこ

ととなる。 

  プログラム等を分けるなど、要介護者への処遇に影響を与えないことを

前提に、居宅要支援被保険者等については総合事業の基準による人員配置

等を可能とする。 
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（削除）  

（削除）  

（６） 単価等 （６） 単価等 

（概要） （総合事業によるサービスの内容） 

○ 総合事業はそのサービス・活動の内容に応じた単価設定が基本であるが、

それぞれの単価の設定について考え方を整理すると、以下のとおり。 
○ 総合事業は、市町村が居宅要支援被保険者等に対して、 

①従前の訪問介護、通所介護に相当するサービス 

②緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ） 
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 ③住民主体による支援（訪問型サービスＢ、通所型サービスＢ） 

 ④保健師やリハビリテーション専門職等が行う短期集中予防サービス（従来

の２次予防事業に相当）（訪問型サービスＣ、通所型サービスＣ） 

 などの多様な主体による多様なサービスの提供を可能とするものであり、その

サービス内容に応じた単価設定が基本であるが、それぞれの単価の設定につい

て考え方を整理する。 

 

（従前相当サービス） （従前の介護予防訪問介護等に相当するサービス） 

○ 居宅要支援被保険者等が個別のサービスを受けその利用状況に応じて対

価を支払うサービスであり、指定事業者によるサービス提供（第１号事業支

給費の支給）により、事業を実施する。 

○ 居宅要支援被保険者等が個別のサービスを受けその利用状況に応じて対

価を支払うサービスであり、指定事業者によるサービス提供（第１号事業支

給費の支給）により、事業を実施する。 

○ 第１号事業支給費の額（サービス単価）については、省令により、国が定

める額か、市町村において、国が定める額を勘案して、個別の額（サービス

単価）を定めることと規定している（省令第 140 条の 63 の２第１項第１号）。 

○ 第１号事業支給費の額（サービス単価）については、厚生労働省令により、

市町村において、国が定める額を勘案して、個別の額（サービス単価）を定

めることと規定している。（施行規則第 140 条の 63 の２第１項） 

※ 国が定める額は、「介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項

第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準」（令和３年厚生労働省告示第

72 号。以下「第１号事業費告示」という。）に定める単位数に、厚生労働大

臣が定める一単位の単価（平成 27 年厚生労働大臣告示第 93 号。以下「単価

告示」という。）に掲げる訪問介護又は通所介護に係る１単位の単価を乗じ

て得た額（１円未満の端数切り捨て）である。 

※ 国が定める額は、単位で規定。 

○ なお、市町村が別に第１号事業支給費の額を定める場合は、第１号事業費

告示別表１又は別表２に定める単位数を変更すること（単位数の引上げも可

能）によることとし、第１号事業費告示に定める加算等とは異なる加算等を

設けることはできないこととする。 

○ 市町村は、サービス単価を設定するに当たって、訪問介護員等による専門

的サービスであること、設定する人員基準、運営基準等の内容等を勘案し、

地域の実情に応じつつ、国が定める額を勘案しつつ、ふさわしい単価を定め

ることが望ましい（省令第 140 条の 63 の２第２項）。 

（新設） 

 

 

 

○ 市町村は、サービス単価を設定するに当たって、訪問介護員等による専門

的サービスであること、設定する人員基準、運営基準等の内容等を勘案し、

地域の実情に応じつつ、国が定める額を勘案しつつ、ふさわしい単価を定め

ることが望ましい。（施行規則第 140 条の 63 の２第２項） 

（削除） ○ 単価は、月当たりの包括単価とする場合の他、利用１回ごとの出来高で定

めることができるが、この場合、月の合計単価は包括単価を勘案する。 

（削除） ○ 限度額管理外とする加算については、国において定められている加算（中

山間地域の小規模事業所に対する加算や特別地域加算、処遇改善加算等）の

み、その範囲内で定めることができるものとする。 

 

（サービス・活動Ａのうち、指定事業者によるもの） （緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ、通所型サービスＡ）：指定

事業者によるサービス提供によるもの） 

○ 居宅要支援被保険者等が個別のサービスを受けその利用状況に応じて対

価を支払うサービスであり、指定事業者によるサービス提供（第１号事業支

○ 居宅要支援被保険者等が個別のサービスを受けその利用状況に応じて対

価を支払うサービスであり、指定事業者によるサービス提供（第１号事業支
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給費の支給）により、事業を実施する。 給費の支給）により、事業を実施する。 

○ 第１号事業支給費の額（サービス単価）については省令により、市町村に

おいて、国が定める額を勘案した額を個別の額（サービス単価）として定め

ることと規定しており、市町村は、サービス内容や時間、基準等を踏まえ定

める（省令第 140 条の 63 の２第１項第３号）。 

○ 第１号事業支給費の額（サービス単価）については厚生労働省令により、

市町村において、国が定める額を勘案した額を個別の額（サービス単価）と

して定めることと規定しており、市町村は、サービス内容や時間、基準等を

踏まえ定める。 

○ サービス単価は、サービス・活動Ａの内容、介護人材の確保の状況、事業

の利用者数の見込み、採算性及び事業運営の継続性等を踏まえ、第１号事業

費告示に定める単位数の変更や当該告示に定めのない加算等を市町村が独

自に設定すること等、柔軟な設定が可能であるほか、従前相当サービス（指

定相当サービス）の額を上回る額とすることも可能であるほか、定額とする

ことも可能である。 

○ なお、令和６年度の見直しにより通所型サービス（従前相当サービス）に

おける事業所評価加算が廃止されたところであるが、サービス・活動Ａにお

いて市町村が独自に事業所評価加算を設定する場合には、引き続き国保連合

会での審査等が可能である。この場合の事務処理手順等については、「事業所

評価加算に関する事務処理手順及び様式例について」（平成 18 年９月 11 日

老振発第 0911001 号・老老発第 0911001 号厚生労働省老健局振興課長・老人

保健課長連名通知）を参照のこと。 

 

○ 単価は、月当たりの包括単価、利用１回ごとの出来高のいずれも可能であ

る。 

（その他の訪問型サービス・通所型サービス） （その他の訪問型サービス・通所型サービス） 

○ 上記以外のものについては、委託の場合の単価設定、あるいは補助におけ

る補助単価の設定ということになる。 

○ 上記以外のものについては、委託の場合の単価設定、あるいは補助におけ

る補助単価の設定ということになる。 

○ 委託の場合の単価については、必ずしも市町村において居宅要支援被保険

者等個々人に対する個別のサービス単価を設定するものではないことが多

いと考えられるため、利用者１人当たりの設定とするほか、委託事業の実施

のために必要となる経費を総額で支払う方法、状態の維持・改善や社会参加

等につながった者の数等の事業効果に対する評価の結果に応じて支払う方

法等が考えられ、市町村において適切な設定を行う。 

○ 委託の場合の単価については、必ずしも市町村において居宅要支援被保険

者等個々人に対する個別のサービス単価を設定するものではないことが多

いと考えられるため、指定事業者の場合に国が定める額と厳密に比較するこ

とになじまないが、事業の実施に当たって、市町村は、利用者一人当たりに

要する費用について国が定める額を勘案し、事業を計画して実施する。 

○ ただし、保健師やリハビリテーション専門職等が関与する短期集中予防サ

ービスについては、医療・保健の専門職が関与するものであることから、こ

の限りではない※。 

○ ただし、保健師やリハビリテーション専門職等が関与する短期集中予防サ

ービスについては、医療・保健の専門職が関与するものであることから、こ

の限りではない※。 

※ ただし、そのような保健師やリハビリテーション専門職等が関与する短期集中予

防サービスは、事業の効果的かつ効率的な実施という観点から、３～６ヶ月等の期

間を限定して実施されるべきものである。 

※ ただし、そのような保健師やリハビリテーション専門職等が関与する短期集中予

防サービスは、事業の効果的かつ効率的な実施という観点から、３～６ヶ月等の期

間を限定して実施されるべきものである。 

○ また、補助・助成の方式により事業実施するものについては、支援の内容

に応じ、市町村が適切な補助単価の設定を行う。 

○ また、補助（助成）の方式により事業実施するものについては、支援の内

容に応じ、市町村が適切な補助単価の設定を行う。 

○ なお、地域共生社会の観点から、居宅要支援被保険者等以外の高齢者、障

害者、児童等を対象に含めた住民主体による支援を実施する場合には、以下

○ なお、共生社会の観点から、要支援者、チェックリスト該当者、継続利用

要介護者以外の高齢者、障害者、児童等を対象に含めた住民主体による支援
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を参照のうえ、補助・助成の額を決定する。 

① 居宅要支援被保険者等以外の者に対するサービス・活動を付随的な活動

とみなし定額を補助・助成する方法 

居宅要支援被保険者等とそれ以外の者ごとの利用人数の記録・交付金の

申請額の計算等に住民コストが発生することを踏まえ、住民活動を地域で

幅広く展開していく観点から、市町村が当該居宅要支援被保険者等以外の

活動を事業の目的を達成するための附随的な活動であると判断する場合

は、補助・助成対象経費のうち、当該サービス・活動に係る活動の立上げ

支援、活動場所の借上げに要する費用、光熱水費、利用者の利用調整等を

行う者に対する人件費（賃金等）の一部について、市町村が定める額を補

助・助成することができる。 

また、利用者に対し支援を行う者のボランティア活動に対する奨励金

（謝礼金）については、居宅要支援被保険者等に対するサービス・活動に

支障がないと認められる場合は、介護給付に係る兼務の考え方と同様に、

居宅要支援被保険者等以外の者に対するものを含めて補助・助成すること

も差し支えないものとする。 

なお、この場合においても、市町村は、居宅要支援被保険者等の利用者

数について、適宜適切に把握（通常の場合と同様、団体等の負担に配慮し、

時期については年度内の適切な時期とすることや、利用実績の有無によら

ず登録者の数とすること等も可能）すること。 

※ 国において、毎年３月の利用状況等を調査する予定であることから、

少なくとも３月の利用状況等は把握する。 

② 対象者の割合に応じた按分による方法 

①によりがたい場合は、補助・助成対象経費について、サービス・活動

Ｂ又はサービス・活動Ｄに該当する活動に係る居宅要支援被保険者等以外

の者を含む利用者の総数に占める当該利用者のうち居宅要支援被保険者

等の数（以下②において「対象者数割合」という。）に応じて按分等を行

う。 

ただし、住民主体の自主的な取組や活動を阻害しない観点から、対象者

数割合が 100 分の 50 を超える場合は、対象経費の総額を補助・助成して

差し支えないこととする。 

を実施する場合、支援の対象の半数以上が要支援者、チェックリスト該当者、

継続利用要介護者であれば、運営費全体を補助することが可能である。また、

半数を下回る場合は、利用者数で按分する等、合理的な方法で総合事業の対

象を確定することで、その範囲において、運営費補助の対象となること。 

例１：利用者が、要介護者（継続利用要介護者は含まない。）15 人、障害者

15 人、居宅要支援被保険者等 70 人の場合 

例１：利用者が、要介護者（継続利用要介護者は含まない。）15 人、障害者

15 人、要支援者・チェックリスト該当者・継続利用要介護者 70 人の場合 

→ ①又は②により、運営費全体を補助の対象とすることが可能。 → 運営費全体を補助の対象とすることが可能。 

例２：利用者が、要介護者（継続利用要介護者は含まない。）30 人、障害者

30 人、居宅要支援被保険者等 40 人の場合 

例２：利用者が、要介護者（継続利用要介護者は含まない。）30 人、障害者

30 人、要支援者・チェックリスト該当者・継続利用要介護者 40 人の場合 

→ ①により、居宅要支援被保険者等の利用について、市町村が当該居宅要

支援被保険者等以外の活動を事業の目的を達成するための附随的な活動

→ 運営費全体の 40/100 を補助の対象とすることが可能 
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であると判断する場合は、対象者割合によらず、定額補助等の方式により

補助・助成を行うことが可能。 

上記によりがたい場合には、②により、運営費全体の 40/100 を補助の

対象とすることが可能 

この他、居宅要支援被保険者等の人数に対して補助額を設定する等、市町

村における創意工夫が可能である。 

また、サービス・活動Ａを委託により実施する場合において、居宅要支援

被保険者等以外の者が、多様な主体が行う当該サービス・活動と同様の事業

を利用する場合において、上記の場合と同様、当該利用者に対する事業を高

齢者の選択肢の拡大に資する付随的な活動であると市町村が認める場合に

は、上記①及び②の考え方に準じて（この場合において、「ボランティア活動

に対する奨励金」については、委託業務に従事する職員の人件費等を含める

こととし、対象経費については、その他の直接経費を含むことができる。）委

託費を設定することができる。 

 

この他、居宅要支援被保険者等の人数に対して補助額を設定する等、市町

村における創意工夫が可能である。 

○ 訪問型サービス・活動Ｄ（移動支援）において、通院等をする場合におけ

る送迎前後の付き添い支援を行う場合には、移送に関する直接経費は対象と

ならず、サービスの利用調整の人件費等の間接経費のみが対象となる。また、

通所型サービスや一般介護予防事業における送迎をサービス･活動Ｄとして

実施する場合対象経費については、間接経費のほか、ガソリン代等送迎にか

かる実費、車両購入費等に対する補助等、具体的な対象経費について費用の

効率性の観点から市町村において判断するものである。 

 

 

（その他生活支援サービス） （その他の生活支援サービス） 

○ 単価は、サービス内容等に応じて、市町村が定めるものとする。 ○ 単価は、サービス内容等に応じて、市町村が定めるものとする。 

○ また、補助・助成の方式により事業実施するものについては、支援の内容

に応じ、市町村が適切な補助単価の設定を行う。 

 

○ また、補助（助成）の方式により事業実施するものについては、支援の内

容に応じ、市町村が適切な補助単価の設定を行う。 

（サービス単価の設定等に関する留意事項） （サービス単価の設定等に関する留意事項） 

○ 介護サービスの費用は、おおむねサービス・活動の実施にかかる人件費と

事業運営のための間接費で構成され、その比率は、訪問サービスの場合７：

３程度、通所サービスの場合５：５程度となっており、これを踏まえて単価

の検討を行うことが重要である。（図１） 

○ 介護サービスの費用は、おおむね提供者にかかる人件費と事業運営のため

の間接費で構成され、その比率は、訪問サービスの場合７：３程度、通所サ

ービスの場合５：５程度となっており、これを踏まえて単価の検討を行うこ

とが重要である。（図１） 

市町村が定める単価については、事業の継続性や介護人材の確保の状況も

考慮した上で設定することが重要である。 

基準緩和型の単価については、職員配置基準を緩和するのであれば人件費

に影響が出ること、設備基準を緩和すれば賃料等の間接費に影響が生じるこ

とを踏まえ、事業者の採算性も考慮した上で設定することが重要である。 

○ サービス単価の設定は、サービス･活動の実施者の採算に対して影響を与

えることから、これまで築き上げてきた地域や事業者との関係性を損ねるこ

○ サービス単価の設定は、サービス事業者の採算に対して影響を与えること

から、これまで築き上げてきた地域や事業者との関係性を損ねることのない
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とのないよう、単価や基準の設定の際には、地域のサービス・活動の量への

影響を考慮するため、サービス･活動の実施者の経営状況についてヒアリン

グを行い、根拠に基づく説明を行うなど、サービス･活動の実施者をはじめと

した関係機関と十分な協議を重ねること等が大切であること。 

よう、単価や基準の設定の際には、地域のサービス量への影響を考慮するた

め、サービス事業者の経営状況についてヒアリングを行い、根拠に基づく説

明を行うなど、サービス事業者をはじめとした関係機関と十分な協議を重ね

ること等が大切であること。 

また、市町村は、総合事業について、地域において必要と見込まれる事業

量の確保に努めること。 

また、市町村は、総合事業について、地域において必要と見込まれる事業

量の確保に努めること。 

○ サービス･活動の実施者が、市町村の圏域をまたがってサービス提供を行

っていることに鑑み、市町村独自の単価設定を行うことの必要性よりも、サ

ービス･活動の実施者の事務負担や効率的な事業実施への配慮の必要性が高

い場合には、周辺市町村の単価に倣った設定を行うことも考えられる。 

○ サービス事業者が、市町村の圏域をまたがってサービス提供を行っている

ことに鑑み、市町村独自の単価設定を行うことの必要性よりも、事業者の事

務負担や効率的な事業実施への配慮の必要性が高い場合には、周辺市町村の

単価に倣った設定を行うことも考えられる。 

○ 総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様

な主体が参画し、多様なサービス・活動を充実することで地域の支え合い体

制づくりを推進し、居宅要支援被保険者等に対する効果的かつ効率的な支援

等を可能とすることを目指すものであり、地域において総合事業を円滑に実

施するためには、市町村は、地域のニーズと、ニーズに対するサービスの供

給量を踏まえた介護専門職以外の担い手の確保に取り組む必要がある。（図

２） 

○ 総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様

な主体が参画し、多様なサービスを充実することで地域の支え合い体制づく

りを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とするこ

とを目指すものであり、地域において総合事業を円滑に実施するためには、

市町村は、地域のニーズと、ニーズに対するサービスの供給量を踏まえた介

護専門職以外の担い手の確保に取り組む必要がある。（図２） 

例えば、訪問型サービスについて、市町村が、訪問介護員の資格を持たな

い新たな担い手を想定し、従来と比較して低い単価を設定した場合におい

て、新しい担い手の養成が十分でなく、有資格職員が従事することになれば、

介護サービス事業所の収入減から、有資格職員の処遇悪化に繋がることが懸

念される等、単価の設定においては、地域における担い手の確保に関する見

通しの検討が重要である。 

基準緩和型の訪問型サービスについて、市町村が、訪問介護員の資格を持

たない新たな担い手を想定し、従来と比較して低い単価を設定した場合にお

いて、新しい担い手の養成が十分でなく、有資格職員が従事することになれ

ば、介護サービス事業所の収入減から、有資格職員の処遇悪化に繋がること

が懸念される等、単価の設定においては、地域における担い手の確保に関す

る見通しの検討が重要である。 

なお、介護専門職以外の担い手の確保については、生活支援体制整備事業

において、地域支援事業交付金の活用が可能である。 

なお、介護専門職以外の担い手の確保については、生活支援体制整備事業

において、地域支援事業交付金の活用が可能である。 

※ 東京都武蔵野市のように、訪問型サービスについて、既存の有資格職員

と、資格を持たない新たな担い手が提供を行う場合で、２種類の単価を設

定している例もある。 

※ 東京都武蔵野市のように、基準緩和型の訪問型サービスについて、既存

の有資格職員と、資格を持たない新たな担い手が提供を行う場合で、２種

類の単価を設定している例もある。 

○ サービス単価は設定を行った後、地域のサービス・活動の実施等への影響

について、事後検証を行うことが重要であり、サービス･活動の実施者をはじ

めとする地域の関係者との協議等を行い、必要に応じて、サービス単価の水

準等を見直すことで、より適切なサービス単価となる。 

○ サービス単価は設定を行った後、地域のサービス提供等への影響につい

て、事後検証を行うことが重要であり、サービス事業者をはじめとする地域

の関係者との協議等を行い、必要に応じて、サービス単価の水準等を見直す

ことで、より適切なサービス単価となる。 

（削除） ○ 国が定めたサービス単価を上回る設定を行う場合は、国において引上げ額

及びその理由を定期的に把握し、公表することとする。 

（図１） （略） 

 

 

 

（図１） （略） 
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（図２） （図２） 

 

 

（資料出所）「新しい総合事業の移行戦略－地域づくりに向けたロードマップ」セミナー

資料報告書（平成 27 年度老人保健健康増進等事業「地域支援事業の新しい総合事業

の市町村による円滑な実施に向けた調査研究事業」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング））を厚生労働省老健局で一部改変 

 

出典）「新しい総合事業の移行戦略－地域づくりに向けたロードマップ」セミナー資料

報告書（平成 27 年度老人保健健康増進等事業「地域支援事業の新しい総合事業の市町

村による円滑な実施に向けた調査研究事業」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティン

グ）） 

※ 各自治体における単価設定の事例 ※ 各自治体における単価設定の事例 

（略） （略） 

  

（介護予防ケアマネジメント） （介護予防ケアマネジメント） 

○ 介護予防ケアマネジメントは、直接実施又は委託により実施するものとさ

れていることから、前述のとおり、サービス単価を設定するということは必

ずしも生じないが、介護予防ケアマネジメントは居宅要支援被保険者等の個

人に対する個別のサービスであることから、委託に当たっては、１件当たり

の単価を設定することとし、その単価については、提供する内容等に応じて、

国が定める額を勘案して単価を市町村が定める。 

○ また、委託料については、介護予防ケアマネジメント計画等の作成実績な

ど居宅要支援被保険者等１人当たりの単価を定める方法のほか、介護予防ケ

アマネジメント計画等の作成件数では評価しがたい包括的な業務の体制整

○ 介護予防ケアマネジメントは、直接実施又は委託により実施するものとさ

れていることから、前述のとおり、サービス単価を設定するということは必

ずしも生じないが、介護予防ケアマネジメントは居宅要支援被保険者等の個

人に対する個別のサービスであることから、委託に当たっては、１件当たり

の単価を設定することとし、その単価については、提供する内容等に応じて、

国が定める額を勘案して単価を市町村が定める。 



 
 

98 
 

新 旧 

備のため、介護予防ケアマネジメント計画等の作成に至らない事業の実施の

ために必要となる人件費等の経費を包括的に支払う方法や、高齢者の選択を

支援する目標指向型の介護予防ケアマネジメントの実施に係る評価の結果

に応じて支払う方法等が考えられる。 

○ 介護予防ケアマネジメントの単価の設定に当たっては、介護予防ケアマネ

ジメント実施要領を参照のこと。 

 

（１単位当たりの単価設定） （１単位当たりの単価設定） 

○ 給付においては、１単位 10 円を基本としつつ、事業所の所在する市町村

の地域区分や各サービスの人件費割合に応じて、各サービスごとに、10 円か

ら 11.40 円までの間で、１単位当たりの単価が設定されている。 

○ 給付においては、１単位 10 円を基本としつつ、事業所の所在する市町村

の地域区分や各サービスの人件費割合に応じて、各サービスごとに、10 円か

ら 11.40 円までの間で、１単位当たりの単価が設定されている。 

○ 総合事業については、市町村において、訪問型サービスについては介護給

付の訪問介護の単価、通所型サービスについては介護給付の通所介護の単価

を設定する（例えば、３級地ではそれぞれ 11.05 円、10.68 円）。しかし、従

前相当サービス以外の訪問型サービス及び通所型サービスについては、市町

村の判断により、10 円の単価を用いることもできるものとする。 

○ 総合事業については、市町村において、訪問型サービスについては介護給

付の訪問介護の単価、通所型サービスについては介護給付の通所介護の単価

を設定する（例えば、３級地ではそれぞれ 11.05 円、10.68 円）。しかし、介

護予防訪問介護等に相当するサービス以外の訪問型サービス及び通所型サ

ービスについては、市町村の判断により、10 円の単価を用いることもできる

ものとする。 

○ 一方、その他生活支援サービスについては、市町村が、そのサービス・活

動の内容に応じて設定することができる。そのため、例えば、３級地の市町

村においては、１単位当たりの単価を 10 円、10.68 円、10.83 円、11.05 円

から選択することができる。 

○ 一方、その他の生活支援サービスについては、市町村が、そのサービスの

内容に応じて設定することができる。そのため、例えば、３級地の市町村に

おいては、１単位当たりの単価を 10 円、10.68 円、10.83 円、11.05 円から

選択することができる。 

表５ 単位当たり単価 表 16 単位当たり単価 

（略） （略） 

  

（７） 利用者負担（利用料） （７） 利用者負担（利用料） 

（基本的な考え方） （基本的な考え方） 

○ 総合事業のサービス・活動は、多様なものであることから、訪問型サービ

ス・通所型サービス・その他生活支援サービスの利用者負担については、市

町村が、サービス・活動の内容や時間、基準等を踏まえつつ定める。 

○ 総合事業移行後のサービスは、多様化したものとなることから、訪問型サ

ービス・通所型サービス・その他の生活支援サービスの利用者負担について

は、市町村が、サービス内容や時間、基準等を踏まえつつ定める。 

住民主体の支援等、事業への補助の形式で実施されるものは、自主的に実

施されるものであることから、当該支援の提供主体が定めることも考えられ

る。 

 

住民主体の支援等、事業への補助の形式で実施されるものは、自主的に実

施されるものであることから、当該支援の提供主体が定めることも考えられ

る。 

（従前相当サービス） （従前の介護予防訪問介護等に相当するサービス） 

○ 従前相当サービスについては、介護給付の利用者負担割合（原則１割、一

定以上所得者は２割又は３割※）等を勘案し、市町村が定める。ただし、そ

の下限は当該給付の利用者負担割合とする。（省令第 140 条の 63 の２第１

項） 

○ 従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスについては、介護給付の利

用者負担割合（原則１割、一定以上所得者は２割又は３割。ただし、負担割

合３割については、平成 30 年８月施行※）等を勘案し、市町村が定める。た

だし、その下限は当該給付の利用者負担割合とする。（施行規則第 140 条の
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63 の２第１項） 

※ 介護予防支援は利用者負担なし。 

 

※ 介護予防支援は利用者負担なし。 

（留意事項） （留意事項） 

○ 指定事業者により提供されるサービス・活動については、上記取扱いを踏

まえ、予防給付と同様、高額介護予防サービス費相当の事業の対象とする。

それ以外のサービス・活動については、利用料の設定に当たり、適宜低所得

者の配慮を行うことが適当である。 

○ 指定事業者による提供されるサービスについては、上記取扱いを踏まえ、

予防給付と同様、高額介護予防サービス費相当の事業の対象とする。それ以

外のサービスについては、利用料の設定に当たり、適宜低所得者の配慮を行

うことが適当である。 

○ 生活保護の介護扶助については、平成 26 年の介護保険法の改正に併せて、

生活保護法の改正が行われ、引き続き、総合事業の利用者負担に対しても支

給されることとされている。 

○ 生活保護の介護扶助については、平成 26 年の介護保険法の改正に併せて、

生活保護法の改正が行われ、引き続き、総合事業の利用者負担に対しても支

給されることとされている。 

○ 「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実

施について」（平成 12 年老発 474 号）に基づき、 

○ 「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実

施について」（平成 12 年老発 474 号）に基づき、 

① 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業 ① 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業 

② 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る

利用者負担軽減制度 

② 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る

利用者負担軽減制度 

③ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 ③ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

④ 中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業 ④ 中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

が行われているが、平成 26 年の改正に伴い、当該通知を改正し、予防給付

と同様、総合事業により実施しているサービス・活動のうち、従前相当サー

ビスであって給付と同じ自己負担割合が設定されているサービスについて、

対象とすることとされている。（「低所得者に対する介護保険サービスに係る

利用者負担額の軽減制度の実施について」の一部改正について（平成 27 年

４月３日老発 0403 第２号厚生労働省老健局長通知）） 

 

が行われているが、平成 26 年の改正に伴い、当該通知を改正し、予防給付

と同様、総合事業により実施しているサービスのうち、従前相当サービスで

あって給付と同じ自己負担割合が設定されているサービスについて、対象と

することとされている。（「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者

負担額の軽減制度の実施について」の一部改正について（平成 27 年４月３

日老発 0403 第２号厚生労働省老健局長）） 

（８） 給付管理 （８） 給付管理 

イ 給付管理の実施 イ 給付管理の実施 

（給付管理の実施） （給付管理の実施） 

○ 給付では、介護予防サービス等に係る費用について、要支援１から要介護

５までのそれぞれの介護の必要の程度に応じて、それぞれサービス費の支給

を受けることができる限度（区分支給限度基準額）が規定されている（法第

55 条第１項等）。 

○ 現行の給付では、介護予防サービス等に係る費用について、要支援１から

要介護５までのそれぞれの介護の必要の程度に応じて、それぞれサービス費

の支給を受けることができる限度（支給限度額）が規定されている（法第 55

条第１項等）。 

○ 要支援者が、総合事業を利用する場合には、予防給付等に係るサービスを

利用しつつ、総合事業のサービス・活動（指定事業者のサービス・活動）を

利用するケースが想定されることなどから、予防給付の区分支給限度基準額

の範囲内で、給付と事業を一体的に給付管理する。介護予防ケアマネジメン

トにおいては、指定事業者によるサービス・活動以外の多様なサービス・活

動等の利用状況なども勘案してケアプランを作成することが適当である。 

○ 要支援者が、総合事業を利用する場合には、引き続き給付に残されたサー

ビスを利用しつつ、総合事業のサービス（指定事業者のサービス）を利用す

るケースが想定されることなどから、予防給付の支給限度額の範囲内で、給

付と事業を一体的に給付管理する。介護予防ケアマネジメントにおいては、

指定事業者によるサービス以外の多様なサービス等の利用状況なども勘案

してケアプランを作成することが適当である。 
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○ 事業対象者については、指定事業者のサービス・活動を利用する場合にの

み、原則給付管理を行う。 

○ 継続利用要介護者については、指定事業者のサービスを利用する場合にの

み、要介護度別の区分支給限度基準額の範囲内で、給付と事業を一体的に給

付管理する。 

○ このほか、給付管理については介護予防ケアマネジメント実施要領を参照

のこと。 

 

○ 一方で事業対象者については、指定事業者のサービスを利用する場合にの

み、原則給付管理を行う。 

（給付管理を行う際の目安） （給付管理を行う際の目安） 

○ 給付管理の上限額の設定については、市町村が事業の実施要綱等において

定めるべきものであるが、以下の点に留意すべきである。 

○ 給付管理の上限額の設定については、市町村が事業の実施要綱等において

定めるべきものであるが、以下の点に留意すべきである。 

・ 事業対象者の給付管理を行う際は、予防給付の要支援１の区分支給限度

基準額を目安として行う。介護予防ケアマネジメントにおいては、指定事

業者によるサービス・活動以外の多様なサービス・活動等の利用状況も勘

案して介護予防ケアマネジメント計画等を作成することが適当であり、利

用者の状態※によっては、予防給付の要支援２の区分支給限度基準額を限

度として市町村が実施要綱で定める額の範囲内で行うことが可能である。 

・ 事業対象者につき、給付管理を行う際は、予防給付の要支援１の限度額

を目安として行う。介護予防ケアマネジメントにおいては、指定事業者に

よるサービス以外の多様なサービス等の利用状況も勘案してケアプラン

を作成することが適当であり、利用者の状態※によっては、予防給付の要

支援１の限度額を超えることも可能である。 

※ 例えば、退院直後で集中的にサービス利用することが自立支援につな

がると考えられるようなケース等 

※ 例えば、退院直後で集中的にサービス利用することが自立支援につな

がると考えられるようなケース等 

  

ロ 給付管理の対象等 ロ 給付管理の対象等 

（対象となるサービス・活動） （対象となるサービス） 

○ 給付管理の対象となるサービス・活動については、主に指定事業者による

サービス・活動を想定している。 

 

○ 給付管理の対象となるサービスについては、主に指定事業者によるサービ

スを想定している。 

ハ 国保連合会の活用 ハ 国保連合会の活用 

（国保連合会の積極的な活用） （国保連合会の積極的な活用） 

○ 予防給付においては、市町村から介護報酬の請求に対する審査・支払の委

託を受けた国保連合会が、地域包括支援センター等が作成する給付管理票を

事業者からの介護報酬の請求に突合させることにより、その支給限度額を管

理している。 

○ 予防給付においては、市町村から介護報酬の請求に対する審査・支払の委

託を受けた国保連合会が、地域包括支援センターが作成する給付管理票を事

業者からの介護報酬の請求に突合させることにより、その支給限度額を管理

している。 

○ 総合事業における給付管理についても、国保連合会が実施することが可能

な枠組みとしていることから、市町村ではその積極的な活用を検討する。 

○ 総合事業における給付管理についても、引き続き、国保連合会が実施する

ことが可能な枠組みとしていることから、市町村ではその積極的な活用を検

討する。 

○ なお、国保連合会に給付管理を委託するに当たっては、市町村において以

下の点に留意する必要がある。 

○ なお、国保連合会に給付管理を委託するに当たっては、市町村において以

下の点に留意する必要がある。 

・ 市町村ごとに定める単価及びその限度額については、単位で定めること ・ 市町村ごとに定める単価及びその限度額については、単位で定めること 

・ 給付管理票やその作成等について、全国統一の様式やルールによること ・ 給付管理票やその作成等について、全国統一の様式やルールによること 
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・ 給付管理の対象とするサービス・活動に関する審査支払を国保連合会に

委託すること 

・ 給付管理の対象とするサービスに関する審査支払を国保連合会に委託す

ること 

・ 給付管理の対象とするサービス・活動か否かをあらかじめ分けて、国保

連合会に審査支払を依頼すること 

・ 給付管理の対象とするサービスか否かをあらかじめ分けて、国保連合会

に審査支払を依頼すること 

・ 市町村のサービス・活動ごとの単価を設定し、国保連合会に登録するこ

と 

・ 市町村のサービスごとの単価を設定し、国保連合会に登録すること 

・ 審査・支払のため、受給者台帳や事業者台帳を登録すること 

 

・ 審査・支払のため、受給者台帳や事業者台帳を登録すること 

（給付と事業を利用している場合における国保連合会の活用） （給付と事業を利用している場合における国保連合会の活用） 

○ 予防給付においては、地域包括支援センター等が作成する給付管理票を事

業者からの介護報酬の請求に突合させることにより、その支給限度額を管理

しているところ。 

○ 現行の予防給付においては、地域包括支援センターが作成する給付管理票

を事業者からの介護報酬の請求に突合させることにより、その支給限度額を

管理しているところ。 

○ 給付とサービス・活動事業を併せて利用している要支援者に対する支給限

度額の審査について、地域包括支援センター等が当該要支援者の介護予防支

援として行うこととされており、その際給付とサービス・活動事業を併せた

ケアマネジメントを行うこととされている。 

○ 給付とサービス事業を併せて利用している要支援者に対する支給限度額

の審査について、地域包括支援センターが当該要支援者の介護予防支援とし

て行うこととされており、その際給付と事業を併せたケアマネジメントを行

うこととされている。 

○ そのため、給付管理においても、地域包括支援センター等が、サービス・

活動事業で利用しているサービスも含めて、一括した給付管理票を作成し、

国保連合会に送付することとし、当該給付管理票に基づき、国保連合会にお

いて限度額を審査することとなる。 

 

○ そのため、給付管理においても、地域包括支援センターが、サービス事業

で利用しているサービスも含めて、一括した給付管理票を作成し、国保連合

会に送付することとし、当該給付管理票に基づき、国保連合会において限度

額を審査することとなる。 

（９） 高額介護予防サービス費相当事業等 （９） 高額介護予防サービス費相当事業等 

（高額介護予防サービス費相当事業及びその対象となるサービス・活動） （高額介護予防サービス費相当事業及びその対象サービス） 

○ 市町村は、総合事業によるサービス・活動の利用に係る利用者負担の家計

に与える影響を考慮し、高額介護予防サービス費に相当する事業を実施す

る。 

○ 市町村は、総合事業によるサービス利用に係る利用者負担の家計に与える

影響を考慮し、高額介護予防サービス費に相当する事業を実施する。 

○ その対象となるサービス・活動については、指定事業者により実施される

サービス・活動とする。 

○ その対象となるサービスについては、指定事業者によるサービス提供を行

うものとする。 
※ なお、基本的には要支援１・２の者については個人で上限額に到達し、高額介護

予防サービス費の対象となることは想定されず、夫が要介護で、妻が要支援である

などの世帯合算の場合のみ該当になると考えられる。 

 

※ なお、基本的には要支援１・２の者については個人で上限額に到達し、高額介護

予防サービス費の対象となることは想定されず、夫が要介護で、妻が要支援である

などの世帯合算の場合のみ該当になると考えられる。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当の事業の実施） （高額医療合算介護予防サービス費相当の事業の実施） 

（略） 

 

（略） 

（調整の方法） （調整の方法） 

○ 給付とサービス・活動事業の双方を利用している利用者世帯がある場合

は、法律に基づく高額介護予防サービス費等の調整後に、その自己負担額が

○ 例えば、給付と事業の双方を受けている利用者世帯がある場合は、法律に

基づく高額介護予防サービス費等の調整後に、その自己負担額が月額上限を
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月額上限を超える場合に、事業の運用の中で、事業の利用料を償還すること

を想定している。 

超える場合に、事業の運用の中で、事業の利用料を償還することを想定して

いる。 

○ 具体的な額等のルールは高額介護予防サービス費等を踏まえて、以下の例

のとおり実施することとする。 

○ 具体的な額等のルールは現在の高額介護予防サービス費等を踏まえて、以

下の例のとおり実施することとする。 

また、本ガイドラインに示す参考例のほか、「介護予防・日常生活支援総合

事業における高額介護予防サービス費相当事業等の計算事例集の送付につ

いて」（平成 28 年 12 月 27 日事務連絡）において、計算事例を示しているの

で、参考とされたい。 

また、本ガイドラインに示す参考例のほか、「介護予防・日常生活支援総合

事業における高額介護予防サービス費相当事業等の計算事例集の送付につ

いて」（平成 28 年 12 月 27 日事務連絡）において、計算事例を示しているの

で、参考とされたい。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ なお、令和３年８月より、高額介護予防サービス費等における自己負担限

度額（月額）について、所得階層が一般世帯のうち、課税所得 380 万円から

690 万円未満の場合は 93,000 円、課税所得 690 万円以上の場合は 140,100 円

となり、高額介護予防サービス相当事業における自己負担限度額も同様の取

扱いとなるので、留意すること。 
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（その他） （その他） 

（略） 

 

（略） 

（10） 審査支払の国保連合会の活用 （10） 審査支払の国保連合会の活用 

（予防給付における国保連合会の活用） （予防給付における国保連合会の活用） 

○ 介護保険の給付（特定福祉用具販売、住宅改修等を除く。）において、市町

村が、指定事業者からの請求に対する審査支払を行う（法第 41 条第９項）

が、市町村の事務負担軽減の観点から、当該審査支払は国保連合会に委託で

○ 介護保険の給付（特定福祉用具販売、住宅改修等を除く。）において、市町

村が、指定事業者からの請求に対する審査支払を行う（法第 41 条第９項）

が、市町村の事務負担軽減の観点から、当該審査支払は国保連合会に委託で

＜参考＞ 
   夫（78 歳・要介護２） 妻（75 歳・要支援２） 

介護 

保険 

月 800 単位のサービス（約 0.8 万

円） 

（福祉用具） 

月 2,000 単位のサービス（約２万

円） 

（通所介護＋訪問介護→総合事業） 

医療 

保険 

年９万円 年８万円 

※ それぞれ、高額介護予防サービス費の上限額 24,600 円、高額医療合算介護予防サービス費の上限額 310,000
円の場合。 

 

○従来の予防給付   

・高額介護予防サービス費（月単位）   

  (上限額との差) 8,000 円＋20,000 円－24,600 円＝3,400 円   

  (サービス費の額) 3,400 円×（20,000 円÷28,000 円）＝約 2,428 円の支給  

  ※他に高額介護サービス費より 972 円支給   

  (月の自己負担額) 夫：7,028 円、妻：17,572 円   

    

・高額医療合算介護予防サービス費（年単位）   

  (利用額)  24,600 円×12月（295,200 円）＋90,000 円＋80,000 円＝465,200 円 

  (上限額との差) 465,200 円－310,000 円＝155,200 円   

  (サービス費の額)155,200 円×（17,572 円×12 月÷465,200 円）   

          ＝約 70,348 円の支給   

 ※他に高額医療合算介護サービス費より約 28,137 円、医療保険より約 56715 円支給 

  

○総合事業による事業案   

・高額介護予防サービス費相当の事業（月単位）   

①高額介護サービス費の支給   

(上限額との差＝サービス費の額)8,000 円－24,600 円＜０円 高額介護サービス費の対象外 

②高額介護予防サービス費相当の事業による支給   

(上限額との差＝事業の支給額)8,000 円＋20,000 円－24,600 円＝3,400 円の支給（事業）

  

(月の自己負担額) 夫：8,000 円、妻：16,600 円   

    

・高額医療合算介護予防サービス費相当の事業（年単位）   

①高額医療合算介護サービス費等の支給   

   (利用額)  8,000 円×12月（96,000 円）＋90,000 円＋80,000 円＝266,000 円 

  (上限額との差) 266,000 円－310,000 円＜0 円 高額医療合算サービス費の対象外 

     

②高額医療合算介護予防サービス費相当の事業による支給   

   (利用額) 24,600 円×12 月（295,200 円）＋90,000 円＋80,000 円＝465,200 円 

（事業の支給額) 465,200 円－310,000 円＝155,200 円の支給（事業） 

 

(年の自己負担額) 夫：96,000 円、妻：44,000 円、医療：170,000 円 

  

世帯における給付の利用額を合算
して高額サービス費等を算定 

高額サービス費等の対象となった
ものから、対応する額を算定する
ため按分 

まず、給付の高額サービス
費の支給を算定 

その後高額サービス費相当
の事業による支給を算定 

その後高額サービス費相当
の事業による支給を算定 

まず、給付の高額サービス
費の支給を算定 

＜参考＞ 

 夫（78 歳・要介護２）自己負担 妻（75 歳・要支援２）自己負担 

介護 

保険 

月 0.8 万円 

（居宅サービス） 

月２万円 

（介護予防サービス→総合事業） 

医療 

保険 

年９万円 年８万円 

※ それぞれ、高額介護予防サービス費の上限額 24,600 円、高額医療合算介護予防サービス費の上限額 310,000
円の場合。 

 
○予防給付の場合 

・高額介護予防サービス費（月単位）   

  (上限額との差) 8,000 円＋20,000 円－24,600 円＝3,400 円   

  (サービス費の額) 3,400 円×（20,000 円÷28,000 円）＝約 2,428 円の支給  

 ※他に高額介護サービス費より 972 円支給   

  (月の自己負担額) 夫：7,028 円、妻：17,572 円   

    

・高額医療合算介護予防サービス費（年単位）   

  (利用額)  24,600 円×12 月（295,200 円）＋90,000 円＋80,000 円＝465,200 円 

  (上限額との差) 465,200 円－310,000 円＝155,200 円   

  (サービス費の額)155,200 円×（17,572 円×12 月÷465,200 円）   

          ＝約 70,348 円の支給   

 ※他に高額医療合算介護サービス費より約 28,137 円、医療保険より約 56,715 円支給 

 

○総合事業の場合   

・高額介護予防サービス費相当の事業（月単位）   

①高額介護サービス費の支給   

(上限額との差＝サービス費の額)8,000 円－24,600 円＜０円 高額介護サービス費の対象外 

②高額介護予防サービス費相当の事業による支給   

(上限額との差＝事業の支給額)8,000 円＋20,000 円－24,600 円＝3,400 円の支給（事業）

  

(月の自己負担額) 夫：8,000 円、妻：16,600 円   

    

・高額医療合算介護予防サービス費相当の事業（年単位）   

①高額医療合算介護サービス費等の支給   

   (利用額)  8,000 円×12 月（96,000 円）＋90,000 円＋80,000 円＝266,000 円 

  (上限額との差) 266,000 円－310,000 円＜0 円 高額医療合算介護サービス費の対象外 

     

②高額医療合算介護予防サービス費相当の事業による支給   

   (利用額) 24,600 円×12 月（295,200 円）＋90,000 円＋80,000 円＝465,200 円 

（事業の支給額) 465,200 円－310,000 円＝155,200 円の支給（事業） 

 

(年の自己負担額) 夫：96,000 円、妻：44,000 円、医療：170,000 円  

 

世帯における給付の利用額を合算
して高額サービス費等を算定 

高額サービス費等の対象となった
ものから、対応する額を算定する
ため按分 

まず、給付の高額サービス
費（夫のみ）の支給を算定 

その後高額サービス費相当
の事業による支給を算定 

その後高額サービス費相当
の事業による支給を算定 

まず、給付の高額サービス
費（夫のみ）の支給を算定 
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き（法第 41 条第 10 項）、実際上給付の審査支払いのほとんどが国保連合会

により行われている。 

 

き（法第 41 条第 10 項）、実際上給付の審査支払いのほとんどが国保連によ

り行われている。 

（国保連合会で審査支払が可能な事項） （国保連合会で審査支払が可能な事項） 

○ 総合事業においても、市町村の審査支払に関する事務が軽減できるよう、

国保連合会の審査支払を活用することができるように規定を設けている（法

第 115 条の 45 の３）。 

○ 総合事業においても、市町村の審査支払に関する事務が軽減できるよう、

現行の給付と同様、国保連合会の審査支払を活用することができるように規

定を設けている（法第 115 条の 45 の３）。 

○ 国保連合会システムにおいては、事業者に対してその人数にかかわりなく

包括的に支払うこととなっているものや複数の月にまたがった支払いによ

るものは対応できないことから、給付と同様、①利用者ごとの②利用状況に

応じて※支払われる費用の支払決定に係る審査及び支払のみ国保連合会の

業務として市町村の委託を受けることとなっており、総合事業においては、

指定事業者によるサービス・活動の場合に活用可能である。 

○ 国保連合会システムにおいては、事業者に対してその人数にかかわりなく

包括的に支払うこととなっているものや複数の月にまたがった支払いによ

るものは対応できないことから、給付と同様、①利用者ごとの②利用状況に

応じて※支払われる費用の支払決定に係る審査及び支払のみ国保連合会の

業務として市町村の委託を受けることとなっており、総合事業においては、

指定事業者によるサービスの場合に活用可能である。 

※ １回のサービスごとに報酬が定められているか、月ごとに包括的に報酬

が定められているもの 

※ １回のサービスごとに報酬が定められているか、月ごとに包括的に報酬

が定められているもの 

○ なお、国保連合会において給付管理の審査を行う場合には、給付管理票を

作成する必要がある。 

 

○ なお、国保連合会において給付管理の審査を行う場合には、給付管理票を

作成する必要がある。 

（国保連合会委託において必要な手続） （国保連合会委託において必要な手続） 

○ 国保連合会に審査支払を委託する場合は、市町村は以下の事務を行う必要

がある。（「平成 27 年４月の新しい総合事業等改正介護保険法施行に係る事

業所指定事務等の取扱いについて」（平成 27 年 2 月 24 日事務連絡）及び「介

護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について」（平成 27 年 3

月 31 日事務連絡）） 

○ 国保連合会に審査支払を委託する場合は、市町村は以下の事務を行う必要

がある。（「平成 27 年４月の新しい総合事業等改正介護保険法施行に係る事

業所指定事務等の取扱いについて」（平成 27 年 2 月 24 日事務連絡）及び「介

護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について」（平成 27 年 3

月 31 日事務連絡）） 

・ 市町村によるサービス・活動ごとの価格の設定・国保連合会への登録 ・ 市町村によるサービスごとの価格の設定・国保連への登録 

・ 指定事業者の登録（変更届の登録等） ・ 指定事業者の登録（変更届の登録等） 

  市町村台帳の作成・都道府県台帳への登録   市町村台帳の作成・都道府県台帳への登録 

  都道府県台帳による付番・市町村台帳への送付   都道府県台帳による付番・市町村台帳への送付 

  都道府県台帳から国保連合会への登録   都道府県台帳から国保連合会への登録 

・ 事業対象者の登録（異動届の登録等） ・ 事業対象者の登録（異動届の登録等） 

・ 審査支払手数料の支払 ・ 審査支払手数料の支払 

・ 給付管理票の提出 

 

・ 給付管理票の提出 

（11） サービス利用開始又は認定更新時期における費用負担 （11） サービス利用開始又は認定更新時期における費用負担 

○ チェックリストと介護予防ケアマネジメントによりサービス・活動を利用

できる時期と、要支援認定又は要介護認定の時期がずれる場合におけるサー

ビスに要した費用の支払は、表６のように整理する。 

 

○ チェックリストと介護予防ケアマネジメントによりサービスを利用でき

る時期と、要支援認定又は要介護認定の時期がずれる場合におけるサービス

に要した費用の支払は、表 17 のように整理する。 
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（留意事項） （留意事項） 

○ 介護予防ケアマネジメントに関する費用の支払について ○ 介護予防ケアマネジメントに関する費用の支払について 

要介護等認定を受け、結果が要支援１・２の場合、予防給付からのサービ

ス利用があれば、介護予防支援の介護報酬が支払われることになり(国保連

合会支払)、要支援認定を受けていない事業対象者（申請をしていない者や

申請はしたが非該当となった者）又は要支援認定は受けたが総合事業による

サービス利用のみの場合にあっては、総合事業から介護予防ケアマネジメン

トの費用が、市町村から支払われることになる。 

要介護等認定を受け、結果が要支援１・２の場合、予防給付からのサービ

ス利用があれば、予防給付の介護予防ケアマネジメントの介護報酬が支払わ

れることになり(国保連合会支払)、要支援認定を受けていない事業対象者

（申請をしていない者や申請はしたが非該当となった者）又は要支援認定は

受けたが総合事業によるサービス利用のみの場合にあっては、総合事業から

介護予防ケアマネジメントの費用が、市町村から支払われることになる。 

○ サービス・活動事業に関する費用の支払について ○ サービス事業に関する費用の支払について 

要介護等認定を受け、認定結果が出る前にサービス・活動事業の利用を開

始していた場合、認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日以

前のサービス・活動事業利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとす

る。 

要介護等認定を受け、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開始して

いた場合、認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日以前のサ

ービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとする。 

○ 事業対象者としてサービス・活動事業を利用した後、要介護認定を受けた

場合には、介護給付サービスの利用を開始するまでの間にあっては事業対象

者として取り扱う。 

 

○ 事業対象者としてサービス事業からサービスを提供された後、要介護認定

を受けた場合には、介護給付サービスの利用を開始するまでの間にあっては

事業対象者として取り扱う。 

表６ 要介護認定等の申請期間中のサービス利用と費用の関係 表 17 要介護認定等の申請期間中のサービス利用と費用の関係 

 

認定結果 介護（予

防）給付に

よるサービ

スのみ 

介護（予防）給付によるサービ

スと総合事業によるサービス 

総合事業によるサー

ビスのみ 

非該当

（事業対

象者） 

全額自己負

担 

給付分は全額自己負担 

総合事業によるサービス利用分

は第１号事業支給費から支給 

第１号事業支給費か

ら支給 

要支援 予防給付よ

り支給 

給付分は予防給付より支給 

総合事業によるサービス利用分

は第１号事業支給費から支給 

第１号事業支給費か

ら支給 

要介護 介護給付よ

り支給 

給付分は、介護給付より支給 

介護給付サービスの利用を開始

するまでのサービス提供分は第

１号事業支給費から支給 

介護給付サービスの

利用を開始するまで

のサービス提供分は

第１号事業支給費か

ら支給 
 

 

 給付のみ 給付と総合事業 

 

 

総合事業のみ 

非該当・ 

事業対象

者 

全額 

自己負担 

給付分は全額自己負担 

介護予防ケアマネジメントも含

めた事業分は事業より支給 

 

介護予防ケアマネジ

メントも含めて、事

業より支給 

要支援認

定 

予防給付 

より支給 

介護予防ケアマネジメントを含

めた給付分は予防給付より支給 

事業分は、事業より支給 

介護予防ケアマネジ

メントも含めて、事

業より支給 

要介護認

定 

介護給付 

より支給 

介護予防ケアマネジメントを含

めた給付分は、介護給付より支

給 

事業分は、介護給付サービスの

利用を開始するまでのサービス

提供分は事業により支給 

介護給付サービスの

利用を開始するまで

のサービス提供分は

事業により支給 

 

（注） 上記は、それぞれの指定を受けていることが前提。 

 

（注） 上記は、それぞれの指定を受けていることが前提。 

（削除） （12） その他の制度における総合事業の取扱いについて 



 
 

106 
 

新 旧 

 イ 生活保護法における介護扶助について 

 ○ 平成 26 年の改正に伴い、生活保護法(中国残留邦人等支援法においてその

例による場合を含む。以下同じ。)における介護扶助について、介護予防等サ

ービス事業を給付対象とする改正が行われた。（生活保護法（昭和 25 年法律

第 144 号）第 15 の２） 

 ○ 給付対象の範囲としては、従前の予防給付と同様の仕組みである指定事業

所によるサービス提供に限らず、全てのサービスについて給付対象とするこ

ととする。 

 ○ 具体的には、介護扶助費として、指定事業所によるサービス提供について

は、利用者の自己負担分について給付を行い、また、市町村による直接実施、

委託による実施又は補助による実施にて行われるサービスについては、利用

者の利用料負担分を給付することとする。 

 ロ 原子爆弾被爆者に対する公費助成について 

 ○ 原子爆弾被爆者については、現在、通所介護や訪問介護等の自己負担部分

について、全額公費による助成事業が行われているところであるが、総合事

業の実施に伴う助成範囲については、従前相当サービスとして、サービス種

類コードＡ２、Ａ６のものとする。 

 ※サービス種類コードの詳細については、「平成 27 年４月の新しい総合事業

等改正介護保険法施行に係る事業所指定事務等の取扱いについて」（平成 27

年 2 月 24 日事務連絡）及び「介護保険事務処理システム変更に係る参考資

料の送付について（確定版）」（平成 27 年３月 31 日事務連絡）を参照。 

 （サービス種類コードＡ２、Ａ６について） 

 

 

 ハ 障害給付における介護優先について 

 ○ 障害者に係る自立支援給付については、介護保険において自立支援給付の

サービスと同等のサービスが提供される場合において、介護保険の保険給付

を優先する規定がある。（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）第７条） 

 ○ 平成 26 年の障害者総合支援法の改正により、当該規定に地域支援事業（第

一号事業に限る。以下同じ。）を追加した（障害者総合支援法施行令第２条）

ことから、サービス内容や機能を踏まえた上で、障害福祉サービスに相当す
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る介護保険サービスがある場合には、この介護保険サービスに係る保険給付

又は地域支援事業を優先して受け、又は利用することとなる。 

 ○ しかしながら、障害者は、その心身の状況やサービスを必要とする理由は

多様であり、介護保険サービスを一律に優先させ、これにより必要な支援を

受けることができるか否かを一概に判断することは困難であることから、障

害福祉サービスの種類や利用者の状況に応じて当該サービスに相当する介

護保険サービスを特定し、一律に介護保険サービスを優先的に利用するもの

とはしないこととする。 

 ○ したがって、市町村では、障害者が必要としている支援内容を介護保険サ

ービスにより受けることが可能か否かを適切に判断することが必要である。 

 具体的には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく自立支援給付と介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総

合事業の適用関係に係る留意事項について」（平成 29 年７月 12 日付け厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）を参照すること。 

 

２ 一般介護予防事業 ２ 一般介護予防事業 

（１） 基本的な考え方 （１） 基本的な考え方 

○ 一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サ

ービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分

け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを

通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進

するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支

援に資する取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生

活できる地域を構築することにより、要介護状態等となることの予防など介

護予防を推進することを目的とする。なお、これらの取組は、認知機能低下

の予防に繋がる可能性も高いことから、認知症の発症予防の観点も踏まえ推

進されたい。 

○ 一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サ

ービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分

け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを

通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進

するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支

援に資する取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生

活できる地域を構築することにより、要介護状態等となることの予防など介

護予防を推進することを目的とする。なお、これらの取組は、認知機能低下

の予防に繋がる可能性も高いことから、認知症の発症予防の観点も踏まえ推

進されたい。 

○ 市町村は、一般介護予防事業を構成する介護予防把握事業、介護予防普及

啓発事業、地域介護予防活動支援事業、一般介護予防事業評価事業及び地域

リハビリテーション活動支援事業の５事業のうち必要な事業を組み合わせ

て、地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施するものとする。 

○ 市町村は、一般介護予防事業を構成する介護予防把握事業、介護予防普及

啓発事業、地域介護予防活動支援事業、一般介護予防事業評価事業及び地域

リハビリテーション活動支援事業の５事業のうち必要な事業を組み合わせ

て、地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施するものとする。 

○ その際、サービス・活動Ｃや、地域ケア会議、生活支援体制整備事業等の

事業との連携に加えて、運動、口腔、栄養、社会参加などの観点から高齢者

の保健事業と一体的に進めることが重要である。 

○ その際、短期集中予防サービスや、地域ケア会議、生活支援体制整備事業

等の事業との連携に加えて、運動、口腔、栄養、社会参加などの観点から高

齢者の保健事業と一体的に進めることが重要である。 

○ また、一般介護予防事業の充実を図るためには、行政内における様々な分

野の担当部局と連携し、分野横断的に進めるための体制を構築するととも

に、地域の自治会や医療・介護等関係団体・機関等を含めた多様な主体との

連携を進めていくことが重要である。 

○ また、一般介護予防事業の充実を図るためには、行政内における様々な分

野の担当部局と連携し、分野横断的に進めるための体制を構築するととも

に、地域の自治会や医療・介護等関係団体・機関等を含めた多様な主体との

連携を進めていくことが重要である。 
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（２） 事業の実施 （２） 事業の実施 

（地域の実情に応じた効果的かつ効率的な介護予防の取組の推進） （地域の実情に応じた効果的かつ効率的な介護予防の取組の推進） 

○ 一般介護予防事業は、基本的な考え方を踏まえて、次のような事業の実施

が想定されるが、それぞれの地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防

に資する事業が積極的に展開されることが期待される。 

○ 一般介護予防事業は、基本的な考え方を踏まえて、次のような内容の事業

の実施が想定されるが、それぞれの地域の実情に応じた効果的・効率的な介

護予防に資する事業が積極的に展開されることが期待される。 

○ なお、市町村においては、それぞれの地域でどのような介護予防に資する

活動がどのように実施されているのか、適宜その把握に努めるとともに、事

業の実施に当たっては、地域住民の介護予防に関する理解を深め、地域にお

いて育成されたボランティアや地域活動組織を積極的に活用するなど、サー

ビス・活動事業との有機的な連携に努めることが必要である。 

○ なお、市町村においては、それぞれの地域でどのような介護予防に資する

活動がどのように実施されているのか、適宜その把握に努めるとともに、事

業の実施に当たっては、地域住民の介護予防に関する理解を深め、地域にお

いて育成されたボランティアや地域活動組織を要支援者・要介護者の支援の

ために積極的に活用するなど、サービス事業との有機的な連携に努めること

が必要である。 

＜事業内容＞ ＜事業内容＞ 

① 地域の実情に応じて収集した情報等（民生委員等からの情報等）の活用

により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握し、住民主体の介

護予防活動へつなげる。（介護予防把握事業） 

② 介護予防活動の普及啓発を行う。（介護予防普及啓発事業） 

（新設） 

③ 市町村が介護予防に資すると判断する地域における住民主体の通いの

場等の介護予防活動の育成・支援を行う。（地域介護予防活動支援事業） 

 

④ 介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検討を行い、一般介護

予防事業の事業評価を行う。（一般介護予防事業評価事業） 

① 介護予防に資する体操などを行う住民主体の通いの場を充実するため

に、介護予防に関するボランティア等の人材を育成するための研修や、介

護予防に資する地域活動組織の育成及び支援を行う。（介護予防普及啓発

事業・地域介護予防活動支援事業） 

（新設） 

⑤ 地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所・訪問介護事

業所、地域ケア会議、住民主体の通いの場等へのリハビリテーション専門

職等の関与を促進する。（地域リハビリテーション活動支援事業） 

② 地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、地域

ケア会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与

を促進する。（地域リハビリテーション活動支援事業） 

 ③ 地域の実情に応じて収集した情報等（例えば、民生委員等からの情報な

ど）の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握し、介

護予防に資する活動へつなげる。（介護予防把握事業） 

  

＜自治体による地域特性に応じた取組（事例発表）の概要＞ ＜自治体による地域特性に応じた取組（事例発表）の概要＞ 

（略） （略） 

  

＜介護予防の取組へのリハビリテーション専門職等を関与させる例＞ ＜介護予防の取組へのリハビリテーション専門職等を関与させる例＞ 

（略） 

 

（略） 

○ 地域ケア会議やサービス担当者会議にリハビリテーション専門職等が定

期的に関与することにより、①日常生活に支障のある生活行為の要因、②疾

患の特徴を踏まえた生活行為の改善の見通し、③居宅要支援被保険者等の有

○ 地域ケア会議やサービス担当者会議にリハビリテーション専門職等が定

期的に関与することにより、①日常生活に支障のある生活行為の要因、②疾

患の特徴を踏まえた生活行為の改善の見通し、③要支援者等の有する能力を
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する能力を最大限に引き出すための方法等について検討しやすくなり、自立

支援のプロセスを参加者全員で共有し、個々人の介護予防ケアマネジメント

力の向上につながる。 

最大限に引き出すための方法、等について検討しやすくなり、自立支援のプ

ロセスを参加者全員で共有し、個々人の介護予防ケアマネジメント力の向上

につながる。 

○ 住民主体の通いの場にリハビリテーション専門職等が定期的に関与する

ことにより、①身体障害や関節痛があっても継続的に参加することの出来る

運動法の指導、②認知症の方への対応方法等を世話役に指導、③定期的な体

力測定等を実施し、要介護状態等になっても参加し続けることのできる通い

の場を地域に展開することができる。 

○ 住民運営の通いの場にリハビリテーション専門職等が定期的に関与する

ことにより、①身体障害や関節痛があっても継続的に参加することの出来る

運動法の指導、②認知症の方への対応方法等を世話役に指導、③定期的な体

力測定、等について実施し、要介護状態になっても参加し続けることのでき

る通いの場を地域に展開することができる。 

○ 通所・訪問介護事業所にリハビリテーション専門職等が定期的に関与する

ことにより、①日常生活に支障のある生活行為を改善するための効果的な運

動プログラムの提案、②介護職等への助言等を実施し、自立支援に資する取

組を促すことができる。 

 

○ 通所や訪問にリハビリテーション専門職等が定期的に関与することによ

り、①日常生活に支障のある生活行為を改善するための効果的な運動プログ

ラムの提案、②介護職等への助言、等を実施し、通所や訪問における自立支

援に資する取組を促すことができる。 

（３） 介護予防の取組に関する事業評価 （３） 介護予防の取組に関する事業評価 

○ 地域の実情に応じた効果的かつ効率的なの取組を推進する観点から、市町

村は定期的に事業評価を行うことが重要である。その際、参加者と非参加者

との比較、他の市町村との比較、個人を識別した追跡による効果評価を行う

こと等が重要であり、そのための財源として一般介護予防事業評価事業を活

用することができる。 

○ 地域の実情に応じた効果的かつ効率的な介護予防の取組を推進する観点

から、市町村は、定期的に介護予防の取組状況等に関する評価（以下「事業

評価」という。）を実施するものとする。事業評価においては、体操などを行

う住民運営の通いの場の充実状況や介護予防に関するボランティアの育成

状況及び新規認定者の状況等について地域別の時系列評価を行うとともに、

人口規模や高齢化率等の状況が同程度の市町村との比較評価を行う。 

○ 市町村は、事業評価の結果を積極的に地域住民に共有し、地域住民の介護

予防に対する理解を深めることに努めるとともに、地域住民からの意見も踏

まえ、適宜事業の内容を見直すなど、地域の実情に応じた介護予防活動を展

開することが重要である。 

○ 市町村は、事業評価の結果について、積極的に地域住民と情報共有し、地

域住民の介護予防に対する理解を深めることに努めるとともに、地域住民か

らの意見も踏まえ、適宜、事業の内容を見直すなど、地域の実情に応じた住

民主体の介護予防活動を展開するために不断の取組を図るものとする。 

○ なお、事業評価を行うに当たっては、PDCA サイクルに沿って効果的・効率

的に取組が進むよう、介護関連データを活用し、適切かつ有効に行うよう努

めること。その際、これまでの事業の変遷や市町村の業務負担も考慮した上

で、アウトカム指標及びプロセス指標を組み合わせた事業評価の推進を図っ

ていくことが重要であり、 

○ なお、事業評価を行うに当たっては、PDCA サイクルに沿って、効果的・効

率的に取組が進むよう、介護関連データを活用し、適切かつ有効に行うよう

努めること。その際、これまでの事業の変遷や市町村の業務負担も考慮した

上で、アウトカム指標及びプロセス指標を組み合わせた事業評価の推進を図

っていくことが重要であり、 

・アウトカム指標については、事業参加者だけでなく高齢者全体に対する介

護予防の成果を判断できるようにするため、個々の事業の状況に加え、高

齢者全体の状況を判断する指標を組み合わせて設定する（下図参照） 

・アウトカム指標については、事業参加者だけでなく高齢者全体に対する介

護予防の成果を判断できるようにするため、個々の事業の状況に加え、高

齢者全体の状況を判断する指標を組み合わせて設定する（下図参照） 

・プロセス指標については、事業の実施体制や関係団体の参画状況など具体

的な取組が把握できるようなものとなるよう設定する 

・プロセス指標については、事業の実施体制や関係団体の参画状況など具体

的な取組が把握できるようなもの 

各指標について、データソースとともに、短期的・中長期的といった評価

の視点を明示することが重要である。 

となるよう設定する。各指標について、データソースとともに、短期的・中

長期的といった評価の視点を明示することが重要である。 

＜介護予防に関する成果の評価イメージ＞ ＜介護予防に関する成果の評価イメージ＞ 

（略） （略） 
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（削除） ○ なお、評価に当たっては、参加者と非参加者との比較、他の市町村との比

較、個人を識別した追跡による効果評価、毎年度評価を行うこと等が重要で

あり、そのための財源として一般介護予防事業評価事業の活用が可能であ

る。 

○ また、PDCA サイクルに沿った取組の推進に当たっては、事業全体の評価に

限らず、通いの場毎の状況など個々の取組状況を評価する視点も必要であ

る。 

 

○ また、PDCA サイクルに沿った取組の推進に当たっては、事業全体の評価に

限らず、通いの場毎の状況など個々の取組状況を評価する等の視点も必要で

ある。 

（４） 実施に当たっての留意事項 （４） 実施に当たっての留意事項 

○ 通いの場をはじめとする一般介護予防事業の充実を図るためには、人材・

財源等を有効に活用しながら介護予防の効果が最大限に発揮されるように

することが重要であり、 

・ 行政内で福祉や健康増進、市民協働、教育、産業振興、都市計画等の様々

な分野の担当部局と連携し、分野横断的に進めるための体制構築を進める

とともに、 

・ 地域の自治会や医療・介護等関係機関、NPO 法人、さらには民間企業等

を含めた多様な主体と連携することが重要である。 

○ 通いの場を始めとする一般介護予防事業の充実を図るためには、人材・財

源等を有効に活用しながら介護予防の効果が最大限に発揮されるようにす

るため、行政内で、福祉や健康増進、市民協働、教育、産業振興、都市計画

等の様々な分野の担当部局と連携し、分野横断的に進めるための体制の構築

を進めるとともに、地域の自治会や医療・介護等関係機関、NPO 法人、さら

には民間企業等を含めた多様な主体との連携を進めていく。 

○ また、一般介護予防事業の推進に当たっては、市町村や地域包括支援セン

ター等の保健師、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職等の

専門職も重要な役割を担うことから、関与が十分でない場合には、専門職が

配置されている他部門との連携や体制の充実に努めることも重要である。 

○ また、一般介護予防事業等の推進に当たっては、市町村や地域包括支援セ

ンター等の保健師、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職等

の専門職も重要な役割を担うことから、関与が十分でない場合には、専門職

が配置されている他部門との連携や体制の充実に努める。 

○ リハビリテーション専門職等の関与を促進するためには、リハビリテーシ

ョン専門職等は医療機関等に従事していることが多いことから、市町村にお

いては、郡市区等医師会等関係団体やリハビリテーション専門職等が所属す

る医療機関等と連携して、リハビリテーション専門職等が業務の一環として

派遣が受けられるよう、地域の実情にあわせて体制を整備する必要があるこ

と。 

○ リハビリテーション専門職等の関与を促進するためには、リハビリテーシ

ョン専門職等は医療機関等に従事していることが多いことから、市町村にお

いては、郡市区等医師会等関係団体やリハビリテーション専門職等が所属す

る医療機関等と連携して、リハビリテーション専門職等が業務の一環として

派遣が受けられるよう、地域の実情にあわせて体制を整備する必要があるこ

と。 

○ なお、地域リハビリテーション支援体制の活性化のため、都道府県におい

ても、都道府県医師会等関係団体と連携したリハビリテーション協議会の協

議により指定された、都道府県リハビリテーション支援センター及び地域リ

ハビリテーション支援センターがリハビリテーション専門職等の広域派遣

調整及び研修等を実施している。市町村においては、こうした都道府県の取

組の実施状況について把握し、実施されていない場合は先行事例等を参考に

し、都道府県と協議すること。 

○ なお、地域リハビリテーション支援体制の活性化のため、都道府県におい

ても、都道府県医師会等関係団体と連携したリハビリテーション協議会の協

議により指定された、都道府県リハビリテーション支援センター及び地域リ

ハビリテーション支援センターがリハビリテーション専門職等の広域派遣

調整及び研修等を実施している。市町村においては、こうした都道府県の取

組の実施状況について把握し、実施されていない場合は先行事例等を参考に

し、都道府県と協議すること。 

○ この他、「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ（令和

元年 12 月 13 日）」を参照されたい。 

 

○ この他、「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ（令和

元年 12 月 13 日）」を参照されたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08408.html 
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（参考） （略） 

 

（参考） （略） 

３ 地域支援事業の上限設定 ３ 地域支援事業の上限設定 

（１） 概要 （１） 概要 

（削除） ○ 改正前の地域支援事業では、市町村における「介護予防事業」と「包括的

支援事業・任意事業」のそれぞれの費用について介護給付費見込額の２％を

上限とし、更に地域支援事業全体で介護給付費見込額の３％を上限としてい

た。 

（削除） ○ 介護予防訪問介護等を総合事業に移行した後においても、介護予防訪問介

護等の移行分をまかなえるよう地域支援事業の上限を見直しつつ、事業の効

果的かつ効率的な実施の観点から引き続き上限を設定する。 

○ 地域支援事業の上限については、介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412

号。以下「政令」という。）第 37 条の 13 に基づき、以下の二つの区分で上限

管理を行う。なお、地域支援事業全体の上限は設定しない。 

○ 具体的には、平成 27 年度からの地域支援事業の上限については、以下の

二つの区分で上限管理を行う。なお、地域支援事業全体の上限は設定しない。 

① 総合事業 ① 総合事業 

② 包括的支援事業・任意事業 ② 包括的支援事業・任意事業 

・基本事業分（包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）・任意事

業） 

・基本事業分（包括的支援事業（うち総合相談支援、権利擁護、包括的・

継続的ケアマネジメント支援）・任意事業） 

・社会保障の充実分（在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事

業、認知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業） 

・重点事業分（新しい包括的支援事業（うち在宅医療・介護連携推進、生

活支援体制整備、認知症総合支援、地域ケア会議推進（包括的・継続的

ケアマネジメント支援の充実））） 

○ なお、重層的支援体制整備事業を実施する場合には、同事業に要する費用

相当額と地域支援事業の実施に要する額を合算した額を、上記の区分ごとに

基準額と比較することにより、上限管理を行う。 

 

○ なお、重層的支援体制整備事業を実施する場合には、同事業に要する費用

相当額と地域支援事業の実施に要する額を合算した額を、上記の区分ごとに

基準額と比較することにより、上限管理を行う。 

（２） 総合事業の上限管理 （２） 総合事業の上限管理 

（基本の上限額） （原則の上限） 

○ 旧介護予防訪問介護等の費用実績を勘案した上限額（以下「基本の上限額」

という。）を設定する。具体的には、以下の計算式を基本とする。 

○ 予防給付から総合事業に移行するサービスに要する費用がまかなえるよ

うに、従前の費用実績を勘案した上限を設定する。具体的には、以下の計算

式を基本とする。 

 

 

 

 

 

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、

介護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】     

  × 【②当該市町村の 75歳以上高齢者の伸び】 

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、

介護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】     

  × 【②当該市町村の 75歳以上高齢者の伸び】 
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【（参考）平成 27 年度から平成 29 年度まで】 【平成 27 年度から平成 29 年度まで】 

  

【平成 30 年度以降】 【平成 30 年度以降】 

  

注１ 計算式の①部分について 注１ 計算式の①部分について 

・旧介護予防訪問介護等を総合事業に移行した前年度の費用とし、それぞ

れの市町村の「実績額」とする。 

・ 総合事業への移行前年度の費用とし、それぞれの市町村の「実績額」

とする。 

注２ 計算式の②部分について 注２ 計算式の②部分について 

・旧介護予防訪問介護等を総合事業に移行した後は、年度ごとに 75 歳以

上高齢者の伸び率を乗じて上限管理をしていくこととする。当該伸び率

については、年度ごとに変動があるため、直近３か年の 75 歳以上高齢

者数の平均伸び率等を用いる。 

・総合事業への移行後は、年度ごとに 75 歳以上高齢者の伸び率を乗じて

上限管理をしていくこととする。当該伸び率については、年度ごとに変

動があるため、直近３か年の 75 歳以上高齢者数の平均伸び率等を用い

る。 

・直近３か年の 75 歳以上高齢者数の平均伸び率については、直近の 10 月

１日時点における住民基本台帳上の人数から３年間で増減した人数の伸

び率を３で除したものを、直近３か年平均とする。 

・直近３か年の 75 歳以上高齢者数の平均伸び率については、直近の 10 月

１日時点における住民基本台帳上の人数から３年間で増減した人数の伸

び率を３で除したものを、直近３か年平均とする。 

例）75 歳以上人口：23 年 10 月(100 人)、24 年 10 月(105 人)、25 年 10

月(109 人)、26 年 10 月(114 人) 

→(114 人－100 人)÷100÷３＝4.67％（小数点第三位を四捨五入） 

 

例）75 歳以上人口：23 年 10 月(100 人)、24 年 10 月(105 人)、25 年 10

月(109 人)、26 年 10 月(114 人) 

→(114 人－100 人)÷100÷３＝4.67％（小数点第三位未満四捨五入） 

（介護予防給付全体の伸びを考慮する上限額） （選択可能な計算式） 

○ 保険者において、予防給付全体の費用効率化の取組を評価し、以下の計算

式による上限額（以下「介護予防給付全体の伸びを考慮する上限額」という。）

を算出する。政令第 37 条の 13 の規定に基づき、介護予防給付全体の伸びを

考慮する上限額が基本の上限額を上回る場合には、介護予防給付全体の伸び

を考慮する上限額が総合事業の上限額となる。 

○ 保険者において、以下の計算式を基本とした上限を選択可能とし、予防給

付全体での費用効率化の取組を評価し、以下の計算式による上限を選択可能

とする。 

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介

護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】     

  × 【②当該市町村の 75 歳以上高齢者の伸び】 

－ 当該年度の予防給付（介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防支援）の総額  

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介

護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】     

  × 【②当該市町村の 75 歳以上高齢者の伸び】 

－ 当該年度の予防給付（介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防支援）の総額  

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介

護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】 

  × 【②当該市町村の 75歳以上高齢者の伸び】 

－ 当該年度の介護予防支援の額 

総合事業の上限 

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介

護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予防事業）の総額】 

  × 【②当該市町村の 75 歳以上高齢者の伸び】 

－ 当該年度の介護予防支援の額 
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注１ 計算式の②部分について 

・（基本の上限額）の注２と同様の計算方法による。 

 

 

（特例の上限額） （移行期間における 10％の特例） 

○ 平成 27 年度から平成 29 年度までについては、費用の伸びが当該市町村の

75 歳以上高齢者の伸び率を上回った場合に、事業開始の前年度の費用額に

10％を乗じた額（平成 27 年度又は平成 28 年度事業開始の市町村は以下の

額）の範囲内で、個別判断を不要とし、翌年度以降は、「当該市町村の事業開

始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防

支援）＋介護予防事業）の総額」又は「当該市町村の事業開始の前年度の（予

防給付全体＋介護予防事業）の総額」をその実績額（事業開始の前年度の費

用額に 110％を乗じた額）に置き換える。 

○ 平成 27 年度から平成 29 年度までについては、費用の伸びが当該市町村の

75 歳以上高齢者の伸び率を上回った場合に、事業開始の前年度の費用額に

10％を乗じた額（平成 27 年度又は平成 28 年度事業開始の市町村は以下の

額）の範囲内で、個別判断を不要とし、翌年度以降は、当該市町村の事業開

始の前年度の（予防給付（介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防

支援）＋介護予防事業）の総額をその実績額（事業開始の前年度の費用額に

110％を乗じた額）に置き換える。 

・平成 27 年度から事業を開始する市町村 

平成 27 年度：前年度の費用額の実績×110％（＝ａ） 

平成 28 年度：（ａ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者の伸び率（＝ｂ） 

平成 29 年度：（ｂ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者の伸び率 

・平成 27 年度から事業を開始する市町村 

平成 27 年度：前年度の費用額の実績×110％（＝ａ） 

平成 28 年度：（ａ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者の伸び率（＝ｂ） 

平成 29 年度：（ｂ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者の伸び率 

・平成 28 年度から事業を開始する市町村 

平成 28 年度：前年度の費用額の実績×110％（＝ｃ） 

平成 29 年度：（ｃ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者数の伸び率 

・平成 28 年度から事業を開始する市町村 

平成 28 年度：前年度の費用額の実績×110％（＝ｃ） 

平成 29 年度：（ｃ）×直近３カ年平均の 75 歳以上高齢者数の伸び率 

○ 平成 27年度から平成 29年度までのいずれかの年度において本特例措置を

適用した市町村については、平成 30 年度以降は、平成 29 年度の実績額に平

成 30年度から当該年度までの 75歳以上高齢者数の伸び率を乗じて得た額と

なる。 

 

※ 平成27年度から29年度までのいずれかの年度において本特例措置を適

用した市町村については、平成 30 年度以降は、平成 29 年度の実績額に平

成30年度から当該年度までの75歳以上高齢者数の伸び率を乗じて得た額

となる。 

（個別協議） （個別判断） 

○ 市町村における総合事業の円滑な実施に配慮し、一時的に基本の上限額、

介護予防給付全体の伸びを考慮する上限額又は特例の上限額（以下「原則の

上限額」という。）による上限を超える場合については、政令第 37 条の 13 第

５項に基づき、個別協議により厚生労働大臣が認める額を原則の上限額に加

算することが可能である。 

○ 政令第 37 条の 13 第５項の「厚生労働大臣が定める事由」については、介

護保険法施行令第三十七条の十三第五項の規定に基づき厚生労働大臣が定

○ 市町村における総合事業の円滑な実施に配慮し、一時的に計算式による上

限を超える場合について、例外的に個別に判断する枠組みを設ける。個別判

断は、事前の判断と事後の判断に分けて行う。また個別判断に基づく申請に

は、上限超過を解消し効率的な事業運営を促すよう、事業費縮減に向けた取

組みを推進させる費用低減計画を作成する必要がある。 

＜事前の判断＞ 

・ 当該年度の見込額が明らかに一時的に上限を超える場合について、一定の

（選択可能な計算式） 

総合事業の上限 

 ＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付全体＋介護予防事業）の総額】  

  × 【②当該市町村の 75 歳以上高齢者の伸び】 

  － 当該市町村の当該年度の予防給付の総額 

（介護予防給付全体の伸びを考慮する上限額） 

総合事業の上限 

 ＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付全体＋介護予防事業）の総額】  

  × 【②当該市町村の 75 歳以上高齢者の伸び】 

  － 当該市町村の当該年度の予防給付の総額 
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める事由」（令和６年厚生労働省告示第 19 号）及び「介護保険法施行令第 37

条の 13 第５項の規定に基づき厚生労働大臣が定める事由第５号の規定に基

づき厚生労働省老健局長が定める事由について」（令和６年３月 29 日老発

0329 第 18 号厚生労働省老健局長通知）に定められている。 

○ 個別協議を行うことができる事由の詳細や個別協議の方法については、

「令和６年度以降における地域支援事業交付金に係る介護保険法施行令第

37 条の 13 第５項の厚生労働大臣が認める額の取扱いについて」（令和６年

３月 29 日老発 0329 第 19 号厚生労働省老健局長通知）を参照のこと。 

特殊事情を勘案して認める。 

【判断事由】 

・ 当該年度の前年度及び当該年度で総合事業の多様なサービス（訪問型／通

所型従前相当サービス以外のサービスをいう。第７の３（２）において同じ。）

又は一般介護予防事業のプログラムを新たに導入し、費用の伸びが一時的に

高くなるが、総合事業の多様なサービスや一般介護予防事業の再構築、地域

における産官学の取組の推進により費用の伸びが低減していく見込みであ

る場合。 

 ・ 当該年度の前々年度以前に総合事業の多様なサービス又は一般介護予防事

業のプログラムを導入し、費用の伸びが一時的に高くなったが、平成 30 年

度又は当該サービス若しくはプログラムを導入した年度のいずれか直近の

年度の事業費に対して当該年度の前年度の事業費が減少しており、今後も総

合事業の多様なサービスや一般介護予防事業の再構築、地域における産官学

の取組の推進により費用の伸びが低減していく見込みである場合。 

 ・ 人口一万人未満の市町村において、総合事業の多様なサービスの担い手（Ｎ

ＰＯ法人やボランティア等）が一時的に不足しており、総合事業の多様なサ

ービスの実施が難しい場合。 

 ・ 当該年度申請における 75 歳以上人口変動率（前々々年度から前年度の平

均）がマイナスであり、即時的に事業費の上限に合わせることが困難である

場合。 

 ・ 介護予防支援に係る保険給付に要する費用の額の平成 30 年度から当該年

度の変動率が、当該年度申請における 75 歳以上人口変動率（前々々年度か

ら前年度の平均）よりも大きい場合、仮にその差分に相当する介護予防支援

に係る保険給付に要する費用の額（※）が算定式から控除されていなければ、

個別協議が不要である場合。 

 （※）当該年度の介護予防支援に係る保険給付に要する費用の額に、介護予

防支援に係る保険給付に要する費用の額の平成 30 年度から当該年度の変

動率と当該年度申請における 75 歳以上人口変動率（前々々年度から前年

度の平均）の差分を乗じた金額。 

 ・ 離島等の市町村において事業費が著しく少なく、当該年度における 65 歳

以上高齢者一人当たり事業費額が、全保険者に係る 65 歳以上高齢者一人当

たり事業費額の平均（１万円）未満である場合の一時的な対応 

 ・ 介護職員等ベースアップ等支援加算創設により、個別協議が必要である場

合（介護職員等ベースアップ等支援加算の実施のために必要な金額の範囲

（※）に限る。） 

 （※）介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第一号に規定する厚生

労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第 72 号）別表１のヲ及

び２のタの規定を勘案して市町村が算定した額 
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 ＜事後の個別判断＞ 

 ・ 事業実施後、結果として一時的に上限を超えた場合について、一定の特殊

事情を勘案して認める。 

 【判断事由】 

 ・ 病気などの大流行、災害の発生などの避けられない事情により、要支援者

等が急増した場合 

 ・ 当該年度に総合事業の多様なサービス又は一般介護予防事業のプログラム

を新たに導入する等により費用の効率化に向け政策努力したが、結果として

上限以上となった場合で、その後総合事業の多様なサービスや一般介護予防

事業の再構築、地域における産官学の取組の推進により費用の伸びが低減し

ていく見込みである場合。ただし、翌年度への費用低減効果が明らかであり、

翌年度の事前の個別協議及び同様の事由による事後の個別協議を行わない

場合に限る。 

 ※地域支援事業の上限設定の詳細については、「地域支援事業充実分に係る

上限の取扱い及び任意事業の見直しについて」（平成 27 年 2 月 18 日事務連

絡）を参照のこと。 

 

４ 定期的な評価・検証 ４ 定期的な評価・検証 

○ 総合事業を効率的に実施していくためには、個々の事業評価と併せて、市

町村による総合事業の結果等の評価・検証と次期計画期間への取組の反映が

重要である。 

○ 総合事業を効率的に実施していくためには、個々の事業評価と併せて、市

町村による総合事業の結果等の評価・検証と次期計画期間への取組の反映が

重要である。 

○ 評価の考え方等については、地域支援事業実施要綱の別添２を参照のこ

と。 

○ 総合事業の評価は、ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトカム指標

といった評価指標で評価することが考えられる。 

評価結果については、以降の当該市町村におけるサービス基盤の整備の方

針、総合事業の制度設計や運営方針の見直し等につなげ、また、地域包括支

援センターをはじめとする関係者間で共有することで、ケアマネジメントや

サービスの質の向上、介護予防・自立支援の取り組みの強化、地域の支え合

い体制の強化につなげていく。 

 ○ また、評価の実施に当たっては、関係者間での議論が重要であることから、

市町村において開催している介護保険運営協議会や地域包括支援センター

運営協議会等において議論することが重要である。 

 

 

５ その他 ５ その他 

（１） 住所地特例対象者に対する総合事業の実施 （１） 住所地特例対象者に対する総合事業の実施 

イ 概要 イ 概要 

○ 住所地特例対象者に対する総合事業も含めた地域支援事業については、住

所地特例対象者がより円滑にサービスを受けることができるよう、当該者が

○ 住所地特例対象者に対する総合事業も含めた地域支援事業については、予

防給付の介護予防訪問介護等を総合事業に移行すること等を踏まえ、住所地
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居住する施設が所在する市町村（以下「施設所在市町村」という。）が行うも

のとしている（法第 115 条の 45 第１項）。 

特例対象者がより円滑にサービスを受けることができるよう、当該者が居住

する施設が所在する市町村（以下「施設所在市町村」という。）が行うものと

している（法第 115 条の 45 第１項）。 

○ ただし、任意事業については、転居前の市町村（以下「保険者市町村」と

いう。）も行うことができる仕組みになっており、事業の内容（例えば、給付

費適正化事業など）によっては、引き続き、保険者市町村が行うことを想定

している。 

 

○ ただし、任意事業については、転居前の市町村（以下「保険者市町村」と

いう。）も行うことができる仕組みになっており、事業の内容（例えば、給付

費適正化事業など）によっては、引き続き、保険者市町村が行うことを想定

している。 

（市町村間の財政調整） （市町村間の財政調整） 

○ 住所地特例対象者は、引き続き保険者市町村の被保険者として、保険料も

保険者市町村に納めていることから、当該者に対する地域支援事業の費用

は、本来保険者市町村が負担することが適当である。 

○ 住所地特例対象者は、引き続き保険者市町村の被保険者として、保険料も

保険者市町村に納めていることから、当該者に対する地域支援事業の費用

は、本来保険者市町村が負担することが適当である。 

○ そのため、市町村間の財政調整の観点から、当該費用については、政令に

より算定される額を保険者市町村が施設所在市町村に対して負担するもの

としている（法第 124 条の３）。 

○ そのため、市町村間の財政調整の観点から、当該費用については、政令に

より算定される額を保険者市町村が施設所在市町村に対して負担するもの

としている（法第 124 条の３）。 

※ 上記の保険者市町村による費用負担は、保険者市町村による地域支援事業の費用

として整理し、他の地域支援事業と合わせた地域支援事業全体にかかった費用につ

いて、国や県の負担、地域支援事業費支援交付金（支払基金から交付される第２号

被保険者の負担分）が支給される。 

 

※ 上記の保険者市町村による費用負担は、保険者市町村による地域支援事業の費用

として整理し、他の地域支援事業と合わせた地域支援事業全体にかかった費用につ

いて、国や県の負担、地域支援事業費支援交付金（支払基金から交付される第２号

被保険者の負担分）が支給される。 

ロ 財政調整の方法 ロ 財政調整の方法 

（財政調整の対象となるサービス・活動） （財政調整の対象となるサービス） 

○ 総合事業で実施される指定事業所によるサービス・活動は、なるべく実額

に近い形での負担の調整を行うことが望ましい。 

○ 総合事業で実施される指定事業所によるサービス等は、なるべく実額に近

い形での負担の調整を行うことが望ましい。 

○ そのため、政令において、総合事業に要する費用のうち、①施設所在市町

村の指定した指定事業者により実施されたサービス・活動と、②介護予防ケ

アマネジメントに要した費用額（総合事業により支出する分）を、保険者市

町村が施設所在市町村に対して支払う旨規定している（政令第 37 条の 16、

省令第 140 条の 72 の３）。 

○ そのため、政令において、総合事業に要する費用のうち、①施設所在市町

村の指定した指定事業者による提供サービスと、②介護予防ケアマネジメン

トに要した費用額（総合事業により支出する分）を、保険者市町村が施設所

在市町村に対して支払う旨規定している。（介護保険法施行令（平成 10 年政

令第 412 号）第 37 条の 16、施行規則第 140 条の 72 の３） 

○ それ以外のサービス・活動に要する費用については、費用が小さい一方、

その調整のために市町村において一定の事務が必要となること等を踏まえ、

市町村間における財政調整は行わない。 

 

○ それ以外のサービスに要する費用については、費用が小さい一方、その調

整のために市町村において一定の事務が必要となること等を踏まえ、市町村

間における財政調整は行わない。 

（財政調整の方法） （財政調整の方法） 

（略） 

 

（略） 

ハ 住所地特例対象者における必要な事務手続 ハ 住所地特例対象者における必要な事務手続 

○ 住所地特例対象者についての市町村間の財政調整は、以下のとおり行うも ○ 住所地特例対象者についての市町村間の財政調整は、以下のとおり行うも
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のとする。 のとする。 

（事業の対象となる者の特定） （事業の対象となる者の特定） 

○ 事業の対象となる者の特定のため、要支援者・事業対象者について、それ

ぞれ市町村においては以下の手続が必要となる。 

○ 事業の対象となる者の特定のため、要支援者・事業対象者について、それ

ぞれ市町村においては以下の手続が必要となる。 

（要支援者） （要支援者） 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）の窓口に相談⇒介護保険給付を希望 

（施設所在市町村に相談があった場合は、保険者市町村（Ａ市）に認定申請す

ることを説明） 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）の窓口に相談⇒介護保険給付を希望 

（施設所在市町村に相談があった場合は、保険者市町村（Ａ市）に認定申請す

ることを説明） 

・ 利用者が保険者市町村（Ａ市）に認定申請 ・ 利用者が保険者市町村（Ａ市）に認定申請 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、認定の結果、被保険者証を発行 ・ 保険者市町村（Ａ市）は、認定の結果、被保険者証を発行 

・ 利用者は施設所在市町村（Ｂ市）の地域包括支援センターと介護予防支援

又は介護予防ケアマネジメントの契約 

・ 利用者は施設所在市町村（Ｂ市）の地域包括支援センターと介護予防支援

又は介護予防ケアマネジメントの契約 

・ 利用者は介護予防サービス計画作成の届出書又は介護予防ケアマネジメン

ト作成依頼（変更）届出を被保険者証を添付して施設所在市町村（Ｂ市）に

対して届け出ることにより、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを

通じた事業の利用が可能 

・ 利用者は介護予防サービス計画作成の届出書又は介護予防ケアマネジメン

ト作成依頼（変更）届出を被保険者証を添付して施設所在市町村（Ｂ市）に

対して届け出ることにより、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを

通じた事業の利用が可能 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）は介護予防サービス計画作成の届出書又は介護予

防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書及び被保険者証を保険者市町村

（Ａ市）に送付（写しを送付することでもよい。） 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）は介護予防サービス計画作成の届出書又は介護予

防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書及び被保険者証を保険者市町村

（Ａ市）に送付（写しを送付することでもよい。） 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、施設所在市町村（Ｂ市）から送付のあった介護

予防サービス計画作成の届出書又は介護予防ケアマネジメント作成依頼（変

更）届出書（又はその写し）をもとに、被保険者証に次の内容を記載し、利

用者へ郵送 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、施設所在市町村（Ｂ市）から送付のあった介護

予防サービス計画作成の届出書又は介護予防ケアマネジメント作成依頼（変

更）届出書（又はその写し）をもとに、被保険者証に次の内容を記載し、利

用者へ郵送 

  居宅介護支援事業者   居宅介護支援事業者 

  届出年月日   届出年月日 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、該当の住所地特例対象者について、住所地特例

項目を設定し地域包括支援センターの情報を設定した受給者異動連絡票を

所在する都道府県の国保連合会に送付 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、該当の住所地特例対象者について、住所地特例

項目を設定し地域包括支援センターの情報を設定した受給者異動連絡票を

所在する都道府県国保連に送付 

（事業対象者） （事業対象者） 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）の窓口に相談⇒総合事業のサービスを希望。施設

所在市町村（Ｂ市）が基本チェックリストにて該当か否かを確認 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）の窓口に相談⇒総合事業のサービスを希望。施設

所在市町村（Ｂ市）が基本チェックリストにて該当か否かを確認 

・ 利用者は介護予防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書を被保険者証

を添付して施設所在市町村（Ｂ市）に対して届け出。介護予防ケアマネジメ

ントを通じた事業の利用が可能となる。なお、当該地域包括支援センターと

被保険者の間で契約が必要。 

・ 利用者は介護予防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書を被保険者証

を添付して施設所在市町村（Ｂ市）に対して届け出。介護予防ケアマネジメ

ントを通じた事業の利用が可能となる。なお、当該地域包括支援センターと

被保険者の間で契約が必要。 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）は利用者から提出された介護予防ケアマネジメン

ト作成依頼（変更）届出書及び被保険者証を保険者市町村（Ａ市）に送付（写

しを送付することでもよい。） 

・ 施設所在市町村（Ｂ市）は利用者から提出された介護予防ケアマネジメン

ト作成依頼（変更）届出書及び被保険者証を保険者市町村（Ａ市）に送付（写

しを送付することでもよい。） 
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・ 保険者市町村（Ａ市）は、施設所在市町村（Ｂ市）から送付のあった介護

予防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書（又はその写し）をもとに、

被保険者証に次の内容を記載し、利用者へ郵送 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、施設所在市町村（Ｂ市）から送付のあった介護

予防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書（又はその写し）をもとに、

被保険者証に次の内容を記載し、利用者へ郵送 

  要介護状態区分：事業対象者   要介護状態区分：事業対象者 

  認定年月日：基本チェックリストを実施した日   認定年月日：基本チェックリストを実施した日 

  居宅介護支援事業者：地域包括支援センター等の名称   居宅介護支援事業者：地域包括支援センター等の名称 

  届出年月日：介護予防ケアマネジメントを受けることを届け出た日   届出年月日：介護予防ケアマネジメントを受けることを届け出た日 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、所在する都道府県の国保連合会に、事業対象者

であること、住所地特例項目及び地域包括支援センターの情報を設定した受

給者異動連絡票を送付   

※「平成 27 年４月の改正介護保険法施行に係る住所地特例の取扱い（介護予防支援・介

護予防ケアマネジメント）について」（平成 27 年２月２７日事務連絡）の「（参考）平

成 27 年４月以後に住所地特例対象者として新たに総合事業を利用する場合」を参照。 

 

・ 保険者市町村（Ａ市）は、所在する都道府県の国保連に、事業対象者であ

ること、住所地特例項目及び地域包括支援センターの情報を設定した受給者

異動連絡票を送付   

※「平成 27 年４月の改正介護保険法施行に係る住所地特例の取扱い（介護予防支援・介

護予防ケアマネジメント）について」（平成 27 年２月２７日事務連絡）の「（参考）平

成 27 年４月以後に住所地特例対象者として新たに総合事業を利用する場合」を参照。 

（サービス・活動の実施） 

○ Ｂ市の地域包括支援センターが、要支援者・事業対象者に対して介護予防

ケアマネジメントを実施。 

（サービスの提供） 

○ Ｂ市の地域包括支援センターが、要支援者・事業対象者に対して介護予防

ケアマネジメントを実施。 

○ ケアマネジメントに基づき、Ｂ市の指定する事業者等がサービス・活動を

実施※ 

○ ケアマネジメントに基づき、Ｂ市の指定する事業者等がサービスを提供※ 

※ 委託事業者や補助による事業者がサービス・活動を実施する場合（介護

予防ケアマネジメントを除く。）には、以下の手続はない。 

 

※ 委託事業者や補助による事業者がサービスを提供する場合（介護予防ケ

アマネジメントを除く。）には、以下の手続はない。 

（事業者による費用の請求） （事業者による費用の請求） 

（略） 

 

（略） 

（介護予防ケアマネジメントに係る財政調整） （介護予防ケアマネジメントに係る財政調整） 

○ 市町村と国保連合会間で、財政調整についての委託契約を締結する。 ○ 市町村と国保連合会間で、財政調整についての委託契約を締結する。 

○ 介護予防ケアマネジメントに要した費用について、Ｂ市が、居宅要支援被

保険者等の保険者市町村及び該当する者の数を保険者市町村ごとにまとめ

た負担金調整依頼書を年に１回国保連合会に提出する。 

○ 介護予防ケアマネジメントに要した費用について、Ｂ市が、居宅要支援被

保険者等の保険者市町村及び該当する者の数を保険者市町村ごとにまとめ

た負担金調整依頼書を年に１回国保連合会に提出する。 

○ 国保連合会は、全国すべての市町村から受けた人数を整理して、各市町村

に対して対象となる住所地特例対象者の数に4,420円をかけたものを負担金

として支払い又は請求する。 

○ 国保連は、全国すべての市町村から受けた人数を整理して、各市町村に対

して対象となる住所地特例対象者の数に単価をかけたものを負担金として

支払い又は請求する。 

※ 当該年度の前年度の 1月 1 日から当該年度の 12 月 31 日までの第 1 号介護予防支

援事業（指定事業者によるものを除く。）の利用実績に、法第 58 条第２項に規定す

る厚生労働大臣が定める基準により算定した額として介護予防支援費を乗じて得

た額とする（省令第 140 条の 72 の３第３項）。 

※ 「当該年度の前年度の 1 月 1日から当該年度の 12 月 31 日までの第 1 号介護予防

支援事業（指定事業者によるものを除く。）の利用実績に、法第 58 条第２項に規定

する厚生労働大臣が定める基準により算定した額として介護予防支援費を乗じて

得た額とする（施行規則第 140 条の 72 の３第３項）。 

・介護予防支援費（Ⅰ）の単位数（442 単位）で算定。 ・介護予防支援費の単位数で算定。 
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・地域単価は加味しない（1 単位 10 円で算出）。 ・地域単価は加味しない（1 単位 10 円で算出）。 

・加算は含まない。 ・加算は含まない。 

したがって、財政調整される金額は、実際に施設所在市町村が地域包括支援セン

ターに支払った額と異なる場合がある。 

・したがって、財政調整される金額は、実際に施設所在市町村が地域包括支援セン

ターに支払った額と異なる場合がある。 

※ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅においては、居住する住所地特例

対象者がサービスの利用を希望する場合には、施設所在市町村の窓口に案内する。 

※ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅においては、居住する住所地特例

対象者がサービスの利用を希望する場合には、施設所在市町村の窓口に案内する。 

（削除）  

ニ その他 ニ その他 

○ 住所地特例対象者に対する総合事業によるサービス提供については、施設

所在市町村が行うこととなるため、総合事業による介護予防ケアマネジメン

トについては、施設所在市町村の地域包括支援センター等が行うこととな

る。 

○ 住所地特例対象者に対する総合事業によるサービス提供については、施設

所在市町村が行うこととなるため、総合事業による介護予防ケアマネジメン

トについては、施設所在市町村の地域包括支援センターが行うこととなる。 

○ サービス・活動事業のほか、予防給付によるサービス（介護予防訪問看護、

福祉用具など）を利用する場合における要支援者に対するケアマネジメント

については、引き続き、予防給付（介護予防支援）により提供されることと

なっているが、その提供を行う者は、総合事業によるサービスのみを利用し

ている場合と介護予防ケアマネジメントの主体が変わることがないよう、施

設所在市町村が指定を行った地域包括支援センター等が介護予防ケアマネ

ジメント（介護予防支援）を行うこととなっている（法第 58 条）。 

○ サービス事業のほか、予防給付によるサービス（介護予防訪問看護、福祉

用具など）を利用する場合における要支援者に対するケアマネジメントにつ

いては、引き続き、予防給付（介護予防支援）により提供されることとなっ

ているが、その提供する者は、総合事業によるサービスのみを利用している

場合と介護予防ケアマネジメントの主体が変わることがないよう、施設所在

市町村が指定した地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメント（介護

予防支援）を行うこととなっている（法第 58 条）。 

○ しかし、予防給付による介護予防ケアマネジメント（介護予防支援）につ

いては、施設所在市町村の地域包括支援センターからの請求により、国保連

合会経由で保険者市町村が、給付として審査・支払を行うことになるため、

給付と総合事業による請求の流れが異なることになることに留意する必要

○ しかし、予防給付による介護予防ケアマネジメント（介護予防支援）につ

いては、施設所在市町村の地域包括支援センターからの請求により、国保連

合会経由で保険者市町村が、給付として審査・支払を行うことになるため、

給付と総合事業による請求の流れが異なることになることに留意する必要
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がある。 

 

がある。 

（２） 地域支援事業における財政調整 （２） 地域支援事業における財政調整 

（地域支援事業交付金の仕組み） （地域支援事業交付金の仕組み） 

○ 地域支援事業交付金については、総合事業に要する費用の 25％を、国が市

町村に対して交付するが、給付の調整交付金と同様の仕組みも設けている。 

○ 地域支援事業交付金については、総合事業に要する費用の 25％を、国が市

町村に対して交付する。 

○ 従来の介護予防事業においては全ての市町村に対して一律 25％の支給を

行っていたものを、予防給付を移行するに当たって、給付の調整交付金と同

様の仕組みを設けている。 

○ そのため、25％のうちの５％部分については、以下の①②により、交付さ

れる（介護保険法第 122 条の２第２項に規定する交付金の額の算定に関する

省令（平成 27 年厚生労働省令第 58 号））。 

○ そのため、25％のうちの５％部分については、以下の①②により、交付さ

れる。（介護保険法第 122 条の２第２項に規定する交付金の額の算定に関す

る省令（平成 27 年厚生労働省令第 58 号）） 

① 介護予防・日常生活支援総合事業普通調整交付金 ①介護予防・日常生活支援総合事業普通調整交付金 

第１号被保険者の年齢階級別の分布状況（第１号被保険者のうち、75 歳

以上の高齢者の割合）、第１号被保険者の所得の分布状況に応じて、市町

村に支給するもの 

第１号被保険者の年齢階級別の分布状況（第１号被保険者のうち、75 歳

以上の高齢者の割合）、第１号被保険者の所得の分布状況に応じて、市町

村に支給するもの 

② 介護予防・日常生活支援総合事業特別調整交付金 ②介護予防・日常生活支援総合事業特別調整交付金 

災害その他特別の事情に応じて、市町村に支給するもの 災害その他特別の事情に応じて、市町村に支給するもの 

総合事業における財政調整のための交付金について（総合事業調整交付金） 

（図略） 

 

総合事業における財政調整のための交付金について（総合事業調整交付金） 

（図略） 

調整基準標準事業費額（総合事業の年間所要額）の算定方法 

（図略） 

 

調整基準標準事業費額（総合事業の年間所要額）の算定方法 

（図略） 

（３） 事故時の対応 （３） 事故時の対応 

○ 地域支援事業により行われる各種サービス提供時の事故については、サー

ビス内容や実施方法等に応じ、民間事業者や団体等によるサービスは実施主

体ごとに、市町村が直接実施する事業は市町村が、それぞれ事故報告の窓口

設置や損害保険への加入などの対応を行い、事故発生時に必要な対応がとら

れている。 

○ 現在も地域支援事業により行われる各種サービス提供時の事故について

は、サービス内容や実施方法等に応じ、民間事業者や団体等によるサービス

は実施主体ごとに、市町村が直接実施する事業は市町村が、それぞれ事故報

告の窓口設置や損害保険への加入などの対応を行い、事故発生時に必要な対

応がとられている。 

○ サービス・活動事業の提供に当たっても、基本的に同様の考え方に基づく

運用となる。例えば、市町村が直接実施する場合等には市町村が、指定制度

を活用して指定事業者がサービス・活動を実施する場合や補助により民間事

業者や団体等がサービス・活動を実施する場合には実施主体が、保険加入等

必要な対応を行うことが適当である。保険者としての市町村は、総合事業全

般について、相談等必要な対応を行う体制を整えることが適当である。 

○ 総合事業による各種サービス事業の提供に当たっても、基本的に同様の考

え方に基づく運用となる。例えば、市町村が直接実施する場合等には市町村

が、指定制度を活用して指定事業者がサービスを提供する場合や補助により

民間事業者や団体等がサービスを提供する場合には実施主体が、保険加入等

必要な対応を行うことが適当である。保険者としての市町村は、総合事業全

般について、相談等必要な対応を行う体制を整えることが適当である。 

 

［参考］ （略） ［参考］ （略） 



 
 

121 
 

新 旧 

 

（４） 苦情処理 （４） 苦情処理 

○ サービス・活動の利用に当たって苦情等が生じた時は、予防給付と同様、

以下のとおり、サービス・活動の実施者自身の対応はもちろん、介護予防ケ

アマネジメントをする地域包括支援センター等や市町村、国保連合会におい

ても、必要に応じ、相談に対応する。 

○ サービス利用に当たって苦情等が生じた時は、今の予防給付と同様、以下

のとおり、サービス提供者自身の対応はもちろん、介護予防ケアマネジメン

トをする地域包括支援センター等や市町村、国保連合会においても、必要に

応じ、相談に対応する。 

・サービス・活動の実施者 ・サービス事業者 

日常的な苦情を受け付けるとともに、市町村・国保連合会の調査等に協力

し、指導・助言を受けた場合には必要な改善を行うとともに、市町村・国保

連合会の求めに応じて改善内容を報告。 

日常的な苦情を受け付けるとともに、市町村・国保連合会の調査等に協力

し、指導・助言を受けた場合には必要な改善を行うとともに、市町村・国保

連合会の求めに応じて改善内容を報告。 

・地域包括支援センター等 ・地域包括支援センター 

介護予防ケアマネジメントを行うものとして、利用者・事業者等から事情

を聞き、対応を検討。必要に応じて、利用者に説明し、国保連合会への苦情

申立てについての援助を行う。 

介護予防ケアマネジメントを行うものとして、利用者・事業者等から事情

を聞き、対応を検討。必要に応じて、利用者に説明し、国保連合会への苦情

申立てについての援助を行う。 

・市町村 ・市町村 

苦情の窓口・指定権者として、事業者等に対する調査・指導・助言を実施。 苦情の窓口・指定権者として、事業者等に対する調査・指導・助言を実施。 

・国保連合会 ・国保連合会 

市町村等と適宜調整しつつ、市町村で対応できない苦情等の相談を実施す

るとともに、申立に基づき、事業者等に対する指導・助言等を実施。 

市町村等と適宜調整しつつ、市町村で対応できない苦情等の相談を実施す

るとともに、申立に基づき、事業者等に対する指導・助言等を実施。 
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第８ 総合事業の充実に向けた多様なサービス・活動の充実 （新設） 

本ガイドラインでは、これまで、平成 26 年改正介護保険法に基づく制度施行の

経緯等を踏まえ、総合事業の考え方及び実施手法について述べてきたところであ

る。 

他方、総合事業は、その制度施行から 10 年を経過し、地域を取り巻く環境も変

容しており、「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」（令和５年

12 月 22 日閣議決定）において、「高齢者の地域における自立した日常生活の支援

や社会参加を促進する観点から、総合事業の充実について、第 10 期介護保険事業

計画期間以降を見据え、第９期介護保険事業計画期間（2024～2026 年度）を通じ

た工程表を作成し、総合事業の活性化に向けた具体的な方策を講ずることにより、

保険者が集中的に取り組むことのできる環境整備を進めることを検討する。」とさ

れるなど、その更なる充実が求められている。 

この「充実」については、「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検

討会における議論の中間整理」（令和５年 12 月７日介護予防・日常生活支援総合

事業の充実に向けた検討会）において、その方向性が示されたところであり、本

章では、その内容を示すものである。 

 

１ 総合事業の充実に向けた基本的な考え方 

（１） 市町村が中心となり総合事業で地域の力を組み合わせる 

 

  

○ 令和７（2025）年以降、少子化を背景として生産年齢人口（現役世代）は

減少し、医療・介護の専門職の担い手の確保は困難となる一方で、85 歳以上

人口は令和 17（2035）年頃まで一貫して増加し、総合事業や介護サービスに

よる支援を必要とする高齢者は増加していく。 
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○ また、こうした人口動態は地域によって異なり、地域で暮らす人々や高齢

者を支える地域資源の状況も地域によって様々である。 

○ こうした中、高齢者の尊厳と自立した日常生活を地域で支えていくために

は、地域に暮らす高齢者の立場に立ち、市町村が中心となって、医療・介護

専門職がより一層その専門性を発揮しつつ、高齢者を含む多世代の地域住

民、地域運営組織、ＮＰＯや民間企業などの多様な主体を含めた地域の力を

組み合わせるという視点に立ち、地域をデザインしていくことが必要であ

り、総合事業をこうした地域共生社会の実現のための基盤となるものと位置

づけ、その充実を推進することが適当である。 

○ その際、市町村は、地域の高齢者にサービスを提供するという立場を越え

て、地域の多様な主体がもつ多様な価値判断を踏まえつつ、ファシリテーシ

ョンの役割を担いながら多様な主体との対話を重ねることで規範的統合を

進めるとともに、それぞれの主体が、目標に向かって自らの意思で行動を起

こし、地域の中でその力を発揮しながら、共創していくことができるよう、

地域づくりのプロジェクトマネジャーとしての役割を発揮することが求め

られる。 

○ また、市町村が、こうした役割を発揮するに当たっては、生活支援体制整備

事業による生活支援コーディネーターや協議体を活用することや地域住民

が自分ごととして主体的に参加することが不可欠であるという視点をもつ

ことが重要である。 

 

（２） 高齢者や多様な主体の参画を通じた地域共生社会の実現・地域の活性化  



 
 

124 
 

新 旧 

○ 総合事業は、高齢者の介護予防、社会参加、生活支援を通じて、高齢者が

尊厳を保持しながら地域での自立した日常生活をおくれるよう支援するも

のである。 

○ 高齢者の地域での生活は、医療・介護の専門職との関わりのみならず、地

域の住民や産業との関わりの中で成立するものである。さらに、高齢者自身

も地域の多様な主体の一員であり、支える側と支えられる側との関係性を越

えた地域共生社会を実現していく視点が必要である。 

○ こうした視点を踏まえれば、総合事業の「充実」とは、地域のつながりの中

で、幅広い世代の地域住民の主体的な活動や地域の多様な主体の参入を促進

し、医療・介護の専門職がそこに関わり合いながら、高齢者自身が適切に活

動を選択できるようにするものと位置づけるべきである。 

○ 総合事業の充実を通じ、高齢者が元気なうちから地域社会や医療・介護の専

門職とつながり、そのつながりのもとで自己の能力や選択による社会活動を

続け、介護が必要となっても必要な支援を受けながら、住民一人一人が自分

らしく暮らし続けられる「地域共生社会」の実現や地域の活性化を推進して

いく。これにより、居宅要支援被保険者等の支援の充実のみならず、高齢者

が、地域包括ケアシステムにおける自助・互助・共助・公助のつながりの中

で、多様な主体がもつ地域の力と医療・介護・福祉の専門職の力を活用しな

がら、自身の力を発揮しつつ、自立した日常生活をおくることのできる社会

の実現に通じるものとなる。 

○ 現在、総合事業は介護サービス事業者等による専門職が主として実施して

いるが、高齢者の日常生活と密接に関わる多様な主体の参入が進み、地域全

体がチームとなって総合事業を展開することで、医療・介護の専門職が、そ

の専門性を発揮しつつ高齢者の状況に応じた必要な関わりを続けることが

可能となり、 

① それぞれの高齢者が元気なうちから、趣味的活動や社会貢献活動、有償

ボランティア、就労的活動などの様々な活動を通じた総合事業との早期の

関わりを深め、介護予防の無関心層の主体的な参加を促すことや心身の機

能の低下の早期発見などにつながる 

② 要支援となっても、支援が必要となる前の価値観や生活スタイルをその

ままに地域で暮らすための活動やサービスの選択肢が拡大する 

③ 総合事業が地域に幅広く根を張ることで、介護が必要となっても、地域

との関わりの中で尊厳を保持しながら自立した日常生活をおくることの

できる地域づくりの実現に資する 

などの効果が期待される。 

○ さらに、地域の多様な主体が総合事業を媒介として介護保険制度による施

策と連続性のある取組を進めることで、商業・交通・教育・農業・地域づく

りなどの高齢者の日常生活と深く関わる分野における活動との関わりも深
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化し、住民活動と相乗的に高め合いながら地域づくりの活性化につながる。 

 

２ 総合事業の充実に向けた多様なサービス・活動の在り方  

○ これまで、国が示してきた総合事業におけるサービスＡやＢなどの類型は

事業の実施主体に着目したものであり、予防給付時代のサービス類型を踏襲

していることや、提供されるサービスの内容が一般介護予防事業、他のまち

づくり施策等に端を発した活動と類似するケースも存在している。 

○ また、こうした分類は、介護保険制度の構造や事業の実施主体である市町

村の目線に立ったものであり、ユーザーあるいは活動の主体たる高齢者一人

一人にとっての関わりが希薄である。そして、サービス類型が並列に列挙さ

れていることで、事業の目的よりも、それら全てを実施することが総合事業

の到達点であると市町村が誤認しているとの指摘もある。 

○ こうした指摘を踏まえ、「介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効

な実施を図るための指針」（平成 27 年厚生労働省告示第 196 号）や地域支援

事業実施要綱について改正を行い、サービス・活動ＡやＢ等の分類について

は、その想定される実施主体、指定・委託・補助等の実施方法等による分類

を適切な執行の観点から示すものであること、また、市町村ごとにその全て

を実施することを求めるものではないことの明確化を行ったところである。 

 

 

 

 

〇国が示す総合事業の類型について、あくまでも制度に基づく実施手法等による分類であること、多様なサービス・活動は、高齢者の目線に立ち、選択肢の拡
充を図るものであることを明確化。

多様なサービス・活動の分類（交付金の取扱いによるもの）

・ 高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）できるサービス、高齢者の日常生活支援を行うサービスなど、高齢者の目線に立ったサービスのコンセプトを軸とする多様な事業のあり方の例示
・ 予防給付時代の制度的分類にとらわれない、訪問と通所、一般介護予防事業、高齢者の保健事業や保険外サービスなどを柔軟に組み合わせた新たなサービス・活動モデルの例示
など、高齢者がその選択と参加の際にわかりやすく、また、市町村がこれまで国が示してきたサービス類型に縛られず総合事業を弾力的に展開できるような事業のあり方を検討することが必要である。

実
施
要
綱
改
正
後

従前相当サービス

多様なサービス・活動

サービス・活動A
（多様な主体によるサービス・活動） サービス・活動B、

サービス・活動D（訪問型のみ）
（住民主体によるサービス・活動）

サービス・活動Ｃ
（短期集中予防サービス）

そ
の
他指定 委託

実施手法 指定事業者が行うもの（第１号事業支給費の支給） 委託費の支払い 活動団体等に対する補助・助成 委託費の支払い

こ
れ
ら
に
よ
ら
な
い
も
の

（
委
託
と
補
助
の
組
み
合
わ
せ
な
ど
）

想定される
実施主体

介護サービス事業者等
（訪問介護・通所介護等事業者）

介護サービス事業者等以外の多様な主体
（介護サービス事業者等）

ボランティア活動など地域住民の主体的
な活動を行う団体
当該活動を支援する団体

保健医療に関する専門的な知識を有す
る者が置かれる団体・機関等

基準 国が定める基準※1を例にしたもの サービス・活動の内容に応じて市町村が定めるもの

費用
国が定める額※2（単位数）

サービス・活動の内容に応じて市町村が定める額
額の変更のみ可 加算設定も可

対象者
要支援者・事業対象者 要支援者・事業対象者

継続利用要介護者
要支援者・事業対象者
継続利用要介護者

※ 対象者以外の地域住民が参加することも想定

要支援者・事業対象者のうち、目標達成
のための計画的な支援を短期集中的に
行うことにより、介護予防・自立支援の効
果が増大すると認められる者

サービス内容
（訪問型）

旧介護予防訪問介護と同様*
* 身体介護・生活援助に該当する内容を総

合的かつ偏りなく老計10号の範囲内で実
施することが求められる

高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
介護予防のための地域住民等による見守り的援助の実施
高齢者の生活支援のための掃除、買い物等の一部の支援*を行う活動 など
* 市町村の判断により老計10号の範囲を越えてサービス・活動を行うことも可能
通院・買い物等の移動支援や移送前後の生活支援（原則としてＢ・Ｄでの実施を想定） 対象者に対し、３月以上６月以下の期

間を定めて保健医療に関する専門的な
知識を有する者により提供される短期集
中的なサービス

サービス内容
（通所型）

旧介護予防通所介護と同様*
* 運動器機能向上サービス、入浴支援、食

事支援、送迎等を総合的に行うことが求め
られる

高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
セルフケアの推進のため一定の期間を定めて行う運動習慣をつけるための活動
高齢者の社会参加のための生涯学習等を含む多様な活動を支援するもの
住民や地域の多様な主体相互の協力で行う入浴、食事等を支援する活動 など

送迎のみの実施

支援の
提供者

国が定める基準による 市町村が定める基準による

訪問型:訪問介護員等
サービス提供責任者

通所型:生活相談員、看護職員
介護職員、機能訓練指導員

地域の多様な主体の従事者
高齢者を含む多世代の地域住民
（有償・無償のボランティア）

有償・無償のボランティア
マッチングなどの利用調整を行う者

保健医療専門職

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
正
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○ 総合事業は、 

・ 高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）できるサービス、高

齢者の日常生活支援を行うサービスなど、高齢者の目線に立ったサービス

のコンセプトを軸とする多様な事業や 

・ 予防給付時代の制度的分類にとらわれない、訪問と通所、一般介護予防

事業、高齢者の保健事業や保険外サービスなどを柔軟に組み合わせた新た

なサービス・活動など、 

高齢者がその選択と参加の際にわかりやすく、これまで国が示してきたサー

ビス類型に縛られず総合事業を弾力的に展開していくことが求められてい

る。 

○ 従前相当サービスの基準については、「介護保険法施行規則第百四十条の

六十三の六第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準」（令和３年厚生労

働省告示第 71 号）により人員、設備及び運営に関する標準的な基準を国に

おいて定めているところであるが、これは、従前相当サービスについて、旧

介護予防訪問介護等と同様のものとし、 

・ 医療・介護の専門による専門的なニーズに応えるサービス 

・ 想定される対象者は、進行性疾患や病態が安定しない者など、専門職に

よる適切な支援が必要となる者 

・ サービスの内容は、総合的なものであるとともに、全国一律で一定の範

囲を示す 

という観点から、設定されている。 

○ 対して、多様なサービス・活動について、 

・ 地域住民を含む地域で高齢者の生活支援に資する活動に取り組む多様な

主体により展開されるサービス・活動 

・ 想定される者は、地域とのつながりの中で自身の選択により生活を営む

居宅要支援被保険者等全般 

・ サービスの内容は、市町村の創意工夫により、高齢者の視点に立って検討

されるもの 

ととらえ、多様なサービス・活動事業として想定される事業例を示すものであ

る。 

○ 市町村は、現行の従前相当サービスとともに多様なサービス・活動を充足

させることで、様々な形で多様な主体の活動に参加する高齢者に対し、医療・

介護の専門職がゆるやかに関わり続けるという観点から、多様なサービス・

活動の充実に努められたい。 

○ また、ここに示す事業例にとらわれず、地域の高齢者にどのような生活課

題があるか、地域住民がどのような関心を持って地域で活動をしているのか

を把握した上で、一定の利用者が確保できるという見込みのもとで事業を実

施するとともに、地域ケア会議や在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体
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制整備事業、認知症総合支援事業、さらには居住支援、意思決定支援、権利

擁護等の様々な高齢者を支える取組と総合事業とで連動しながら地域での

取組の充実を進めていくことが必要である。 

○ この際、事業の利用対象者像や、提供の際の介護予防ケアマネジメントの

実施手法についてあらかじめ市町村と地域包括支援センターとの間で共有

をすることで、適切に高齢者の選択を支援することが必要である。なお、こ

れらのサービス・活動を利用する際には、介護予防ケアマネジメントにおけ

る介護予防ケアマネジメント計画の作成は想定されないと考えるが、高齢者

が専門職との関わりを保ちながら、地域での活動を継続するという視点に立

ち、フォローアップについて適切に行うことも重要である。 

○ なお、事業例については、一般介護予防事業と連続的に利用できるような

仕組みをつくることで継続的な地域活動への参加が進むことが想定される

ほか、一般介護予防事業（通いの場）には参加しづらい高齢者とのゆるやか

なかかわりを地域の医療・介護専門職がもつことにも効果があると考えられ

る。 

 

（訪問型サービス）  

○ 多様な訪問型サービスとして想定される事業については、次のようなもの

も想定される。これらはいずれも従前相当サービスとは異なる事業形態が想

定されるものであり、人員基準について、訪問介護員等やサービス提供責任

者等の専門職あるいはそれに類する者の配置は想定されないが、市町村は、

支援者に対し、本人のできることを阻害せず、その選択を重視するという利

用者とのかかわり方や総合事業の基本的な考え方について必要な研修を行

うことが望ましい。 

 

 

例１）地域住民が担い手となって活動することができる活動 

○ 総合事業の対象者である居宅要支援被保険者等は、ＩＡＤＬの一部が低下

しているものの、ＡＤＬは自立している者が多く、このような状態を踏まえ

ると、地域とのつながりを維持しながら、有する能力に応じた柔軟な支援を

受けていくことで、自立意欲の向上につなげていくことが期待される。 

○ また、高齢者が元気なうちから、多世代の地域住民とともに、こうした活

動に参画することは、ＩＡＤＬの一部の低下が見られた際に、支える側、か

つ、支えられる側として活動を継続することも想定される。 

○ こうした観点から、サービス・活動Ａ又はＢとして、元気な高齢者を含む

多世代の地域住民が高齢者に対する生活支援や介護予防のための見守り的

援助等を実施する、また、当該多様なサービス・活動の利用者が、自身がで

きる範囲で活動することのできる事業を創設することが有効である。 

○ この際、居宅所要支援被保険者等を支援する者は、地域住民が想定される
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が、この場合の総合事業として支払うことができる担い手に対する費用とし

ては、サービス・活動Ｂの場合は、ボランティア奨励金を含む補助等を行う

こと、サービス・活動Ａの場合は、雇用される支援者に対する人件費は直接

経費として、ボランティア活動として支援を行う者に対する費用はボランテ

ィア奨励金としていずれも含むことができる。 

○ また、サービス・活動の利用者である居宅要支援被保険者等が、他の利用

者の支援（一緒に掃除をする等）を行う場合、活動実績に応じて利用料を免

除する、当該事業の支援者としてボランティア奨励金等を支払う、介護予防

ポイントを付与する等が考えられる。なお、この際、介護予防ケアマネジメ

ントとして適切なアセスメントを行うほか、活動状況のフォローアップを行

うなど、地域包括支援センターは適切に後方支援を行うことで、より一層の

高齢者の継続的な社会参加につながることが期待される。 

 

例２）高齢者の生活支援のための掃除、買い物等の一部の支援を行う活動 

○ 従前相当サービスは、その基準において、身体介護と生活援助を総合的に

偏りなく実施することが求められるが、例えば、市町村が、訪問型サービス

における支援内容を分析した結果、身体介護・生活援助の行為のうち、掃除

がその大宗を占める場合などは、地域の清掃業者等にサービス・活動Ａとし

て、掃除のみの支援を委託すること等が想定され、こうした一部の支援行為

に特化した事業を創設できることは総合事業の一つの強みである。 

○ こうした事業の単価については、「介護保険法施行規則第百四十条の六十

三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労

働省告示第 72 号）において示す生活援助中心型の単価を参考とすることが

想定されるが、地域の居宅要支援被保険者等の数は一般的な市場に比較すれ

ば小さいことから、当該単価では、民間の事業者にとって採算性が確保でき

ないことが想定される。このため、当該事業の提供中に他の高齢者等に対し

保険外サービスを提供することについても一部認めることや、他の市町村事

業と一体的に委託を行うなどの工夫が必要であり、その実施手法等について

は、市町村と事業者双方の協議のもとで適切に設定すること。 

○ 加えて、この事業が単なる保険外サービスの付け替えとならないよう、介

護予防ケアマネジメントにおいて、利用者ができることを阻害しない範囲で

の内容とすることなど一定の基準をあらかじめ定めておき、利用者に説明を

行うこと、支援内容について、地域の訪問介護事業者等と連携のもとで検討

することなど、総合事業の趣旨を踏まえた運用を行うことが求められる。 

○ なお、掃除などの支援は、サービス・活動Ｂにおいても実施可能であり、

地域住民活動を阻害しないようその活動を補完する観点で実施するという

視点も必要である。 

 

 



 
 

129 
 

新 旧 

例３）通院・買い物等の移動支援や移送前後の生活支援 

○ 住民互助の移動支援と移動先の付き添い支援を一体的に行うものであり、

基本的には、訪問型サービス・活動Ｄ（他の生活支援を一体的に行う場合は

訪問型サービス・活動Ｂ）として実施することや、マッチング等を行う中間

支援組織等にサービス・活動Ａとして委託することが想定される。 

○ 総合事業としての補助・助成の対象経費は、「介護予防・日常生活支援総合

事業による高齢者の移動支援に係る交通施策との関係等について（周知）」

（令和６年３月 29 日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課事務連

絡）で示したとおり、移動・付き添い活動に係る間接経費（活動団体の事務

職員等の人件費、利用調整に関する経費、運転を行う者の研修に要する費用

等）のほか、ガソリン代等の実費相当分、ボランティア（運送を行う者を含

む。）に対するボランティア奨励金の支給やボランティアポイントの付与に

係る経費が想定される。なお、これらの経費に対する補助・助成を行う場合

も、当該補助・助成については運送の反対給付とはみなされず、道路運送法

による許可・登録は不要である。 

○ また、本事業による移動先については、商店や医療機関のほか、介護予防・

社会参加の推進の観点から、市町村と地域住民とが協議のもと定めることと

する。 

○ なお、買い物支援については、一定数の利用者を効果的に確保し、効率的

にその支援を行う観点から、通所型サービスの実施場所あてに共同で配送を

依頼することや、移動販売を訪問型サービス・活動Ａとして実施することな

ども想定される。 

 

 

（通所型サービス）  

○ 多様な通所型サービスとして想定される事業については、次のようなもの

も想定される。これらはいずれも従前相当サービスとは異なる事業形態が想

定されるものであり、人員基準について、生活相談員、看護職員、機能訓練

指導員等の専門職あるいはそれに類する者の配置は想定されないが、市町村

は、支援者に対し、本人のできることを阻害せず、その選択を重視するとい

う利用者とのかかわり方や総合事業の基本的な考え方について必要な研修

を行うほか、活動実施時に利用者が急変した時等の対応について適切に定め

ること。 

 

 

例１）地域住民が担い手となって活動することができる活動 

○ 考え方等については、訪問型サービスと同様であるが、事業内容について

は、 

・ 多世代の地域住民が高齢者や子どもなどの見守りを一体的に行う場で、

利用者自身も子どもの見守りを行う場 
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・ 居宅要支援被保険者等が、現役時代のスキル等を活かし、他の居宅要支

援被保険者等に指導等を行う場 

・ 遊休農地を活かし、地域住民同士で農作業などを行う場で、農業を営む

居宅要支援被保険者等が活動を行いつつ指導等も同時に行う、また、併せ

て、食品加工等の作業を受注して就労的な活動を行う場 

等が想定される。 

 

例２）セルフケアの推進のため一定の期間を定めて行う運動習慣づけのための

活動 

○ 介護予防ケアマネジメントによるアセスメントにおいて、運動や外出の機

会の減少等によりＩＡＤＬの低下がみられる者、あるいは、サービス・活動

Ｃの終了直後の者など、運動を習慣づけることが必要と考えられる者に対

し、一定の期間において運動の場を提供し、地域の多様なサービス・活動に

つなげるもの。 

○ 行政・民営の健康運動施設等に対しサービス・活動Ａとして委託すること

が想定されるが、こうした場においては、利用者以外の高齢者も自費負担に

より当該施設等を利用していることが想定され、漫然とサービス・活動を提

供するのではなく、介護予防ケアマネジメントにおいて一定の期間経過後に

目標が達成されれば、他の利用者同様の負担を求めることが必要と考える。 

 

 

例３）高齢者の社会参加のための生涯学習等を含む多様な活動 

○ 高齢者が興味・関心がある活動や、居宅要支援被保険者等となる前に参加

していた活動など、今後の外出機会の向上や社会参加に資する活動と連動す

るような、ＩＴリテラシーの向上やスキルアップのための学習活動やサーク

ル活動等への参加を支援するもの。 

○ こうしたサービス・活動については、当該活動を実施する多様な主体への

委託が想定されるが、他の高齢者との均衡を図る観点から他の利用者と同額

の利用者負担を求めることが適切と考える。このため、委託費については、

学習活動そのものではなく、居宅要支援被保険者等に対する見守りに係るコ

スト、広報経費等の間接経費を対象経費とする、または、高齢者の生活習慣

の改善を評価して事後的に支払う手法など、当該活動そのものに対する利用

者負担に関わりのない経費を定額で設定することが想定される。また、委託

については通年で行うとしても、委託費についてはスポットで支払うなどの

手法もあり得る。 

 

 

例４）住民や地域の多様な主体相互の協力で行う入浴・食事等の支援 

○ 例えば、市町村が、通所型サービスにおける支援ニーズを分析した結果、

入浴のニーズが高い場合、サービス・活動Ｃ（訪問型・通所型）において自
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宅で入浴ができるような訓練を行うこともひとつの手法であるが、介護予防

ケアマネジメントにおいて、見守りがなされていれば入浴が可能と判断され

る利用者に対しては、従前相当サービスを提供するのではなく、多世代の地

域住民が集まる入浴などを提供する総合施設において、当該施設の職員（又

は多世代の地域住民や高齢者同士）が入浴時の見守りを行うサービス・活動

を実施することも、高齢者の地域とのつながりを深める上で有効と考える。 

○ 食事についても同様であり、公民館や図書館等の総合的な施設において、

当該施設の職員による見守りのもと、相互に食事支援や配膳等を行うことも

考えられる。 

○ 委託費についての考え方は、例２のように期間を定めて行う方法や、例３

のように利用者負担については他の利用者と同額を求めた上で行う方法な

どが考えられる。 

 

○ なお、ここで示す事業例は、サービス・活動事業としてのものであるが、

実施においては、居宅要支援被保険者等が元気なうちから活動に参加すると

いう観点も踏まえ、一般介護予防事業のみならず、他の政策目的による補助

金、さらには民間のファンド等も活用するよう働きかけることで、一層の効

果が期待される。 

○ また、高齢者の地域における生活の選択肢の拡大の観点から、利用者の状

況によって、一時的に従前相当サービスと多様なサービス・活動を並行して

利用しつつ、適切な介護予防ケアマネジメントのもとで多様なサービス・活

動に移行していくことも考えられるが、この際の従前相当サービスの単価に

ついては、「介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規

定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第 72 号）にお

いて示す１月当たりの単価ではなく１回当たりの単価が選択されるものと

考えられる。 

 

 

３ 総合事業の充実に向けた評価の視点  

○ 2025（令和７）年以降の人口動態や、地域資源は地域によって異なること

を踏まえ、地域の医療・介護専門職が、より一層その専門性を発揮しつつ、

高齢者の尊厳の保持と自立支援を地域ごとに進めていくことは重要な課題

である。 

○ 総合事業の充実を図り、地域の多様な主体が展開する活動の中で高齢者が

日常生活をおくることができる地域づくりを進めることは、医療・介護の専

門職が、高齢者のライフステージに応じて適切に関わりつつ、高齢者のニー

ズに応じた必要な支援を行うことにつながる。そして、そのことが、今、地

域で支援を必要とする高齢者に対してのみならず、将来、地域で支援を必要

とする高齢者に対する、介護サービスの提供を含めた必要な支援を切れ目な
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く行うための体制を継続的に維持することにも有効である。 

○ このため、総合事業の評価指標の見直しに当たっては、 

・ 高齢者一人一人の介護予防・社会参加・自立した日常生活の継続の推進

の状況 

・ 高齢者の地域生活の選択肢の拡大 

・ 地域の産業の活性化（地域づくり） 

・ 総合事業と介護サービスとを一連のものとして地域の介護サービスを含

む必要な支援を継続的かつ計画的に提供するための体制づくり 

の４つの観点を盛り込むことが必要である。 

○ さらに、具体的な評価指標の項目の検討に当たっては、「介護予防・日常生

活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」による取組

の実施状況も踏まえながら、 

・  総合事業が利用者の自立支援に適切につながっているか等、その実態

を可視化するための検討を踏まえた、効果的な取組となるようなプロセス

を適切に評価することが重要であること 

・ 従前相当サービスと多様なサービスそれぞれに求められるものを幅広く

明らかにしていくとともに他の施策との連動も視野に入れる必要がある

こと 

を念頭におき、検討を進めていくことが適当である。 

なお、その際、評価指標を定めることが、市町村の創意工夫に基づく総合

事業の自由なデザインや柔軟な運用、地域住民の主体的な活動を阻害するこ

とのないよう配慮も必要である。 

○ 総合事業の評価のあり方については、第 10 期介護保険事業計画期間まで

の間に、こうした観点を踏まえつつ検討を深め、その具体化を図ることとし

ているが、令和６年度において地域支援事業実施要綱別添２「総合事業の事

業評価」を改正し、評価の視点を示したところであるので参考とされたい。 
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第９ その他 第８ その他 

１ 総合事業の会計年度、会計の費目 １ 総合事業の会計年度、会計の費目 

○ 市町村における介護保険事業特別会計における費目については、「介護保

険特別会計の款項目節区分について」（平成 11 年 10 月５日付け厚生省老人

保健福祉局介護保険制度施行準備室長事務連絡）により示しており、別添２

のとおりとなる。 

○ 市町村における介護保険事業特別会計における費目については、「介護保

険特別会計の款項目節区分について」（平成 11 年 10 月５日付け厚生省老人

保健福祉局介護保険制度施行準備室長事務連絡）により示しているが、総合

事業の実施猶予期間の終了に伴い、別添のとおりとなる。 

○ 介護保険事業特別会計においては、総合事業の実施に要した費用について

実施した年度の会計に計上するものであるが、指定事業者による総合事業の

実施については、給付と同様、例えば、平成 28 年度の会計においては、平成

28 年４月の請求分（おおむね同年３月利用分）から平成 29 年３月請求分（お

おむね同年２月利用分）までを対象とする。 

○ 介護保険事業特別会計においては、総合事業の実施に要した費用について

実施した年度の会計に計上するものであるが、指定事業者による総合事業の

実施については、給付と同様、例えば、平成 28 年度の会計においては、平成

28 年４月の請求分（おおむね同年３月利用分）から平成 29 年３月請求分（お

おむね同年２月利用分）までを対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の選択肢の拡大に向けた総合事業の事業評価の推進

〇法第115条の45の２において、市町村は、定期的に総合事業の実施状況について、調査・分析・評価を行うとともに、その結果に基づき必要な措置を講ず
るよう努めるものとされており、当該調査・分析・評価事務については、一般介護予防事業評価事業として実施することが可能。

〇具体的な評価のあり方については、今後、検討を深めることとしているが、国において実施要綱に示す評価の留意点について、介護予防・日常生活支援総合
事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理で示された４つの視点を踏まえ、見直しを行う。
総合事業の評価指標の見直しに当たっては、・ 高齢者一人一人の介護予防・社会参加・自立した日常生活の継続の推進の状況 ・ 高齢者の地域生活の選択肢の拡大 ・ 地域の
産業の活性化（地域づくり） ・ 総合事業と介護サービスとを一連のものとして地域の介護サービスを含む必要な支援を継続的かつ計画的に提供するための体制づくりの４つの観点を
盛り込むことが必要であると考えられる。

ハイリスク・
アプローチ

高齢者の
選択肢の拡大

ポピュレーション・
アプローチ

２

１

３

調整済み軽度認定率

初回認定者の平均年
齢

在宅継続数・率

従前相当サービスが位
置づけられたプランの割
合

３つのアプローチ

多様なサービス・活動
の種類・数

出前講座・説明会等
の開催数
通いの場の箇所数
体力測定会の開催数
広報活動の回数

アウトプット アウトカム 最終アウトカムプロセス

孤独・孤立等の状態に
ある高齢者へのアウト
リーチ支援の実績等
サービス・活動Cなど専
門職による支援を想定
するサービス・活動の開
催回数・参加者数等

生活支援コーディネー
ターや協議体等による
取組実績

総合事業の充実に向けた評価指標の例

多様なサービス・活動
の参加者数等
出前講座・説明会等
に出席した住民の数
通いの場の参加者数

多様なサービス・活動
に対する継続参加率
社会参加率
通いの場の75歳以上
高齢者の年代別参加
率・継続参加率

孤独・孤立等の状態
にあった高齢者の地域
の活動の参加者数
想定対象者に占める
実際の参加者数
参加者の参加前後の
生活状況等の変化

孤独・孤立等の状態
にあった高齢者の地域
の活動の継続参加率
社会参加率
参加者の一定期間後
の生活状況等

高齢者
の視点

人材
の視点

評価のための前提となる考え方

高齢者の地域での生活
や選択（活動）がどの
ように変化したか
高齢者にかかわる活動に
地域の多様な主体がど
のように関与しているか

保
険
者
の
視
点 財政

の視点

あらかじめ決められた予
算（上限額や介護保険
事業計画等）の範囲内
で実現できているか

地域住民などの多様な
主体による参画が進み、
そこに医療・介護の専門
職がゆるやかに関われて
いるか。
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（削除） 別紙 

 

 

◎訪問型サービスの例（※典型例として整理したもの）
市場（地域支援事業の外）で

提供されるサービス

Ⅰ　訪問介護 Ⅱ　短時間サービス
Ⅵ　訪問型サービスＤ

（移動支援）

① 訪問介護員による身体介護、生活援助

訪問介護員による20分未満の生活援助　等
（例）
・シャワー入浴の見守り
・近隣の買い物同行
・調理の下ごしらえ

介護予防・生活支援サービス事業
と一体的に行う移動支援
移送前後の生活支援
（例）
・通所型サービスの送迎
・買い物、通院、外出時の支援　等

事業者が定めるサービスメニュー
（例）
・掃除、洗濯、買い物、調理などの上
乗せ
・犬の散歩、大掃除、庭木の剪定、家
族の食事準備

②
※利用者により選択
※ケースに応じてケアマネジメント
の対象

③ 事業者指定 委託 運営費補助 その他補助や助成 直接実施 委託

④
ケアプランを作成、
モニタリングを実施

ケアプランを作成、モニタリ
ングを実施

ケアプランを作成、
モニタリングを実施

初回のケアマネジメントの
み

⑤
利用１回ごとの出来高払い又は

月ごとの包括払い
※市町村は負担金として支払う

利用１回ごとの出来高払い
※市町村は負担金として支払う

同左
人数等に応じて月・年ごと
の包括払い・出来高払い

運営のための事業経費の
一部を補助

家賃、光熱水費、年定額
等

直接負担
利用1回ごとの出来高払い
又は月ごとの包括払い

⑥

⑦ 必要に応じて作成 任意

⑧

・国が示す単価（包括報酬）以下で市町村が
設定（出来高払いも可だが月の合計は当該
単価以下）
【国が示す単価を踏まえた専門的サービス
にふさわしい単価】

・左記以下で市町村が設定（出来高払い）
【サービス内容と時間に応じつつ、予防給付
の単価を踏まえた専門職が提供するサービ
スにふさわしい単価】

・国が示す単価（包括報
酬）を下回る単価で市町村
が設定（出来高払いも可だ
が月の合計は当該単価以
下）
【サービス内容と時間に応
じて、左記より低コストに設
定】

なし 自由価格

⑨ 同上

⑪
限度額管理の対象（事業
対象者は目安）・国保連で

管理
なし

⑩
国保連経由で

審査・支払
事業者に
直接支払

－ 事業者に直接支払

⑫
民間事業者、

シルバー人材センター等

⑬

○既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用の継続が必要とケアマネジ メントで認
められるケース

○ケアマネジメントで、以下のような訪問介護員による専門的なサービスが必要と認められる

ケース
（例）

・認知機能の低下や精神・知的障害により日常生活に支障があるような症状や行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、自立支援に向けた専門的サービスが特に必要な者

・ゴミ屋敷となっている者や社会と断絶している者などの専門的な支援を必要とする者
・心疾患や呼吸器疾患、がんなどの疾患により日常生活の動作時の息切れ等により、日常生活に支障

がある者

・ストーマケアが必要な者　等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進していくことが重要。
※一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援に移行していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進
※サービス内容は柔軟に提供可能としつつ、ケアマネジメントにより、利用者の自立支援に資するサービスを提供

国が示す基準を基本に市町村が規定

従前の訪問介護相当

事業の実施方法

ケアマネジメント

事業者指定

ケアプランを作成、モニタリングを実施

基準

サービス種別

サービス内容

対象者となる
ケースとサービス提供
の考え方

市町村の負担方法

多様なサービス

訪問型サービスＢ
に準じる

Ⅳ　訪問型サービスB
（住民主体による支援）

基準

国保連経由で審査・支払

・介護給付の利用者負担割合（１割。一定以上所得の利用者には２割又は３割。ただし、
負担割合３割については、平成30年８月施行。）等を勘案（下限は介護給付の利用者負担
割合）

市町村が適切に設定

単価等
【単価金額の目安】

地域の実情に合わせて市町村が規定

利用者負担額
（利用料）

個別サービス計画

事業者への支払い方
法

作成

Ⅴ　訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

①通所型サービスCの利用者に対する、日常生活のア
セスメントを主とした訪問

②保健師等がその者の居宅を訪問して、必要な相談・
指導等を実施

保健・医療の専門職【保健師、看護職員、理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科

衛生士等】
（市町村）

○ケアマネジメントで、以下のような支援が必要なケー
ス
・体力の改善に向けた支援が必要なケース
・健康管理の維持・改善が必要なケース
・閉じこもりに対する支援が必要なケース
・ADLやIADLの改善に向けた支援が必要なケース

※住民主体の通いの場など多様な通いの場に移行して
いくことが重要
※３～６ケ月の短期間で行う

ケアプランを作成、モニタリングを実施

地域の実情に合わせて市町村が規定
（サービス内容に応じて、市町村が独自に定める基準）

必須

なし

市町村が適切に設定

なし

備　　　　考

限度額管理の対象（事業対象者は目安）・
国保連で管理

主に雇用されている労働者
【訪問介護員又は一定の研修受講者】

（NPO、民間事業者、協同組合等）
（シルバー人材センター等による高齢者活用も）

訪問介護員（訪問介護事業者）

限度額管理の有無・方
法

想定される
サービス提供者（例）

住民ボランティア、住民主体の自主活動として行う生活
援助等
（例）
・布団干し、階段の掃除

・買い物代行や調理、ゴミ出し、電球の交換、代筆　等

Ⅲ　訪問型サービスA
（緩和した基準によるサービス）

なし

事業者に直接支払

ボランティア主体
【訪問介護員又は一定の研修受講者】

任意

支援主体が設定
（無償や実費負担のみ等も考えられる）

生活援助等
（例）

・調理、掃除等やその一部介助
・ゴミの分別やゴミ出し

・重い物の買い物代行や同行
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◎通所型サービスの例（※典型例として整理したもの）

市場（地域支援事業の外）
で提供されるサービス

Ⅰ　通所介護① Ⅱ　通所介護②

①

通所介護と同様のサービス内容
（生活機能向上型を除く。）
・それぞれ利用者のニーズに応じて明
確な目標を持ちサービスを提供

生活機能向上型の通所介護
（例）
・身体機能の向上のための機能訓練

・調理や掃除、洗濯といった生活機能向上
のためのトレーニング

事業者が定めるサービスメニュー
（例）
・フィットネスクラブ
・レジャー施設
・飲食店等のサロン
・文化教室、稽古事
・趣味の会など

○「多様なサービス」の利用が難しい
ケース、不適切なケース

○通所により専門職の指導を受けな
がら集中的に生活機能の向上のため
のトレーニングを行うことで改善・維持
が見込まれるケース

③ 事業者指定 委託 運営費補助 その他補助や助成 直接実施 委託

④
ケアプランを作成、
モニタリングを実施

ケアプランを作成、モニタリ
ングを実施

ケアプランを作成、
モニタリングを実施

初回のケアマネジメントの
み

⑤ 同左
人数等に応じて月・年ごと
の包括払い・出来高払い

運営のための事業経費を
補助

家賃、光熱水費、年定額
等

直接負担
利用1回ごとの出来高払い又
は月ごとの包括払い

⑥

⑦ 必要に応じて作成 任意

⑧

・国が示す単価を下回る単価で
市町村が設定（出来高払いも可
だが月の合計は当該単価以下）
※
【サービス内容と時間に応じて、
左記より低コストに設定】

なし 自由価格

⑨ 同上

⑩
限度額管理の対象（事業対象

者は目安）・国保連で管理
なし

⑪ 国保連経由で審査・支払 事業者に直接支払 － 事業者に直接支払

⑫ 民間事業者等

⑬
※食事代などの実費は報酬の
対象外（利用者負担）

※食事代などの実費は報
酬の対象外（利用者負担）

サービス種別

基準

②

サービス内容

事業の実施方法

※利用者により選択

ケアマネジメント

事業者指定

想定される
サービス提供者（例）

通所介護事業者の従事者

利用１回ごとの出来高払い又は月ごとの包括払い
※市町村は負担金として支払う

利用者負担額
（利用料）

市町村の負担方法

単価等
【単価金額の目安】

事業者への支払い方法 国保連経由で審査・支払

・介護給付の利用者負担割合（１割。一定以上所得の利用者には２割又は３
割。ただし、負担割合３割については、平成30年８月施行。）等を勘案（下限
は介護給付の利用者負担割合）

対象者となるケースと
サービス提供の考え方

地域の実情に合わせて市町村が規定
（サービス内容に応じて、市町村が独自に定める基準）

必須

予防給付の基準を基本に市町村が規定

作成

・国が示す単価（包括報酬）以下で市町村が設定（出来高払いも可だが月の
合計は当該単価以下）※
【国が示す単価を踏まえた専門職が提供するサービスにふさわしい単価】

従前の通所介護相当

高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する通所事業
（例）
・ミニデイサービス
・運動、レクリエーション活動　　等

ケアプランを作成、モニタリングを実施

多様なサービス

Ⅲ　通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

Ⅳ　通所型サービスB
（住民主体による支援）

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進
（通所型サービスＡの利用の場合も、一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援（通所型サービスＢや一般介護
予防事業）に移行していくことが重要）

Ⅴ　通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

日常生活に支障のある生活行為を改善するために、利用者の個別性に
応じて、下記のプログラムを複合的に実施
・運動器の機能向上
・栄養改善
・口腔機能の向上
・膝痛・腰痛対策
・閉じこもり予防・支援
・認知機能の低下予防・支援
・うつ予防・支援
・ADL/IADLの改善

（訪問型サービスCによるアセスメント訪問と組み合わせ、日常生活に支
障のある生活行為を明らかにした上で実施）

○ケアマネジメントで、以下のような支援が必要なケース
・体力の改善に向けた支援が必要なケース
・健康管理の維持・改善が必要なケース
・閉じこもりに対する支援が必要なケース
・ADLやIADLの改善に向けた支援が必要なケース

※３～６ケ月の短期間で行う

ケアプランを作成、モニタリングを実施

住民主体による要支援者を中心とする自主的な通い
の場づくり
（例）
・体操、運動等の活動

・趣味活動等を通じた日中の居場所づくり
・定期的な交流会、サロン
・会食　等

○既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用の継続が必
要とケアマネジメントで認められるケース
※一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援に移
行していくことが重要。

ボランティア主体

事業者に直接支払

市町村が適切に設定

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負担）
※一般介護予防事業等で行うサロンと異なり、要支援
者等を中心に定期的な利用が可能な形態を想定
※通いの場には、障害者や子ども、要支援者以外の
高齢者なども加わることができる。（共生型）

任意

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負担）

個別サービス計画

地域の実情に合わせて市町村が規定
（人員などを緩和した基準）

なし

市町村が適切に設定

なし

保健・医療の専門職【医師、歯科医師、保健師、看護職
員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養

士、歯科衛生士、機能訓練指導員、経験のある介護職員
等】

（市町村）

備　　　　考

主に雇用されている労働者＋ボランティア
（NPO、民間事業者、協同組合等）

地域の実情に合わせて市町村が規定
(個人情報の保護など総合事業を行うに

当たって必ず遵守すべき基準）
基準

※食事代などの実費は報酬の対象外（利用者負担）

サービス提供主体が設定
（補助の条件で、市町村が設定することも可）

限度額管理の有無・方
法

限度額管理の対象（事業対象者は目安）・国保連で管理 なし
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◎一般介護予防事業（関連するもの）

地域介護予防活動
支援事業（通いの場関係）

地域リハビリテーション
活動支援事業

①

介護予防に資する住民運営の通いの場づ
くり
・体操、運動等の活動
・趣味活動等を通じた日中の居場所づくり
・交流会、サロン　等

リハビリテーション専門職等が、通所、訪
問、地域ケア会議、住民運営の通いの場
等の介護予防の取組を総合的に支援する

②
○主に日常生活に支障のない者であっ
て、通いの場に行くことにより介護予防
が見込まれるケース

―
（※対象者個人へのサービス提供では
ない）

③
委託/運営費補助

/その他補助や助成
直接実施/委託

④
なし

※サービス事業のケアマネジメントによりつなげるこ
ともあり

（総合相談やサービス事業のケアマネジメ
ントによりつなげる）

⑤
人数等に応じて月・年ごとの包括払い/運

営のための間接経費を補助/
家賃、光熱水費、年定額　等

直接負担/人数等に応じた月・年ごとの包
括払い

⑥ 地域の実情に合わせて市町村が規定 地域の実情に合わせて市町村が規定

⑦ なし なし

⑧ なし なし

⑨
・市町村が適切に設定
・補助の場合は、サービス提供主体が設
定することも可

なし

⑩ なし なし

⑪ 事業者に直接支払 事業者に直接支払

⑫ 地域住民主体

リハビリテーション専門職等【理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、管

理栄養士等】
（市町村、委託事業者）

⑬

※食事代などの実費は報酬の対象外（利
用者負担）
※通いの場には、障害者や子どもなども加
わることができる。（共生型）

個別サービス計画

一般介護予防事業事業

サービス種別

備　　　　考

想定される
サービス提供者（例）

限度額管理の有無・方
法

事業者への支払い方
法

単価等
【単価金額の目安】

利用者負担額
（利用料）

市町村の負担方法

基準

事業の実施方法

ケアマネジメント

サービス内容

対象者となる
ケースとサービス提供
の考え方
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◎生活支援サービスの例（※典型例として整理したもの）

多様なサービス
市場で提供

されるサービス

配食サービス

①

栄養改善を目的とする配食
・栄養バランスのとれた食事の提供

・治療食の提供

一人暮らし高齢者などで見守りを兼ねる配食
・対面で渡すことで安否の確認

・他者との交流

・配食
・業務上での見守り、異変に気
づいたときの通報

②

※まず市場におけるサービス提供の活用を前提として、市場では提供されない

サービスを提供するもの。

【対象となるケース】
（栄養改善を目的とする配食）
・摂取カロリーが少ない、栄養の偏りが見られる。

・認知機能や下肢筋力、意欲の低下等により、調理に支障あり。

（見守りを兼ねる配食）
・独居及び高齢者のみ世帯（近隣に家族等の支援者がいない）、同居家族が

支援の必要な高齢者、障害者等の世帯
・認知機能や下肢筋力、意欲の低下等により、外出に支障あり。
・閉じこもり傾向にあり、安否の確認がとりづらい。

※利用者により選択

③
事業者指定／委託／

運営費補助／
その他補助や助成

④ 初回のケアマネジメントのみ

⑤
利用１回ごとの出来高払い、月・年ごとの包括払い、一部補助

※市町村は負担金として支払う

⑥ 地域の実情に合わせて市町村が規定

⑦ 任意

⑧ 自由価格

⑨ 同上

⑩ なし

⑪
国保連経由で審査・支払／

事業者への直接支払

⑫
ＮＰＯ、民間事業者、

協同組合、社会福祉法人等

民間事業者
(配食事業者、新聞、乳酸飲料
等の配達事業者、電気、水道事
業者等）

⑬ ※食材料費などの実費は報酬の対象外（利用者負担）備　　　　考

利用者負担額
（利用料）

事業者への支払い方法

単価等
【単価設定の目安】

市町村の負担方法

基準

想定される
サービス提供者（例）

限度額管理

個別サービス計画

・市町村が適切に設定※
・補助の場合は提供主体が設定することも可

基準

サービス種別

サービス内容

事業の実施方法

対象者となるケースと
サービス提供の考え方

ケアマネジメント
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◎ケアマネジメントの例（給付によるサービスの利用がなく、総合事業によるサービスのみ利用のケース）（※典型例として整理したもの）

現行の介護予防支援相当

ケアマネジメントA ケアマネジメントB（緩和した基準によるサービス） ケアマネジメントC（緩和した基準によるサービス）

① 介護予防支援と同様のケアマネジメント

プロセス等を簡略化したケアマネジメント
（例）
・サービス担当者会議を省略するとともに、モニタリングの間隔をあけたケアマネジ
メント

初回のみ実施
（例）
・アセスメントをし、ケアプランを作成して、サービスにつなげる（サービス担当者会
議やモニタリングはなし）

総合相談

②
○主に訪問型・通所型サービスにおいて指定事業者のサービスを利
用するケース、訪問型・通所型サービスＣを組み合わせた複数のサー
ビスを利用する場合

○A・C以外のケース（ケアマネジメントの過程で判断）
○主に、ケアマネジメントの結果、補助によるサービスや配食などの生
活支援サービスの利用につなげるケース

※本人の希望が明確であり、
一般介護予防事業により行わ
れる通いの場、体操教室など
を利用するケース

③ 直接実施／委託 直接実施／委託 直接実施／委託 直接実施／委託

④ ケアプランを作成、モニタリングを実施
ケアプランを作成、モニタリングを適宜実施

（サービス担当者会議などを省略）
初回のみケアマネジメントを実施

※その後は事業者より適宜情報提供を受け、必要に応じて関与
本人の相談を受け、助言

⑤ 月単位で支払い 月単位で支払い 初回のみ月単位で支払い
包括的支援事業により委託費
を支払い（又は直接実施）

⑥ 予防給付の基準を基本に市町村が規定 予防給付の基準を参考に市町村が規定 同左
地域包括支援センターの運営

基準

⑦ 原則記入 記入・不要 不要 不要

⑧
なし

（予防給付の単価を踏まえて実施）
なし

（予防給付の単価を下回る単価で実施）
なし

（予防給付の単価を踏まえて実施）
なし

⑨ なし なし なし なし

⑩ 直接実施／事業者への直接支払 直接実施／事業者への直接支払 直接実施／事業者への直接支払
包括的支援事業として委託法
人に直接支払い（直接実施の

場合は、直接経費を負担）

⑪ なし なし なし なし

⑫ 地域包括支援センター

⑬

給付管理票の作成・記
入

備　　　　考

地域包括支援センター（居宅介護支援事業所）

限度額管理

事業者への支払い方法

単価等
【単価設定の目安】

利用者負担額
（利用料）

サービス提供者

総合相談

多様なサービス

基準

事業の実施方法

ケアマネジメント

市町村の負担方法

サービス内容

対象者となるケースと
サービス提供の考え方

基準

サービス種別
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別添２ （略） 別添 （略） 

  


